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平成２６年本別町議会第１回定例会会議録（第４号）  

平成２６年３月２０日（木曜日） 午前１０時００分開議 

───────────────────────────────────── 

○議事日程 

日程第 １ （平成２６年度各会計予算審査特別委員会委員長報告） 

議 案 第 ２ ７ 号 平成２６年度本別町一般会計予算について 

議 案 第 ２ ８ 号 平成２６年度本別町国民健康保険特別会計予算につ

いて 

議 案 第 ２ ９ 号 平成２６年度本別町後期高齢者医療特別会計予算に

ついて 

議 案 第 ３ ０ 号 平成２６年度本別町介護保険事業特別会計予算について 

議 案 第 ３ １ 号 平成２６年度本別町介護サービス事業特別会計予算に

ついて 

議 案 第 ３ ２ 号 平成２６年度本別町簡易水道特別会計予算について 

議 案 第 ３ ３ 号 平成２６年度本別町公共下水道特別会計予算について 

議 案 第 ３ ４ 号 平成２６年度本別町水道事業会計予算について 

議 案 第 ３ ５ 号 平成２６年度本別町国民健康保険病院事業会計予算に

ついて 

日程第 ２ 議 案 第 ３ ６ 号 本別町社会教育委員に関する条例の一部改正について 

日程第 ３ 議 案 第 ３ ７ 号 町道の路線廃止について 

日程第 ４ 議 案 第 ３ ８ 号 町道の路線変更について 

日程第 ５ 議 案 第 ３ ９ 号 町道の路線認定について 

日程第 ６ 議 案 第 ４ ０ 号 北海道市町村職員退職手当組合規約の変更について 

日程第 ７ 意見書案第１号 地方自治体の臨時・非常勤職員の待遇改善と雇用安    

定のための法改正に関する意見書 

日程第 ８ 意見書案第２号 集団的自衛権に関する憲法解釈の変更に反対する意

見書 

日程第 ９ 意見書案第３号 特定秘密保護法の廃止を求める意見書 

日程第１０ 意見書案第４号 ＴＰＰ交渉等国際貿易交渉に係る意見書 

日程第１１          常任委員会の閉会中の所管事務調査の件 

                （総務常任委員会、産業厚生常任委員会、 

                            広報広聴常任委員会） 

日程第１２         議会運営委員会の閉会中の所掌事務調査の件 

（閉会中の継続審査申出書） 

日程第１３          議員派遣の件 

 ───────────────────────────────────── 
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○会議に付した事件 

日程第 １ （平成２６年度各会計予算審査特別委員会委員長報告） 

議 案 第 ２ ７ 号 平成２６年度本別町一般会計予算について 

議 案 第 ２ ８ 号 平成２６年度本別町国民健康保険特別会計予算につ

いて 

議 案 第 ２ ９ 号 平成２６年度本別町後期高齢者医療特別会計予算に

ついて 

議 案 第 ３ ０ 号 平成２６年度本別町介護保険事業特別会計予算について 

議 案 第 ３ １ 号 平成２６年度本別町介護サービス事業特別会計予算に

ついて 

議 案 第 ３ ２ 号 平成２６年度本別町簡易水道特別会計予算について 

議 案 第 ３ ３ 号 平成２６年度本別町公共下水道特別会計予算について 

議 案 第 ３ ４ 号 平成２６年度本別町水道事業会計予算について 

議 案 第 ３ ５ 号 平成２６年度本別町国民健康保険病院事業会計予算に

ついて 

日程第 ２ 議 案 第 ３ ６ 号 本別町社会教育委員に関する条例の一部改正について 

日程第 ３ 議 案 第 ３ ７ 号 町道の路線廃止について 

日程第 ４ 議 案 第 ３ ８ 号 町道の路線変更について 

日程第 ５ 議 案 第 ３ ９ 号 町道の路線認定について 

日程第 ６ 議 案 第 ４ ０ 号 北海道市町村職員退職手当組合規約の変更について 

日程第 ７ 意見書案第１号 地方自治体の臨時・非常勤職員の待遇改善と雇用安    

定のための法改正に関する意見書 

日程第 ８ 意見書案第２号 集団的自衛権に関する憲法解釈の変更に反対する意

見書 

日程第 ９ 意見書案第３号 特定秘密保護法の廃止を求める意見書 

日程第１０ 意見書案第４号 ＴＰＰ交渉等国際貿易交渉に係る意見書 

日程第１１          常任委員会の閉会中の所管事務調査の件 

                （総務常任委員会、産業厚生常任委員会、 

                            広報広聴常任委員会） 

日程第１２         議会運営委員会の閉会中の所掌事務調査の件 

（閉会中の継続審査申出書） 

日程第１３          議員派遣の件 

─────────────────────────────────────── 

○出席議員（９名） 

議 長 １２番 方 川 一 郎 君     副議長 １１番 林     武 君 

      ２番 山 西 二三夫 君        ５番  小笠原 良  美 君 
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      ６番 山 田 鶴 雄 君        ７番 方 川 英 一 君 

      ８番 笠 原  求 君             ９番 高 橋 利 勝 君 

     １０番 阿 保 静 夫 君 

─────────────────────────────────────── 

○欠席議員（２名） 

３番 戸 田  徹 君         ４番 黒 山 久 男 君 

─────────────────────────────────────── 

○説明のため出席した者の職氏名 

町 長 髙 橋 正 夫 君  副 町 長 砂 原  勝 君 

会 計 管 理 者 黒 田  匡 君  総 務 課 長 大和田   収 君 

農 林 課 長 工 藤  朗 君  保 健 福 祉 課 長 吉 井 勝 彦 君 

住 民 課 長 千 葉 輝 男 君  建 設 水 道 課 長 能 祖  豊 君 

企 画 振 興 課 長 川 本 秀 二 君  老人ホーム所長 井 上 松 子 君 

国保病院事務長 毛 利 俊 夫 君  総 務 課 長 補 佐 大 橋 堅 次 君 

建設水道課長補佐 高 橋  優 君  教 育 委 員 長 水 谷 令 子 君 

教 育 長 中 野 博 文 君  教 育 次 長 竹 田  稔 君 

社 会 教 育 課 長 安 藤 修 一 君 農 委 事 務 局 長 山 本 光 明 君 

代 表 監 査 委 員 畑 山 一 洋 君 選 管 事 務 局 長 大和田   収 君 

─────────────────────────────────────── 

○職務のため議場に出席した者の職氏名 

事 務 局 長 鷲 巣 正 樹 君  総 務 担 当 主 査 松 本  恵 君 

総 務 担 当 主 任 塚 谷 直 人 君 
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○議長（方川一郎君） 開会前に、黒山久男君、並びに戸田徹君から会議を欠席する

旨の届け出がありましたので報告しておきます。 

開議宣告（午前１０時００分） 

───────────────────────────────────── 

◎開議宣告 

○議長（方川一郎君） これから、本日の会議を開きます。 

───────────────────────────────────── 

◎日程第１ 議案第２７号ないし議案第３５号 

○議長（方川一郎君） 日程第１ 議案第２７号平成２６年度本別町一般会計予算に

ついて、ないし議案第３５号平成２６年度本別町国民健康保険病院事業会計予算につ

いて、以上９件を一括議題とします。 

以上９件について、委員長の報告を求めます。 

平成２６年度各会計予算審査特別委員会委員長方川英一君、御登壇ください。 

○各会計予算審査特別委員長（方川英一君）〔登壇〕 報告いたします。 

委員会審査結果報告。 

本委員会は、平成２６年３月１２日、第１回定例会において付託を受けた下記事件

について審査の結果、次のとおり決定しましたので、会議規則第７７条の規定により

報告させていただきます。 

記１、事件。 

①議案第２７号平成２６年度本別町一般会計予算について。 

②議案第２８号平成２６年度本別町国民健康保険特別会計予算について。 

③議案第２９号平成２６年度本別町後期高齢者医療特別会計予算について。 

④議案第３０号平成２６年度本別町介護保険事業特別会計予算について。 

⑤議案第３１号平成２６年度本別町介護サービス事業特別会計予算について。 

⑥議案第３２号平成２６年度本別町簡易水道特別会計予算について。 

⑦議案第３３号平成２６年度本別町公共下水道特別会計予算について。 

⑧議案第３４号平成２６年度本別町水道事業会計予算について。 

⑨議案第３５号平成２６年度本別町国民健康保険病院事業会計について。 

２、予算審査特別委員会開催日、平成２６年３月１７日、１８日。 

３、審査の結果。 

①議案第２７号平成２６年度本別町一般会計予算について、原案可決。 

②議案第２８号平成２６年度本別町国民健康保険特別会計予算について、原案可

決。 

③議案第２９号平成２６年度本別町後期高齢者医療特別会計予算について、原案可

決。 

④議案第３０号平成２６年度本別町介護保険事業特別会計予算について、原案可
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決。 

⑤議案第３１号平成２６年度本別町介護サービス事業特別会計予算について、原案

可決。 

⑥議案第３２号平成２６年度本別町簡易水道特別会計予算について、原案可決。 

⑦議案第３３号平成２６年度本別町公共下水道特別会計予算について、原案可決。 

⑧議案第３４号平成２６年度本別町水道事業会計予算について、原案可決。 

⑨議案第３５号平成２６年度本別町国民健康保険病院事業会計について、原案可決

であります。 

以上、報告といたします。 

○議長（方川一郎君） お諮りします。 

本案９件の委員長報告に対する質疑は、議会運営基準１０４により省略したいと思

います。 

御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

したがって、委員長報告に対する質疑は省略することに決定いたしました。 

これから、議案第２７号平成２６年度本別町一般会計予算についての討論を行いま

す。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第２７号平成２６年度本別町一般会計予算についてを採決します。 

 この採決は、起立によって行います。 

 本案に対する委員長報告は、原案可決であります。 

 委員長報告のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（方川一郎君） 起立多数です。 

 お座りください。 

 したがって、議案第２７号平成２６年度本別町一般会計予算については委員長報告

のとおり可決されました。 

 これから、議案第２８号平成２６年度本別町国民健康保険特別会計予算についての

討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

これで、討論を終わります。 

 これから、議案第２８号平成２６年度本別町国民健康保険特別会計予算についてを
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採決します。 

 この採決は、起立によって行います。 

 本案に対する委員長報告は、原案可決です。 

 委員長報告のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（方川一郎君） 起立多数です。お座りください。 

 したがって、議案第２８号平成２６年度本別町国民健康保険特別会計予算について

は委員長報告のとおり可決されました。 

 これから、議案第２９号平成２６年度本別町後期高齢者医療特別会計予算について

の討論を行います。 

 まず、原案に反対者の発言を許します。 

 阿保静夫君、御登壇ください。 

○１０番（阿保静夫君）〔登壇〕 議案第２９号平成２６年度本別町後期高齢者医療

特別会計予算に反対の立場から討論を行います。 

 予算審査の中で明らかになったように、北海道全体では保険料が１,０５３円現行

より下がり、年間保険料は６万６,２６５円となるものです。 

 しかし、年金収入が１６８万円以下の方は増額になることも明らかになりました。

これは主に均等割と所得割の比率で、所得割は引き下げ均等割を大きくしたことによ

ります。本町の場合は平均保険料は道の平均より１万７,８５７円低い、年４万８,４

０８円ほどとのことですが、保険料は逆に現行より１,６７４円上がるとのことで

す。 

 このように後期高齢者医療制度は、医療を年齢で差別していることは言うまでもな

く、医療費の増が直接保険料負担に反映し、さらに今回の改訂では収入の少ない方の

負担がふえるというものであり大いに問題だと考えることから本予算については反対

の態度を表明するものです。 

 議員各位の賛同をお願いします。 

○議長（方川一郎君） 次に、原案に賛成者の発言を許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 次に、原案に反対者の発言を許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） これで、討論を終わります。 

 これから、議案第２９号平成２６年度本別町後期高齢者医療特別会計予算について

を採決します。 

 この採決は、起立によって行います。 

 本案に対する委員長報告は、原案可決です。 

 委員長報告のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 
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（賛成者起立） 

○議長（方川一郎君） 起立多数です。 

 お座りください。 

 したがって、議案第２９号平成２６年度本別町後期高齢者医療特別会計予算につい

ては委員長報告のとおり可決されました。 

 これから、議案第３０号平成２６年度本別町介護保険事業特別会計予算についての

討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第３０号平成２６年度本別町介護保険事業特別会計予算についてを

採決します。 

 この採決は、起立によって行います。 

 本案に対する委員長報告は、原案可決です。 

 委員長報告のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（方川一郎君） 起立多数です。お座りください。 

 したがって、議案第３０号平成２６年度本別町介護保険事業特別会計予算について

は委員長報告のとおり可決されました。 

 これから、議案第３１号平成２６年度本別町介護サービス事業特別会計予算につい

ての討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第３１号平成２６年度本別町介護サービス事業特別会計予算につい

てを採決します。 

 この採決は、起立によって行います。 

 本案に対する委員長報告は、原案可決です。 

 委員長報告のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（方川一郎君） 起立多数です。 

 お座りください。 

 したがって、議案第３１号平成２６年度本別町介護サービス事業特別会計予算につ

いては委員長報告のとおり可決されました。 

 これから、議案第３２号平成２６年度本別町簡易水道特別会計予算についての討論

を行います。 
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（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第３２号平成２６年度本別町簡易水道特別会計予算についてを採決

します。 

 この採決は、起立によって行います。 

 本案に対する委員長報告は、原案可決です。 

 委員長報告のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（方川一郎君） 起立多数です。 

 お座りください。 

 したがって、議案第３２号平成２６年度本別町簡易水道特別会計予算については委

員長報告のとおり可決されました。 

 これから、議案第３３号平成２６年度本別町公共下水道特別会計予算についての討

論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第３３号平成２６年度本別町公共下水道特別会計予算についてを採

決します。 

 この採決は、起立によって行います。 

 本案に対する委員長報告は、原案可決です。 

 委員長報告のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（方川一郎君） 起立多数です。 

 お座りください。 

 したがって、議案第３３号平成２６年度本別町公共下水道特別会計予算については

委員長報告のとおり可決されました。 

 これから、議案第３４号平成２６年度本別町水道事業会計予算についての討論を行

います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第３４号平成２６年度本別町水道事業会計予算についてを採決しま

す。 

 この採決は、起立によって行います。 
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 本案に対する委員長報告は、原案可決です。 

 委員長報告のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（方川一郎君） 起立多数です。 

 お座りください。 

 したがって、議案第３４号平成２６年度本別町水道事業会計予算については、委員

長報告のとおり可決されました。 

 これから、議案第３５号平成２６年度本別町国民健康保険病院事業会計予算につい

ての討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第３５号平成２６年度本別町国民健康保険病院事業会計予算につい

てを採決します。 

 この採決は、起立によって行います。 

 本案に対する委員長報告は、原案可決です。 

 委員長報告のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（方川一郎君） 起立多数です。 

 お座りください。 

 したがって、議案第３５号平成２６年度本別町国民健康保険病院事業会計予算につ

いては委員長報告のとおり可決されました。 

───────────────────────────────────── 

◎日程第２ 議案第３６号 

○議長（方川一郎君） 日程第２ 議案第３６号本別町社会教育委員に関する条例の

一部改正についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 安藤社会教育課長。 

○社会教育課長（安藤修一君） 議案第３６号本別町社会教育委員に関する条例の一

部改正について、提案理由の御説明をさせていただきます。 

 今回の改正につきましては、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を

図るための関係法律の整備に関する法律の施行に伴い、社会教育法が改正され、これ

まで同法に定められていた社会教育委員の委嘱の基準について、市町村の条例で定め

ることとされたため、国が示した基準を踏まえ学校教育及び社会教育の関係者、家庭

教育の向上に資する活動を行う者並びに学識経験のある者を加える等の改正を行うも

のです。 



 

 - 10 - 

 それでは、改正条文を朗読して説明にかえさせていただきます。 

 なお、括弧書き等の朗読は省略をさせていただきます。 

 本別町社会教育委員に関する条例の一部を改正する条例。 

 本別町社会教育委員に関する条例（昭和２４年条例第２３号）の一部を次のように

改正する。 

 第１条中｢（昭和２４年法律第２０７号。以下「法」という。）｣を｢（昭和２４年

法律第２０７号）｣に改める。 

 第２条を次のように改める。 

 第２条、委員の定数は、１５人以内とし、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教

育の向上に資する活動を行う者並びに学識経験のある者の中から、教育委員会が委嘱

する。 

 第４条中｢法第１５条第２項｣を｢第２条｣に改める。 

 附則。  

 施行期日。 

 この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

 経過措置。 

 この条例の施行の際、現に改正前の社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）第１

５条の規定により社会教育委員に委嘱されている者（以下｢旧委員｣という。）は、こ

の条例による改正後の本別町社会教育委員に関する条例により委嘱された社会教育委

員とみなす。この場合において、旧委員の任期は、この条例による改正前の本別町社

会教育委員に関する条例の規定による任期の残任期間とする。 

 以上、本別町社会教育委員に関する条例の一部改正についての説明とさせていただ

きます。よろしく御審議をお願い申し上げます。 

○議長（方川一郎君） これから、質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 

 これで、質疑を終わります。 

 これから、討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第３６号本別町社会教育委員に関する条例の一部改正についてを採

決します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 
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○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第３６号本別町社会教育委員に関する条例の一部改正について

は、原案のとおり可決されました。 

───────────────────────────────────── 

◎日程第３ 議案第３７号 

○議長（方川一郎君） 日程第３ 議案第３７号町道の路線廃止についてを議題とし

ます。 

 提案理由の説明を求めます。 

 能祖建設水道課長。 

○建設水道課長（能祖 豊君） 議案第３７号町道の路線廃止について、提案理由の

説明を申し上げます。 

 今回は２路線の廃止を提案しております。 

 栄町公営住宅の建てかえに伴い、道路改良工事を進めておりますが、現在の町道栄

町公園通りと町道栄町６号通りの道路利用形態が変更となり、この２路線の道路がな

くなることから、路線廃止を提案したところであります。 

 提案内容でありますが、道路法第１０条第３項の規定に基づき町道の路線を次のよ

うに廃止するものであります。 

 次のページをお願いいたします。 

 廃止する路線。 

 路線番号、１３３。路線名、栄町公園通りは、起点から終点までの総延長９３.３

０メートルの全路線を廃止するものであります。 

 次の路線番号、１３４。路線名、栄町６号通りにつきましても、起点から終点まで

の総延長９２.５０メートルの全路線を廃止するものであります。 

 以上、町道の路線廃止についての提案説明とさせていただきます。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから、質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 

 これで、質疑を終わります。 

 これから、討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第３７号町道の路線廃止についてを採決します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 
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（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第３７号町道の路線廃止については、原案のとおり可決されまし

た。 

───────────────────────────────────── 

◎日程第４ 議案第３８号 

○議長（方川一郎君） 日程第４ 議案第３８号町道の路線変更についてを議題とし

ます。 

 提案理由の説明を求めます。 

 能祖建設水道課長。 

○建設水道課長（能祖 豊君） 議案第３８号町道の路線変更について、提案理由の

説明を申し上げます。 

 今回は２路線の変更を提案しております。 

 １路線目の町道栄町２号通りは、新規道路事業に伴い、町道終点側から新たに道路

が延長され、道路の利用形態が変更となるため、路線変更を提案したところでありま

す。 

 続いて、２路線目の町道栄町公住１号通りにつきましても、公営住宅の建てかえに

伴い、現在の町道終点側から新たに道路が延長され、道路の利用形態が変更となるた

め、路線変更を提案したところであります。 

 提案内容でありますが、道路法第１０条第３項の規定に基づき町道の路線を次のよ

うに変更するものであります。 

 次のページをお願いします。 

 路線変更する路線。 

 路線番号、１３８。路線名、栄町２号通り。起点の変更はありません。 

終点を中川郡本別町栄町７０番地２に変更し、総延長は１９６.１０メートルから３

１６.１０メートルに変更するものであります。 

 続きまして、路線番号、１９４。路線名、栄町公住１号通り。起点の変更はありま

せん。終点を中川郡本別町栄町７０番地１に変更し、総延長は１７３.５０メートル

から２９５.００メートルに変更するものであります。 

 以上、町道の路線変更についての提案説明とさせていただきます。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから、質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 

 これで、質疑を終わります。 

 これから、討論を行います。 
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（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第３８号町道の路線変更についてを採決します。 

 お諮りします。 

 本案は原案のとおり決定することに、御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第３８号町道の路線変更については、原案のとおり可決されまし

た。 

───────────────────────────────────── 

◎日程第５ 議案第３９号 

○議長（方川一郎君） 日程第５ 議案第３９号町道の路線認定についてを議題とし

ます。 

 提案理由の説明を求めます。 

 能祖建設水道課長。 

○建設水道課長（能祖 豊君） 議案第３９号町道の路線認定について、提案理由の

説明を申し上げます。 

 本路線につきましては、栄町公営住宅建てかえに伴い、先ほど議決いただきました

２路線の廃止のあとに、新しい道路形態として新たに新設される道路であります。 

 この道路は団地内の方々が利用する道路として必要であることから、路線認定を提

案したところであります。 

 提案内容でありますが、道路法第８条第２項の規定に基づき町道の路線を次のよう

に認定するものであります。 

 次のページをお願いいたします。 

 認定する路線。 

 路線番号、１９８。路線名、栄町公住３号通り。起点、中川郡本別町栄町７０番地

２。終点、中川郡本別町栄町７０番地１。総延長は２６８.００メートルでありま

す。 

 以上、町道の路線認定についての提案説明とさせていただきます。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから、質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 

 これで、質疑を終わります。 

 これから、討論を行います。 
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（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第３９号町道の路線認定についてを採決します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第３９号町道の路線認定については、原案のとおり可決されまし

た。 

───────────────────────────────────── 

◎日程第６ 議案第４０号 

○議長（方川一郎君） 日程第６ 議案第４０号北海道市町村職員退職手当組合規約

の変更についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 大和田総務課長。 

○総務課長（大和田収君） 議案第４０号北海道市町村職員退職手当組合規約の変更

について提案理由の説明を申し上げます。 

 北海道市町村職員退職手当組合の組織団体であります上川中部消防組合及び伊達・

壮瞥学校給食組合が、平成２６年３月３１日付け、解散脱退することに伴い、一部事

務組合であります北海道市町村職員退職手当組合の規約の変更の必要が生じてまいり

ました。 

 これに伴い、地方自治法第２９０条の規定により、構成する全市町村の議決が必要

となったため提案するものでございます。 

 それでは、改正条文により説明をさせていただきます。 

 なお、括弧書きの朗読は省略させていただきます。 

 北海道市町村職員退職手当組合規約の一部を変更する規約。 

 北海道市町村職員退職手当組合規約（昭和３２年１月２３日３２地第１７５号指令

許可）の一部を次のように変更する。 

 別表（上川）の項中「上川中部消防組合 」を削り、同表（胆振）の項中「伊達・

壮瞥学校給食組合 」を削る。 

 附則。 

 この規約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定によ

る総務大臣の許可の日から施行する。 

 以上、議案第４０号北海道市町村職員退職手当組合規約の変更についての提案説明

とさせていただきます。 
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 よろしく御審議をお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから、質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 

 これで、質疑を終わります。 

 これから、討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第４０号北海道市町村職員退職手当組合規約の変更についてを採決

します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第４０号北海道市町村職員退職手当組合規約の変更については、

原案のとおり可決されました。 

───────────────────────────────────── 

◎日程第７ 意見書案第１号 

○議長（方川一郎君） 日程第７ 意見書案第１号地方自治体の臨時・非常勤職員の

待遇改善と雇用安定のための法改正に関する意見書についてを議題とします。 

 提案趣旨の説明を求めます。 

 高橋利勝君、御登壇ください。 

○９番（高橋利勝君）〔登壇〕 意見書案第１号地方自治体の臨時・非常勤職員の待

遇改善と雇用安定のための法改正に関する意見書。 

 上記の議案を別紙のとおり会議規則第１４条の規定により提出します。 

 なお、案文の朗読をもって提案理由の説明にかえさせていただきます。 

 地方自治体の臨時・非常勤職員の待遇改善と雇用安定のための法改正に関する意見

書案。 

 自治体の臨時・非常勤職員は、いまや３人に１人となり、全国では約７０万人にも

上ります。それらの職員の多くは、年収が約２００万以下であるため官製ワーキング

プアとも言われ、雇止めに不安を感じながら日々の業務にあたっています。 

 臨時・非常勤職員の職種は、行政事務職のほか保育士、学童指導員、学校給食調理

員、看護師、各種相談員、図書館職員、公民館職員、学校教育など多岐にわたりま

す。その多くの職員が、恒常的業務に就いており地方自治体は臨時・非常勤職員の労

働を無くして一日たりとも回りません。 
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 しかし、臨時・非常勤職員にはパート労働法、労働契約法などが適用されないなど

待遇や雇用について保護する制度が整備されておらず、民間労働法制と地方公務員制

度の狭間で、法の谷間におかれた存在となっています。 

 このため、パート労働法や改正労働契約法の趣旨を踏まえ、臨時・非常勤職員の待

遇改善、雇用安定に関する法整備をはかることが重要課題となっています。 

 つきましては、行政サービスの質の確保と、臨時・非常勤職員の待遇改善、雇用安

定の観点から、次のことが措置されるよう強く要望いたします。 

 記。 

 １、非常勤職員に期末手当や退職手当の支給を認めていない地方自治法を改正する

こと。 

 ２、均等・均衡待遇を求めているパート労働法の趣旨を、臨時・非常勤等職員に適

用させる法整備をはかること。 

 ３、臨時・非常勤職員の処遇改善、雇用安定をはかるため、任期の定めのない短時

間勤務職員制度の導入について検討を行うこと。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出いたします。 

 提出先、衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総務大臣、厚生労働大臣、文部

科学大臣、消費者庁長官、以上でございます。 

議員各位の御賛同をよろしくお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから、質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 

 これで、質疑を終わります。 

 これから、討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、意見書案第１号地方自治体の臨時・非常勤職員の待遇改善と雇用安定の

ための法改正に関する意見書についてを採決します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、意見書案第１号地方自治体の臨時・非常勤職員の待遇改善と雇用安定

のための法改正に関する意見書については、原案のとおり可決されました。 

───────────────────────────────────── 

◎日程第８ 意見書案第２号 
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○議長（方川一郎君） 日程第８ 意見書案第２号集団的自衛権に関する憲法解釈の

変更に反対する意見書についてを議題とします。 

 提案趣旨の説明を求めます。 

 阿保静夫君、御登壇ください。 

○１０番（阿保静夫君）〔登壇〕 意見書案第２号集団的自衛権に関する憲法解釈の

変更に反対する意見書。 

 上記の議案を別紙のとおり会議規則第１４条の規定により提出します。 

 案文の朗読をもって提案説明にかえさせていただきます。 

 集団的自衛権に関する憲法解釈の変更に反対する意見書案。 

 安倍首相は、今国会中にも集団的自衛権に関する憲法解釈の変更に踏み切り、秋の

臨時国会で関連法案を成立させようとしています。政府は従来から、憲法９条の下に

おいて認められる自衛権の発動としての武力行使については、①わが国に対する急迫

不正の侵害があること、②この場合にこれを排除するために他に適当な手段がないこ

と、③必要最小限の実力行使にとどまるべきこと、という３要件に該当する場合に限

られると解してきました。集団的自衛権については、憲法９条の下において許容され

ている自衛権の行使は、わが国を防衛するための必要最小限度の範囲にとどまるべき

ものであり、他国に加えられた武力攻撃を実力を持って阻止することを内容とする集

団的自衛権の行使は、これを超えるものであって、憲法上許されないとしてきまし

た。これが確立した政府解釈です。 

 集団的自衛権の憲法解釈の変更は、海外で戦争できる国づくりの第一歩であり、恒

久平和主義の憲法原理と立憲主義に反し、到底許されません。全国の集団的自衛権の

行使容認に関する世論調査でも反対が過半数を超えています。 

 よって、集団的自衛権に関する憲法解釈の変更には強く反対するものです。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

 なお提出先は、衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、防衛大臣です。 

 議員各位の御賛同のほどをよろしくお願いします。 

○議長（方川一郎君） これから質疑を行います。 

 林武君。 

○副議長（林武君） 提案者に、何点かについてお聞きをしたいと思います。 

 まず、２番目の関連法案を成立となっておりますけども、この関連法案とはどうい

う法案なのかお教え願いたいと思います。 

 ２点目は、①、②、③ということで、それぞれ我が国が攻撃されたときに自衛権の

発動として最低限認められている３点についてありますが、これは憲法解釈９条の中

で、ずっと容認されてきたことでもありますが、これは個別的自衛権という判断でよ

ろしいでしょうか。あわせて提案者はこれに、このことについては容認しているかど

うか、その辺をお伺いします。 
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 それから、真ん中付近ぐらいでしょうか、他国に加えられた武力攻撃を実力を持っ

て阻止する、この他国というのは、どこを想定して言われているのかお伺いをいたし

ます。 

 それから、国連憲章で認められております、加盟国の中ですね、認められている集

団的自衛権、これは国連憲章でしっかりとうたわれておりますが、日本だけがまだ容

認もされていなく、これの解釈は今、国会で審議中であります。 

 以上について、そのもととしては、提案者が憲法原理と立憲主義に反してとありま

すので、憲法原理、いわゆる憲法は、どの関連法案よりも最優先するというのが国の

決まりでありますので、憲法を差し置いての関連法案がイエス、ノーということには

ないと思っていますので、その辺も含めて御答弁願います。 

○議長（方川一郎君） 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） 全部で４点ないし５点にもなるかなというふうに思います

ので、答弁を申し上げたいと思います。 

 まず、第１番目は、意見書中の関連法案とは何か、２行目ほどに書いてある関連法

案は何かということですが、手元に詳しい資料はありませんけれども、これまでの報

道等の中で憲法を解釈改憲、解釈をかえてこの意見書にあるような中身を進めようと

いう、それに関連する正式名称は、ちょっと今出てきませんけども、憲法をかえる審

議会とか会議を設けるというような趣旨のことが一つありますし、それに関する日程

等も決めるような話がこれまでされていたということも一つ、その中の一つだと思い

ます。細かい法律名とか日程等、ちょっと今、私の手元の資料にはないものですか

ら、例えていえば、一つはそれはあるというふうに思っております。 

 二つ目は、５、６行目くらいに①から③まで、我が国に対する急迫不正の侵害があ

る、自衛権の行使、発動の場合はということで、これは質疑の中にあるとおり、現憲

法の定めの中で自衛権というのは、こういうふうに解釈できるということが、これま

で繰り返し国会の中で答弁されているし、その現憲法を守るという中であれば、こう

いう解釈だということが言われてきていますので、その点においては私もそのとおり

だというふうに思っております。 

 三つ目は、他国とはどこかということですが、これは、最近ですね、首相側の自ら

答弁している中では、一緒に守るべきところという意味ではアメリカ合衆国の名前を

上げておりますし、それから３月１３日の参議院のやり取りの中で、こういう表現を

しております。朝鮮半島有事で米軍を攻撃している北朝鮮に武器弾薬を運んでいる船

舶が攻撃を受けた場合がある場合にどうするか、みたいな趣旨の発言をしております

ので、少なくとも国名としては、アメリカ合衆国や、それからアメリカ合衆国は守る

という意味で国名を明確に出しておりますし、これは、この場で私はそれをそうだと

いうのは問題あると思うのですけど、首相答弁の中では、北朝鮮という言葉で、そこ

に武器を運ぶ船というような表現をしておりますので、そういう解釈が他国の中の一



 

 - 19 - 

つは、そういうこともあるのかなというふうに報道等、それから参議院の３月１３日

ですか、委員会の中で明確にそういう国名が出されているということで答弁になるか

というふうに思います。 

 それから四つ目、国連憲章では、一般的に集団的自衛権は認められているというこ

とで、これもずっと議論があったことです。それで、これを一言で言うのであれば、

国連憲章はそう言っているけど日本国憲法は違うよということで解釈されてきている

というふうに受けとめております。具体例を申し上げます。１９８１年の５月２９日

に、これは内閣衆議院議員、稲葉誠一さんという方が今と同じような質問をされまし

た。そのときに政府は、私が今言ったようなことを言ったのですけども、正確に読み

ますと、憲法、我が国のですね、憲法第９条のもとにおいて許容されている自衛権の

行使は、我が国を防衛するため必要最小限度の範囲にとどめるべきであると解してお

り、これは先ほどの①から③の中身に該当するかと思います。集団的自衛権を行使す

ることは、その範囲を超えるものであって憲法上許されないと考えているというの

が、この１９８１年の内閣の国会での答弁です。それで、同じようなことが実は先ほ

どの参議院の、これは中央公聴会の中で、これも３月１３日だと思いますが、このこ

とを言ったのは、阪田雅裕、元内閣法制局長官が今言ったような中身と同じことを今

の憲法の中では集団的自衛権は行使できないと解釈すべきだという趣旨で発言をされ

ておりますので、国連憲章ではそのようにうたっていても一言で言えば日本国憲法は

違うのだよということをずっと日本政府及びその当時の法制局の長官等が答えている

ので、私もそういうふうに思っているところです。 

 それから５番目になるかとは思うのですが、憲法原理とか立憲主義というのはどう

いうことかということだと思うのですけど、これは一般に言われているとおりなので

すけど、質問の中にもあったとおりで、憲法が最高法規であるということは質問者自

身もおっしゃっているとおりで、私もそのとおりだし、ですから解釈改憲なんてこと

は普通はあり得ない話しだなというふうに、これは私の見解だったり一部の報道の中

でそういうふうにされているとおりで、踏み込んではならないところに、例えば内閣

の責任者だから踏み込めるのだみたいな発言がされていること自体がこの憲法原理に

反するのではないかなと。御承知のように憲法は、そういう政治の権力を持っている

方たちの、そういう勇み足なりを踏みとどませるという、強い言葉で言えば権力を抑

える条項だというふうに一般的に解釈されているし、私もそういうふうに思うので、

憲法原理というのはそういうものだというふうに思っております。 

 ちょっと明確な法律名が今ちょっとわかりませんけど、一つをあげれば憲法改正の

ためのいろんな審議会なり委員会を設けるというようなことが一つあるというふうに

思いますので、①についてはそのようなことでして、あと、賛同者の方から、もし補

足があればお願いしたいというふうに思います。以上です。 

○議長（方川一郎君） 林武君。 
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○副議長（林武君） 関連法案ですから、会議だとかそういうものではなくて法案を

提出する、この中身によって憲法で９条で禁止されていることをそれをできるように

するという法案をつくるというふうに書いてあるので、だからこの基本法というの

は、この法案というのは何なのかといったら国家安全保障基本法ですよ。だからこの

法案では、今言う憲法原理からいくと憲法が我が国最高の法規であるとうたわれてい

るわけだから、これを飛び越してまで憲法の中身をかえるということにはならないの

ですよ。ですから私は、今国会で議論している、いろんな賛否があります。一方的

に、こうだからと一地方議会からこういう反対意見書をあげていくということ自体が

私はちょっと理解できない。その辺について、お答え願いたい。 

○議長（方川一郎君） 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君）  法案名を言っていただいて、そういう法案だということ

で、逆にありがとうございました。 

 一番最後に申し上げたとおりだと思うのですけれども、少なくともこの３月１２、

３日あるいは１４日も入るかと思うのですけど、参議院で正式な場所で、例えば首相

が出てきて答弁をしていると。先ほどちょっと申し上げたとおりです。それからこう

いう場合はどうなのだというようなことも含めて、例えばアメリカの艦船が攻撃され

たときにどうするのだという議論をしております。あるいは、先ほどちょっと申し上

げましたように、北朝鮮が戦争状態になっているときに武器を運んでいる船が日本海

を通ったらどうするだというような話しをしています。いずれもそれは非現実的だと

いうことなのですよね。例えば船が地平線のかなた同士でいる場合があるので、そう

いう場合なんていうのは全然対応できないよというようなこととか、戦争状態なら日

本海を堂々と武器を運ぶわけがないとかという、いわゆる軍事評論家等の専門の人が

そういうきちんと意見を述べているという委員会経過が、これはもちろん私たちは報

道とか新聞、テレビの放送とかでしか知る由はありませんが、現実にそういう議論が

今されているということが一つです。それを見たときに空襲を受けた我が町本別町

が、この平和の問題に関することについて国に物申すということは、極めて自然なこ

とだと私は思うし、そういう意味でもこの意見書の趣旨をぜひ国会、国の責任者のと

ころに届けたいなというふうに思っておりますので、今、いろいろ議論されている中

身も具体的にみると、そういったようにこの場合はどうするのだ、この場合はどうす

るのだということに首相が答えているのですよ。安倍首相が答えているのですから、

それはかなり具体的な議論がされているというふうに思っておりますし、つい先日で

すね、多分１６日ですか、１６日のＮＨＫの、これは政党討論というのですか、日曜

討論で、いろいろ具体的な数字も出されました。この時点において、この集団的自衛

権を行使すべきだと、そういう法律をつくるべきだという賛成者が１７パーセントで

反対者が３３パーセント、どちらともいえないのが４３パーセントという、この時点

でのＮＨＫの数字はそういう数字だということで、本当に具体的に今、議論が始まっ
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ているわけですから当然、地方議会といえども住民の付託に応えて、少なくとも私

は、そういう平和を一生懸命守る立場で頑張ってほしいという付託を受けているつも

りですから、それは当然今回の意見書もそういう立場で出すし、一国民としても物を

言っていくべきだというふうに解釈しております。 

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 

 これで、質疑を終わります。 

 これから、討論を行います。 

 この意見書に反対者の発言を許します。 

 林武君。 

○１１番（林 武君）〔登壇〕 意見書に対して、反対の立場で討論させていただき

ます。 

 先ほど、質疑の中にありましたとおり、我が国の憲法は他の法律をもしくは法律に

よって解釈をかえるとか命令を受けるとかということは一切ないと、国の最高の法規

であるということは前段申し上げたとおりであります。このようなことから憲法改正

なしでは、解釈の変更だけでは無理があるのではないかという議論もあります。現

在、国会でこの件に関しては議論され、賛否両論あります。どのような方向に進むの

かよく見極めてからこの結論を出したほうが私はよろしいのではないかと思っており

ます。 

 近年、ある国が我が国の領土、領海、領空、頻繁に侵入している事実もあります。

現状、これを対応しているのが海上保安庁であります。航空自衛隊がスクランブルで

出る以外は、海上保安庁が大半これに対応しております。漁船にも海上保安庁の船が

ぶつけられております。このような状況の中で、この海上保安庁の対応に限界がある

のでなかろうかと思ってもおります。国連憲章のもと同盟国、友好国との自衛権の確

立は不可欠だと思っております。 

 以上のことからこの意見書案には反対の立場で討論をさせていただきます。 

 議員各位の御理解をお願い申し上げます。以上です。 

○議長（方川一郎君） 次に、賛成者の発言を許します。 

 高橋利勝君。 

○９番（高橋利勝夫君）〔登壇〕 集団的自衛権に関する憲法解釈の変更に反対する

意見書への賛成討論をさせていただきます。 

 安倍首相は、意見書案にありますように、これまでの集団的自衛権の政府解釈を変

更し、集団的自衛権の行使を容認しようとしています。 

 しかし、今日まで、先ほども意見書にもありましたように、国民の間にも反対が強

く、また、今日まで政府の集団自衛権行使と憲法解釈の担当をしてきた元法制局長官
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でさえ憲法上許されるものではないということで否定をいたしております。 

 また、先の与党、自民党総務懇談会でも異論が続出したと聞いています。関連法案

の今お話しがありましたけども、これから具体的になっていくと思いますが、ただ、

その中で自民党一部の中には、自衛隊法を改正することによって、この解釈を変更す

ることができるというような言い分がありますが、自民党総務懇談会の中では、こう

いったことはあくまでも憲法を改正してやるべきで、自衛隊法改正で集団自衛権の行

使を容認する、変更するような形になるのであれば反対をするというような自民党の

総務懇談会での意見等もありました。このように、この安倍政権の今日の集団自衛権

に対する動きは明らかに憲法９条に反対をいたしておりますし、今、林議員のほうか

らいろいろ内外の諸事情のお話がありましたが、しかし、私たち日本国民にとって

は、いかなる状況にあろうと日本国憲法を守るということが第１でありますから、そ

ういう意味で私はこの憲法上許されない集団的自衛権に関する憲法解釈の変更につい

ては、到底認めることのできるものではない、そういうふうに思っております。 

 ぜひ議員各位の皆さんの御理解を求めまして、賛成討論とさせていただきます。 

○議長（方川一郎君） 次に、反対者の発言を許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 次に、賛成者の発言を許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、意見書案第２号集団的自衛権に関する憲法解釈の変更に反対する意見書

についてを採決します。 

 この採決は起立によって行います。 

 本案は、原案のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（方川一郎君） 起立多数です。 

 お座りください。 

 したがって、意見書案第２号集団的自衛権に関する憲法解釈の変更に反対する意見

書については、原案のとおり可決されました。 

 暫時休憩します。 

休憩宣告（午前１１時０５分） 

再開宣告（午前１１時２０分） 

○議長（方川一郎君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

───────────────────────────────────── 

◎日程第９ 意見書案第３号 

○議長（方川一郎君） 日程第９ 意見書案第３号特定秘密保護法の廃止を求める意
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見書を議題とします。 

 提案趣旨の説明を求めます。 

 阿保静夫君、御登壇ください。 

○１０番（阿保静夫君）〔登壇〕 意見書案第３号特定秘密保護法の廃止を求める意

見書。 

 上記の議案を別紙のとおり会議規則第１４条の規定により提出します。 

 なお、説明に関しては先般第４回の定例会で制定に反対する意見書が内容的には同

趣旨でしたので、案文の一番最後の段、このように以下を読み上げて提案説明にかえ

させていただきます。 

 特定秘密保護法は、人権を抑圧し、国家秘密を優先するなど、国民の権利を保障

し、国家権力を抑制するという立憲主義や民主主義を根底から覆しかねないもので、

決して認めるわけにはいきません。強行採決直後の道内報道機関の世論調査でも、反

対、慎重審議を含めると９割にも達し、いかに本法律が国民に支持されていないかが

明確です。 

 したがって、衆参両院での強行採決に抗議するとともに、国民の暮らし、基本的人

権、国民主権、平和主義を守るためにも、政府は国民の声を真摯に受け止め、特定秘

密保護法を廃止することを強く求めます。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出するものです。 

 提出先は、衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、防衛大臣です。 

 議員各位の賛同のほどをよろしくお願いします。 

○議長（方川一郎君） これから、質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 

 これで、質疑を終わります。 

 これから、討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、意見書案第３号特定秘密保護法の廃止を求める意見書についてを採決し

ます。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、意見書案第３号特定秘密保護法の廃止を求める意見書については、原

案のとおり可決されました。 
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───────────────────────────────────── 

◎日程第１０ 意見書案第４号 

○議長（方川一郎君） 日程第１０ 意見書案第４号ＴＰＰ交渉等国際貿易交渉に係

る意見書についてを議題とします。 

 提案趣旨の説明を求めます。 

 山西二三夫君、御登壇ください。 

○２番（山西二三夫君）〔登壇〕 意見書案第４号ＴＰＰ交渉等国際貿易交渉に係る

意見書。 

 上記の議案を別紙のとおり会議規則第１４条の規定により提出します。 

 なお、案文を朗読して提案の説明とさせていただきます。 

 ＴＰＰ交渉等国際貿易交渉に係る意見書案。 

 ＴＰＰは、例外なき関税撤廃を原則としていることに加え、国民一人ひとりの暮ら

しや地域社会の将来に、極めて大きな禍根を残す問題であること、また、すべての国

際貿易交渉において重要品目等の関税維持が不可欠であります。 

 ＴＰＰ交渉については、本年２月に閣僚会合が開催されましたが、多くの分野で各

国の主張の隔たりが大きく、大筋合意には至りませんでした。 

 しかしながら、４月のオバマ大統領の訪日に向けて、米国から衆参両院の農林水産

委員会における決議を逸脱した譲歩を強く迫られかねず、予断を許さない状況が続い

ています。 

 ＴＰＰは農業だけの問題ではなく、国民一人ひとりの暮らしや地域社会の将来に極

めて大きな禍根を残す問題であり、国民的議論のないまま交渉を進めることは、決し

て国益にかなうものではありません。 

 このため、本別町町民はもとより多くの道民や国民と共にＴＰＰ協定交渉への参加

に反対・慎重な対応を強く求めてまいりました。 

 つきましては、ＴＰＰ交渉に係る衆参両院農林水産委員会決議など、下記事項を遵

守されますよう強く要望します。 

 記。 

 １、平成２５年４月の衆参両院農林水産委員会における決議、環太平洋パートナー

シップ(ＴＰＰ)協定交渉参加に関する件についてを遵守するとともに、決議が遵守で

きない場合は、ＴＰＰから脱退すること。 

 ２、ＥＰＡ・ＦＴＡ等のすべての国際貿易交渉において、重要品目等の関税等、必

要な国境措置を維持するとともに、特に日豪ＥＰＡ交渉については、平成１８年１２

月の衆参両院農林水産委員会における決議日豪ＥＰＡの交渉開始に関する件を遵守す

ること。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出いたします。 

 提出先、衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、内閣官房長官、内閣府特命担当
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大臣（ＴＰＰ担当）、農林水産大臣、外務大臣、経済産業大臣。 

 議員各位の賛同をよろしくお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから、質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 

 これで、質疑を終わります。 

 これから、討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、意見書案第４号ＴＰＰ交渉等国際貿易交渉に係る意見書についてを採決

します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、意見書案第４号ＴＰＰ交渉等国際貿易交渉に係る意見書については、

原案のとおり可決されました。 

───────────────────────────────────── 

◎日程第１１ 常任委員会の閉会中の所管事務調査の件 

○議長（方川一郎君） 日程第１１ 常任委員会の閉会中の所管事務調査の件を議題

とします。 

 総務、産業厚生、広報広聴各常任委員長から、所管事務のうち、会議規則第７５条

の規定によってお手元に配付しました所管事務の調査事項について、閉会中に継続調

査の申し出があります。 

 お諮りします。 

 本件、申し出のとおり、閉会中の継続調査とすることに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、総務、産業厚生、広報広聴各常任委員長から申し出のあった所管事務

について、閉会中の継続調査の申し出は、申し出のとおり決定いたしました。 

───────────────────────────────────── 

◎日程第１２ 議会運営委員会の閉会中の所掌事務調査の件  

○議長（方川一郎君） 日程第１２ 議会運営委員会の閉会中の所掌事務調査の件を

議題とします。 

 議会運営委員長から、会議規則第７５条の規定によってお手元に配付しました所掌
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事務の調査事項について、閉会中の継続調査の申し出があります。 

 お諮りします。 

 本件、申し出のとおり、閉会中の継続調査とすることに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議会運営委員長から申し出のとおり、閉会中の継続調査とすることに

決定いたしました。 

───────────────────────────────────── 

◎日程第１３ 議員派遣の件 

○議長（方川一郎君） 日程第１３ 議員派遣の件を議題とします。 

 お諮りします。 

 本件については、会議規則第１２９条の規定によってお手元にお配りしました派遣

内容のとおり議員を派遣したいと思います。 

 御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、お手元にお配りしました派遣内容のとおり議員を派遣することに決定

いたしました。 

───────────────────────────────────── 

◎閉会宣告 

○議長（方川一郎君） これで本日の日程は全部終了しました。 

 お諮りします。 

 本定例会に付されました事件は全部終了いたしました。 

 会議規則第７条の規定によって、本日で閉会したいと思います。 

 御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） したがって、本定例会は、本日で閉会することに決定いたし

ました。 

 会議を閉じます。 

 平成２６年第１回本別町議会定例会を閉会いたします。 

 御苦労さまでした。 

閉会宣告（午前１１時３１分） 
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平成２６年本別町議会第１回定例会会議録（第３号）  

平成２６年３月１２日（水曜日） 午前１０時００分開議 

───────────────────────────────────── 

○議事日程 

日程第 １ 議案第２６号 本別町学校給食共同調理場条例の全部改正について 

日程第 ２ 議案第２７号 平成２６年度本別町一般会計予算について 

日程第 ３ 議案第２８号 平成２６年度本別町国民健康保険特別会計予算に

ついて 

日程第 ４ 議案第２９号 平成２６年度本別町後期高齢者医療特別会計予算に

ついて 

日程第 ５ 議案第３０号 平成２６年度本別町介護保険事業特別会計予算について 

日程第 ６ 議案第３１号 平成２６年度本別町介護サービス事業特別会計予算に

ついて 

日程第 ７ 議案第３２号 平成２６年度本別町簡易水道特別会計予算について 

日程第 ８ 議案第３３号 平成２６年度本別町公共下水道特別会計予算について 

日程第 ９ 議案第３４号 平成２６年度本別町水道事業会計予算について 

日程第１０ 議案第３５号 平成２６年度本別町国民健康保険病院事業会計予算に

ついて 

───────────────────────────────────── 

○会議に付した事件 

日程第 １ 議案第２６号 本別町学校給食共同調理場条例の全部改正につ

いて 

日程第 ２ 議案第２７号 平成２６年度本別町一般会計予算について 

日程第 ３ 議案第２８号 平成２６年度本別町国民健康保険特別会計予算に

ついて 

日程第 ４ 議案第２９号 平成２６年度本別町後期高齢者医療特別会計予算に

ついて 

日程第 ５ 議案第３０号 平成２６年度本別町介護保険事業特別会計予算について 

日程第 ６ 議案第３１号 平成２６年度本別町介護サービス事業特別会計予算に

ついて 

日程第 ７ 議案第３２号 平成２６年度本別町簡易水道特別会計予算について 

日程第 ８ 議案第３３号 平成２６年度本別町公共下水道特別会計予算について 

日程第 ９ 議案第３４号 平成２６年度本別町水道事業会計予算について 

日程第１０ 議案第３５号 平成２６年度本別町国民健康保険病院事業会計予算に

ついて 

───────────────────────────────────── 
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○出席議員（９名） 

議 長 １２番 方 川 一 郎 君     副議長 １１番 林     武 君 

      ２番 山 西 二三夫 君        ５番  小笠原 良  美 君 

      ６番 山 田 鶴 雄 君        ７番 方 川 英 一 君 
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○議長（方川一郎君） 開会前に、黒山久男君、並びに戸田徹君から欠席する旨の届

け出がありましたので報告しておきます。 

開議宣告（午前１０時００分） 

───────────────────────────────────── 

◎開議宣告 

○議長（方川一郎君） これから、本日の会議を開きます。 

───────────────────────────────────── 

◎日程第１ 議案第２６号 

○議長（方川一郎君） 日程第１ 議案第２６号本別町学校給食共同調理場条例の全

部改正についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 竹田教育次長。 

○教育次長（竹田 稔君） 議案第２６号本別町学校給食共同調理場条例の全部改正

につきまして、提案理由の説明をさせていただきます。 

 本別町学校給食共同調理場の移転改築、及び町立学校以外への給食提供を実施する

ため、条例を改正する必要が生じましたので、改正するものです。 

 また、改正に合わせまして、条文中の条項や文言などの一部修正もあわせて行いま

したので、全部改正として提案したものです。 

 なお、新しい学校給食共同調理場は、今年の２月に工事完了し、新年度の新学期か

ら業務を開始させていただきます。 

 以下、条文を朗読し、説明を加えて提案とさせていただきます。 

 なお、括弧書き等は省略させていただきます。 

 本別町学校給食共同調理場条例。 

 本別町学校給食共同調理場条例（昭和４６年条例第２４号）の全部を改正する。 

 目的。 

 第１条、この条例は、本別町学校給食共同調理場（以下「共同調理場」という。）

の設置及び運営について必要な事項を定めることを目的とする。 

 ここは改正ありません。 

 設置。 

 第２条、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）

第３０条の規定による教育機関として、学校給食法(昭和２９年法律第１６０号)に基

づき実施する学校給食を供する次の施設を設置する。 

 名称、本別町学校給食共同調理場。 

 位置、本別町弥生町３５番地１。 

 この第２条中、改正前は、学校給食法第４条に基づきとなっておりましたが、その

条項を削除して、学校給食法に基づきということに改正いたしました。位置の地番を
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３５番地１に改正しております。 

 給食費。 

 第３条、学校給食費は学校給食法第１１条第２項の規定によるものとし、その額及

び徴収については教育委員会が別に定める。 

 この第３条中の学校給食法、改正前は６条第２項でございましたが第１１条第２項

に改正するものでございます。 

 町立学校以外への給食の実施。 

 第４条、共同調理場は、町立学校への給食の実施に支障を生じない範囲内におい

て、教育委員会が必要と認める場合は、町立学校以外の学校等への給食を実施するこ

とができる。 

 第２項、前項の実施に伴う給食費の額及び徴収については、前条に準じて教育委員

会が別に定める。 

 ここは新たな追加条項で、新年度から勇足、仙美里のへき地保育所への給食提供を

実施することから１条を追加いたしました。 

 この条項の追加により、今後、例えば本別高校などへの給食提供もできることとな

ります。 

 委任。 

 第５条、この条例の施行について必要な事項は教育委員会が定める。 

 １条ふえましたことにより、４条を５条に繰り下げております。 

 附則。 

 この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

 以上、議案第２６号本別町学校給食共同調理場条例の改正についての提案説明とさ

せていただきます。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから、質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 

 これで、質疑を終わります。 

 これから、討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第２６号本別町学校給食共同調理場条例の全部改正についてを採決

します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 
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（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第２６号本別町学校給食共同調理場条例の全部改正については、

原案のとおり可決されました。 

───────────────────────────────────── 

◎日程第２  議案第２７号ないし日程第１０ 議案第３５号 

○議長（方川一郎君） 日程第２議案第２７号平成２６年度本別町一般会計予算につ

いてないし日程第１０議案第３５号平成２６年度本別町国民健康保険病院事業会計予

算について、以上９件についてを一括議題とします。 

 初めに、平成２６年度各会計予算の提案理由の大綱についての説明を求めます。 

 砂原副町長。 

○副町長（砂原 勝君） それでは、私から平成２６年度本別町各会計予算編成の考

え方、及び大綱について御説明を申し上げます。 

 最初に、自治体の予算編成の前提となります国の平成２６年度地方財政計画であり

ますが、通常収支分として８３兆３,６０７億円で、前年度に比較して１.８パーセン

トの増、別枠として東日本大震災分の復旧・復興事業費として１兆９,６１７億円を

計上しています。 

 地方税や地方交付税などの地方一般財源は、総額で６０兆３,５７７億円、対前年

比１.０パーセントの増となりました。 

 このように、地方財政計画の規模は３年ぶりに拡大し１兆４,４５３億円の増額と

なりましたが、その内容は、歳入では、大企業に対する法人関係税、地方消費税、地

方譲与税の増収を見込み、歳出では、投資的経費、社会保障費が増大したことにより

ます。 

 次に、自治体の主要財源であります地方交付税は、総額で１６兆８,８５５億円を

見込んでおりますが、対前年比１,７６９億円、１.０パーセントの減となりました。 

 地方財政の財源不足額は１０兆５,９３８億円で、対前年度２兆６,８７０億円、２

０.２パーセントの圧縮となっておりますが、法人関係税及び地方消費税引き上げが

要因になっております。不足額の対策としては、半分は国と地方の折半、残り半分に

ついては地方が補てんすることになっております。 

 こうした状況で、本町の平成２６年度の予算編成にあたりましては、政府が先に好

環境実現のための経済対策に基づく補正予算を決定しましたが、本町としても２月６

日の臨時議会で関連予算３億５９６万５,０００円、４事業を補正対応し、新年度予

算と一体的に運営を図る１５カ月予算の考え方に即して事業の確保を図ったところで

あります。 

 次に、本町の新年度予算の重点でございますが、総合計画に掲げた主要課題であり

ます新たな仕事づくりの創造、少子高齢化、過疎対策、高速道路網、高速通信網の利
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活用、循環型社会、地産地消の推進を基軸に据え、地場産業の育成、振興と安全、安

心な町民の生活基盤の向上を図るとともに、高橋町長が先の選挙戦で掲げた政策の実

現にも意を注ぎ、あわせて予算の重点化、効率化に努め、将来の自主財源の確保など

財政基盤の確立にも配慮をしたところであります。 

 それでは次に、各会計の概要について説明を申し上げます。 

 一般会計予算書の２１０ページをお開きください。 

 本別町予算総括表、一番下の合計覧ですが、一般会計と６特別会計、２企業会計の

予算総額は１１３億４,４２３万６,０００円で、対前年比４.７パーセントの減とな

ります。 

 上段の一般会計は６３億７,５５６万４,０００円で、対前年度６億８,１０９万７,

０００円、９.７パーセントの減で、その要因は、学校給食共同調理場５億８,５６３

万円の減によります。 

 特別会計中、介護保険事業会計５,６１５万５,０００円、６.９パーセントの増

は、介護サービス給付費の増によります。 

 企業会計では、水道事業会計中、資本的収支が増加をしておりますが、配水施設整

備改良費４,６１７万５,０００円の計上によります。 

 次に、病院事業会計の収益的収支の増でありますが、主な要因は、屋上防水補修

４,２３９万円を計上し、不足分を一般会計繰出金で調整したものであります。 

 次に、予算書の９ページをお開きください。 

 １、総括。歳入でございますが、右端の比較欄の増減の大きいものについて御説明

を申し上げます。１款町税は、前年度と比較して１,４８１万８,０００円、１.６

パーセントの減で、内容は、町民税個人所得割中、農業所得が伸び悩んでおり、さら

に償却資産、町たばこ税も減収を見込んでおります。 

 その下、６款地方消費税交付金７６１万円、９.４パーセントの増は、消費税改定

による増でございますが、 ２６年度は１２月交付分から反映してまいります。 

 １０款地方交付税は、国の地方財政計画で交付税総額の１.０パーセントの減を見

込まれていますが、本町の普通交付税の算定にあたっては、個別算定経費における増

減要因、及び公債費の算入額の減少などを精査し、前年度と比較して７８６万７,０

００円、０.３パーセントの減となりました。 

 次に、１５款道支出金の減額は、介護基盤緊急整備事業の終了によります。 

 １８款繰入金は８,６９７万７,０００円、３７.３パーセントの増となりました

が、内容は、財政調整基金及び減災基金は前年同額となっておりますが、国からの地

域の元気臨時交付金中１億１,１００万円を２５年度基金に積み立て、２６年度で事

業を執行するものでございます。 

 ２１款町債については５億９,１３３万４,０００円、５３.７パーセントの減であ

りますが、学校給食共同調理場改築事業及び都市公園事業の終了によります。 
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 地方債については、今後も大型事業の年次調整を図り実質公債費負担の適切な管理

に努めてまいります。 

 次に、１０ページ、１１ページの歳出をお開きください。 

 比較欄の増減額の大きいものの御説明をさせていただきます。２款総務費７,３１

２万２,０００円、７.８パーセントの減は、３年に一度の退手組合清算納付金３,０

５１万６,０００円の減、及び街路灯整備２,３８０万円の事業終了によります。 

 ４款衛生費８,２１０万３,０００円、９.３パーセント増は、後期高齢者医療療養

給付費、及び病院に対する一般会計繰出金の増であります。 

 ６款農林水産業費５,３８２万円、１４.９パーセントの増は、農業基盤整備、及び

農業用施設、明渠改修による増であります。  

 ７款商工費６,５３８万１,０００円、２０.０パーセントの減は、第２期南地区工

業団地造成６,２９４万６,０００円の完了によります。 

 ８款土木費１億２,０９３万３,０００円、１２.８パーセント減については、都市

公園事業１億１,６００万円の終了、及び橋梁長寿命化事業、栄町・向陽町団地公営

住宅整備事業を２５年度補正に前倒したことによる減であります。 

 ９款消防費２,８６８万８,０００円の増は、高規格救急車の更新でございます。 

 １０款教育費６億４６４万９,０００円、４５.３パーセントの減は、学校給食共同

調理場改築事業費の減によりますが、本別高校の教育を考える会補助金は１,０８８

万６,０００円の増となります。 

 次に、人件費でありますが、各会計の職員、準職員の人件費総額は２３億８,３８

１万９,０００円で、対前年度１億９５万８,０００円、０.５パーセントの減となり

ます。一般会計では５,６５６万１,０００円、４.１パーセントの減となりました。

要因は、３年ごとに退職手当組合清算納付金３,０５１万６,０００円の減によりま

す。 

 投資的経費については、大型事業の減で８億３,６８６万５,０００円となり、前年

度と比較し４９.１パーセントの減となりますが、国の経済対策で補正対応を行い、

２６年度への繰越分３億５８０万円を合わせますと１１億４,２６６万５,０００円と

なります。 

 雇用対策では、国の起業支援型雇用創造事業として８６０万１,０００円、季節労

働者対策として３８０万円、高卒者のワークシェアリング枠として３４６万６,００

０円を計上いたしました。 

 平成２６年４月１日改定の消費税については、納税事業者であります企業会計、特

別会計については３パーセントの転嫁を図り、一般会計関係では営農用水道料金、し

尿等処理手数料及び学校給食費について転嫁を図ったところでございます。 

 なお、一般会計歳出に影響してくる消費税の町の負担額は５,５００万円程度を見

込んでおります。 
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 以上が、平成２６年度予算の概要でございますが、予算編成にあたりましては、税

収、交付税が伸び悩む一方、歳出では、燃料や電気料など物件費の高騰、社会保障費

の増加、消費税の負担増、企業、特別会計への繰出金の増など、厳しい編成になりま

したが、国の緊急経済対策、継続事業及び町民生活に密着する事業は、有利な財源確

保を図りながら確保したところでございます。ハード、ソフトバランスのとれた予算

になったと考えております。 

 職員一丸となって効率的な予算執行にあたってまいりますので、議員の皆さんの御

指導をお願いいたしまして、平成２６年度予算編成の大綱、及び概要の説明にかえさ

せていただきます。よろしくお願いします。 

○議長（方川一郎君）  これより、各会計について、順次提案理由の説明を求めま

す。 

 議案第２７号平成２６年度本別町一般会計予算について。 

大和田総務課長。 

○総務課長（大和田収君）  議案第２７号平成２６年度本別町一般会計予算につい

て、提案内容の御説明を申し上げます。 

 ただいま、副町長より予算の大綱につきまして、御説明を申し上げましたので、私

からは事項別明細書により、新規事業を中心に、増減の著しい部分に絞って御説明を

いたしますので御了承を願いたいと存じます。 

 まず、予算書の１ページをお開きください。 

 括弧書きの朗読は省略させていただきます。 

 平成２６年度本別町の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 歳入歳出予算。 

 第１条、歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６３億７,５５６万４,０００円

と定める。 

 第２項、歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、第１表歳入歳出予

算による。 

 債務負担行為。 

 第２条、地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができ

る事項、期間及び限度額は、第２表債務負担行為による。 

 地方債。 

 第３条、地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起

債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、第３表地方債による。 

 一時借入金。 

 第４条、地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借り入れの最

高額は１０億円と定める。 

 歳出予算の流用。 
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 第５条、地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費

の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 第１号、各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じ

た場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

 それでは、事項別明細書の歳出から御説明申し上げます。 

 各科目にわたります１節の報酬、２節給料、３節職員手当等、４節共済費の人件費

につきましては、添付資料の給与費明細書で説明させていただきます。 

 ２１１ページをお開きください。 

 １、特別職に係る給与であります。 

 本年度の欄を御覧ください。 

 長等は２人、町長、副町長であります。議員は１２人。その他の特別職は３２６

人、計は３４０人で、報酬から共済費までの総額は９,２９３万８,０００円で、対前

年３万５,０００円の増となっておりますが、議員数の減、選挙立会人が減になって

いるものの、世界農林業センサス調査員の増によるものであります。 

 次の２１２ページ。 

 ２、一般職でありますが職員数は、前年度より２名増の１４１人、給料５億７,２

３７万６,０００円、職員手当４億５,５１６万円、共済費２億２,８２２万４,０００

円で、合計は１２億５,５７６万円となり、対前年５,０９０万７,０００円、３.９

パーセントの減であります。 

 減額の主なものは職員手当で、退職手当組合負担金が３年ごとの清算納付金で３,

８２４万３,０００円の減であります。 

 以下、職員手当の内訳及び次ページ以降の給料及び職員手当の増減額の明細等につ

いては、説明を省略させていただきます。 

 戻りまして、事項別明細書の４８ページをお開きください。 

 歳出でありますが、各科目の給与費等の説明は、省略をしてまいりますので御了承

願います。 

 なお、平成２６年４月１日から消費税率８パーセントとなりますので、３パーセン

ト転嫁した予算計上となっております。 

 また、子ども未来課の新設によりまして、教育委員会予算を民生費に予算の組みか

えも行っております。 

 １款１項１目議会費８,１９５万４,０００円は、対前年１７８万５,０００円、２.

１パーセントの減でありますが、議員１名欠員による報酬の減が主なものです。 

 ５０ページをお願いいたします。 

 ２款総務費１項総務管理費１目一般管理費、５１ページ中段の３節職員手当等２億

８５４万６,０００円は、前年度より３,３９２万４,０００円の減額であります。先

ほども御説明いたしました退職手当組合負担金の清算納付金の減及び負担率の減が主
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なものであります。 

 次の４節共済費１億１,６５２万６,０００円は、前年度より１,０２８万円の減額

でありますが、追加費用等負担金の減額が主なものであります。 

 ７節賃金中、臨時雇賃金２,２６６万８,０００円は、この科目での人数は、本別高

校卒業生のワークシェアリング２名分を含めた１３人分を計上しております。 

 次の８節報償費中、一番下にありますふるさと納税２０万円は、本別町個性あるふ

るさとづくり寄付金に寄付をされた町外者の方に、寄付された金額により本町の特産

品を贈呈するものであります。 

 下段の９節旅費７４９万８,０００円は、前年度より３９万６,０００円の増額であ

りますが、主な要因は特別旅費で、自治大学校への研修が隔年派遣となっております

ので、その分減少しておりますが、また、隔年で実施しております小松島市の派遣６

３万６,０００円が増加したことによるものです。 

 なお、内閣府への実務研修は、２年目の継続の派遣となっております。 

 ５５ページをお願いいたします。 

 １３節委託料中、中ほどにありますシステム移行４３２万円は、今後予定されてお

ります社会保険料の統合に対応する人事給与システムの更新を図るものでございま

す。 

 ５７ページをお願いいたします。 

 １５節工事請負費５３２万４,０００円は、役場庁舎の蛍光灯をＬＥＤ化し、電気

料金の削減を図るものであります。 

 １８節備品購入費４０万円は、横看板等を作成する大型プリンター１台を更新する

ものであります。 

 １９節負担金補助及び交付金中、下段にあります国際交流協会９５万２,０００円

は、オーストラリア・ミッチェルの中高校生の訪問団が本年９月に来町されることに

より、本別国際交流協会で受け入れをするための補助金であります。 

 次の５８ページ。 

 ５目財産管理費、次の６１ページ、１３節委託料中、中ほどにあります運営委託料

南地区集会場から西美里別地区集会場の委託料、合計で２８０万６,０００円、対前

年７万円の増額となりますが、各集会場の運営に係る燃料費及び光熱水費分の消費税

３パーセントを転嫁したことによるものです。 

 １７節公有財産購入費１５７万９,０００円は、対前年５０７万２,０００円の減額

となりますが、昨年度、太陽光発電施設用地として民間企業に賃貸するため、勇愛工

業団地用地を土地開発基金から購入したことによるものです。 

 １９節負担金補助及び交付金公共下水道事業受益者負担金２２８万６,０００円

は、対前年１３６万１,０００円の増額ですが、南４丁目の工業団地を新規造成した

ことによるものです。 
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 次の６目財産造成費、次の６３ページ、１３節委託料中、町有林造林事業６３８万

７,０００円は、下刈８.６４ヘクタール、除伐等７.２６ヘクタール、準備地ごしら

え８.３２ヘクタールの事業で、町内４団地において実施するものです。 

 ２行下の林道維持事業５０万円は、林道ホロナイ線、下美蘭別線、新生線３路線、

延長９,９０８メートルの林道の草刈を実施するものです。 

 次の７目交通防災対策費１１節需用費中、消耗品費防災用１０７万４,０００円、

一番下にあります１８節備品購入費中、次のページをお願いいたします。 

 ６５ページ一番上にあります防災用資機材、パック毛布２４０枚１６０万８,００

０円、保温アルミマット２４０枚３８万９,０００円、ジェットヒーター２台５４万

円、ポータブルストーブ１０台２４万９,０００円、発電機８台１０８万円、投光機

１台５６万円は、本別町食料・防災資機材備蓄計画により計画的に整備するもので

す。 

 また、次の備蓄用コンテナ５３万円は、資機材を地域に配備するため、備蓄用コン

テナ２基を購入するものであります。 

 次の８目企画費、次の６７ページをお願いいたします。 

 １５節工事請負費中、本別テレビ中継局非常用電源設備設置工事３８９万６,００

０円は、災害時における被災情報等を提供するため非常用発電用設備を整備するもの

で、国の補助制度を活用して行うものです。 

 下の本別川橋梁補修工事５９０万円は、本別川に架かる橋りょうを歴史的遺産及び

観光資源として保存するためのものであります。 

 ９目コミュニティセンター費、次の６９ページ中ほどにあります１８節備品購入費 

遊具１５１万２,０００円は、道の駅に幼児用滑り台１基を設置するものでありま

す。 

 １０目電算事務処理費１２節役務費中通信サービス料１４２万３,０００円のうち 

９９万４,０００円、次の７１ページをお願いいたします。 

 上から３段目、１５節工事請負費光ケーブル架線工事１０８万円、下の１８節備品

購入費中、ＬＡＮ機器１１７万３,０００円は、役場庁舎、総合ケアセンター、老人

ホーム、健康管理センター、車両センター、農産物加工施設、言葉の教室、子育て支

援センター及び各保育所をＯＣＴＶの専用回線を活用し、庁内ネットワークを構築す

るものであります。 

 飛びまして７４ページをお願いいたします。 

 １７目東日本大震災被災地等支援費９３万６,０００円は、南三陸町福興市への参

加支援１回分を計上しております。 

 １８目諸費１９節負担金補助及び交付金中、貸切バス借上補助金１０５万５,００

０円は、対前年と同額ですが、各単位自治会年１回、利用人数を１１人からとし、対

象団体の拡大と利用促進を図るものであります。 
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 ４行下の街路灯維持費交付金５８５万円は、対前年１５５万円の減額となり、補助

率を８５パーセントから９０パーセントに拡大を図りますが、ＬＥＤの照明灯に取り

かえたため減額となっております。 

 ２項徴税費、次の７７ページお願いいたします。 

 ２目賦課徴収費１３節委託料中、固定資産、路線価、評価業務委託料４５０万円

は、３年ごとの固定資産税の評価かえの実施に伴うものであります。 

 ３項１目戸籍住民基本台帳費、次の７９ページをお願いいたします。 

 １３節委託料中、戸籍電算システム保守点検等委託料２１３万９,０００円は、対

前年１７９万２,０００円の増額となりますが、１年分を計上したことによるもの。 

 １８節備品購入費戸籍電算システム機器１,３０３万２,０００円は、平成２５年度

に備荒資金組合を通じて購入した備品費を償還するためのものであります。 

 次の４項選挙費、８０ページ、２目北海道知事及び道議会議員選挙費４９４万４,

０００円、次の３目町議会議員選挙費６０９万５,０００円、次の８２ページをお願

いいたします。 

 ４目農業委員会委員選挙費１９６万５,０００円はそれぞれの選挙執行経費を計上

しております。 

 次の８４ページをお願いいたします。 

 ５項統計調査費２目諸統計調査費１４０万７,０００円は、対前年１０３万３,００

０円の増額ですが、１０年に１度の世界農林業センサス調査、５年に１度の経済セン

サス基礎調査によるものであります。 

 次の８６ページをお願いいたします。 

 ３款民生費１項社会福祉費１目社会福祉総務費７節賃金臨時雇賃金１７０万５,０

００円は、対前年２５３万７,０００円の減額ですが、補助金が廃止された地域生活

支援モデル事業で１名の減、障がい者のチャレンジ雇用１名分、８５万７,０００円

を老人福祉総務費へ科目を変更したことによるものです。 

 飛びまして、９１ページをお願いいたします。 

 ２０節扶助費２億４,１８２万２,０００円は、対前年４４７万９,０００円、１.９

パーセントの増となりましたが、主な要因としては、介護給付・訓練等給付事業の利

用者並びにサービス量の増加によるものです。 

 ２８節繰出金国民健康保険特別会計繰出金１億２,０３０万円は、対前年１,０５４

万３,０００円の減額ですが、本年度、ルール分による繰り出し金のみであること。

それと健康管理センター事業は、施設管理分として、２カ年計画実施の２年目となり

ます屋上防水改修工事１,２２５万１,０００円、健康管理事業分は、職員の人事配置

などにより１０２万２,０００円を増額するものであります。 

 次の９２ページをお願いいたします。 

 ４目臨時福祉給付費３,２７１万４,０００円は、国の補正予算による事業で、消費



 

 - 13 - 

税率引き上げに伴う低所得者への与える負担に配慮するための給付措置であります。

支給対象者は、市町村民税が課税されていない者に１万円、老齢基礎年金等の受給者

に５,０００円を加算する事業内容となっております。 

 ９３ページの一番下段にあります１９節負担金補助及び交付金３,０００万円は、

ただいま、説明しました臨時福祉給付金として、支給対象者２,４００人、加算対象

者１,２００人分を計上しております。                                                                                                                   

 なお、その他の各節は、給付にあたり必要経費を計上しておりますが、いずれも国

からの補助金で措置されることになっております。 

 次の９４ページ。 

 ２項老人福祉費１目老人福祉総務費７節賃金２５６万２,０００円は、対前年８８

万１,０００円の増額となりますが、先ほど社会福祉総務費で御説明いたしました障

がい者のチャレンジ雇用１名分を予算に計上したことによるものであります。 

 下段の１３節委託料中、生活・介護支援サポーター養成事業４００万円は、本別町

社会福祉協議会への委託事業として実施するものであります。 

 次の９７ページ、上から２段目。 

 １９節負担金補助及び交付金中、一番下の行、社会福祉協議会スプリンクラー等整

備事業１,４２９万円は、小規模多機能型居宅介護事業所３施設にスプリンクラー等

を整備するもので、社会福祉協議会への補助金であります。 

 次の２０節扶助費敬老祝金８９９万円は、対前年５２８万円の増額となりますが、

本年度から対象区分を１００歳及び８５歳の２区分となったため、従前の支給対象者

への経過措置として贈呈するため増額となっております。 

 飛びまして１０１ページをお願いいたします。 

 中段、３目介護保険費２８節繰出金１億７,０４６万８,０００円は、対前年５４６

万９,０００円、３.１パーセントの減額ですが、主な要因といたしまして介護保険事

業特別会計の介護給付費が６８７万５,０００円、地域支援事業費が２７万４,０００

円、事務費が４３万８,０００円、いずれも前年度より増額となりましたが、介護

サービス事業特別会計で、居宅介護支援事業が１５４万７,０００円、介護老人福祉

施設事業が１,１４９万１,０００円、前年度より減額となったことによるものであり

ます。 

 次の４目高齢者福祉施設費７節賃金１１３万５,０００円は、対前年２３８万９,０

００円の減額となりましたが、子ども未来課新設に伴い、北地区交流センター交流推

進員１７９万１,０００円及び管理人賃金５９万８,０００円を児童福祉費へ予算の組

みかえを行ったことよるものであります。  

 次の１０３ページ下段、１５節工事請負費２０２万円は、雨漏りが著しい仙美里

ゲートボール場屋根の葺きかえ工事を行うものであります。 

 次の１８節備品購入費１０６万６,０００円は、世代交流館のテーブル１２台、椅
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子４０脚、椅子台車１台を購入するもので、高齢者の利用が多く利便性を図るもので

す。 

 次の１０４ページをお願いいたします。 

 ３項児童福祉費１目児童福祉総務費１節報酬３１万１,０００円、８節報償費中 

託児謝礼金１万５,０００円、９節旅費３万５,０００円、１１節需用費中、食糧費 

３,０００円、印刷製本費中、計画書４８万６,０００円及び１３節委託料中、子ど

も・子育て支援事業計画策定２７５万４,０００円は、いずれも本別町子ども・子育

て支援事業計画書策定に伴うものであります。 

 戻りまして、８節報償費中、記念品代３７万３,０００円は、誕生記念品として、

本別町産木材を使用した積み木及び埋立ごみ袋を贈呈するものであります。 

 次に、１３節委託料中、電算業務委託料システム開発４４３万２,０００円は、子

育て世帯臨時特例給付金事業及び子ども・子育て支援新制度システムに対応するもの

であります。 

 下段の１９節負担金補助及び交付金１,２６３万５,０００円は、対前年１,２６１

万８,０００円の増額となりましたが、次の１０７ページをお願いいたします。 

 上から地域子ども会育成連絡協議会３６万７,０００円、幼稚園就園奨励費２９６

万８,０００円、学童保育所運営協議会１１６万７,０００円は、教育委員会からの予

算の組みかえで、子ども未来課新設によるものであります。 

 次の交付金、子育て世帯臨時特例給付金８００万円は、先ほど申し上げましたが、

消費税率引き上げに伴う子育て世帯への与える負担に配慮するための臨時的給付措置

であります。児童手当の対象となる児童に１人につき１万円を給付するもので、本町

は８００人分を計上しております。 

 次の２目児童福祉施設費７節賃金中、交流推進員１０４万４,０００円、北地区交

流センター管理人賃金５９万８,０００円、交流推進員代替賃金７４万７,０００円、

８節報償費１０９万９,０００円、１１節需用費中、世代間交流事業用１０万円、放

課後子ども教室用１０万円は、いずれも、子ども未来課新設によるもので、各節の増

加の主な要因となっております。  

 １０８ページをお願いいたします。 

 ３目常設保育所費７節賃金３,５７９万６,０００円は、対前年２８６万６,０００

円の増額となりましたが、０歳から１歳児の受け入れ等入所児童数の増加に対応する

ため臨時保育士を増員したことによるものであります。 

 次の１１１ページ下段にあります１８節備品購入費中、避難車３６万２,０００円

は、災害時避難車として２台を購入するもので、中央保育所及び南保育所に配置する

予定となっております。 

 飛びまして１２１ページをお願いいたします。 

 ４款衛生費１項保健衛生費５目医療給付費２０節扶助費４,５２５万７,０００円
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は、対前年３０９万１,０００円の増額ですが、小中学生の入院、通院自己負担分の

助成を課税世帯まで拡大することによるものであります。 

 下段の６目環境衛生費９節旅費７１万３,０００円のうち５９万５,０００円、次の

ページをお願いいたします。 

 １４節使用料及び賃借料中、有料道路２万円、自動車借上料９万５,０００円は、

バイオマス利活用調査のため先進地視察費用であります。 

 飛びまして１２７ページをお願いいたします。 

 中段にあります３項上水道費２目簡易水道費２８節繰出金４,８９３万円は、対前

年５１７万円の増額ですが、大型事業の償還開始による町債償還元利の増などで、収

益収支不足分が増加したことによるものであります。 

 次の４項病院費１目病院公営企業費３億７,０２２万１,０００円は、繰出基準に基

づいて支出します病院事業会計への負担金、補助金、出資金でありますが、前年度よ

り４,７６４万２,０００円の増額は、１９節負担金補助及び交付金救急医療確保経費

などで前年度より３,６３９万９,０００円、病院屋上防水補修工事２,５００万円の

増額など、また２４節投資及び出資金は医療機械器具整備事業の減などで１,３７５

万７,０００円減額となったことによるものであります。 

 １２８ページをお願いいたします。 

 中ほどにあります５款労働費１項１目労働諸費１３節委託料中、季節労働者雇用対

策業務委託料３８０万円は、冬季間の雇用対策として、仙美里地区道路側溝支障木伐

採除去を行うもので、延べ１５０人の雇用創出を見込んでおります。 

 １３０ページをお開きください。 

 ６款農林水産業費１項農業費３目農業振興費１９節負担金補助及び交付金中、次の

１３３ページ、上から１２行目、補助金中、営農指導対策協議会１３８万１,０００

円は、対前年１００万円の増額となりますが、本町での栽培可能な新規作物の導入に

向けての調査研究に取り組むことによるものであります。 

 １４行下の農地中間管理機構集積協力事業３９０万円は、農地の利用集積のため中

間管理機構に貸しつける農地所有者に対する、支援によるものであります。 

 １３４ページをお願いいたします。 

 ５目農地費１５節工事請負費中、農業基盤整備促進事業４,３２６万円及び次の農

業用施設改修工事３,５００万円は、別添の予算説明資料１ページをお開きくださ

い。 

 農業基盤整備促進事業ですが、右側の事業説明欄の本年度の事業は、暗渠排水調査

測量２０.６ヘクタールで、事業費４７０万円、暗渠排水工事２０.６ヘクタールで

４,３２６万円、北海道土地改良事業団連合会負担金４万１,０００円であります。 

 左側の財源内訳ですが、事業費は４,８００万１,０００円で、国庫支出金が３,０

９０万円で、その他は受益者分担金で１,７０６万円、一般財源は４万１,０００円で
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あります。 

 この資料の３ページをお願いいたします。  

 次に、農業用施設改修工事ですが、右側上段の全体事業説明ですが、この農業用施

設改修工事は、西仙美里地区の暗渠排水工事であります。 

 中段の事業説明欄の本年度の事業は、調査設計６５０万円、農業用施設改修工事 

１００メートルで、事業費は３,５００万円であります。 

 左側の財源内訳ですが、事業費は４,１５０万円で、その他は、公共施設等整備基

金繰入金で３,８６０万円、一般財源は２９０万円であります。 

 以下、この表の説明は省略させていただきます。 

 予算書に戻りまして、１３７ページをお願いいたします。 

 上段の１９節負担金補助及び交付金中、道営畑地帯総合整備事業１億６００万円

は、別添の予算説明資料５ページをお願いいたします。 

 右側上段の全体事業説明ですが、この道営畑地帯総合整備事業の負担割合は、国が 

５２パーセント、北海道が２８パーセント、受益者が２０パーセントでありますが、

受益者２０パーセントのうち通称パワーアップ事業として北海道及び本別町が各６.

２５パーセントを補助し、農家負担を７.５パーセントに軽減する事業であります。 

 中段の事業説明欄の本年度の事業は、仙美里地区が、区画整理３ヘクタール、暗渠

排水２９ヘクタールで、事業費８,０００万円、勇足地区は、暗渠１１０ヘクター

ル、明渠排水３１１メートル、事業費は２億５,０００万円、本別地区は、区画整理 

３０ヘクタール、暗渠排水８０ヘクタール、事業費は２億円であります。 

 なお、事業主体は北海道であります。 

 左側の財源内訳ですが、事業費は町負担分の１億６００万円で、道支出金が３,１

１５万円、地方債５６０万円、その他は、受益者分担金で３,７３８万７,０００円、

一般財源が３,１８６万３,０００円であります。 

 以下、この表の説明は省略させていただきます。 

 予算書に戻りまして、１３７ページ、上から５行目をお願いいたします。 

 多面的機能支払交付金１,０３８万５,０００円は、旧農地・水保全管理支払交付金

で、環境保全活動として農道、農業用排水路などの維持管理を行うもので、継続の１

５地区の取り組みに対する交付金であります。 

 次の６目営農用水管理費１３節委託料中、上から５行目、美蘭別地区営農用水事業

２０５万３,０００円は、水道法に基づく専用水道確認申請書を作成するものであり

ます。 

 １番下の１９節負担金補助及び交付金中、美蘭別地区営農用水事業４００万円は、

営農用水調査負担金で、平成２６年度全体調査費８００万円に対して、北海道と本別

町が２分の１ずつ負担するものであります。 

 美蘭別地区営農用水事業につきましては、平成２５年度の水源調査、平成２６年度
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の新規地区調査を経て、平成２７年度から本格的に着手する予定となっております。 

 なお、平成２５年度から平成３５年度の全体事業費は２４億９１８万７,０００円

を予定しております。 

 １３８ページをお願いいたします。 

 ２項林業費２目林業振興費１１節需用費中、不在地主林地流動化対策３万１,００

０円は、造林未済地の解消に向け、不在地主が所有する荒廃林地の造林意向調査を検

討をするものであります。 

 下の段、１９節負担金補助及び交付金中、次の１４１ページをお願いいたします。 

 上から５行目、狩猟免許取得推進事業１５万２,０００円は、有害駆除捕獲の担い

手の確保、拡充のため銃器の所持許可取得及び狩猟免許取得費用の一部を助成するも

ので、次のカラス駆除対策事業５０万円は、カラス駆除用箱わな購入費として、猟友

会本別支部に補助をするものであります。 

○議長（方川一郎君） ここで、暫時休憩します。 

午前１１時０６分  休憩 

午前１１時２０分  再開 

○議長（方川一郎君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 一般会計予算についての説明を続けます。 

 大和田総務課長。 

○総務課長（大和田収君） 説明をする前に訂正をお願いをしたいと思います。 

 予算説明資料をお願いいたします。 

 ３ページです。 

 私、先ほど農業用施設改修工事で、西仙美里地区の暗渠排水工事と説明したのです

が、明許排水工事が正解ですので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、続きます。 

 ７款１項商工費２目商工業振興費１１節需用費中、消耗品費試験材料７７万８,０

００円、１２節役務費中、運搬料１１４万３,０００円、次の１４３ページ上から３

行目、木材賃挽１２９万６,０００円は、いずれも町有林カラマツ材の利活用に伴う

調査に要する費用であります。 

 前のページに戻ってください。 

 １１節需用費中、印刷製本費パンフレット１０万３,０００円は、企業誘致パンフ

レットを更新するものであります。 

 次の１４３ページをお願いいたします。 

 １３節委託料中、施設維持警備３８万９,０００円は、商工活性化センターの夜間

機械警備によるもの、２行下の木工新製品調査事業８６０万１,０００円は、昨年度

からの継続事業で、緊急雇用創出推進事業補助金を活用して、カラマツ材の高付加価

値化を図るための製品開発及び市場調査等を行うものであります。 
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 １９節負担金補助及び交付金中、下から８行目、企業誘致奨励事業９７０万４,０

００円は、企業誘致条例によるもので、固定資産税相当額奨励金及び雇用促進奨励金

を計上したものであります。 

 ３目観光費、次の１４５ページ、１２節役務費中、広告料７０万円は、対前年６０

万円の増額となっておりますが、本町の観光や特産品のＰＲを全道、全国へ発信する

ことによるものであります。 

 １３節委託料中、施設維持警備１２９万６,０００円は、御所の機械警備によるも

のであります。 

 次の１４７ページ。 

 １９節負担金補助及び交付金中、観光協会７７６万５,０００円は、対前年２１１

万８,０００円の増額となりますが、遊歩道などの補修によるものであります。 

 飛びまして、１５０ページをお願いいたします。 

 ８款土木費２項道路橋りょう費１目道路橋りょう総務費、次の１５３ページをお願

いいたします。 

 中ほどにあります１８節備品購入費２万１,０００円は、平ボディトラックを１台

を備荒資金組合を通じ車両を導入するものであります。 

 ２目道路維持費、次の１５５ページ、１５節工事請負費中、町道歩道拡幅化バリア

フリー工事６９５万円は、北５丁目の町道北西３条通り、北６丁目町道病院通りの２

路線の歩道拡幅及び段差解消を図るもの、次の町道補修工事１,０００万円は、町内

全域で、面積は１,９４０平方メートルを見込んでいます。 

 １６節原材料費中、材料費１,２５４万８,０００円は、対前年５９８万７,０００

円の増額となりましたが、道路補修用砂利の購入が主な要因であります。 

 ３目道路新設改良費２億８,１４６万４,０００円は、対前年７,３８１万８,０００

円の増額です。 

 右側の説明欄の事業別で説明をいたしますが、上から道路新設改良人件費３,４９

８万９,０００円は、この目の人件費の合計、次の道路新設改良事業２４７万５,００

０円は、９節旅費１１節需用費１４節使用料及び賃借料の事務費、次の地方道路整備

事業２億４,４００万円は、予算説明資料の７ページをお願いいたします。 

 右側中段、事業説明です。 

 事業路線は、町道美蘭別活込横断道路、町道東中西中間道路、町道山手朝日線通

り、町道共栄通り、町道美里別川沿道路、町道栄町２号通り、町道勇足元町５号通

り、公共サイン整備事業、事務費を含めて総事業費２億４,５８０万７,０００円の８

事業であります。 

 以下、この表の説明は省略させていただきます。 

 予算書に戻りまして、１５８ページをお願いいたします。 

 ５項住宅費１目住宅管理費、次の１６１ページ、１５節工事請負費中、新町団地屋
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根改善工事３１９万７,０００円は、新町団地２棟８戸の屋根塗装を行うもので、２

目公営住宅建設費、次の１６３ページ、１３節委託料３９９万６,０００円は、向陽

町団地最適改善手法調査設計で、平成２７年度、２８年度実施予定の向陽町団地公営

住宅改善事業によるもの、１５節工事請負費栄町団地公営住宅建替事業１,９５８万

１,０００円は、本体工事は２５年度、前倒しをしております。道路整備、舗装１２

７メートル及び解体工事等によるものであります。 

 次の９款１項消防費１目消防事務処理費１９節負担金補助及び交付金中、池北三町

行政事務組合、本別分２億２,５８９万１,０００円は、対前年２,９３８万９,０００

円の増額となりますが、高規格救急車３,２０６万３,０００円、１台を更新すること

によるものであります。 

 次の１０款教育費１項教育総務費２目事務局費、飛びまして１６７ページをお願い

いたします。 

 一番上にあります１３節委託料中、業務委託清掃１２万３,０００円、草刈１２万

８,０００円は、閉校後の仙美里中学校の環境整備によるもの、４目諸費１９節負担

金補助及び交付金中、次の１６９ページをお願いします。 

 上から８行目、国際交流研修補助金３７０万２,０００円は、隔年で実施しており

ますオーストラリア・ミッチェルへの派遣事業ですが、９日間の日程で、中高校生の

団員１４名、団長１名、引率１名の計１６名分を計上しております。 

 下の本別高校の教育を考える会補助金１,９０３万８,０００円は、対前年１,０８

８万６,０００円の増額となりましたが、バス定期代などの通学費、新入生の制服購

入費補助によるものであります。 

 下の小学生小松島市交流研修６０万円は、対前年３５万円の増額ですが、本年度は

小松島市立立江小学校へ児童を派遣するものであります。 

 次の２項小学校費１目学校管理費、１７１ページをお願いいたします。 

 一番下の１３節委託料中、児童生徒輸送業務委託料中、次の１７３ページをお願い

いたします。 

 上からの中間輸送バス等５路線につきましては、仙美里中学校統合に伴う路線の見

直しにより、１路線がふえたため、対前年５６１万円の増額となっております。 

 １８節備品購入費中、本別中央小学校、学校管理用備品７０万３,０００円は、

カーテン４教室分、行事用テント２張、仙美里小学校１１万９,０００円は、ストー

ブ２台、学校施設等備品４８万６,０００円は、仙美里小学校ホームテレホン装置を

購入するものです。 

 次のスクールバス８５８万７,０００円は、マイクロバス１台を更新するものであ

ります。 

 ２目教育振興費、次の１７５ページをお願いいたします。 

 １８節備品購入費中、教育機器備品本別中央小学校４０万１,０００円は、電子ホ
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ワイトボード１台及び書画カメラ２台、勇足小学校３２万３,０００円、仙美里小学

校３２万３,０００円は、いずれも電子ホワイトボード１台及び書画カメラ１台を購

入するものであります。 

 ３項中学校費、次の１７９ページをお願いいたします。 

 ２目教育振興費１８節備品購入費中、教材振興備品本別中学校１５１万４,０００

円は、楽器４種５台の購入で、いずれも老朽化により更新するものであります。 

 次の教育機器備品本別中学校２３万４,０００円は、書画カメラ３台、勇足中学校

７万８,０００円は、書画カメラ１台を購入するものです。 

 １８０ページをお願いいたします。 

 ４項社会教育費１目社会教育総務費８節報償費１０７万４,０００円は、対前年 

１１１万４,０００円の減額となりましたが、主な要因は、放課後子ども教室安全管

理員１１６万５,０００円が、子ども未来課へ予算がえをしたことによるもの。 

 中ほどにあります、ほんべつ学３万８,０００円は、本別の魅力や地域の輝きを発

見する目的で新規に事業を開設するものであります。 

 次の１８３ページをお願いいたします。 

 １９節負担金補助及び交付金９４万２,０００円は、対前年３６万円の減額となり

ましたが、地域子ども会育成連絡協議会補助金が、子ども未来課へ予算がえしたこと

によります。 

 １８６ページをお願いいたします。 

 ３目図書館費、次の１８９ページをお願いいたします。 

 １１節需用費中、修繕料施設３２万９,０００円は、１階のバーチカルブラインド

を、看板５万２,０００円は、玄関前にあります案内板及び掲示板を修理するもので

あります。 

 次の１９０ページをお願いいたします。 

 ４目資料館費８節報償費５万２,０００円は、ほんべつ学、木とふれあい木に学ぶ

を開催するものであります。 

 １１節需用費中、印刷製本費パンフレット９万８,０００円は、資料館のパンフ

レットを更新するものであります。 

 次の１９２ページをお願いいたします。 

 ５項保健体育費、次の１９４ページ、２目スポーツ振興費、飛びまして２０１ペー

ジをお願いいたします。 

 上段、１８節備品購入費中、ガーデントラクター３７１万６,０００円は、１台を

老朽化により更新するものであります。 

 ３目体育施設費１３節委託料６４８万円及び１５節工事請負費７,８５０万円は、

太陽の丘野球場整備及び太陽の丘環境整備で、別添の予算説明資料の１８ページをお

願いいたします。 
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 まず、太陽の丘野球場整備工事ですが、右側中段の事業説明です。本部、トイレ整

備木造平屋建て６３.１８平方メートル、外野及び外周芝整備１万１,２７６平方メ

メートルで、事業費３,５１６万５,０００円であります。 

 なお、財源は、２５年度国の緊急経済対策の地域の元気臨時交付金２,５６０万円

を充当するもので、供用開始は平成２７年度を予定しております。 

 この資料の２０ページをお願いいたします。 

 次に、太陽の丘環境整備事業ですが、駐車場１,４００平方メートル、排水流末整

備７０メートルで、事業費は４,９８５万円であります。 

 なお、財源は、これも地域の元気臨時交付金４,６８０万円を充当するものであり

ます。 

 予算書に戻りまして２００ページをお願いいたします。 

 ４目学校給食費７節賃金中、臨時雇賃金１,６１６万８,０００円は、対前年１４４

万８,０００円の増額となりますが、新調理場及びアレルギー対応に伴う代替調理員

の増加によるものであります。 

 １１節需用費中、消耗品費調理室用７５万１,０００円は、対前年３５万９,０００

円の増額となりましたが、新たな食器洗浄機導入による洗剤及び消毒剤の購入による

もの。 

 一番下、軽油４９万８,０００円は、対前年４０万５,０００円の増額ですが、給食

配食車１台がふえたことによるものであります。 

 次の２０３ページ。 

 上から６行目、電気料５１８万４,０００円は、対前年３７８万４,０００円の増額

ですが、一部ガスを使用いたしますが、すべてオール電化によるものであります。 

 ８行下の賄材料費学校給食３,２６１万９,０００円は、対前年１８６万９,０００

円の増額ですが、消費税アップ分、勇足、仙美里保育所への給食提供及び非常食用を

購入することによるものであります。 

 １２節役務費８４万８,０００円は、対前年３８万８,０００円の減額ですが、作業

服を自前で洗濯をするためクリーニング代の減によるものであります。 

 １３節委託料１８５万９,０００円は、対前年１,０６２万１,０００円の減額です

が、主な要因は、給食配送を直営で実施するため及び工事監理業務が終了になったた

めであります。 

 ２０５ページをお願いいたします。 

 １番上、１５節工事請負費７,５０２万３,０００円は、別添の予算説明資料の２２

ページをお開きください。 

 右側中段の事業説明の本年度の工事内容、旧調理場解体工事費で１,６３４万７,０

００円、外構２期工事費１,８００万円、車庫・物置新築工事費で１,０１３万４,０

００円、太陽光発電設備工事費で３,０５４万２,０００円の合計で７,５０２万３,０
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００円であります。 

 左側の財源内訳は、国庫支出金１,６３０万円、地方債が４,８５０万円で、一般財

源は１,０２２万３,０００円であります。 

 以下、資料の説明は省略させていただきます。 

 予算書に戻りまして２０６ページをお願いいたします。 

 １２款１項公債費１目元金６億６,６９２万５,０００円、次の２目利子８,９４５

万４,０００円を合わせた元利償還金の計は、次の２０８ページをお願いいたしま

す。 

 ７億５,６３７万９,０００円で、前年度に比較して２１８万１,０００円の減額で

あり、公債費適正化計画に基づき、起債発行額を抑制してたことによる借入残高の減

少が要因であります。 

 以上で歳出を終わりまして、１２ページをお願いいたします。 

 歳入につきましても、主なもののみ説明させていただきます。御了承ください。 

 １２ページの１款町税１項町民税１目個人３億３,３１９万６,０００円の計上であ

りますが、個人均等割１,２９１万７,０００円は、対前年１７７万４,０００円の増

額となりましたが、個人所得割３億１,７０９万８,０００円は、前年度より１,０１

１万円の減額であり、農業所得の減が主なもので、滞納繰越分を含めた全体でも８７

０万３,０００円、２.５パーセントの減となっております。 

 ２目法人は６,９３５万３,０００円で、対前年１９１万６,０００円、２.８パーセ

ントの増であり、法人均等割は対前年１５万４,０００円減の３,０５７万９,０００

円、法人税割は、対前年２０９万４,０００円増の３,８５５万６,０００円を見込ん

だところであります。 

 次の２項１目固定資産税４億１,５２２万８,０００円の計上でありますが、土地に

ついては、昨年度とほぼ同額の６,８３３万４,０００円、家屋については、新築家屋

の増により２８３万７,０００円、１.６パーセントの増、償却資産は、知事、大臣配

分価格の減などから１,０４０万８,０００円の減を見込み、滞納繰越分を含めた全体

では８２２万３,０００円、１.９パーセントの減となっております。 

 ４項１目町たばこ税６,８８６万１,０００円は、対前年１３８万９,０００円、２.

０パーセントの減額を見込んだところであります。 

 １４ページをお願いいたします。 

 ２款地方譲与税１項自動車重量譲与税から１６ページ中段の９款１項地方特例交付

金までは、平成２５年度実績見込み及び地方財政対策の概要等を参考に、それぞれ計

上をしております。 

 １０款１項１目の地方交付税については、副町長から御説明申し上げましたが、普

通交付税については、前年度当初予算額２８億２,９３０万４,０００円に対し、本年

度予算計上額２８億２,１４３万７,０００円で７８６万７,０００円、０.３パーセン
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トの減額になっております。 

 特別交付税も含めた交付税全体の本年度の予算計上額は３０億７,０８７万３,００

０円で、前年当初予算の比較でも７８６万７,０００円、０.３パーセントの減になっ

ております。 

 下の１２款分担金及び負担金１項分担金１目農林水産業費分担金５,４４４万７,０

００円は、対前年８７７万２,０００円の増額でありますが、これは、道営畑地帯総

合整備事業が８２８万８,０００円減額したものの、農業基盤整備事業が追加したこ

とによるものであります。 

 １８ページをお願いいたします。 

 ２項負担金１目民生費負担金４節児童福祉費負担金３,４４６万４,０００円は、対

前年２０９万４,０００円の減額、１３款使用料及び手数料１項使用料２目民生使用

料、次の２１ページをお願いいたします。 

 上段にあります３節児童福祉使用料６９５万６,０００円は、対前年６２万８,００

０円の減額となりますが、保育所におけます第３子の保育料の無料化によるものであ

ります。 

 飛びまして、２４ページをお願いいたします。 

 １４款国庫支出金２項国庫補助金１目総務費国庫補助金１節総務費補助金中、がん

ばる地域交付金３,６００万円は、国の経済対策による平成２５年度補正予算におい

て、公共投資の地方負担が大きく、地方の資金調達に配慮し、経済対策の円滑な実施

を図るために創設されたものであります。 

 次の２目民生費国庫補助金１節社会福祉費補助金中、臨時福祉給付事業費補助金 

３,２２０万円、３節児童福祉費補助金中、子育て世帯臨時特例給付事業費補助金 

８８０万円は、いずれも歳出で説明いたしました消費税率のアップによる支援対策に

よるものであります。 

 ４行戻りまして、２節老人福祉費補助金中、安心生活創造事業補助金１,０００万

円は、国のモデル事業に対する補助金であります。 

 ３行下の生活・介護支援サポーター養成事業費補助金５００万円は、国の補助事業

の新設によるものであります。 

 次の２７ページをお願いします。 

 上段、４目土木費国庫補助金１節道路橋りょう費補助金１億５,８６０万円は、町

道整備７事業、公共サイン整備事業に対する交付金であります。 

 次の２節住宅費補助金公営住宅整備事業等１,３６３万７,０００円は、栄町団地公

営住宅建替事業、向陽町団地公営住宅改善事業等に対する交付金であります。 

 ５目教育費国庫補助金１節小学校費補助金中、スクールバス購入２５０万円は、ス

クールバス購入に対する補助金であります。 

 ３節保健体育費補助金１,６３０万円は、旧学校給食共同調理場解体工事、太陽光
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発電施設工事等に対する交付金であります。 

 ６目農林水産業費国庫補助金１節農業費補助金３,０９０万円は、農業基盤整備促

進事業に対する補助金であります。 

 １５款道支出金１項道負担金１目民生費道負担金１節社会福祉費負担金中、１番下

の障害福祉サービス費等５,１２２万円は、対前年３６１万６,０００円の増額です

が、利用者及びサービス量の増加によるものです。 

 次の２８ページをお願いいたします。 

 ２項道補助金２目民生費道補助金、３１ページをお願いします。 

 １番上、２節老人福祉費補助金中、介護基盤緊急整備特別対策事業費補助金４６８

万９,０００円は、小規模多機能型居宅介護事業所のスプリンクラー等整備に対する

補助金であります。 

 次の中段です。 

 ５目農林水産業費道補助金１節農業費補助金中、一番下、多面的機能支払推進交付

金５０万円は、旧農地・水保全管理支払交付金で、事業推進に対する補助金でありま

す。 

 ３２ページ下段。 

 １６款財産収入１項財産運用収入１目財産貸付収入１節土地建物貸付収入中、次の

３５ページ、一番上、貸地料、宅地４６７万３,０００円は、対前年６８万６,０００

円の増額ですが、企業誘致に伴う南工業団地貸付け期間が１２カ月になったこと、緑

地４１８万４,０００円は、対前年２０７万６,０００円の増額ですが、太陽光発電施

設用地として太陽の丘及び勇愛工業団地の貸付け期間が１２カ月になったことによる

ものであります。 

 このページの下段。 

 ２項財産売払収入１目不動産売払収入２節その他不動産売払収入９４０万５,００

０円は、町有林立木売払収入であります。 

 次の３６ページから４０ページにかけまして、１８款繰入金２項基金繰入金は、１

６基金で、計、総額３億２,００８万８,０００円の繰り入れを計上しましたが、前年

度と比較しまして８,６９７万７,０００円の増額となっております。 

 主なものでは、３６ページに戻ってください。 

 １目の財政調整基金は、財源調整として対前年と同額の１億９,０００万円、２目

の減債基金は、公債費償還一般財源として、前年同額の１,０００万円を繰り入れて

おります。 

 次の３８ページの８目酪農ヘルパー振興基金も昨年同額の２８０万円、１２目公共

施設等整備基金１億１,１００万円は、太陽の丘野球場整備事業、太陽の丘環境整備

事業、農業基盤整備事業に充当、１３目個性あるふるさとづくり基金は、本のまち夢

づくり講演会に３５万円を充てるものです。 
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 ４２ページをお願いいたします。 

 ２０款諸収入５項１目雑入、次のページをお願いいたします。 

 ７節雑入中、次の４７ページをお願いいたします。 

 上から９行目の森だくさん事業助成金は、緑化事業として中央小学校に花の苗５万

３,０００円を。 

 次のスポーツ振興くじ助成金、太陽の丘野球場整備事業に７６０万円を充てるもの

であります。 

 次の農地中間管理機構集積協力金３９０万円は、先ほども説明いたしました旧担い

手への農地集積推進事業の継続事業であります。 

 ２行下の北海道市町村振興協会防災・減災対策事業助成金１６４万２,０００円

は、防災資機材及び食料の備蓄に対する助成金であります。 

 次の２１款町債でありますが、１番下の計の欄、５億９７１万円で、対前年５億

９,１３３万４,０００円、５３.７パーセントの減でありますが、主な要因は、学校

給食共同調理場改築事業債５億８,７３０万円の減であります。 

 なお、臨時財政対策債などを除く普通建設事業でも１億５,５１０万円で対前年６

億１,１４０万円、７９.８パーセントの大幅な減となっております。 

 以上で歳入の説明を終わらせていただきます。 

 次に６ページをお開きください。 

 第２表、債務負担行為。 

 事項、 北海道市町村備荒資金組合車両購入。期間、平成２６年度から平成３２年

度。限度額１,１０２万９,０００円。事項、農地流動化資金に対する利子補給。期

間、平成２６年度から平成３７年度。限度額、利子補給対象額１,５００万円に対す

る利率年０.９パーセント以内の利子相当額。 

 ７ページ、８ページをお願いいたします。 

 第３表、地方債。 

 起債の目的、過疎対策事業、限度額２億４,３００万円。公共事業等、限度額２,０

３０万円。公営住宅建設事業、限度額１,２００万円。臨時財政対策債、限度額２億

３,４４１万円。 

 なお、起債の方法、利率、償還の方法は記載のとおりであります。 

 以上で、平成２６年度一般会計歳入歳出予算の説明とさせていただきます。 

 よろしく、御審議を賜りますようお願いを申し上げます。 

○議長（方川一郎君） ここで、暫時休憩します。 

午前１１時５８分  休憩 

午後 １時３０分  再開 

○議長（方川一郎君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 次に、議案第２８号平成２６年度本別町国民健康保険特別会計予算について。 
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 千葉住民課長。 

○住民課長（千葉輝男君） 議案第２８号平成２６年度本別町国民健康保険特別会計

予算について、提案内容の御説明をさせていただきます。 

 予算書に入る前に、平成２６年度における国保運営の概要について説明をいたしま

す。 

 国保の加入状況につきましては、総体で年平均の被保険者数２,７１０人、内訳と

いたしまして、一般被保険者数が２,５８５人、退職被保険者数が１２５人、世帯数

を１,４２０世帯と見込んでおります。 

 前年度当初予算時における被保険者数に比べ２.２パーセント、６０人の減となっ

ております。 

 なお、加入割合は２月末現在の人口、世帯数で申しますと、被保険者数で３７.７

パーセント、世帯数で３４.４パーセントの加入割合となっております。 

 それでは予算書の１ページをお開きください。 

 歳入歳出予算。 

 第１条、歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１２億１,００１万８,０００円

と定めるものでございます。 

 第２条の一時借入金につきましては、借入金の最高額を１億円と定めるものでござ

います。 

 ６ページをお開きください。 

 歳出の合計の欄ですが、概要を申し上げますと、予算総額は前年度当初予算額に対

しまして１,６１８万円、１.３パーセントの減となっており、後期高齢者支援金等が

３７０万８,０００円の減、共同事業拠出金が１,３８４万１,０００円減となったこ

とが主な要因でございます。 

 次に、歳入歳出予算事項別明細書により、歳出から説明させていただきます。 

 １８ページ、１９ページをお開きください。 

 ３、歳出でありますが、次の２０ページ、２１ページをお開きください。 

 上から３段目、２款保険給付費１項療養諸費１目一般被保険者療養給付費につきま

しては、対前年２３６万９,０００円、０.４パーセント減の６億２,７３０万円であ

ります。 

 本町におきましては、被保険者数の減少などにより１項療養諸費の計で０.２パー

セント、１４５万３,０００円減の６億６,８７１万円を見込んだところであります。 

 続きまして、２２ページ、２３ページをお開きください。 

 ２項高額療養費を含め、一番下の段の５項葬祭費までの２款保険給付費の合計につ

きましては、保険給付費全体で、前年とほぼ同額の７億５,５２０万６,０００円と見

込んでおります。 

 次の２４ページ、２５ページをお願いします。 



 

 - 27 - 

 ６款１項１目介護納付金は、第２号被保険者１,０９０人分とし、対前年３.０パー

セント１８８万円減の６,０２９万２,０００円を計上しております。 

 ２６ページ、２７ページをお願いします。 

 ７款１項共同事業拠出金につきましては、対前年８.１パーセント、１,３８４万

１,０００円減の１億５,７１６万１,０００円を計上しております。これは国保連合

会へ拠出する１目高額医療費拠出金が３９８万９,０００円、２項保険財政共同安定

化事業拠出金が９８５万２,０００円の減と見込んだことが主な理由で、この拠出金

は各保険者からの拠出金を国保連合会で一度プールをし、実績に基づいて高額医療共

同事業交付金、保険財政共同安定化事業交付金として交付されるものであります。 

 次の８款保健事業費１項特定健康診査等事業費につきましては１３.０パーセン

ト、６７万６,０００円減の４５１万円を計上しております。 

 続きまして、２８ページ、２９ページをお願いします。 

 ３項健康管理センター事業費１目施設管理費は、健康管理センター施設の維持運営

にかかわる経費であり、一番下の１５節工事請負費１,２２５万１,０００円は、健康

管理センターの屋根の補修工事を行うため計上しております。 

 次のページの２目健康管理事業費は、国保加入者を含め町民全体の健康保持増進と

予防医療の推進を図る経費で、対前年２.９パーセント、９８万１,０００円の増、

３,４８４万９,０００円を計上しております。主な要因といたしましては、産休に

入っている職員がいるため、給与費の会計間の調整をしたものでございます。 

 続きまして、３２ページ、３３ページをお願いいたします。 

 １０款諸支出金１項償還金及び還付加算金１４５万１,０００円は、保険者間の異

動等により発生する還付金及びそれに伴います還付加算金を計上しております。 

 戻りまして、８ページ、９ページをお願いいたします。 

 ２、歳入ですが、１款１項国民健康保険税につきましては、次のページの一番上の

計の欄、対前年５.５パーセント、１,６５２万１,０００円の減の２億８,１８４万

８,０００円で、大きなウエイトを占めます農業所得が前年より落ち込むことを想定

いたしまして予算組みをしたものです。 

 上から３段目の３款国庫支出金１項国庫負担金１目療養給付費等負担金は、対前年

１５パーセント、２,７１８万６,０００円増の２億８４８万４,０００円を計上して

おりますが、増額となった主な理由は、負担金の対象となる費用がふえたことによる

ものです。 

 次の２項国庫補助金１目財政調整交付金につきましては、対前年７.７パーセン

ト、４２８万９,０００円増の５,９９５万９,０００円とし、このうち普通調整交付

金については医療費の増を見込みまして１１.９パーセント、４８０万５,０００円増

の４,５２９万２,０００円を、特別調整交付金は健康管理事業、直営診療施設整備事

業などで３.４パーセント、５１万６,０００円減の１,４６６万７,０００円を計上し
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ております。 

 １２ページ、１３ページをお願いいたします。 

 上から２段目、５款１項１目前期高齢者交付金につきましては、対前年４.０パー

セント、１,０８４万７,０００円減の２億５,９６５万２,０００円で、本年度概算払

い見込額から前々年度清算払い分を差し引いた額となっております。 

 ６款道支出金２項道補助金１目財政調整交付金につきましては、対前年１２.０

パーセント、４３１万２,０００円増の４,０３８万３,０００円で、対象費用の増が

主な要因であります。 

 一番下の段の８款１項１目共同事業交付金１節高額医療費交付金２,６００万円

は、１件の費用額が８０万円を超える医療費、及び次ページの２目保険財政共同安定

化事業交付金９,８００万円は、１件の費用額が３０万円を超え８０万円までの医療

費の見込みに基づく交付金を計上しております。 

 次の中段にあります、１款繰入金１項他会計繰入金１目一般会計繰入金３節その他

一般会計繰入金は、出産育児一時金分、事務費分、国庫補助金減額補填分、財政安定

化支援分、健康管理センター関係分を計上しております。 

 次の１０款２項基金繰入金は、対前年１１.６パーセント、５７１万円増の５,４７

４万５,０００円の繰り入れすることを見込み、財政調整を行っております。 

 なお、繰入後の基金残高につきましては、約１７万６,０００円程度になる予定と

なっております。 

 以上で歳入の説明を終わらせていただきます。 

 最後に税率の関係ですが、現行税率は平成１５年度に改正を行いまして現在に至っ

ておりますけども、国保財政につきましては、これまで財政調整分及び基金からの繰

り入れで対応させていただいております。 

 厳しい財政運営を強いられますが、地域経済の低迷や社会的負担増などを考慮いた

しまして、本年度におきましても従前どおりの税率で進めてまいりたいと考えており

ます。 

 今後とも長期的な安定した財源運営の基盤をつくるため、医療費の適正化と健康管

理事業の一層の強化を図りながら国保運営を行っていきますので、よろしくお願いい

たします。 

 なお、３５ページからの添付資料につきましては、説明を省略させていただきま

す。 

 以上で、平成２６年度本別町国民健康保険特別会計予算の説明を終わらせていただ

きます。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） 次に、議案第２９号平成２６年度本別町後期高齢者医療特別

会計予算について。 
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 千葉住民課長。 

○住民課長（千葉輝男君） 議案第２９号平成２６年度本別町後期高齢者医療特別会

計予算について、提案内容の御説明をさせていただきます。 

 予算書に入る前に、本特別会計の概要について説明をいたします。 

 本医療制度は、平成２０年度から開始されておりまして、全道の市町村で構成され

る北海道後期高齢者医療広域連合が運営主体となっております。保険料の決定や医療

給付の審査、支払いなどを行いまして、広域連合の特別会計で医療給付費や高額療養

費などの給付関係が予算化されております。 

 市町村では保険料の徴収業務や各種申請、届け出など窓口取次業務を行い、本特別

会計では被保険者から徴収いたしました保険料と保険料軽減に係る公費補助分である

保険基盤安定分及び広域連合事務費などを広域連合へ支出する予算内容となっており

ます。 

 本町の後期高齢者医療における年間平均被保険者数見込につきましては１,５９８

人としております。前年度当初は１,５７５人で、２３人の増を見込んでおります。 

 また、本年度は２年に１度の保険料率の改正が行われまして、均等割は３,７６３

円増の５万１,４７２円、所得割は０.０９パーセント減の１０.５２パーセントに、

限度額につきましては２万円引き上げられ５７万円に改正されております。 

 それでは、予算書の１ページをお願いいたします。 

 歳入歳出予算。 

 第１条、歳入歳出予算の総額は歳入歳出それぞれ１億２,４４３万８,０００円と定

めるものであります。 

 次に、歳入歳出予算事項別明細書により歳出から説明させていただきます。 

 １２ページ、１３ページをお願いいたします。 

 ３、歳出。１款総務費２項１目徴収費１８節備品購入費４５０万円は、現在使用し

ています後期高齢者保険料収納システム機器がＸＰ対応のため、サポート期間が切れ

ることと合わせまして、耐用年数も既に２年ほどを超えていますことから新規に購入

をするものでございます。 

 一番下の段、２款１項１目後期高齢者医療広域連合納付金につきましては４.６

パーセント、５１６万３,０００円増の１億１,７２４万６,０００円が北海道後期高

齢者医療広域連合へ納付金として納付され、このうち広域連合の共通事務費負担金と

いたしまして３２４万６,０００円、保険料等が１億１,４００万円で、保険料の内訳

といたしまして、保険料分が７,７０４万８,０００円、保健基盤安定制度の軽減分が

３,６９５万２,０００円となっております。 

 戻りまして、８ページをお願いいたします。 

 ２、歳入ですが、１款１項１目後期高齢者医療保険料は前年とほぼ同額の７,７０

４万７,０００円を計上しております。本町における後期高齢者医療の年間平均被保
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険者見込数１,５９８人分の保険料で、一人当たり４万８,２１４円の収納を見込んで

おり、全道平均の一人当たり保険料６万６,２６５円の７２.８パーセント程度となっ

ております。 

 ３款繰入金１項他会計繰入金１目一般会計繰入金につきましては、対前年比２６.

５パーセント、９８７万２,０００円増の４,７１２万１,０００円は、歳出で説明い

たしました保険基盤安定制度３,６９５万２,０００円と一般事務費６９２万３,００

０円、広域連合に納付する共通事務費３２４万６,０００円の合計であります。 

 以上で、平成２６年度本別町後期高齢者医療特別会計予算の説明とさせていただき

ます。 

 よろしくお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） 次に、議案第３０号平成２６年度本別町介護保険事業特別会

計予算について。 

 吉井保健福祉課長。 

○保健福祉課長（吉井勝彦君） 議案第３０号平成２６年度本別町介護保険事業特別

会計予算につきまして、提案内容の説明を申し上げます。 

 それでは、予算書の１ページをお願いいたします。 

 歳入歳出予算。 

 第１条、歳入歳出予算の総額は歳入歳出それぞれ８億６,８０７万１,０００円と定

めるもので、対前年比６.９２パーセントの増となったところであります。 

 平成２６年度の介護保険事業特別会計は、第５期介護保険事業計画、銀河福祉タウ

ン計画の３年目となり、その計画を基本に執行することとなります。 

 まず、第１号被保険者につきましては２,８３４人を見込み、高齢化率は３６.５

パーセントと推計しております。 

 また、介護サービスの利用者につきましては、居宅サービスで年間３,３６８人、

月平均で２８０人、施設サービスでは、月平均１３３人を見込んでおります。 

 それでは、事項別明細書により、歳出から主な内容につきまして御説明させていた

だきます。 

 １３ページ、１４ページをお願いいたします。 

 歳出でありますが、１款総務費１項総務管理費１目一般管理費６６１万９,０００

円のうち、１３節委託料の４００万円は、平成２３年度から取り組んでいる市民後見

推進事業を引き続き社会福祉協議会に委託をし、取り進めるものであります。 

 次に１５、１６ページをお開きください。 

 ２款保険給付費１項介護サービス諸費１目介護サービス給付費につきましては、居

宅及び施設のサービス給付費の合計で、前年度と比べ７.４パーセント、５,０４８万

５,０００円増の７億３,４６１万２,０００円を計上しております。 

 ３目高額介護サービス給付費１,８８４万６,０００円は、自己負担が所得段階に応
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じて一定の上限額を超えた分を支給するもので、その下、４目特定入所者介護サービ

ス費５,０２５万２,０００円は、居住費、食費に係る低所得者に対する補足給付を行

うものであります。 

 ３款地域支援事業費１項１目介護予防事業費１,６２４万円は、訪問介護予防及び 

地域活動支援に伴う保健師の人件費、事務費などで、次のページ、１７、１８ページ  

１３節委託料は、通所型介護予防事業９９９万７,０００円を計上しております。 

 次の２項包括的支援事業・任意事業費１目包括的支援事業費２,８８２万円は、地

域包括支援センターの運営にかかわる職員の人件費及びその事業に伴う予算、経費を

計上しております。 

 ２目任意事業費８節報償費１２８万８,０００円は、介護相談員活動奨励金で、次

のページ、１９、２０ページ。 

 １３節委託料は、認知症高齢者見守り事業、やすらぎ支援事業１０５万５,０００

円などを計上しております。 

 その下、１４節使用料及び賃借料５８万４,０００円は、介護給付等適正化事業シ

ステムの借上料を計上しております。 

 以上で、歳出の説明を終わりまして、次に、歳入の御説明を申し上げます。 

 戻りまして、７ページ、８ページをお願いいたします。 

 歳入でありますが、１款１項介護保険料１目第１号被保険者介護保険料１節現年度

分は２,８３４人、１億３,０００万４,０００円を見込んでおります。 

 ２款分担金及び負担金１項負担金１目地域支援事業費負担金４５万８,０００円

は、通所型介護予防及び高齢者見守り事業に係る利用者負担金です。 

 ３款国庫支出金１項国庫負担金１目介護給付費国庫負担金１節現年度分１億３,７

８２万８,０００円は、標準給付費に対して国の負担割合である施設分１５パーセン

ト、居宅分２０パーセントで計上しております。 

 その下、２項国庫補助金１目調整交付金は６,６１１万３,０００円で、標準給付費

の８.２２パーセントを見込み、２目地域支援事業交付金７４８万９,０００円は、交

付金限度額に対して介護予防事業で２５パーセント、包括的支援事業・任意事業は３

９.５パーセントを計上しております。 

 ３目事業費補助金５００万円は、市民後見推進事業に係る補助金であります。 

 次のページ、９ページ、１０ページをお開きください。 

 ４款１項支払基金交付金１目介護給付費交付金１節現年度分２億３,３２４万６,０

００円は、標準給付費の保険給付費２９パーセント、２目地域支援事業交付金１節現

年度分３１０万２,０００円は、交付金限度額の２９パーセントで計上しておりま

す。 

 ５款道支出金１項道負担金１目介護給付費道負担金１節現年度分１億２,３５６万

６,０００円は、標準給付費に対しまして道の負担割合施設分１７.５パーセント、居
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宅分１２.５パーセントで計上しております。 

 ２項財政安定化基金支出金２目１節貸付金８３６万 7,０００円は、サービス利用

増による給付費の見込み増により財源不足が見込まれるため、北海道財政安定化基金

貸付金より借り入れを行うものであります。 

 ３項道補助金１目地域支援事業交付金１節現年度分３７４万５,０００円は、交付

金限度額に対して、介護予防事業１２.５パーセント、包括的支援事業・任意事業１

９.７５パーセントで計上しております。 

 ７款繰入金１項他会計繰入金１目一般会計繰入金の総額は１億３,６３４万８,００

０円で、それぞれ繰り入れにより計上しております。 

 次のページ、１１ページ、１２ページ。 

 中ほど、２項基金繰入金１目１節介護保険基金繰入金９１１万４,０００円は、基

金取り崩し分であります。 

 なお、２３ページからの添付資料につきましては、説明を省略させていただきま

す。 

 以上、平成２６年度本別町介護保険事業特別会計の予算説明とさせていただきま

す。 

 よろしく御審議をお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） 次に、議案第３１号平成２６年度本別町介護サービス事業特

別会計予算について。 

 井上老人ホーム所長。 

○老人ホーム所長（井上松子君）  議案第３１号平成２６年度本別町介護サービス事

業特別会計予算につきまして、提案内容の説明を申し上げます。 

 それでは、予算書の１ページをお願いいたします。 

 歳入歳出予算。 

 第１条、歳入歳出予算の総額は歳入歳出それぞれ２億７,１１０万７,０００円と定

めるもので、前年度と比較しまして１,１４６万１,０００円、４.０６パーセントの

減になったところであります。  

 それでは、事項別明細書により歳出から御説明いたします。 

 １０ページ、１１ページをお願いいたします。 

 ３、歳出。 

 １款介護サービス事業費１項１目施設介護サービス事業費２億３,５０２万７,００

０円は、前年度と比較しまして１,０３７万６,０００円の減額となっております。減

額の主なものは、職員の退職によるものでございます。 

 次に１４、１５ページをお願いいたします。 

 ２項居宅介護サービス事業費１目居宅介護支援事業費３,２４８万７,０００円は、

ケアセンターの居宅介護支援事業所の運営経費で、介護支援専門員の人件費及びケア
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プラン作成業務の経費でございます。 

 １１節需用費８１万１,０００円のうち２４万円は公用車４台の車検整備によるも

のです。 

 下段と１６、１７ページの２目介護予防支援事業費３５９万３,０００円は、地域

包括支援センターの介護予防支援事業所の運営経費です。 

 次に、歳入に戻りまして、６ページ、７ページをお願いいたします。 

 主なものにつきまして説明させていただきます。 

２、歳入。 

 １款 サービス収入１項１目介護給付費収入２億４３４万６,０００円は、対前年１

４８万２,０００円の増額になり消費税増税に対応する介護報酬改定も含まれており

ます。 

 次に、８ページ、９ページをお願いいたします。 

 ４款繰入金１項他会計繰入金１目１節一般会計繰入金３,４０２万７,０００円は、

前年度より１,３０３万８,０００円の減額となっております。 

 これで、歳入の説明を終わらせていただきます。 

 なお、１８ページからの添付資料につきましては、説明を省略させていただきま

す。 

 以上、平成２６年度本別町介護サービス事業特別会計の予算の説明とさせていただ

きます。 

 よろしく御審議をお願いします。 

○議長（方川一郎君） 次に、議案第３２号平成２６年度本別町簡易水道特別会計予

算について。 

 能祖建設水道課長。 

○建設水道課長（能祖 豊君） 議案第３２号平成２６年度本別町簡易水道特別会計

予算について、提案内容を説明申し上げます。 

 予算書の１ページをお願いいたします。 

 歳入歳出予算。 

 第１条、歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ前年度より４,７３３万３,００

０円減額の１億１,３２５万４,０００円と定めるものであります。 

 地方債。 

 第２条、地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起

債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、第２表、地方債によるもの

であります。 

 一時借入金。 

 第３条、地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借り入れの最

高額は８,０００万円と定めるものであります。 
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 次に、本年度の給水計画でありますが、給水戸数、給水人口は、勇足、仙美里、美

里別、３カ所の簡易水道を合わせて４４４戸１,３０９人、年間総配水量２６万７,０

００立方メートルを計画しております。 

 それでは、事項別明細書により歳出から説明申し上げます。 

 １２ページ、１３ページをお開きください。 

 １款１項簡易水道費１目一般管理費２節給料から４節共済費については、人事異動

が主な要因で対前年２７７万５,０００円の減であります。 

 下段の１３節委託料ですが、次の１５ページをお願いいたします。 

 上から２行目、計装設備は３年から５年に１回機器の保守点検を行うもので、本年

度は勇足増圧ポンプ場と美里別配水池の各機器及び西美里別第１配水池伝送装置と本

別浄水場に設置されている監視装置等を実施するものであります。 

 ２目維持修繕費１３節委託料中、簡易水道配水管移設は、町道東中西中間道路改良

に伴い配水管移設の調査設計を道路事業の補償により行うもので、同額を歳入でも計

上しております。 

 １５節工事請負費の工事内容は、計量法による８年ごとの量水器９１カ所の更新工

事、町道東中西中間道路改良に伴う水道管移設工事を実施するものです。 

 また、老朽化により勇足簡易水道で№２取水井水位計、沈澱池傾斜版、美里別簡易

水道で№１取水井水位計を更新するものであります。 

 １６節原材料費は、量水器更新工事の量水器９１基分であります。 

 １６ページ、１７ページをお願いいたします。 

 ４款１項公債費１目元金では、対前年３０９万１,０００円増額の２,４６８万２,

０００円となっております。 

 なお、年度末の未償還元金は６億１,６６５万８,０００円となる見込であります。 

 次に、８ページ、９ページにお戻りください。 

 歳入でありますが、１款分担金及び負担金１項負担金１目簡易水道費負担金１節簡

易水道工事負担金７６１万３,０００円は、町道東中西中間道路改良に伴う補償金で

すが、水道管移設工事負担金は今まで使用していたことによる減耗があるため、約５

４パーセントの補償率、水道管移設調査設計委託費負担金は全額補償となっておりま

す。 

 ２款１項使用料及び手数料１目水道使用料現年度分は、対前年１０２万５,０００

円減の４,０３７万５,０００円を見込んでおります。 

 下段の４款１項繰入金１目一般会計繰入金は、対前年５１７万円増の４,８９３万

円となっております。 

 １０ページ、１１ページをお開きください。 

 下段の７款１項町債１目簡易水道事業債は、前年度より５,５２０万円減額の１,５

７０万円となっております。 
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 次に、４ページをお開きください。 

 第２表、地方債でありますが、起債の目的は簡易水道事業、限度額を１,５７０万

円とするもので、起債の方法、利率、償還の方法は記載のとおりであります。 

 なお、添付資料の説明は省略させていただきます。 

 以上、平成２６年度簡易水道特別会計予算の説明とさせていただきます。 

 どうぞ、よろしくお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） 次に、議案第３３号平成２６年度本別町公共下水道特別会計

予算について。 

 能祖建設水道課長。 

○建設水道課長（能祖 豊君） 議案第３３号平成２６年度本別町公共下水道特別会

計予算について、提案内容を説明申し上げます。 

 予算書の１ページをお願いいたします。 

 歳入歳出予算。 

 第１条、歳入歳出予算の総額は歳入歳出それぞれ前年より１,５１５万１,０００円

増額の５億２,７６３万７,０００円と定めるものであります。 

 債務負担行為。 

 第２条、地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができ

る事項、期間及び限度額は、第２表、債務負担行為によるものであります。 

 地方債。 

 第３条、地方自治法第２３０条第１項の規定により起ここすことができる地方債の

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、第３表、地方債によるも

のです。 

 一時借入金。 

 第４条、地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高

額は１億円と定めるものです。 

 平成２４年度末における下水道の普及状況ですが、下水道普及率は６７.２３パー

セント、水洗化率は８８.８９パーセント、浄化槽を含めた生活排水施設総合普及率

は８０.９５パーセントとなっております。 

 次に、事項別明細書により歳出から説明させていただきます。 

 １４ページ、１５ページをお開きください。 

 下段の１款総務費２項施設管理費２目処理場管理費８節報償費６２万７,０００円

は、下水道管理センターで発生する汚泥５６０トンの内、約４割の２２０トンを町内

農家３戸で組織する汚泥利用組合に受け入れていただく利用奨励金であります。 

 次に、１７ページをお願いいたします。 

 上から３段目、１３節委託料中、下水道管理センター３,１８３万９,０００円は、

下水道管理センターの運転管理委託で前年度より２４３万１,０００円の増ですが、
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公共工事設計労務単価のアップが主な要因であります。 

 その下の汚泥等運搬１２４万円は、下水道管理センターから汚泥利用組合への汚泥

運搬と銀河クリーンセンターでつくられるコンポスト堆肥を汚泥利用組合に運搬をす

る委託料であります。 

 その下、汚泥運搬処理５１６万８,０００円は、汚泥利用組合で利用できない汚泥

３４０トンを処理する委託料であります。 

 ３目個別排水処理施設管理費の対前年８２万５,０００円の増額は、浄化槽の管理

基数の増によるものです。 

 ２款土木費１項下水道費１目下水道新設費、次の１９ページをお願いいたします。 

 中ほどの１３節委託料７００万円は No.１汚泥脱水機及び東部汚水ポンプ所の機器

更新設計であります。 

 １５節工事請負費９,６０９万４,０００円は、公共下水道汚水管渠新設工事では太

陽の丘野球場新設に伴う汚水管の新設、道路改良に伴い補償工事でマンホールの改修

等。公共下水道汚水管渠更新工事では西部及び南部マンホールポンプ所の機器の更

新。公共下水道終末処理場機器更新工事では、最終沈澱池汚泥掻寄機、温水ボイ

ラー、送風機盤、計装盤の更新工事を実施いたします。 

 ２目個別排水処理施設新設費１５節工事請負費１,８６３万４,０００円で、浄化槽

を８基設置するものであります。                    

 ２０ページ、２１ページをお願いいたします。 

 中段の３款１項公債費１目元金、対前年１２６万６,０００円の増額は据え置き期

間終了による元金償還開始等によるものであります。 

 なお、年度末の未償還元金は２９億９,７４８万２,０００円となる見込でありま

す。 

 次に、１０ページ、１１ページにお戻りください。 

 歳入でありますが、中段の２款使用料及び手数料１項使用料１目公共下水道使用料

は、前年度より１９１万２,０００円増の７,０９７万１,０００円、２目個別排水処

理施設使用料は、前年度より４７万５,０００円増の１,０５４万４,０００円を見込

んだものです。 

 ３款国庫支出金１項国庫補助金１目土木費国庫補助金の対前年１,１００万円の増

額は、公共下水道汚水管渠更新工事費の増によるものです。 

 ４款１項繰入金１目一般会計繰入金は、対前年３９８万９,０００円増額の２億４,

９８０万９,０００円となっております。 

 次の１２ページ、１３ページをお願いいたします。 

 上から３段目６款諸収入２項１目１節雑入中、物件等移転補償費４２６万７,００

０円は、町道共栄通り及び山手朝日線通り改良工事に伴うマンホール改修工事の補償

であります。 
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 次に、４ページをお開きください。 

 第２表、債務負担行為でありますが、平成２６年度水洗便所等改造資金融資業務委

託に係る利子相当分負担については、期間を平成２６年度から平成３１年度までと定

め、限度額を貸付残額に対する利子相当額とし、下段の平成２６年度水洗便所等改造

資金融資業務委託に係る債務の損失補償については、期間を平成２６年度から平成３

１年度までと定め、限度額を貸付元金と遅延に係る延滞利子相当額とするものであり

ます。 

 次に、５ページの第３表、地方債につきまして、起債の目的、公共下水道整備事業

の限度額を４,４４０万円、個別排水処理施設整備事業の限度額を１,４３０万円、下

水道事業資本費平準化債の限度額を７,８５０万円とするもので、起債の方法、利

率、償還の方法は記載のとおりであります。 

 なお、添付資料の説明は省略させていただきます。 

 以上、平成２６年度本別町公共下水道特別会計予算の説明とさせていただきます。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） 次に、議案第３４号平成２６年度本別町水道事業会計予算に

ついて。 

 能祖建設水道課長。 

○建設水道課長（能祖 豊君） 議案第３４号平成２６年度本別町水道事業会計予算

について、提案内容を説明申し上げます。 

 本年度予算より、総務省による地方公営企業会計制度の見直しに伴い、予算書の内

容に変更がございます。 

 なお、変更点につきましてはその都度説明をさせていただきます。 

 予算書の１ページをお開きください。 

 第２条の業務の予定量は、給水戸数を２,７４４戸、年間総給水量を５７万９,４０

０立方メートル、１日の平均給水量を１,５８８立方メートル、主要な建設改良事業

につきましては、合計で、対前年５,０１８万１,０００円増額の１億１７０万８,０

００円を予定しているところであります。 

 第３条の収益的収入及び支出の予定額は、収入の第１款水道事業収益と支出の第１

款水道事業費は、それぞれ対前年１,４７４万１,０００円増額の１億６,１１０万円

と定めるものであります。 

 第４条、資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定めるもので、資本的収入

額が資本的支出額に対し不足する額４,４８５万７,０００円は、過年度分損益勘定留

保資金３,７５９万４,０００円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額７

２６万３,０００円で補てんするものであります。 

 収入の第１款資本的収入では、対前年４,８２７万円増額の８,６７７万円、支出の

第１款資本的支出は、対前年５,１７８万２,０００円増額の１億３,１６２万７,００
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０円と定めるものであります。 

 ２ページをお開きください。 

 第７条の企業債でありますが、起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の

方法は、次のとおりと定めるもので、起債の目的、原水及び浄水施設整備事業、限度

額は３,５１０万円、配水施設整備改良事業の限度額は４,８９０万円とするもので、

起債の方法、利率、償還の方法は記載のとおりであります。 

 第８条の一時借入金については、限度額を１億円と定めるものであります。 

 第１０条の議会の議決を経なければ流用することのできない経費については、職員

給与費で人事異動が主な要因で、対前年２１３万円減額の３,９１３万７,０００円で

あります。 

 第１１条の一般会計から、この会計へ補助を受ける金額は、高料金対策として対前

年１１万８,０００円増額の１,１１５万７,０００円であります。    

 第１３条のたな卸資産の購入限度額は５８６万５,０００円と定めるものでありま

す。 

 ５ページをお願いいたします。 

 平成２６年度本別町水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書でございますが、

会計制度の見直しに伴い、従来、資金計画として記載されていたものにかわる表で、

資金の流れを業務活動、投資活動、財務活動の三つの部門に分けて計上したものであ

ります。 

 １３ページをお願いいたします。 

 平成２６年度本別町水道事業予定貸借対照表でございますが、計上方法が変更と

なっております。 

 １７ページ、１８ページに平成２５年度の貸借対照表を記載しておりますが、平成

２５年度と比べ、１３ページの平成２６年度の主な変更点といたしまして、まず資産

の部ですが、１、固定資産が減となっております。これは、従前、国や一般会計から

の補助金を受けた場合、減価償却を行わない、みなし償却制度が認められていました

が、本年度より廃止され、補助金等により取得した資産についても減価償却を行うた

め、各資産の減価償却費累計が増となったことによるものであります。 

 また、２、流動資産（２）未収金に、不能欠損見込である貸倒引当金相当額を計上

し、減額をしております。 

 次のページ、１４ページをお願いいたします。 

 負債の部ですが、３、固定負債（１）企業債及び４、流動負債（１）企業債の増

は、従来資本の部であった借入資本金廃止により負債へ移行になったことによるも

の、新設された５、繰延収益については、みなし償却制度廃止に伴い、従来資本の部

であった資本剰余金のうち、補助金、負担金が廃止となったため同額を移行した上、

減価償却費相当額を収益化し、差し引いて計上したものであります。 
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 また、翌年度の支出に備えるため、４、流動負債のうち（３）引当金を新設し、計

上しております。 

 資本の部ですが、６、資本金、借入資本金の廃止による減及び７、剰余金（１）資

本剰余金のうち補助金、負担金の廃止による減のほか、６、資本金、組入資本金の廃

止に伴い、同額を未処分利益剰余金へ移行したことにより、７、剰余金（２）利益剰

余金、ハ、当年度未処分利益剰余金が増となっております。 

 全体といたしましては、資産と資本が減り、負債がふえた形となりますが、企業債

は資本から移行されたものであり、繰延収益につきましては、実質的に債務が発生す

るものではありませんので直ちに経営に影響を与えるものではありません。 

 １５ページをお願いいたします。 

 注記表でございますが、これは新たに追加された表で、重要な会計方針、予定貸借

対照表等に関する注記を記載してあります。 

 次に、予算説明書により主な内容について説明させていただきます。 

 １９ページ、２０ページをお開きください。 

 収益的収入及び支出の収入ですが、１款水道事業収益１項営業収益１目給水収益は

１億３,３０２万円を見込んだところであります。 

 ２項営業外収益、対前年１,５９５万３,０００円の増額は、会計制度見直しに伴い 

３目長期前受金戻入が新たに計上されたのが主な要因で、減価償却費増額分を計上し

ております。 

 ２１ページ、２２ページをお願いいたします。 

 支出でありますが、１款水道事業費１項営業費用１目原水及び浄水費、２２ページ 

上から３段目、期末・勤勉手当引当金繰入額、その２段下の法定福利費引当金繰入額

は、会計制度見直しにより翌年度以降の費用または損失が、当年度の時点で既に発生

することが見込まれる場合、あらかじめ所要額を引当金として予算に計上することが

義務づけられたことにより科目が新設されたものです。 

 これは、平成２７年６月分の期末・勤勉手当及び法定福利費のうち、平成２６年１

２月から平成２７年３月までの４カ月の期間に相当する分は、平成２７年度の支出の

準備として今年度に繰り入れるため、予算を計上するものです。 

 また、平成２６年６月分の期末・勤勉手当及び法定福利費のうち、平成２５年１２

月から平成２６年３月までの期間に相当する分は、平成２５年度に既に支出が見込ま

れているものでありますので、上から２段目の手当、４段目の法定福利費より除き、

この額を後述する特別損失として予算計上し、繰り入れることとしております。 

 次ページ以降の配水及び給水費、総係費についても同様となっており、以降の説明

は省略させていただきます。 

 下から２段目、委託料中、浄水場１,５３１万３,０００円は、前年度より１５２万

８,０００円の増額ですが公共工事設計労務単価のアップが主な要因であります。 
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 飛びまして、２５ページ、２６ページをお願いいたします。 

 ４目総係費、次の２８ページをお願いいたします。 

 上から７段目、貸倒引当金繰入額１万８,０００円は、水道料金の未収金のうち不

納欠損となる額を過去に欠損となった率で見積ったものであり、これも会計制度見直

しによるものであります。 

 ５目減価償却費、対前年１,４９２万７,０００円増額の７,１２２万１,０００円で

すが、先に説明しましたみなし償却制度の廃止に伴い、補助金等により取得した固定

資産の減価償却費１,５８３万５,０００円の増が主な要因であり、収入の長期前受金

戻入で同額計上しております。 

 ２９ページ、３０ページをお願いいたします。 

 ３項特別損失２目その他特別損失、３０ページその他特別損失中、前年度期末・勤

勉手当引当金繰入額と、その下の前年度法定福利費引当金繰入額は、先に説明しまし

た６月分期末・勤勉手当のうち、前年度の４カ月分を計上したものであります。 

 その下前年度貸倒引当金繰入額は、２５年度までに発生した水道使用料の不納欠損

見込であります。 

 なお、その他特別損失は今年度のみの計上となります。 

 次に、３１ページ、３２ページをお願いいたします。 

 資本的収入及び支出の収入でありますが、１款資本的収入２項工事負担金２７７万

円は、町道山手朝日線通り改良工事に伴う配水管移設工事の負担金で工事費から減耗

分を差し引いた額を受け入れるものであります。 

 支出でありますが、１款資本的支出１項建設改良費１目原水及び浄水施設整備費、

工事請負費３,５１０万円は、浄水場に昭和５３年に設置された計装テレメータ盤の

更新工事であります。 

 ２目配水施設整備改良費委託料中、向陽町ポンプ室更新設計委託は、増圧ポンプ及

び配管の更新設計委託、その下の上下水道管理システム整備業務委託は、水道台帳の

デジタル化に向けたシステム整備であります。 

 工事請負費４,９４１万１,０００円の内容は、町道山手朝日線通り改良工事に伴う

配水管移設、町道栄町２号通り改良工事に伴う水道管の更新工事、太陽の丘水道管整

備工事、給水要望のある上本別水道管整備工事、その他老朽化により機器の更新工事

を行うものであります。 

 ３目営業設備費９６６万２,０００円は、計量法により８年で更新する量水器の工

事費と次の３４ページ、機械器具購入費で、本年度は３１６台の更新をするものであ

ります。 

 ２項企業債償還金は、対前年１６０万１,０００円増額の２,９９１万９,０００円

で、年度末の未償還元金は８億５,８２３万１,０００円となる見込みであります。 

 以上、平成２６年度本別町水道事業会計予算の説明とさせていただきます。 
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 どうぞ、よろしくお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） 暫時休憩します。 

休憩宣告（午後 ２時３３分） 

再開宣告（午後 ２時４５分） 

○議長（方川一郎君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 次に、議案第３５号平成２６年度本別町国民健康保険病院事業会計予算について。 

 毛利国保病院事務長。 

○国保病院事務長（毛利俊夫君） 議案第３５号平成２６年度本別町国民健康保険病

院事業会計予算について、提案内容の御説明を申し上げます。 

 予算書の１ページをお願いいたします。 

 業務の予定量。 

 第２条でありますが、病床数は、一般病床６０床、年間入院患者数１万９,７１０

人、年間外来患者数５万７,５７５人を予定いたしました。１日平均患者数では、入

院患者で５４人、外来患者で２３５人となります。 

 昨年度と比較いたしますと、外来で１５人減少しておりますが、前年度実績などを

勘案しながら見込んだところでございます。 

 新年度の診療体制は、内科は医師２名、及びおびひろ呼吸器科内科病院の出張診療

が１名体制、外科２名、耳鼻咽喉科１名で引き続き常勤医師５人体制で運営をしてい

く予定であります。 

 また、出張医師の体制となっております眼科につきましては、現在、帯広厚生病院

から毎週金曜日、午後診療に派遣いただいておりますが、これに追加して月２回の診

療枠を札幌医科大学から派遣により拡大する予定で現在調整中であります。 

 収益的収入及び支出。 

 第３条、収益的収入及び支出の予定額は、収入の第１款病院事業収益は１２億９,

８７５万８,０００円で、前年度当初比３,５３８万円、２.８パーセントの増、支出

の第１款病院事業費用は１４億５,９０６万３,０００円で、前年度当初比８,２３０

万７,０００円、６.０パーセント増としたところでございます。  

 収益収支は、差引き１億６,０３０万５,０００円の赤字予算の計上となりますが、

現金支出を伴わない減価償却費等を除いては、黒字を確保する予算としたところであ

りございます。 

 資本的収入及び支出。 

 第４条、資本的収入及び支出の予定額は、収入の第１款資本的収入は７,１７６万

５,０００円で、前年度当初比３,８０２万６,０００円、３４.６パーセントの減、次

の２ページになりますが、支出の第１款資本的支出は１億２３５万７,０００円で、

前年度当初比３,５２９万７,０００円、２５.６パーセント減の予算といたしまし

た。 
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 企業債。 

 第７条でありますが、起債の目的、医療機械器具整備事業、限度額６３０万円、起

債の方法、普通貸借または証券発行、利率、年５.０パーセント以内、以下括弧書き

及び償還の方法は、記載のとおりでありますので省略させていただきます。 

 一時借入金。 

 第８条、一時借入金の限度額は１億円と定めるものでございます。 

 議会の議決を経なければ流用することのできない経費。 

 第１０条は、職員給与費７億７,３１２万８,０００円、交際費５０万円とするもの

でございます。 

 他会計からの補助金。 

 第１１条、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、一時借入金支払利息１３

万７,０００円、医師看護師等研究研修経費３５６万２,０００円、退職手当組合事前

納付金６５２万３,０００円、基礎年金拠出金公的負担経費１,５９６万円、屋上防水

補修経費として２,５００万円を本年度受け入れるものでございます。 

 次の３ページ。 

 たな卸し資産の購入限度額。 

 第１３条は、２億１,８３５万６,０００円と定めるものでございます。 

 次に、予算説明書による説明の前に、地方公営企業法の改正による公営企業会計制

度の改正につきまして御説明いたします。 

 先ほどの水道事業会計予算で概要の説明がございましたので、重複する部分は省か

せていただき、病院事業会計予算に関連する部分のみの説明をさせていただきます。

よろしくお願いします。 

 説明のためページが前後することがございますが、お許しをいただきたいというふ

うに思います。 

 ２３、２４ページをお願いします 

 まず、補助金等により取得した固定資産のみなし償却制度の廃止に伴う影響です

が、収益的収入では２３ページ中段の１款病院事業収益２項医業外収益５目１節長期

前受金戻入の科目を新設し２,１６３万８,０００円を計上しており、支出では、予算

書３１、３２ページ、上段の４目減価償却費１節建物減価償却費及び２節器械備品減

価償却費で、それぞれ前年度対比６２３万９,０００円、及び１,２５３万９,０００

円の合計で１,８７７万８,０００円の増となっております。 

 なお、収支の増減に差があるのは、前年度で減価償却が完了している物品があるこ

とによる償却費の減によるものでございます。 

 また、これらに係る現金の移動はございません。 

 次に、引当金の関係ですが、２５、２６ページをお願いいたします。 

 病院事業におきましても水道事業と同様に期末・勤勉手当引当金、法定福利費引当
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金及び貸倒引当金の計上を行います。 

 まず、期末・勤勉手当引当金及び法定福利費引当金につきましては、中ほどの中段

の第１款病院事業費用１項医業費用１目給与費６節期末・勤勉手当引当金繰入額及び

７節、法定福利費引当金繰入額の科目を新設し、来年、平成２７年６月支給分のうち

平成２６年１２月から２７年３月の４カ月相当分として、それぞれ３,８４８万７,０

００円、６２７万７,０００円を計上しております。これにつきましても現金の動き

はございません。 

 貸倒引当金につきましては、３１、３２ページをお願いします。 

 上段の１款病院事業費用１項医業費用３目経費１８節貸倒引当金繰入額の科目を新

設し２４万５,０００円を計上しております。 

 また、移行初年度における前年度以前の要因における費用の計上につきましては、

次の３３、３４ページ上段の２目その他特別損失１節その他特別損失の科目を新設

し、前年度期末・勤勉手当引当金繰入額として３,７２４万１,０００円、前年度法定

福利費引当金繰入額として４６２万７,０００円、前年度貸倒引当金繰入額として７

１万９,０００円を計上しております。 

 なお、この費用につきましては、水道事業予算でも御説明がありましたが、移行初

年度である平成２６年度のみの措置となっております。 

 次に、戻っていただきまして１５、１６ページをお願いします。 

 貸借対照表上の変更についてですが、５、平成２６年度本別町国民健康保険病院事

業予定貸借対照表と１９、２０ページには、平成２５年度の予定貸借対照表がありま

すが、それらの比較により御説明を申し上げたいと思います。 

 まず１５ページの２６年度予定貸借対照表の資産の部、１、固定資産ですが、合計

１２億２,８２０万１,０００円で、１９ページの２５年度予定貸借対照表と比較いた

しますと３億４,６３４万７,０００円の減となっておりますが、これはみなし償却制

度の廃止に伴い、みなし償却適用分を減価償却累計額に加えたことによるものでござ

います。 

 また１５ページになりますが、下段の２、流動資産のうち未収金に本年度より計上

することとなった貸倒引当金７３万７,０００円を計上しております。 

 続いて負債の部ですが、２０ページの２５年度予定貸借対照表では、資本の部の

５.資本金、（２）借入資本金に計上されておりました企業債が、１６ページの２６

年度予定貸借対照表では、上段の償還期日の別にそれぞれ３、固定負債１０億９５５

２万９,０００円と下段の４、流動負債８,５１６万６,０００円に区分して計上をさ

れることになりました。 

 また、本年度より計上する期末・勤勉手当引当金及び法定福利費引当金が１６ペー

ジの中段、４、流動負債、（４）引当金に計上されております。 

 次に、みなし償却制度の廃止により２０ページの２５年度では、資本の部の６、剰
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余金、（１）資本剰余金に補助金、寄付金・補償金、負担金として計上されていたも

のが、１６ページ、２６年度予定貸借対照表では中段の負債の部、５.繰延収益、

（１）長期前受金にそれぞれ補助金、寄付金・補償金、負担金として計上され減価償

却見合い分を収益化累計額として計上しております。 

 ２０ページになりますが、資本の部において、５、資本金、（１）自己資本金のう

ち組入資本金につきましては、利益剰余金、当病院事業会計におきましては未処理欠

損金に振りかえられまして、１６ページでは組入資本金の項目がなくなり、７、剰余

金、（２）欠損金の欠損金合計が減少しております。 

 全体としては、資産と資本が減り、負債がふえ、より実際の資産負債をあらわした

形となりますが、水道事業と同じく企業債は資本より移行されたものであり、突然発

生するものではなく、繰延収益につきましては実質的には債務が発生するものではご

ざいませんので、直ちに経営に影響を与えるものではございません。 

 なお、貸借対照の変更につきましては、簡単に御説明いたしましたが、１７ページ

の注記表におきましても重要な会計方針に係る事項などを記載しておりますのであわ

せて御覧いただきたいと思います。 

 なお、これら会計制度の改正に伴います収益収支への影響額ですが、収益では前年

度当初比３,５３８万円の増のうち、影響分は２,１６３万８,０００円。 

 支出では、前年度当初比８,２３０万７,０００円の増のうち、影響分は６,３５４

万２,０００円となっております。 

 次に、予算説明書の２１、２２ページをお願いいたします。 

 予算説明書により、主な項目について御説明させていただきます。 

 収益的収入及び支出の収入でありますが、１款病院事業収益１項医業収益１目入院

収益５億１,２４６万円で、１日平均単価を２万６,０００円と見込んだところでござ

います。 

 ２目外来収益は３億８,５７５万２,０００円で、前年度比１０.０パーセントの減

といたしました。１日平均単価は６,７００円を見込み、１日平均の外来患者数は前

年度の実績及び透析患者数の減などを勘案し、前年度比１５人減の２３５人を見込ん

だものでございます。 

 ３目その他医業収益３節一般会計負担金１億４,１４９万円、次の２３、２４ペー

ジ、２項医業外収益２目他会計補助金５,１１８万２,０００円及び３目負担金交付金

１億１,５３２万８,０００円を合わせた３億８００万円は、一般会計からの繰入金

で、前年度比６,１００万円、２４.７パーセントの増で、収益的収入における繰入基

準額３億７,２８０万７,０００円のうち、８２.６パーセント分を当初予算で計上し

たところでございますが、うち２,５００万円につきましては、本年度特別経費とし

て屋上防水補修経費を含んでいるところでございます。 

 ２１、２２ページに戻っていただきまして、３目その他医業収益２節公衆衛生活動
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収益は、前年度比２６７万８,０００円の減ですが、主にインフルエンザワクチン接

種者数及び事業所検診者数の減によるもの、４節委託料は、前年度比１８８万６,０

００円の減ですが、主に子宮頸がんワクチン接種者数の減によるものでございます。 

 ２３、２４ページをお願いいたします。 

 下段の７目繰入金１節国民健康保険特別会計繰入金８５７万８,０００円は、国保

特別会計から繰り入れを受けるもので、内訳は健康管理センター事業に係る医師人件

費分６００万円及び国保調整交付金２５７万８,０００円を当初予算で見込むもので

ございます。 

 次に、２５、２６ページ。 

 支出でありますが、１款病院事業費用１項医業費用１目給与費は７億７,３１２万

８,０００円、前年度比３.３パーセント減の計上といたしました。給与費の内訳は、

正職員が６０名、臨時職員等が５１名、前年度比６名減の総数１１１名の予算計上と

なります。 

 ２目材料費１節薬品費８,６９３万９,０００円は、入院、外来収益の１０.２パー

セント分を見込み、前年度比５.６パーセント増で、前年度実績及び消費税転嫁分を

勘案したもの。２節診療材料費８,０８０万５,０００円につきましても、前年度実績

や消費税転嫁などにより、前年度比６.４パーセントの増でありますが、院内に設置

した医療材料等委員会を通じて、価格と数量など適正化を引き続き推進してまいりま

す。 

 ３節給食材料費１,４６５万５,０００円は、普通食８９６円、特別食１,０３１円

を見込み、選択メニューの実施など患者サービスの向上を図ります。 

 次の２７、２８ページ上段の７節光熱水費中、電気料１,５６０万円は、前年度比

１８０万円の増ですが、電気料金の単価改正によるもの、その下、８節燃料費中、Ａ

重油は、対前年度比２８１万６,０００円の増ですが、単価上昇によるものでござい

ます。 

 中段の１１節修繕費中、３行目、屋上防水補修４,２３９万円は、別添の予算説明

資料３６ページをお願いします。 

 右側上段の全体事業ですが、病院は改築から１４年を経過し、経年劣化による雨漏

りが数年前から発生し、一部補修で対応しているものの、雨水の侵入の特定が困難な

状況もあり、今年度全面補修を行うものであります。今回の補修により、入院患者の

良好な療養環境の確保と医療器械の安全管理及び施設の延命が図られると考えており

ます。 

 下段の事業説明ですが、総面積２,９６１平方メートル、工事内容、既存防水層亀

裂・破損補強処理、ウレタン塗膜防水、塗布、事業費は４,２３９万円で、うち２,５

００万円は一般会計からの繰入金でございます。 

 予算書に戻っていただきまして、２７、２８ページ、１３節賃借料は対前年度比２
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６７万８,０００円の減ですが、化学発光酵素免疫測定システム借上が終了したこと

によるものでございます。 

 以上で、収益的収入及び支出の説明を終わらせていただき、３９、４０ページをお

願いいたします。 

 資本的収入及び支出の支出でありますが、１款資本的支出１項建設改良費３目固定

資産購入費１,７１８万７,０００円は、導入後１４年を経過する全身麻酔装置１７０

万１,０００円及び生体情報モニタの更新２３８万３,０００円、尿器や便器などの洗

浄消毒に使用しますベットパンウォッシャーの更新２２６万８,０００円、Ｂ型肝炎

や感染症などの診断に不可欠な免疫発光測定装置の更新２３７万６,０００円、それ

から平成９年に購入、老朽化した、主に医師送迎用の普通乗用車の更新２５８万６,

０００円など１１品目の購入を予定するものでございます。 

 次に、３５、３６ページをお願いいたします。 

 収入でありますが、１款資本的収入１項１目企業債６３０万円は、医療機械器具整

備事業に係る病院債、２項出資金１目他会計出資金６,０９７万７,０００円は、企業

債償還元金の３分の２及び一般会計が借り入れる過疎債分を一般会計から出資を受け

るものでございます。 

 次の３項負担金１目他会計負担金１２４万４,０００円を合わせた６,２２２万１,

０００円が、資本的収入に係る一般会計からの繰入額となりますが、収益的収支と合

わせた一般会計繰入額の総額は、前年度比４,７６４万２,０００円、１４.８パーセ

ント増の３億７,０２２万１,０００円となります。 

 なお、収益的収支と資本的収支を合わせた繰入基準額の総額は４億３,５０２万８,

０００円であります。 

 ４項繰入金１目他会計繰入金２７０万円は、医療器械購入に係る、国保調整交付金

を国保会計から繰り入れを受けるものでございます。２目医療施設等整備基金繰入金

５４万円は、支出の器械及び備品購入費中、免疫発光測定装置の購入財源として基金

から繰り入れることとしたものであります。 

 なお、添付資料の説明は省略させていただきます。 

 以上、平成２６年度本別町国民健康保険病院事業会計予算の説明とさせていただき

ます。 

 よろしくお願いいたします。  

○議長（方川一郎君） 以上で、各会計予算の提案理由の説明を終わります。 

 お諮りします。 

 ただいま一括議題となっております議案第２７号平成２６年度本別町一般会計予算

についてないし議案第３５号平成２６年度本別町国民健康保険病院事業会計予算につ

いて、以上９件については、議長を除く１０名の委員をもって構成する平成２６年度

各会計予算審査特別委員会を設置し、これに付託をして審査することにしたいと思い
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ます。 

 御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第２７号平成２６年度本別町一般会計予算についてないし議案第

３５号平成２６年度本別町国民健康保険病院事業会計予算について、以上９件につい

ては、議長を除く１０名の委員をもって構成する平成２６年度各会計予算審査特別委

員会を設置し、これに付託をして審査することに決定いたしました。 

 暫時休憩いたします。 

午後 ３時１１分  休憩 

午後 ３時１７分  再開 

○議長（方川一郎君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 ただいま設置されました平成２６年度各会計予算審査特別委員会の正副委員長の互

選の結果について申し上げます。 

 委員長に方川英一君、副委員長に山西二三夫君と決定いたしました。 

 以上、報告といたします。 

───────────────────────────────────── 

◎散会宣告 

○議長（方川一郎君） 以上で、本日の日程は全部終了しました。 

 お諮りします。 

 議事の都合により、１３日を休会としたいと思います。 

 御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、１３日は休会とすることに決定いたしました。 

 なお、１３日から１９日までの７日間は休会となります。 

 再開は、３月２０日、午前１０時であります。 

これをもって通知済みとします。 

 本日は、これで散会いたします。 

 御苦労さまでした。 

散会宣告（午後 ３時１８分） 
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開議宣告（午前１０時００分） 

───────────────────────────────────── 

◎開議宣告 

○議長（方川一郎君） これから、本日の会議を開きます。 

───────────────────────────────────── 

◎日程第１ 議会運営委員長報告 

○議長（方川一郎君） 日程第１ 議会運営委員長から報告を行います。 

 議会運営委員長高橋利勝君、御登壇ください。 

○議会運営委員長（高橋利勝君）〔登壇〕 報告いたします。 

 議会の運営に関する事項、意見書の取り扱いについて申し上げます。 

 本日までに４件の提出がありました。地方自治体の臨時非常勤職員の待遇改善と雇

用安定のための法改正に関する意見書、集団的自衛権に関する憲法解釈の変更に反対

する意見書、特定秘密保護法の廃止を求める意見書、ＴＰＰ交渉等国際貿易交渉にか

かわる意見書については、２０日の本会議で審議する取り運びを予定いたしました。 

 以上、報告といたします。 

○議長（方川一郎君） これで、報告済みといたします。 

───────────────────────────────────── 

◎日程第２ 一般質問 

○議長（方川一郎君） 日程第２ 一般質問を行います。 

 順次、発言を許します。 

 ６番山田鶴雄君。 

○６番（山田鶴雄君）〔登壇〕 議長のお許しをいただきましたので、通告してあり

ます歩道内の電柱などの移設についての１問につきまして質問をさせていただきたい

と思います。 

 歩道は、歩行者が安全に通行できるように設置されたと思いますが、電柱などの障

害になりまして除雪のロータリー車等が入れない問題があり、今後の対応について質

問させていただきますが、通告してあります１点目の北電の電柱、ＮＴＴの電信柱の

移設について、２点目の町管理の街路灯の移設について関連がございますので、合わ

せて質問をさせていただきたいと思います。 

 担当課のほうからお聞きしますと、市街地に歩道が１０１路線が設置されているよ

うに聞いていますが、このうち電信柱など障害がありまして２８路線がロータリー車

等の入れない路線になっているようでございます。 

 私が、目視で調査に行き、このうち２６路線につきましては、歩道の幅員も狭く、

障害になってる電柱などが多くて移設が困難なように思われますが、七、八路線につ

きましては障害になっている電柱が一、二本でありまして、この移設によりまして高

齢者や障がい者、あるいは足が弱くてシルバーカーの利用者にとっても安全に通行で
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きるものと思います。 

 ただ、歩道の下には水道管等も走っておりまして、一様にみんな移設できないとも

お聞きしておりますが、実態調査の上、移設可能なものにつきましては順次、移設に

向けた取り組みが必要と考えておりますが、町長のお考えをお聞きしたいと思います。 

 ３点目のスクールゾーンの標識の関係でございますが、スクールゾーンの標識は所

管がはっきりしないせいでしょうか、長く放置されたような状態になっておりまして、

標識そのものが本別町の活字はきちんとはっきりしておりますが、ほかのものは全く

活字が消えている状態で非常に見にくくなっております。 

 また、立てられている場所が非常に限定されておりまして、向陽町の東児童館周辺、

柏木町の生活館周辺、北８丁目の北地区交流センター周辺に立てられておりますが、

最近、北３丁目の太田モータースの近くの歩道の中に１枚立っているのが見受けられ

ます。 

 いずれにいたしましても、本町は非常に案内の標識などが最近、更新されまして、

そういう見にくい標識がありませんので、もし活用がされていなければ撤去、もしく

は更新するなり所管をはっきりして早い対応が望ましいと思いますので、お考えをお

聞きしたいと思います。 

 よろしくお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君）〔登壇〕 山田議員の御質問の歩道内の電柱等の移設について

の答弁をさせていただきます。 

 まず１点目の電柱の関係でありますが、今、北海道電力に、またＮＴＴの電柱とい

うことで可能なものは移設をして通行に支障のないようにという御質問でございます

が、まさにこれは誰しもが気がついているということだと思いますし、でき得れば歩

道から外して設置したいということですけれども、その経過について若干、答弁させ

ていただきたいと思いますけれども、この北電とＮＴＴの電柱については現在は歩道

内に設置をされておりますけれども、それぞれ道路占有の申請書が提出されて、本町

において水道管の埋設物を調査して、埋設物を避けた場所において設置を許可してい

るというところであります。 

 この狭い歩道でありますから、山田議員御指摘のとおり通行や除雪の支障になって

いる場所も多くあるというふうに思っていますし、現実の対応がそのような対応に

なっております。 

 また、電柱の移設につきましては、北電、ＮＴＴなど、申請者側の都合による本町

の負担が伴わない電柱の建てかえの際に、埋蔵物件の支障物がなく、移設が可能な電

柱などは通行や除雪の支障にならない位置での設置許可をしているところであります。 

 なお、本町が道路工事を伴わずに電柱の移設を依頼する場合については、移設費を

全てが本町が負担することになりまして、現在の１本、約１００万円以上の経費がか



 - 4 - 

かるということでありまして、通行や除雪の支障にならない場所に移設する場合につ

きましては、路線によっては全体的に移設をしなければならない路線や埋設物などの

敷設の位置によりまして移設の場所が限られるために大きな経費をかけても効果が小

さいというふうに考えております。 

 また、この標識にも関連してでありますが、標識も町内に１ ,１７７ということで街

路灯があるということでありまして、移設する際には電柱と同じく水道管の埋設物を

調査して、埋設物を避けた場所に設置しているところでありまして、これも単独で移

設するとなるとやはり１０万円以上かかるということです。 

 金額的にもそうですけれども、実際に交通安全上に支障があるということについて

は、非常に気にしながらそれぞれ交通安全対策を取り組んでいるところでありますが、

近年、これをどう解消していくのかというのが、特に市街地区など今、実施している

のですけれども、御指摘のとおり特に交通量の多いところ、特に最近、この電動の車

で走行する人も多くなりましたし、そういう面では安全に安心して通れる歩道という

のはやはりさらに確保しなければならないということで、実はバリアフリー化を実施

をしながら、これをしっかりと御質問にもありますように支障のない安心して通れる

歩道をつくるという部分については、その支障物件がその工事とともにその移設を伴

うとそれぞれ本町の負担でなくて、それぞれその設置事業者の負担でそれを移設して

いただけることもありまして、この歩道の物件については、歩道とか道路、交通その

ものをしっかりとかえなければ、抜本的に変えなければ、ただ移設するというのは簡

単に見えるかもしれないけれども、民地、ほとんど民地ですから、そことなるとまた

それはなかなか許可条件や何か含めても大変、難しい面がありまして、とにかく道路

交通そのものをしっかり見直して、それで歩道の拡幅、そしてまた安全対策上の移設

ということで、バリアフリー化を進めていきたいなというふうに思っていますし、今

後とも御質問にありますように、本当に通行量の多いところから優先的にその対策を

とっていこうということで今、内部での検討協議がされているところであります。 

 それぞれ順次、この周辺もそうですけれども、バリアフリー化してきましたし、今、

中央保育所の通りもずっとやってきましたから、これから団地の一番通りの多いとこ

ろ、また特に幅が狭くて、どんどん真ん中に電柱が立っているようなところについて

は、しっかりと優先順位を定めながら抜本的な改正に向けて努めていきたいなという

ふうに思っておりますので、これらの電柱の、それから街路灯の部分も同じでありま

すから、そういうことで設置を考えて工事を進めていきたいというふうに思っていま

す。 

 もう一つのスクールゾーンの関係、標識の関係でありますが、実は改めて御質問い

ただいて、私どもも認識を新たにしたところでありますけれども、現在、標識だとか

路面の表示があるものについては、向陽町の東児童館の周辺と柏木町の生活館の周辺、

弥生町の中央小学校の周辺、北３丁目の本別大橋付近、さらに北５丁目の中央保育所
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の周辺、北７丁目の幼稚園の周辺、北８丁目の北地区の交流センターの周辺、南４丁

目の南保育所の周辺ということで、いずれも昭和４８年から昭和５０年ごろに設置を

したということでありまして、これらそのうちに向陽町の東児童館、柏木町の生活館、

北８丁目の北地区交流センターについては、当時はそれぞれこの地区の保育所として

開設したという経緯がありまして、この標識なり、そのゾーンの表示をしたというこ

とでありますけれども、それぞれ役割、用途の変更なったということでありまして、

そして特に山田議員も自治会の会長として周辺、大変、整備含めて御支援いただいて

いるのですが、あの標識一つでもかなりさびたりして古くなっていることも、本当に

そのとおりだなというふうに思っておりますし、内部でこの協議させていただきまし

たけれども、今まであるやつが突然なくなるとまたちょっと違和感があるかなと思い

ますから、地域の住民の方々、自治会だとか、関係機関の皆さん方としっかりと連絡

して、協議して、この撤去なり、またこの薄くなった表示も改めて表示の打ち直しな

ど含めて、しっかりと路面は特に見やすく、また標識の古いのは順次、撤去していく

と、こういうことで御質問の内容にありますような方向に向かってしっかりと対応し

ていきたいなと、こう思っておりますので、これらについてもとにかくそれぞれ今ま

でのかかわってきた方々含めて、地域と機関含めてしっかりと協議して、早いうちに

実施をしていきたいなと、こう思っておりますので、御理解いただければと思います。 

 よろしくお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） 山田鶴雄君。 

○６番（山田鶴雄君） 再質問させていただきたいと思います。 

 電柱とＮＴＴとの関係でございますが、一路線にたくさん立っているところもあり

ますけれども、砂利道時代にそういうものが先に立ったものですから、真っ直ぐ立て

られていなくて、五、六本あるうちの１本が歩道の真ん中にあるとか、そういう部分

の路線が先ほど７、ないし８路線というふうに申し上げておりますので、こういう路

線についてはやはり向陽町だとか柏木というのは非常に住民も多いので、市街地の中

心部よりもむしろ、線路より東側のほうにそういう傾向が多いように私の調査では出

ているものですから、できればやはり町へ出るときに最近、電動の車だとか、シルバー

カーが結構、押して歩く、そして町へ出るということで、道路の真ん中にあれば、そ

れにぶつかる可能性があるから何とか危険のないようにしてもらいたいという声があ

りますので、私は今、町長からもお話がございましたし、毎年、平成１６年ごろから

横断歩道なり、交差点近くの縁石についてはバリアフリー化されて、平均５００万な

いし、６００万近いお金を投下しているのも事実でございます。 

 それで私も、この街から外れたそういう箇所について、電柱の少なくて交通量の比

較的多く、高齢者の多い地帯につきましては、１日も早く安全に通行できる道はない

のかなというふうに思っています。 

 それで、そういう本数の少ないところは担当課に調べていただきますと北電との電



 - 6 - 

柱の契約によって３００万円近い使用料が入っていますし、ＮＴＴのほうからも１２

０万台が入っておりまして、年間４００数十万が収入で受けているわけですから、も

ちろんそれは別のほうにも使われているわけです。 

 こういうことを財源として１日、１年でも早くそういう道の部分に回すことができ

ないのかなと、本別は何といっても福祉の町で住みやすく、高齢者も安心して住める

ということがキャッチフレーズでございますので、できればそういうことで改めてそ

ういう財源で移設ができないかどうかを、やはりやっていただきたいというふうに思

いますけれども、改めてお聞きしたいと思います。 

 それから、電柱、街路灯の関係ですけれども、確かに移設も必要なのですけれども、

柏木町あたりの十字路のところの角に街路灯の柱だけが内側にあって、その隣に、す

ぐ隣に北電の電柱があるというところもありますので、かなり北電の電柱を借りて町

の中も街路灯をつけてあるところもありますので、そういうものが借りれば、ちょう

ど交差点の近くなものですから、ロータリー車は入っているようですけれども、そう

いう危険が少なくなるかなということもありますので、そういうこともこれから検討

していく必要があるのではないかなというふうに思います。 

 この前も担当課長にちょっとお聞きしたのですけれども、今まで移設ばかり考えて

いたのですけれども、割と電柱や何かでも歩道の入り口のところにどんと太いやつが

立っていて、それが障害になってなかなか入りづらいと、この前、調査していたら新

町の川添の民家のある歩道の前に街路灯が立っていて、そこに行けない、つき当たり

なりますから、その横に今、言うようにバリアフリーにして、車道側に押していける、

そういうものが、そういうふうになっていれば、今後、シルバーカーや何か利用して

いる人も入りやすいかなというふうに思いますので、そういう方法も、もし交通上、

問題がないということになれば、そういう取り組みも必要かなと思いますので、これ

は一つの課題だと思いますので、そういう考え方について改めてお聞きしたいと思い

ます。 

 それから、スクールゾーンの関係ですけれども、今、町長からお聞きしますと、急

になくなったらどうかというお話ですけれども、実際、調べてもらったかどうかわか

りませんけれども、むしろ私の自治会ではどうしてあるのというのが率直な声で、そ

れで本当に今、言われているようなものであれば私はすごい目についた箇所が４カ所

ぐらいですから、つぶさにやっていませんけれども、ほとんど字が消えて機能してい

ないように思えて、ただ、本別町というところだけの活字がはっきりしていて何でこ

んなのがあるのというのが率直なあれなものですから、更新するのであればもう少し

所管をきちんとして、今度、教育委員会なら教育委員会に移すと。どちらかといえば

今まで、保育所のほうにスクールゾーンって立てたのかなという気はしておりました

けれども、そういうあれもありますので、私はもう少し本当に必要であれば何らかの

方向で今まで目について改善されていたかなという気がしますので、自治会にお聞き
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するということでございますので、更新なり取り壊すなりなるべく早くやるというこ

とが必要だと思いますので、改めてお聞きしたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 再質問の答弁をさせていただきたいと思います。 

 著しく支障のある歩道の入り口だとか、そこに電柱がどんと真ん中に立っていると

いうのも、本当に何カ所かあるということは私ども承知しているのですが、御質問に

ありますように全体調査をしていますので、先ほども答弁しましたけれども、やはり

交通量の多いところだとか、先ほど議員の質問のありましたように例えば向陽町の団

地からたくさんの人が通行するだとか、柏木の新しい新興、今では新興住宅とは言い

ませんけれども、そこで結局、歩道が狭いし、また位置が高いというのもあって非常

に避けて通りづらいという部分もありますから、そういう交通の多いところ、両側が

あって片方使える、片方使えないというのが結構あると思うのですけれども、そうい

うところもしっかりと再度、交通量の多い、少ないはよく判断ができていますので、

そういうところを優先的に工事を入れてしっかり計画をつくりながら早いうちにバリ

アフリー化工事含めて、全体的に構造そのものが通行のしやすい道路になるように努

めていきたいなというふうに思っていますので。また特に通りで一本だとか何とかと

いうとこが極端にありましたら、そういうとこはまた別途、そういう対応も含めて。

ただ使用料があるからこれを使えと言われても、それはなかなかそういうことにはい

かない、予算全体なものですから。でもそれにかかわらず支障のあるものについては

極力解消に向けて努力していきたいなというふうに思っていますので、これらも御理

解をいただいて、また御協力いただければと思っています。 

 また、街路灯と電柱の一体化というのは、これは本当に御質問のとおりだというふ

うに思っておりますので、改めて電柱添架が可能なところを含めて、これはまた交通

防災のほう含めて十分に研究をさせていただいて、可能なところはそのような方式を

とっていきたいなと思っております。 

 また、スクールゾーンについては、先ほどから質問にありますように、本当にずっ

と調査して私どもこうやって全部、図面に落としているのですけれども、本当に本別

町だけわかるだけで、あとは何かわからないというような字があって、その用途が終

わったところというのは、先ほど言ったようにもともと保育所で開設したところが今

そうではなくて用途外になっていますから、そういうところはもう不用だということ

ですから、とにかくそういうところは不用なところはもう撤去させていただいて、そ

のところは自治会の会長さんにしっかりとお話しさせていただいて、いよいよのとき

に撤去すると、そして必要なところで不明瞭なところはきちっとまた塗りかえをしな

がら、しっかりとしたゾーンの明記をしていくということで、本当に必要なところ、

必要でないところ、しっかりとめり張りつけて最大限の改善に向けてしっかり取り組

んでいくと、こういうことでしたいと思いますのでよろしくお願いいたします。 
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 以上、答弁とします。 

○６番（山田鶴雄君） 終わります。 

○議長（方川一郎君） 次、９番高橋利勝君。 

○９番（高橋利勝君）〔登壇〕 議長の許可を得ましたので、通告をいたしました３

問について質問をさせていただきます。 

 なお、本別高校の間口の確保につきましては、この場での質問を保留いたしまして、

残り２問について質問をさせていただきます。 

 まず初めに、子宮頸がんワクチンの接種についてです。 

 子宮ガンの一つである子宮頸がんはヒトパピロマウイルス、ＨＰＶが原因でその罹

患率は年齢の高い人が高いのですが、若い人のところにピークが出てきたということ

で問題になりました。 

 また、卵巣ガン、子宮体がんは横ばいなのに子宮頸がんだけがふえてきたというこ

とでも注目されます。 

 従来、子宮がん検診はがん化する細胞の２段階、３段階手前の変化を捉えることが

可能なことから、検診での早期発見を重視してきました。しかし、検診率が低いこと、

ＨＰＶ１６型、１８型のワクチンが開発されたことから、関係者の間からワクチンが

高額なため公的助成による子宮頸がんワクチンの接種の推進が求められ、今日に至っ

ています。 

 子宮頸がんワクチンの接種については、当初からＨＰＶ１６型、１８型に限られて

いることから、その効用、またワクチンが開発されて浅いことから、その副作用を疑

問視する声がありました。実際、副作用については国への報告だけで約２ ,３００件、

北海道でも道によりますと５１人の報告が寄せられています。 

 先日、子宮頸がんワクチン接種に重い副作用の出た女生徒の家族らが、この３月に

全国子宮頸がんワクチン被害者連絡会北海道支部を設立すると発表いたしました。 

 一方で、厚生労働省は専門部会で副作用の原因や治療法を論議した結果、接種時の

痛みをきっかけに緊張や不安などの心理的要因や生活環境などの社会的要因が身体の

症状としてあらわれたとの見解で一致したことから、副作用問題で昨年６月以来、中

止してきた積極的接種を接種の呼びかけを再開するかどうかの可否を判断するとして

います。 

 しかし、脳神経科医など神経障害や血流異常など、ワクチンの成分が影響している

可能性も指摘しており、また家族も接種の再開に当たってはきっちりと安全性を確認

し、国民が納得できる答えを出すことが重要と不安の解消がされていません。 

 これまでも慎重な取り組みを指摘してきたところですが、改めて本町の子宮頸がん

ワクチン接種に対する考え方を伺います。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君）〔登壇〕 高橋利勝議員の子宮頸がんワクチンの接種について
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の御質問の答弁をさせていただきます。 

 詳しく現状含めて子宮頸がんの特性などの今、御質問をいただきました。特に女性

特有のがんであるということから、この子宮頸がんに対しての予防効果のあるとされ

ます子宮頸がんワクチンが開発されて、厚生労働省は平成２２年度から２４年度の間

に子宮頸がん等のワクチン接種緊急促進事業ということで取り組みまして、子宮頸が

ん予防啓発等子宮頸がんワクチンの積極的な接種の勧奨を進めてきたところでありま

して、本町におきましてもこの事業を受けて子宮頸がんにつきましては唯一ワクチン

で予防できるものとして平成２３年１月から接種の促進、意識の啓発に努めてきたと

ころであります。 

 平成２５年度からは、予防接種後の改正によりまして定期接種の対象として事業を

実施しています。一方で、子宮頸がんワクチンは副反応として接種後の痛みや発熱な

どの軽い症状や、また痙攣や歩行障害など重篤な症状が報告されておりましたり、ま

たマスコミでも特集を組んで報道されたりして、あのような状況を見る限り大変なこ

の副反応というのですか、この影響が出ているのだろうなと、そういうことでありま

す。 

 ただ、このワクチンの接種があったからという因果関係というのは明確にされてお

りませんけれども、ワクチンの接種後に特異的に見られたこの副反応ということでは

否定できないのではないかと、こういうことが今、報道されていますし、そういうよ

うな判断になっているようでありますが、この問題に対しましては厚生労働省から昨

年の６月１４日付で子宮頸がんワクチンの定期接種に対する対応で国民に適切な情報

提供ができるまでの間、定期接種を積極的に推奨すべきではないとの勧告が出されま

した。 

 定期接種を中止するものではありませんが、希望者には周知をして接種の機会を図

ることを求めているところであります。 

 この厚生労働省からの通知を受けまして、本町といたしましても対象となります小

学校６年生から高校１年生の新規、継続者の保護者と本人８８名の方に文書でお知ら

せをしてきたところであります。なお、２５年度中の本町の被接種者数は実人数で１

５名、延べで２９名であります。 

 本町におきましては、これまで副反応の報告はございませんが、厚生労働省からの

通知に基づきまして、対象者全員に接種を行うということではなくて、定期接種とし

てワクチンの効果とリスクを十分説明をさせていただいた上で、今後も希望者のみに

ワクチン接種を実施してまいりたいと考えているところであります。 

 いずれにいたしましても、厚生労働省は既に昨年から発症原因の調査を進めており

まして、近く国の指針が出され、積極的な勧奨の是非が判断されるものと思われます

ので、この調査結果が待たれるところであります。 

 今後とも国の情報を速やかに住民に周知をし、情報提供を行いますとともに、本来
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の目的であります子宮頸がんの予防のためにワクチンのみでなく、子宮がん検診の受

診を促進し、病気の予防を図りたいと考えております。 

 当面は慎重に経過を見守りながら、住民の不安については丁寧に情報提供を行って

いくことで、不安の軽減を図り、町民の健康づくりと適切な保健指導に努めてまいり

たいというふうに考えておりますので、御理解いただきたいと思います。 

 以上、申し上げて答弁とさせていただきます。 

○議長（方川一郎君） 高橋利勝君。 

○９番（高橋利勝君） 再質問をさせていただきます。 

 今の答弁にありましたように、厚生労働省の積極接種の中止といいますか、そういっ

たことを受けてそれぞれ接種する効果とリスクを説明をして希望者だけ接種をしてい

るということでありますが、その点については私も今日までの質問の中で答弁も受け

ていましたから理解をするところであります。 

 ただ、いわゆる副作用が子供に起こった家族にしてみると、先ほども言いましたよ

うに一方で厚生労働省は心的原因である、一方で学者によっては、研究者によっては

例えばアルミが原因で副作用が起こるというようなことで、見解が違っていることが

家族にとって非常に不安であるというか、その不安をまず解消してほしいというのが

今、被害者の会などの大きな声でもあります。 

 そういう意味では、この副作用の部分について実際に現実に起こってはいないので

すが、結果としてそういうことが起こり得るようなことがあった場合には、やはり速

やかに対応するということも、これも大事だというふうに言われています。 

 できれば、家族にとってはその原因を明らかにして治療方法を明らかにしてほしい

というようなことが言われていますから、そういうような状況、揺れている状況を見

るとなかなか接種をする人にしても判断に今苦しむというのが実情ではないかと思い

ますので、その辺のところを接種する立場として、くどいようですが事前の説明、あ

るいは事後のそういう対応というのをきちんとしていくことを必要でないかと思って

います。 

 それと今の答弁にありましたけれども、検診を促進していくということですから、

ぜひその点については検診率が上がるように全力を挙げていただきたいと思っていま

す。 

 先ほども言いましたように、このワクチンについては１６型、１８型ということで、

結果としてそのワクチンを利用する１６、１８型の罹患率は５０から７０パーセント

と言われていますから、逆に言うとそれ以外の方で罹患するというのは５０から３０

パーセント、逆になるわけですけれども、そういうことを含めていくと、また先ほど

言ったようにこの子宮頸がんの検診はがんのなる前、３段階、２段階前にもう既に検

診することによって発見できるということで、その検診の必要性というのは従来から

それは問われてきたのですが、先ほども言いましたようにその検診率というのは大変、
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低いということもあるわけでありまして、その点も促進をしていくということであり

ますけれども、現状の検診率というかはどういうふうになっているのか、また、そう

いう結果も踏まえてさらに促進をするということになっていくのか、その辺について

お伺いをしたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 御質問をいただきましたけれども、特に子宮頸がんばかりで

はなくて、やはり早期検診で早期発見というのがやはり何よりも大事だということで

ありますから、成人病などなど含めても特定検診を含めてもかなりそれぞれ情報提供

させていただきながら、また広報、またそれぞれの手段を講じてＰＲしていただいて、

なるべく検診率を上げようと、予防のために尽くそうということで努力させていただ

いていますから、特に子宮頸がんのこのワクチンについてはそういう副反応などなど

の問題もありまして、まだ明確に判断はされていないにしても、大変、重篤で苦しん

でいる方々がいるなどの報告があるということは、より多くの情報を提供させていた

だいて、そして判断していただくというのが大事でありますから、必ずしもこれがあっ

たからといって全部が副反応が出るということではありませんけれども万が一、不幸

にそのような状況になったときは、北海道もそれぞれ市町村と連携してそれらの対応、

対策をとるということで道議会の中でも種々の発言がありますから、それはもちろん

そのとおり、町村としてもそのようなこの結果出たときのしっかりと相談体制も含め

て、その治療もどのようにしていくかというのはしっかりと支えとしてやはりその役

割を担っていかなければならないというふうに思っています。 

 それよりも御質問にありますように、やはり検診をしっかり受けていただくという

のが大事でありますから、自分の健康はやはり自分たちでしっかり自分で守っていく

しかないのだという、そういう意識も含めて、これをより強力な広報体制、また周知

の方法としてとりながら促進していきたいなというふうに思っております。 

 また、心理的原因だとか見解が違うということですが、違うと言っても現実、いろ

いろな副反応が出ているということが事実ですから、まさか心的なもので歩行が困難

になるとか何とかというのはちょっと考えられないことですから、あのようなことに

ならないように厚生労働省も全力で今、その原因究明などなど含めて見解をしっかり

と統一させていただくということでありますけれども、とにかくどんなことでもやは

り体にワクチンといいながらも異物でありますから、それから必ずこのリスクも伴う

のだよということも含めてしっかりと私どもの取り組みとして、これは情報をしっか

り提供させていただくというのが大事だと思っていますから、御質問にありますよう

な対策や、またこれからの検診の促進方法、さらにまた受診率を上げるということに

ついての努力はさせていただきたいなというふうに思っています。 

 今、御質問にありました数字云々については担当のほうから答弁させていただきま

すので、よろしくお願いいたします。 
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○議長（方川一郎君） 吉井保健福祉課長。 

○保健福祉課長（吉井勝彦君） お答えをいたします。 

 子宮がんの検診の実施率ですけれども、２０歳以上の女性対象者、今年度につきま

しては１ ,２５０人のうち、受診された方は２０２人と、今のところ２０２人というこ

とで、これからまだ残りの期間ありますのでふえる可能性はありますけれども、２０

パーセント弱ぐらいかなというふうに思っています。 

 クーポン券対象者の方は１４０人程度いらっしゃるのですけれども、これにつきま

しても４０人弱ぐらいということで、今のところ推移しております。 

 いずれにしても、まだまだ低い状況にありますので、今後とも受診率の向上に向け

て周知等含めてＰＲしていきたいというふうに思っております。 

 以上です。 

○議長（方川一郎君） 高橋利勝君。 

○９番（高橋利勝君） 今の検診率の関係ですが、ワクチンを接種することについて

も否定はしていないわけですけれども、ただ懸念をしている人はワクチンを接種をす

れば検診をしなくてもいいということで、結果としてその検診率が下がるのではない

かという、そういう指摘をする人もいますけれども、先ほども言いましたようにワク

チンをしたからといって罹患の原因が、そのワクチンが全て該当するというわけでも

ないとか、いろいろなことからいくと、やはり検診と今、町長の答弁にもありました

けれども、検診にやはり全力を挙げるという、それがやはり年齢的ないろいろなこと

もあってワクチンを接種しなければならない状況もあるわけですから、その辺のとこ

ろを検診率とワクチンの接種等をやはりいずれも検診率、ワクチンの接種によって検

診率が下がるというようなことがないような努力も必要ではないかと思うのですが、

その点についてお伺いします。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 御質問のとおりだというふうに思っています。 

 でも、なかなか現実として、それだったらしっかり検診を受けてというのはなかな

かならないのが現実であります。そこが一番の私どもの悩みなところなのですが、例

えばこの子宮頸がんのこの新しく出て、こういうチラシというか、広報しているので

すが、これは子宮頸がんワクチンの接種を積極的にお勧めしていませんと、接種に当

たっては有効性とリスクを理解した上で受けてくださいと、こんな病気です、こんな

ワクチンの予防でありますということで、やはり検診が大事ですということをちゃん

と訴えてはいるのですけれども、この子宮頸がんワクチンはもちろんですけれども、

あるいは今、御質問にありますようにこれを受けたからといって絶対にそれにならな

いということでは決してないということで、ここを理解してください。 

 一番、例として余りよくないかもしれませんけれども、インフルエンザがはやって

おります。ことしもはやったら困るから受けますといっても、インフルエンザの予防
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接種受けたからといって、絶対かからないということではないという、そういうこと

も含めてやはりワクチンというのは予防の一つでありますけれども、やはりどんなワ

クチンを打とうと、どんな治療をしようと、やはり検診が、定期的な検診が一番大事

なのだよということで、もっともっと住民の皆さんに理解をいただけるような、そう

いう保健指導だとか、広報、ＰＲに向かって最大限努力していきたいなと思いますし、 

これは、事あるごとにそれぞれの団体などの集まりなど含めて、しっかりと啓蒙して、

また意識の向上に向けて、また受診率の向上に向けて努力させていただきたいなと

思っておりますので、その部分については本当に全職場挙げて努力させていただきた

いと思います。 

 以上でございます。 

○議長（方川一郎君） 高橋利勝君。 

○９番（高橋利勝君） それでは、２問目の子ども未来課の設置と保健福祉課の体制

についてお伺いします。 

 ２月６日の臨時会における行政報告によりますと、新年度４月１日から保健福祉課

教育委員会の児童に関する担当を分離統合し、子ども未来課を設置しスタートするこ

とになりました。 

 また、社会福祉担当は総合ケアセンターへ移動し、保健福祉課は総合ケアセンター

へ集約されることになりました。そこで以下、３点について伺います。 

 まず１点目でありますが、今日まで財政的に厳しいとのことで、行財政改革により

課の統廃合を進めてきましたが、新年度からは子ども未来課を新たに設置することに

なりました。 

 そこで、行政改革推進委員会では、まずどのような議論があったのかをお伺いしま

す。また、今日まで議会においても課の統廃合により担当する仕事は広すぎるので、

課を分離してはという議論がされてきました。今後も必要とあらば課の増設もあり得

ると受けとめてよいのかどうか、まず１点目、お伺いします。 

 ２点目でありますが、新年度に設置される子ども未来課については、その機構図と

して大きく言いますと子ども・子育て支援担当、児童担当となっていますが、課長以

下、概要でもよろしいですがどのような機構図になっているのか、さきの質問のとき

はまだ詳しくは決まっていませんでしたので、改めてお伺いします。また、今回の課

の設置によって職員数の増はあるのかどうか伺いたいと思います。 

 ３点目でありますが、保健福祉課は庁舎内にありました社会福祉担当が総合ケアセ

ンターへ移動し、福祉部門の連携強化と一元化が図られ、効率的で迅速な対応ができ

るとしていますが、しかし高齢者、障がいを持つ方、生活保護世帯など、利用される

方は交通弱者が少なくありません。不便を来すのではと懸念をされますが、この対応

についてどのように取り組んでこられたのか、以上、質問をさせていただきます。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 
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○町長（髙橋正夫君） 高橋利勝議員の２問目の子ども未来課の設置と保健福祉課の

体制についての質問の答弁をさせていただきます。 

 まず、１点目でありますが、子ども未来課の設置に伴います行政改革推進委員会の

議論経過と今後の考え方であります。 

 まず、本町の行政財政改革は社会経済情勢の変化や地方分権、さらには厳しい財政

状況に的確に対応するために、行財政の運営についてスクラップ・アンド・ビルドの

視点に立って、徹底的に見直しを図り、質の高い政策形成機能を持ち合わせた簡素で

効率的な行政システムの再構築に取り組んできています。 

 そうした中で、平成１７年度に福祉課総合ケアセンター、健康管理センター、在宅

支援センターを統合し、保健福祉課としたところであります。 

 この統合によりまして、福祉部門の総合的な施策の検討がスムーズに行われ、職員

の連帯感、協力体制及び各部門間の連携が強化されたところであります。 

 半面、窓口部門が離れていることで、町民の皆様にわかりづらいとの弊害や課長職

が複数の部署を所管することで事務範囲が大変、広範になり、業務量が増大して負担

がかなり大きくなっている状況もあります。 

 そのようなことから、一定の見直しが必要という行政改革推進本部、組織、人事、

給与制度部会の検討結果となっておりました。今回、子ども未来課の設置につきまし

ては、核家族化が進行して子育て経験の継承や子育てを支える環境が変化をし、地域

社会のコミュニティーの崩壊が進むなど、子どもを取り巻く環境が大きく変化をして

きています。 

 さらに、少子化の波を背景に児童の虐待や不登校、さらに引きこもりの増加など、

子どもに関する問題が深刻化する中で孤立しがちな親の支援や家庭教育機能の充実が

重要となってきているという判断をさせていただきました。 

 また、文部科学省は全ての子どもの良質な成育環境を保障し、子ども・子育て家庭

を社会全体で支援することを目的に平成２４年８月に子ども・子育て関連三法を制定

したところであります。 

 このような状況から、本町といたしましても子育て支援策の強化と一体化を進め、

家庭や地域の子育て機能の充実を図るために幼児期から青少年までの一貫した政策の

実現に向けて、平成２４年度から２年間にわたり行政改革推進本部会議において検討、

協議を進め、今回の組織体制の見直しによる子ども未来課の設置に至ったところであ

ります。 

 なお、行政改革推進委員会の検討の経過でありますけれども、１月に委員会を開催

し、推進本部から子ども未来課の設置に向けた検討経過や考え方を示し協議をいただ

いたところです。 

 この中で、委員の皆様からは窓口がまとまってわかりやすくなるのではないか、二

つ目には生活保護費の支給の場所は、三つ目には子ども未来課の体制は、また四つ目
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には国の施策が変わっても住民目線で業務をしてほしい、五つ目には引き続き課、部

局の連携をとってほしいなどの多くの貴重な御意見をいただきました。 

 推進委員会といたしましても、子ども未来課の設置について適正な物事が判断でき

たものと御判断をいただきました。また、機構改革につきましての答申をいただきま

して、事務移管に当たっては常に検証して、町民に不便の強いることのないよう、改

めるべきは改めながら、行政一丸となって連携を保って、一体的な運営を進めること

という付帯意見もあわせていただいたところであります。 

 次に、今後の機構の見直しにつきましては、平成１７年度から機構の見直しを進め

てきておりますが、推進本部としてもこの間、見直しによる課題についても随時検証

作業を進めてきておりまして、今後も引き続き検証作業を進めるとともに、時代に摘

要した簡素で効率的な行政システムの構築を目指していく考えでありますので、御理

解をいただきたいと思います。 

 次に２点目の子ども未来課の担当と体制づくりについてでありますけれども、近年、

少子高齢化が急速に進む中で、本町におきましても特に子育て支援や少子化対策は喫

緊の課題でありますことから、今年度から子ども未来課において幼児期から少年期ま

での子どもに関する業務を専門的に取り組み、子育て支援や子どもの施策など、関係

課とともに連携を図りながら総合的に推進をしてまいります。 

 体制につきましては、主に保育所関係を担う児童福祉担当と児童館や学童保育所の

ほか、多様化する子育てニーズや支援策に対する企画立案を担う子育て支援担当を新

たに置きまして、職員は事務職として課長、課長補佐、合わせて４名程度を配置をし、

そのほか４カ所の保育所、ことばの教室、子育て支援センター、２カ所の児童館のほ

か、新たに幼稚園教育、本別学童保育所、勇足地区放課後子ども教室、北地区交流セ

ンターを所管することとしております。 

 この体制によりまして、平成２７年４月からスタートする子ども・子育て支援新制

度の移行に向けた準備を始めるとして新しい教育や保育体制の整備計画で５年を１期

とします子ども・子育て支援事業計画の策定のほか、多様化する子育てニーズへの対

応や子育て支援、さらに少子化対策の充実に努めてまいりたいと考えております。 

 ３点目の保健福祉課が総合センターに集約されることについての対応についてです

けれども、子ども未来課の設置に伴いまして、保健福祉課の業務は社会福祉の業務の

移動とあわせ、総合ケアセンターに集約されますが、社会福祉担当が所管します業務

の中で、特に生活保護費の給付や病院の受診に必要な診療依頼書につきましては、保

護費の支給日にあわせて役場１階の庁舎内に臨時窓口を３日間程度開設して、その中

で対応してまいりたいと思っています。 

 また、介護保険と障がいに関する死亡や転入、そして転出などに伴う資格移動の届

け出、申請などの受け付けにつきましては住民課の窓口で対応をしてまいります。高

齢者や障がい者にかかわる相談、生活困窮含めた福祉的な相談につきましては、総合



 - 16 - 

ケアセンターに来ていただいたり、電話で受けることになりますが、総合ケアセンター

まで来られない方につきましては、これまでどおり担当職員が役場に出向いたり、家

庭訪問で相談を受けるなどをして利便性の確保に努めてまいりたいと思います。 

 また、交通弱者の分の御質問もありますが、循環バスの太陽号の利用など含めて、

必ずしもいつもＰＲしていますが、これは買い物でも、またスポーツにも、またそれ

ぞれの生活の利便性のために使っていただく循環バスもありますので、これらも有効

に使っていただきながら、これらの手続きを含めてのバスとして利用していただきた

いことも、さらにまたＰＲさせていただきたいと思っています。 

 今回の機構改革によりまして、総合ケアセンターでは障がい者福祉、高齢者福祉、

介護保険、地域包括ともに今まで離れていた社会福祉が同じフロアーで業務を進める

ことになりますので、これまで以上に情報の共有と連携強化を図り、迅速な対応に努

めてまいりたいと考えております。 

 今後とも町民の皆さんには一層、効率的な行政サービスの提供を進めてまいります

し、機構改革にあわせてより住民の皆さんの利便性が高まるよう、そういう体制にし

ていきたいと思いますので、以上を申し上げて答弁とさせていただきたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 高橋利勝君。 

○９番（高橋利勝君） 再質問をさせていただきます。 

 今、２問目の機構というか、体制についてお話がありました。それで、町政執行方

針によると今、町長のほうから答弁もありましたけれども、子ども・子育て事業計画

の策定とか、あるいは仮称子ども未来センターの整備構想とか、大きな国の制度が大

きく変わっていくこともあるし、本別町としてそういった取り組みをするということ

でありますけれども、これらの取り組みも踏まえて現行の今お話ですと課長、課長補

佐と２名、全員で４名ということですね、その体制で十分なのかどうか、もう一度そ

の点、お伺いをしたいと思います。 

 もう１点ですが、総合ケアセンターに窓口が集中をされるわけでありますけれども、

今まで社会福祉担当というのが庁舎内にあると、当然、その担当の業務は当然のこと

ですが、そこの福祉課で例えばそれ以外のことで相談を受けたとき、それに対応する

ことはなかったのかどうか、あったとすればやはりそういうようなことについてどう

受けとめるのかということをお伺いしたいと。 

 あとは、今、いろいろとそれぞれ対応についてお話がありましたが、これは従来か

らそういう形でやっておられて、結果として支障がなかったというふうに受けとめて

いいのかどうか、その点について再度、お伺いをしたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 未来センター事業計画なども含めて、国が少子化の解消含め

て相当、新しい法案、制度をつくるために力を入れていくということで、特に第三子

以降は自治体ともしっかり連携をとって、国としても責任ある子育ての制度をつくり
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たいと、こういうことでありまして、何回もお話ししましたけれども、そのチームに

本町からも１人職員が派遣をさせていただいて、今、ともにその任務に当たっている

わけでありまして、特に私どもも幾度となく話すのですが、私どもが本別中学校を卒

業するときの一つの目安ですけれども、本別町内に同級生という同年代が６２０名い

ました。今は１年で出生する子どもが５０人から多いときで６０人になりましたから

１０分の１以下ということでありまして、その子どもたちがゼロ歳から、例えば１５

歳までここにいるとしたら、とんでもない人数なのです。とんでもない人数って、そ

れだけ人が少子化で間違いなくいなくなる。片や高齢化というのですが、高齢化と少

子化はまた別問題ですけれども、少子化というのはこれは何としても国の未来もそう

ですし、我が町の未来も本当に左右する大変な時代でありますから、支える人口がい

なくなるということでありますので、このことについてはやはりそして育てる環境、

そして育つ環境というのはやはり結果としては兄弟がたくさんいることや、地域に子

どもたちがたくさんいるということは本当にどんなに大切なことなのかなと、こうい

うこともずっといろいろな場面で思い起こしながら、少しでもそういうふうに育てて

いただける、また安心してここで育てられる環境をつくるべきでないかなと、そのよ

うに考えていました。 

 この行革に合わせて実は先ほども答弁させていただきましたけれども、本当にいろ

いろな部門を統合して当時の担当した職員の皆様方と相談してやれるか、どうだとい

うことで、本当に大変な財政状況もありましたし、また国の合併論議を含めて大変な

ときでありましたから、本当に思い切って職員とも未来に向かって全力で今この任に

担っていくということで、本当よく頑張ってやっていきました。 

 これだけ多様化する中では、本当に医療、保健、福祉から、また子育てから全てを

一つの課で、一つの管理職で１人の課長でやるというのも大変なやはり至難なこの業

務でありまして、やはりそれは早いうちに子育て等も含めて、教育委員会の所管の部

分もたくさんありますけれども、それを逆に統括して子育てに特化して、しっかりと

生み育て学ぶ環境などなど含めて、しっかりとした人材のこの育成含めて、そういう

体制をとろうということで、実は協議してまいりました。 

 その中で、やっとそれが内部の検討も十分に行われながら、そして行革の中での検

討もいただきながら、町での理解もいただきながらこうやって提案させていただくと

きになりました。 

 それも、先ほど申し上げましたように国の動きのちょうど一つにしていい時期に

なってきたのかなと思っております。ゆくゆくは子ども未来センターをしっかりと設

置をしながら、これらに向けてオール本別の子育て体制、支援体制をとっていけれる、

その基盤をつくっていきたいなというふうに思っています。 

 職員の体制など含めては副町長のほうから答弁させていただきますが、または社会

福祉担当関係の相談の対応などについては、もちろん窓口ですから、いろいろな相談



 - 18 - 

ありました。でも、ほかに振ることなく直接、担当のほうから問い合わせをしながら、

また担当に来てもらったり、そういうことで本当に利用者の皆様方には不便のかけな

いような、そういう体制をとってきました。直接、出向いたり、電話で対応したり、

また本町の庁舎のほうに来てもらったりなどなど含めて対応してきましたから、その

趣旨というのは課がどこに離れていても窓口に来ていただいたり、どこに行ってもそ

れは本当にワンポイントで、本当にどこでも、誰でも気軽に相談できる、またいろい

ろな手続きができるという体制はこれからももっともっとしかっりと定着できるよう

に、また町民の利便性をしっかりと確保できるように、これは職員一同意識をしっか

り持ちながら対応していきたいなというふうに思いますので、今回の機構の見直しに

よってそれぞれ福祉部門がケアセンターということになりますけれども、決してケア

センターだけに来なければ相談できないということでは決してなくて、どの場面でも

しっかりと対応させていただくということで、それは今後とも全力で取り組んでいき

たいなというふうに思っております。 

 私のほうからは以上でございます。 

○議長（方川一郎君） 砂原副町長。 

○副町長（砂原勝君） 私のほうから職員体制についてお答えをさせていただきます。 

 今、町長のほうから事務系４名ということで申し上げております。そして、事務系

４名のうち２名が実質ふえるのですけれども１名は採用、１名は内部調整でやりたい

と考えております。 

 そのほかに子育て支援担当をつくりたいというお話をいたしましたけれども、ここ

にはそういう子育て保育含めた専門職員が必要だろうと考えておりまして、この配置

も今、検討しておりますけれども、何とか２６年から事務系４名、専門職１名の５名

体制でスタートしたいなと考えております。 

 将来的にはもう１人、栄養士の配置が必要になってくるかなと考えておりまして、

その時点では６名体制ぐらいになると考えています。 

 以上でございます。 

○議長（方川一郎君） 高橋利勝君。 

○９番（高橋利勝君） 終わります。 

○議長（方川一郎君） ここで、暫時休憩します。 

午前１１時０７分  休憩 

午前１１時２０分  再開 

○議長（方川一郎君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 一般質問を続けます。 

 １０番阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君）〔登壇〕 議長のお許しがありましたので、３問の一般質問

を行いますけれども、このうち３番目の介護保険制度改定議論、その影響はについて
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は、この場での質問を保留し、残りの２問について質問をいたします。 

 まず１問目ですが、農業振興をさらに進めるにはということで伺いたいと思います。 

 本町の農業は、多くの課題を抱えているというふうに考えますが、行政として積極

的に農業振興に取り組むことは重要なことだと考えます。行政としての姿勢について

見解を伺います。 

 町政執行方針でも本町農業について、本町の経済社会の基盤として大きな役割を果

たしていると農業の役割について明示されています。そして、担い手対策ほか、新規

作物の調査研究、畜産対策、基盤整備など、具体的な取り組みが上げられています。 

 行政として、積極的に農業振興に取り組むことが重要なのは言うまでもありません

が、現場の生産活動や集荷、販売などは主に農協の役割ですが、特に新技術や新たな

作物の導入、１次、２次加工の研究等については、行政の果たす役割が大きいという

ふうに考えます。 

 そこで、新規作物や新技術開発、研究などについての今後の取り組みについて、そ

の考え方や姿勢について伺いたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君）〔登壇〕 阿保議員の農業振興をさらに進めるにはの質問の答

弁をさせていただきたいと思います。 

 さきの町政執行方針でも所信表明をさせていただきましたが、本町の農業は経済を

支える基幹産業として大きな役割を担っていることはもちろん、個々での環境保全や

良好な景観の形成といった多面的な機能も有していることであります。 

 私の５期目に当たっての施政方針でもお示しさせていただいておりますが、六つの

柱と４８の施策の中においても、地場産業の振興と企業支援で新たな雇用の創出で掲

げているとおり、本町経済を支える農業の振興は最も重要な課題と言い続けておりま

す。 

 新規作物や新技術の開発、研究などは今後の取り組みについての御質問であります

が、現在、本町では畑作４品の小麦、てん菜、バレイショ、豆類が６ ,４００ヘクター

ルの耕作地で作付をされ、畑作物の輪作体系を維持しながら確立しているところであ

りますが、最近では畑作４品以外の作物としてタマネギの栽培に取り組むなど、畑作

物の多様化により経営の安定化を図るなど、大きな動きが見られております。 

 このようなことから、本町農業の新たな展開として新規作物の導入について検討す

る必要があると考えております。新年度において、本別町農業営農指導対策協議会が

中心となりまして、新規作物導入の可能性などの調査研究を積極的に行う計画であり

ます。 

 営農のための新技術開発につきましては、今後とも営農指導対策協議会の事業であ

ります栽培の講習会などにより、農業者の皆さんに技術指導を実施しますとともに、

農業改良普及センターや本別農協の技術指導を推進していただくとともに、各種講習
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会の情報提供を進めています。 

 農産物の１次、２次加工につきましては、本別町農産物のブランド化の事業として

加工業者及び新商品開発担当者などを講師に、本町農畜産物の加工実習を開催するな

ど、本町の畜産物が持つ魅力や可能性についてきっかけづくりとなるような取り組み

を進めています。 

 また、専任相談員を配置しまして、本別町農産物物づくり館の利用を通じました講

座や施策、研究などの相談体制によりまして、より充実させていただきながら加工技

術の支援を引き続き進めていきたいと思っています。 

 いずれにいたしましても、基幹産業であります農業を取り巻く環境は依然と厳しい

状況にありますが、今後とも関係機関と連携をし、それぞれの立場の中で農業振興を

進めてまいりたいと考えておりますので、御理解をいただきたいなというふうに思っ

ています。 

 なお、もう既に皆さん方と一緒に取り組んでいますが、この農業造成も今、大幅に

変わろうとしておりますし、今までよかったからこれでいいというような作物の作付

では、これから農業は立ち行かないというのも私も本当に痛切に感じているところで

ありまして、できれば本町は特に畑作４品の典型的なこの輪作体系の町でありますが、

さらにプラス１品、２品、何とか新しい作物をということで阿保議員からも、もう十

数年前から何とか新しい作物を開発したらどうだという御質問を何度もいただいてい

ますけれども、いつも申し上げていますが、残念ながら私ども畑を持っているわけで

はありませんので、また、牛を飼っているわけではありませんので、なかなか自分が

実施をするということはできませんが、やはり農業者、また農業団体の協力なしでは、

これはなし得ないことでありまして、ぜひそのような将来展望の見通しなど含めて、

この食料をつくるという大事な基幹産業が継続して永続的にこの営農できるという体

制をとるためには、やはり時代に合った、消費者のニーズに合った農畜産物を排出し

なければならないと、それにあわせたまた１ .５次、２次加工含めて、しっかりとした、

特に最近は６次産業と言われますが、なかなかこれだけの面積を構築している中で、

６次化というのは難しい、そういう意味ではきちっとしたそれぞれの役割分担の中で

１次、２次、３次合わせた６次加工というのは、これは実現していかなければならな

いということであります。特に付加価値を高めるという、これも大事なことですし、

特に若い世代に未来にやはり夢や希望の持てる、やはりこの農業環境ですね、これを

しっかりと残していくということは大事なことだというふうに思っています。 

 残念ながら本町もこの畑作の中で４品以外の、それぞれ野菜の加工などなど含めて

ありました。イモや小麦やビート、豆をやっていますけれども、大根もありました、

ニンジンもありました、ゴボウもありました、メロンもありました、全て今、なくな

りました。加工するものがありませんというような状況でありますが、でもこれだけ

経営規模が大きくなったら、なかなかそういうところに手が届かないというのが農業
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者の実態であるということも、よく懇談の中では現場の意見を聞いています。 

 それならば、また別の作物、そして輪作体系の中に入れるような新しい作物、特に

ＴＰＰ問題含めて、これは黙って見過ごすわけにはいかないというのが私どもの強い

思いでありまして、何とかこれらの理解もいただきながら、特に売り先のある、確実

に売れるもので買っていただける先が安定してあるものについての新しい農作物の導

入をぜひ実現をしたいなと、このようなことを含めて調査、研究というか、新年度の

予算の中で積極的に推進するための、その予算も持たせていただきましたので、あわ

せて報告させていただきながら答弁とさせていただきたいと思います。 

 以上であります。 

○議長（方川一郎君） 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） 今回の定例会、この後、予算審議があるので、その審議の

中でもいろいろ伺いたいなということで、政策的なことという意味で一般質問を

ちょっと考えてきました。 

 今回、この質問をするに当たっていろいろなことを調べて、主にインターネットで

申しわけないのですが、その手段で調べるとやはり全国的にはやっていますよね。僕

の今回のテーマは行政が主導で地域の特産物をつくったりとか、新たな作物導入とか、

そういうものをですね、あるいは加工をどういうふうに扱っているかということを

ちょっと、そういう観点で調べてみました。 

 そういう面では、いろいろやはりやっているということがわかりました。中には、

町の名前が読めないような難しい町もありましたので、町名は言いませんし、全国で

いろいろなことで取り組んでいるのは御承知のとおりだと思います。 

 それから、先ほど町長の話の中で若い人がこれから頑張ってほしいという趣旨で、

少なくても僕の回りには異業種から農業を始めて、そして農業塾に通うだけでは足り

なくて、十勝中で異業種の研修会に仲間同士で参加しているというのを非常に頼もし

く見ております。 

 そういう土壌もあるので、そういう意味ではこれから行政の果たす役割は非常に大

きいのではないかというふうに思っております。 

 先般、路地トマトや多種核の大豆の話なども改めて伺うことができて、こういうも

のが実際の今、町長話したような形で第５、第６の作物という形の中で定着していけ

ばいいなというふうに思いつつも、今までつくっている作物と同じ品種、例えば大豆

なら大豆なのだけれども、これに置きかえればいいのではないかなということも含め

て、そういう一つの考えるきっかけになったというふうに私は受けとめております。 

 そこで、これらの今、申し上げたようなことを町として、役場として進めていくた

めに、今も多分やっているとは思っていますけれども、役場の課の横断的な連携、こ

れがすごく大切だなというふうに思っております。農業イコール農林課ではもちろん

ないわけで、これまでの中でも企画振興課が物すごい力を発揮しているというふうに
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も受けとめていますけれども、そういう企画振興課や農林課が軸になって、さらに他

の課も含めて連携を深めて今、申し上げたような新しいものに挑戦をしていくような、

そういう提案をしていただきたいなというふうに思っています。 

 ですから、それはどういう形にせよ、例えば若い職員の中にもいろいろな案がある

ようなのです、聞きますと。だから、そういうことが表面に出てこれるような機会を

町長みずから先頭になってつくっていただきたいということが１点だし、それから課

長さん方の会議なんかが時々いろいろな課題で開かれているということですから、そ

ういうときにも農林課や企画振興課だけでなくて、いろいろなところからの案が出れ

るような、そういう体制づくりをまずしていただいて、所期の目的を果たすようなこ

とを進めていただきたいなというふうに思うのですけれども、その点について再度、

伺いたいというふうに思います。 

 それから、農協と行政の役割は異なる役割だと僕は思っています。当然、農協の組

合員ですから、その場で僕は訴えるべきことをずっと言ってきて、それなりにやって

いただいているなと、例えばコントラの大豆収穫とか、そういうようなことをずっと

何年か言いながら、今の体制になってきているということで、それぞれの場で組合員

として果たす役割、それから議場の中でいろいろ提案する役割というふうに私は思っ

ていて、そういう面では今後とも農協との関連は執行方針にも書いてあったと思いま

すけれども、非常に重要だと思いますので、できれば定期的な町長も含めた、商工会

も含めていろいろ話し合いの場をもっていくという話だったので、そういうことも今

後、新しい作物や新しい生産、１次、２次加工という観点も含めて、そういう場をもっ

ていただきたいなと、そういうふうに思います。その点について考え方、今後の考え

方としてあれば伺いたいと思います。 

 それから、長くなってしまうので割愛しますけれども、前回の第４回、１２月の定

例会で産業厚生常任委員会の行政視察の報告が載っていたと思います。伊達市の報告

です。偶然、きのうテレビでやっていました、伊達市の。中身は宮城県亘理町と、こ

れもちょっとぱっと見たら読めない字なのですが、イチゴの栽培農家を６戸１１名を

本別のように親交のある町なのです、姉妹提携都市ですね。そこの被災したイチゴ農

家を移住していただいて、伊達市のイチゴ栽培の推進を図っていると、具体的にはい

ろいろありますけれども、簡単に言うと技術指導とかそういうことです。そこだけで

済んでいないのです、市が独自に２４棟のビニールハウスを建てて、リース方式なの

です。そのとき、研修で伺った話では７年でリースの契約の、わかりやすく言うとそ

れで一応、完結するみたいな、そういう中身で市がイチゴハウス建てたのです、いろ

いろな補助事業だったとは思いますが、市が事業主体なのです。 

 だから、これが今回、質問の一つのきっかけにもなっています。やり方はいろいろ

あるし、いろいろなメニューも多分あるし、国もそういうことも当然、あわせて考え

ていると思いますので、いろいろな調整をしていただきたいなと、それはなかなか先
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ほど言った大量出荷、集荷、販売する農協としてはなかなかできない部分ではないか

なと、私は思っているのです。だから、そういうことも含めて話し合いの中で進めて

いただきたいなと思うのですけれども、そういう考え方について見解を伺いたいなと

いうふうに思っております。 

 最後ですが、私自身もこの場できれい豆の原料、供給どうですかと聞いたことがきっ

かけで、いまだにきれい豆をつくらせていただいていますけれども、そういう意味で

の農業者としての協力は全然惜しみません。ただ、私の能力を超えたものをつくれと

言われたら、それはちょっと厳しいのですけれども、町は先ほど町長が言ったように

畑もないし、牛もいないと、ですから少なくても農業者としての協力というか、自分

もそういう意味で挑戦したいというふうに思っております。 

 以上のことを申し上げて、積極的に行政として新しい技術の導入とか新作物、ある

いは加工の関係なんかも先ほど３点ほど具体的に申し上げましたけれども、そういう

ことも含めて進めていく考えはないかどうか、改めて伺いたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） たくさんの再質問をいただきましたので、もし漏れていたら

また後で質問いただきたいと思いますが、まず行政が担うべきだという部分について

ですけれども、私どもは一貫してやれることはやりますし、余計なことかもしれない

けれども、どんどん情報提供しますよと言ってきて実際にやっています。 

 本州で行政がやっているというのはたくさんあるかもしれませんけれども、私ども

のこの十勝とか道内で行政が豆を売ったり、野菜を売ったり、物をやっているという

行政は余りないのではないかと思うのです。それだけ、しっかりうちの職員も含めて

頑張ってやってくれているなというふうに思っていますから、それは本当にこれから

も一切変わりなく大事なことですから、しっかりその分ぐらい担っていきたいなと

思っております。 

 課の連携は御質問のとおり企画だけでなくて、農林課だけでなくて各課横断して住

民課ももちろん取り込んで、それぞれ必要な連携、必要な体制というのは常に情報を

共有しながら、それぞれ力を合わせてやっていくということは、それについては間違

いなく実行しておりますので、この辺についても改めて答弁させていただきたいと

思っています。 

 そして、行政といってもなかなか行政だけでできませんから、おかげさまで本町の

場合は営対協というすばらしい組織がありますので、この営対協をしっかりと皆さん

方に連携をさせていただいて、いろいろな対策をやっています。先日のミニ講習会も

そうですけれども、この営対協の中で中心にやらせていただきました。 

 近年、農協との定期的な政策懇談の中でもお話をしていますが、農協の理事者側の

ほうについてはやはりいろいろなプラス１品、２品といっても、本当にこれだけの体

制の中では労働力含めて新しいのというのはとても考えられないと、だから今の畑作
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４品でいいのだということですから、それはもうそれで本心ですから、そのとおりま

ず４品で頑張ってくださいと、でも若手の人だとか、またいろいろな取り組みしたい

という農業者の方もいますから、その面はぜひとも我々としてもしっかり育てていき

たいなというふうに思っています。 

 そんなことはできませんけれども、その未来に向かっての新しい意欲を少しでも花

を咲かせるような体制にしていきたいなと思っています。 

 実は、ふれあい祭りでお話ししましたけれども、一昨年のふれあい祭りにタマネギ

が軽トラック１台たくさん玄関前に、体育館前に並べました。すばらしいタマネギが

あって、いろいろお話を聞きましたら若い世代の人が２件なのです、これをつくって

いる。ただ、一元出荷できる体制にないので、つくっても売れ先が見つからないと、

こういうこともいろいろありました。 

 とにかく今の段階については、その大量生産はまだ２件だけで、いっていませんけ

れども、できる限り、それでは私どものところでその売り先だとか、消費する先をしっ

かりと応援させてもらうということで、実は議会にも皆さん方にもお諮りしましたけ

れども、給食センターだとか、町の施設でしっかりと特に気を使って、低農薬の健康

な野菜をつくってくれているということでありまして、そのような体制もとりながら、

常に新しく挑戦するものについては支援をさせていただくということは、今後とも続

けていくところでありまして、また今、それぞれの職場の職員のアイデアだとかいた

だきましたけれども、もちろんこのことについても課長等会議やまた職員との懇談の

中で積極的に出てきたものはほとんど受け入れるという体制にしておりますので、ま

たそういう意見が出てこないようではまた町の衰退になりますので、いろいろな思い

があります。 

 いろいろ、こんな物つくった、あれどうだと、いろいろなことがありますけれども、

それはどんなアイデアであろうともしっかりとまず受けとめて、それでどういうとこ

ろで生かせるかということを含めて、しっかりと対応させていくことについては、今

後とも続けていって、またそういう意欲をまた喚起していきたいなというふうに思っ

ています。 

 また、組合員と農協を通しての情報提供でありますが、組合長方含めて常に話をす

るのは、今、本当に本町にはいろいろな要請が来ています。例えば、イモをつくって

いただけでないでしょうかとか、これは例えばサラダをつくりたいとか、コロッケを

つくりたいとか、いろいろなそういう業種が、これは間違いなく売り先のある業種で、

加工している業者さん、それとかそばをつくってくれないですかとか、それから大豆

はもちろんですが、トマトもそうですし、そういういろいろな作付を願っている企業、

業種、またそれぞれいろいろな異業種の方々もふえてきていますし、また畜産でこう

いう牛を飼ってくれないかとか、こういう加工してくれないかというのがあります。 

 全て、こういう情報は農協を通じて、これは情報提供しますので、ＪＡの組合長さ
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ん方のお話では全部、農協を通しての事業として本町は情報提供しますので、それは

農協の一部だけで判断しないで、必ず農業者の皆さんにもその情報をオープンにして

いただいて、そういう作物をつくるか、どういう加工もしたいかなどなど含めてはしっ

かりと情報提供させていただきます。 

 結果として、それは地方と農協とスクラム組んでそういう新しい部分についての作

付という希望がある、また加工という希望があるものについては、しっかり応援して

いこうと、こういうことでお話させていただきますので、ぜひ総会、総大会しか、阿

保議員も両方とも必ず出席されていますので、あの中でもそういう議論が少しでも出

てくればなといつも私ども、ここでも答弁させていただきますけれども、そのような

気運がぜひ高まっていけばいいのかなというふうに思いますし、ぜひそうなっていた

だきたいものだなというふうに思っておりますので、ぜひ本当に農業種も大事なとこ

ろなので、先ほども言いましたけれどもＴＰＰが入ってもやはり、これならやってい

けるという作物もしっかり今から見通していかなければなりません。決してＴＰＰを

認めるというわけではないですけれども、でも現実としてやはりこの畑作４品からさ

らにまた、これからの時代になくてはならないと、またこれから飛躍的に発展をして

いくと、そういう作物も北海道の農政部だとか、農水省含めてもそんな情報だとか、

主導のような直接、本別こういうのはどうだというような話もいただいていますので、

そんなことも含めてしっかりとこれからの本町の大事な基幹産業、そして特に輪作体

系にきちっとはまる、そういう産業化にしていくような、この新しい作物の作付体系

をぜひ確立していきたいなというふうに願っています。 

 何といっても、これはこの農業者みずからの協力なければできないことでありまし

て、協力いただけるようにしっかりと情報提供だとか、懇談をさせていただきながら

進めたいと思っています。 

 亘理町のお話もありました。言ってしまえば復興予算だからできるのだよとなって

しまうのですけれども、でもこういうことだって私どもも企業の要請でもこういうの

は可能であります。例えばトマトの話でもそうですけれども、千歳にある大手メーカー

の工場だとか、またそれぞれ昔からのネーミングの届いた大手メーカーさんが近隣で

もやるというか、作付面積が一定の確保ができれば間違いなく大きな工場をというこ

とも、これはイモの加工業者もそうですし、またそばの加工業者もそうですし、また

トウモロコシの加工もそうですし、またトマトの加工などなど含めて、必ず作付が一

定の条件を確保できれば、量的な確保ができればそこに工場というのが必ずきますか

ら、私どもは農業振興だとか食の発信含めて、また雇用という大きな企業のほうもしっ

かり見据えながら、本当に多面的に可能性を探りながらしっかりと毎年、生産できる

基幹産業の農畜産物を大事にして、そのような体制を何としてもまちづくりの軌道に

乗せていけるように、今、早くその体制をとりたいということで新年度の予算に載せ

ました。 
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 ぜひ、阿保議員の思いも同じだというふうに思っておりますので、そのようなまた

御協力、御支援もあわせてきれい豆で大変お世話になっております。これからも、ま

たいろいろな面で、この試験圃場だとか、また実験圃場だとかというのも必要になっ

てくる部分もきっとたくさん出てくるというふうに思いますので、また改めて中国系

の農地を利用してつくっていたいろいろな企業が本別に、北海道に、本別にと言って

きました。一番先がやはりあんこの加工の提供の問題でもありますが、まだ残念なが

らちょっと予算をストップするというようなことで、先の議会で承認いただきました

けれども、それらもしっかりとその体制をこれからも継続できるように、あらゆる新

しい作物、そしてまた６次化で新たらしい加工含めてしっかりと町の経済、そして産

業に貢献できるような体制をとっていけるように努力していきたいなと、以上を申し

上げて答弁とします。 

○議長（方川一郎君） 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） 営対協の力を十分に発揮していただきたいというような趣

旨だったと思いますし、実際に営対協の１年間の活動のメニューの中に、今、申し上

げたような表題としては例えば新たな作物展開の検討についてとかというような表題

で、メニューにしっかり載せていただいているのかどうなのか、いただきたいという

趣旨で当然、伺うわけですけれども、町としてその営対協との関係、町が働きかけて

いただくという関係なのですが、いわゆる営対協というのは農業分野の代表の人が集

まっている組織ですから、町としても今のようなことを働きかけて、しっかりとメ

ニューの中に入れるということがまず大事なように思うのですけれども、その点につ

いてひとつ伺いたいと思います。 

 それから、職員のアイデアをぜひ募る仕組みを、これも形にしていただきたいなと

いうふうに思うのです。今までの中では、例えば新エネルギービジョンについて、何

か各課、要するにいろいろな課の人、課長さんに調べるようにというか、案を出せみ

たいな話があったやに聞いたこともありますけれども、そのような形の中で一般職員

の中にも眠っているアイデア、多分、町長あると思いますよ。飲んだ席ではよく聞か

されるのですけれども、そういう意味でも一つの形をつくっていただきたいというふ

うに思います。これはそんなにお金のかかる話でもないし、本当に思わぬアイデアが

出る可能性もあるし、今やっていることに対するいろいろな改善点なんかも出てくる

のではないかなというふうに私は思っていますので、ぜひそういうこともこの１年間

の中で取り組んでいただきたいというふうに私は考えるのですけれども、どのような

見解か伺いたいと思います。 

 それから、農協との関係、非常に定期的な会議もしながら情報は必ず農協経由で農

家に出しているということで、非常に重要なことだと思いますけれども、先ほど申し

上げたように農協の歴史の中でもいろいろなものを挑戦してきましたよね。先ほど町

長上げたいろいろなものがあります。 
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 私が思っているのは、食べ物で言えば普段、食卓の上るものが研究開発されてこそ

だというふうに思っているし、実際に本別にある、いわゆる老舗の業者はまさにそこ

ですよね、味噌、納豆、醤油というのは、まさにそのとおりだと思うので、そういう

観点での開発の仕方というのが私は一番、生きていくのではないかなと。 

 農協のいろいろな取り組み、先進的に取り組んできたのですけれども、なかなか食

卓に上りづらいなということがあったように私は感じているのです。 

 ですから、いつも言うことですけれども、新商品という目新しい物というのも、そ

れはいいかもしれませんけれども、食卓を常に意識したようなもの、食べ物でいえば、

そういうようなことが必要なのではないかなと。まさに、先ほど紹介した伊達の取り

組みはウェルシーフード構想ということで、豊富ですばらしい食材をコンセプトにか

なり市が加わりながら、市の行政が加わりながら産直みたいな施設つくったりとか、

先ほど言ったイチゴのような取り組みをやっているということを研修してきました。 

 先ほど町長おっしゃったように、非常に伊達市は農業が安定しているそうなのです

ね、１３０品目ぐらいあって、どれでも一応、経営が成り立っているということで、

新たな取り組みということにちょっと一歩踏み出せないという部分もあるというニュ

アンスで受けとめてきました。 

 ですから、本町も気候も非常にいいところだと思いますし、ある意味、何でもつく

れる地域ではあるのですけれども、そういう中で食卓を意識したような新たな作物の

取り組みや研究開発、技術開発というものを行政が、私は行政が主導でやってほしい

なと、ほしいなというか、なかなか先ほど言ったようにＪＡとしては今やっている事

業が非常に大きな事業をやっていると思いますので、その部分は行政が担っていくべ

きではないかなと私は思うのですけれども、以上、数点ですけれども再度、伺いたい

と思います。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 阿保議員の行政に対する期待が非常に大きいなというのはひ

しひしと感じるのですけれども、そのとおり何とか期待に応えて頑張ろうということ

で今、職員一丸となって頑張っています。 

 職員の提案ということなのですが、必ず新年度始まったときに、課の体制も変わり

ますから、まずその課を運営する課長さんの課を１年間どおしていくのだという方針

をまず出してもらいます。それは、今まではスタッフ制入れる前までは、例えば阿保

議員がどこどこの係にいたとなったら、この人がこっちに転勤、鞍がえしたら、それ

はあとがまこうだったのですけれども、そうではなくてスタッフ制ですから、一定の

人数がこの管理で。あと、内部の人事配置は全部課長さんが、職場長が責任持ってや

るということにして、権限がそういうふうにしておりますので、そういう中での職員

との信頼関係だとか、それから明るく元気に本当に仕事ができる体制をどうするとか、

それから１年間の課としての政策課題、まちづくりをどうするのだというのを全部、
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新年度で課長等会議の中で全部、お互いに報告しあいながらやっています。 

 その中に必ず職員の提案事項というのは入っていますから、そういう中では例えば

本別のロゴマーク入りの、元気くん入りのお菓子がつくれないかとか、何とかそんな

アイデアがあります。 

 それらも含めて形になってきたのはやはり元気もなかだとか、それから通学合宿も

そうです、これも職員の中から子育ての中でやはり親離れ、子離れ含めて、子どもた

ちの教育の中で本当に自立するためのなどなど含めての通学合宿の大切さ、地域のか

かわりなど含めて、そういうのが提案をなされて、幾つも職員のアイデア何か出てき

ていますから、これはもう農産物にかかわらずまちづくり全体について、このアイデ

アもらいながら進めていますし、またそういうアイデアがなければまちづくりの政策

ができませんので、それも当然、まちづくりを担う、また町民の皆さんに雇用されて

いる第一線の職員として、必ず一つの思いはあるはずだから、それはしっかりと形に

していこうと、こういうことで呼びかけて実はやっていますので、今後ともさらにま

た意識を高めながらやっていきたいなと思っています。 

 あと、営対協のメニューあるかどうかというのは、これは直接担当の課長がどうし

ても答弁をしたいなと思っているのではないかと思いますので、これは後ろ向かない

で、前向いて後で答弁させていただきますのでよろしくお願いしたいと思っておりま

す。 

 あと、必ずこの食卓に上るものでほしいというのは、私どもずっと願っていました、

議会の中でも、今までも例えば給食センターに地元のものを何パーセント使っていま

すかという御質問をいただきました。残念ながら給食センターに入れるような作物は

実際には組織としてはなかったというのが実態であります。でも最近は、それぞれ先

ほどのタマネギもそうですし、本当に努力してつくっていただいたものを本当により

新鮮で、より安全なものを子どもたちの食育として使っていきたいというのももちろ

んありますし、できれば町の中でやっていきたいと思います。 

 そこで、一番先にできたら、やはり豆腐をつくる、または豆を加工する。はりきり

母さんの会含めて、女性部が頑張っていただいて、ああいう体制ができて、おかげさ

まで日本一の豆の町本別が本当に久しぶりに、もう何十年ぶりかで復活したというの

は、それが今でもこれだけ全国に発信していける大きな力になっているのは間違いあ

りませんので、これも本当に行政主導というよりも、お母さん方含めて、ＪＡ女性部

の皆さん方の頑張りに改めて感謝するところであります。 

 ただ、今まで頑張ってきた本別特産品という部分、非常になくなってきています。

高齢化だとか、後継者がいないとかなくなってきています。一つ例でいうとキノコな

んて、マイタケなんてすばらしいマイタケができます。白マイタケ、黒マイタケ、あ

の両方をセットに箱に入れたら物すごい高級感があって、それはもう本当に見たら舞

い上がるというのがマイタケではありませんけれども、それぐらいの感動するような
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特産品もつくってきました。 

 もう１回、今、頑張っていただいていますが、なかなか施設が順調に稼働しないと

いうことでありまして、それぞれこの先は本当にちょっとつらいなというようなお話

もお聞きして、何とか継続してほしいと願っていますが、これもひょっとしたらそん

なに長くは続けられないぞとお話いただいていますので、そのようなことも含めて何

とかこれを残していきたい、また長年頑張ってこられた新しい、本当に無添加で頑張っ

た、手づくりのソーセージなんかも２月いっぱいで営業をとめるとかありまして、本

当に頑張ってこられて本別がいろいろな面で使える、ここでそういう特産品がなく

なってくる、非常につらいものがありますが、これらも含めて新しい体制を何とか継

続していきたいと思っています。 

 それと、これはいつもお願いしているのですけれども、やはりそういう食卓に上る

もの、そして長い間、加工して物すごく優秀、全国的に有名だったら本別には幾つも

あります。そのことが、例えば醤油、味噌、から納豆含めてそうですけれども、残念

ながら町内での消費はどのぐらいのパーセントかというと、まだまだ誇れるほどの町

内消費がパーセントとして上がっていないのも事実であります。 

 ぜひ、これらの問題は愛町購買も含めて、ずっと呼びかけをしているのですが、そ

のことについてはもっともっと意識をして、町民みずからがみんなで支えて守ってい

くのだということが、もっともっと意識として醸成されなければ、いろいろな加工も

含めてできていかないのではないかなというふうに思っていますし、パン屋さんも実

は大きな、今までシェアを誇っていたパン屋さんも少し変わって今、新たに２件でき

ましたけれども、そのようなことも含めて必ずつないでいってくれると、こんなこと

も含めて、特にこの愛町購買運動というのは非常に大事なことだと思っておりますの

で、欠かせない、みんなで協力して育てるという部分については、ぜひこれはもっと

もっとあらゆる機会にまた訴えながら取り組みを進めていきたいと思っております。 

 あとは、常に農協、ＪＡの皆さん方も懇談でいうのは、もういろいろなものを使う

ときには必ず意識して、農業に循環できる、農業に貢献できるようなものの商品の使

い方をしませんかと、何年も言いますこれは。チラシ一つとっても、町内で、そして

いろいろなイベントのやつも全部町内です、もっと言えば不幸のときのお返し物も全

部、農業に、牛乳券でもいいし、砂糖でもいいし、そして特に農業に循環できる、そ

ういうものを意識してやはり支えて育てていくと、こういうことが町を挙げてやって

いくということの、この意識がしっかりと持っていければ、まさに農商工連携も含め

てより一層充実した体制になっていくのではないかと思っています。 

 今、本当にこれ呼びかけて、私も個人的にもう２０年も３０年も呼びかけています

けれども、時にはまだ言っているのかと言われることもありますけれども、これはく

どいほど言い続けながら、何としてもそのような体制の中で今、ある産物の企業を。

商店を、またこの産業を守るために努力していきたいなと思っております。 
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 そういう意味では、御質問のように行政で担う部分については私どもは何の労もい

とうことはしませんので、全力でそれの情報収集も、また情報の提供も、そしてまた

具体的な実施も含めてしっかりと体制をとっていきたいなと思っております。 

 長くなりましたけれども、以上を申し上げて答弁とさせていただきます。 

○議長（方川一郎君） 工藤農林課長。 

○農林課長（工藤朗君） 先ほど阿保議員のほうからございました御質問でございま

した営対協の事業として、この調査研究を取り扱うのかという御質問だったと思うの

ですが、新年度予算、平成２６年度の予算にも計上させていただいておりますが、こ

の部分につきましては営対協の中の今までは農産、畜産、林産、経営部会という４部

会がございまして、この部会の中でいろいろ農業、林業関係についての活動をしてい

たところですが、今回、調査部会という名称になるか部会の名称ははっきりはしてお

りませんが、別立てでこの新規作物の部分については別の部会をもって調査、研究を

していきたいというふうに考えてございます。 

 金額の部分についてはまた新年度の予算審査特別委員会等がございますので、とい

うことでございます。 

○議長（方川一郎君） ここで、暫時休憩します。 

午後 ０時０３分  休憩 

午後 １時３０分  再開 

○議長（方川一郎君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 一般質問を続けます。 

 １０番阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） それでは、２問目の質問を行います。 

 空襲体験のある我が町ならではの平和教育をということで伺います。 

 本年も７月１５日、本別空襲を伝える企画展を開催するとのこと、空襲体験のある

本町ならではの平和教育について伺います。 

 教育行政執行方針で７月１５日、本別空襲を伝える企画展を開催し、歴史学習や平

和学習の場としての活用を図ることが述べられています。本町の小学校、中学校の教

育現場でも、これまで平和教育の多様な取り組みがされてきたと理解しております。 

 未来を担う子どもたちに戦争の過ちについて、何が過ちであったかを考え、過ちを

繰り返させないために自分ができることを考えていけるような学習の場を提供してい

くことが平和教育の当初の目的にかなうものと考えます。  

 とりわけ空襲を受けた本町ならではの平和教育が期待されるところです。そこで、

本町における平和教育の取り組みと推進の考え方について伺います。 

○議長（方川一郎君） 中野教育長。 

○教育長（中野博文君）〔登壇〕 阿保議員の御質問でございます空襲体験のある我

が町ならではの平和教育につきまして御答弁をさせていただきます。 
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 本町は昭和２０年７月１５日に空襲を受けまして、多くの尊い命、多くの町民の皆

様の貴重な財産が失われました。最愛の肉親を犠牲にされた御遺族の皆様の思いや深

い悲しみに絶えながら、多くの困難を克服してきた歴史を経て今日があります。 

 平和で豊かな本別の礎として尊い犠牲があったことを決して忘れてはなりません。

だかこそ、欠かすことのできない平和への願い、平和の尊さをしっかりと子どもたち

に伝えるべく本別空襲をテーマとした我が町の７月１５日展を資料館で毎年、開催し

ております。 

 道内では、このような取り組みは他に類を見ないものとして毎回、各地からも多く

の来館者がございますし、開催期間中には町内の小中学校の児童生徒が郷土学習の一

環として資料館を訪れ、資料説明を受けながら展示物の見学や体験学習をし、町内に

残る空襲の跡地を見学する取り組みをしています。 

 また、図書館でも平和を考える図書コーナーを設置し、連携事業を進めているとこ

ろであります。 

 さらには、空襲体験者の語り部の会を開催し、平和の尊さを生の声で伝える場とし

ております。これらの活動が実を結び、本別町の子どもたちは平和への願いが高いも

のと確信しているところであります。 

 現在、映像等の記録を保存し活用する取り組みや、新たな語り部の発掘を含めて資

料館友の会と連携し、次の世代への継承も進めているところであります。これからも

十勝最大の被害をもたらした悲惨な本別空襲を風化させることなく、しっかり後世に

伝え、恒久平和への願いと二度と悲惨な戦争を繰り返さないとの思いを醸成し、世界

の平和にも貢献する子どもたちを育む本別ならではの平和教育を本別学びの日の祈り

風事業の一環として進めてまいります。 

 以上を申し上げ、御答弁とさせていただきます。 

○議長（方川一郎君） 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） ７月１５日展のような取り組みをしているのが道内では類

を見ない取り組みだということで、私自身も帯広の女性団体が子どもたちを連れてき

て後日、非常にすばらしいねというか、非常にいいことを取り組んでいるというお褒

めの言葉をいただいていますのをとりあえず報告しておきます。 

 それで、今、取り組みの幾つかが紹介されましたし、ことしも７月１５日展のほか

に図書コーナーを設けたりとか、語り部の会を催すということだったのですけれども、

数年前なのですが総合学習の関連かとは思いますが、私が伺ったのは中学生の子ども

たちが町内に在住している戦争体験者のところに話を聞きに来たと、私が聞いたのは

おばあちゃんなのですけれども、アパートに住んでいる方でそこまで来てくれて、い

ろいろ話をさせてもらったということで、おばあちゃん自身もすごい喜んでいました。 

 そのような取り組みが現在されているのかどうなのか、ちょっと今の話の中ではな

かったものですから、非常にいい取り組みだなというふうに思いますけれども、総合
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学習も何かいろいろ変わってきているようですので、そういう時間がとれていないの

かどうなのかわからないけれども、少なくても以前、取り組んでいた中身としてはそ

ういう感想を伺っているもので、ぜひ機会を設けたらいいのではないかなというふう

に思うものですから、そこをちょっと改めて伺いたいと思います。 

 それで、今、安倍首相を初めとして政府幹部やＮＨＫの会長とか、経営委員の方が

公の立場で、このような方々が物をしゃべるときに私的な立場ってあるのかなという

ふうに思いながらニュース等を見ているのですけれども、私は全て公の発言だという

ふうに思うのですけれども、日本が起こしたこの侵略戦争ということへの反省がみじ

んもないと、それらの戦争犯罪と言われるべきものをなかったかのように表現してい

ると感じているのです。 

 そして、よく出てくる言葉が自虐的歴史観、言葉の意味はよくわかるのですけれど

も、なぜこういう言葉を使うのかわからないのですが、こういうものとの決別なんて

いう表現をしていますよね、歴史的に起こったことは事実なので、それを自虐的と評

価するかどうかは別問題だと思います。事実があったということをどういうふうに受

けとめて、二度と、先ほど教育長がおっしゃったように二度と戦争してはいけないと

いうことを今の子どもたちにきっちりと教える、そういう教育こそが真の平和教育で

あってほしいというふうに願っているものです。 

 ですから、事業を進めながらという限られた中での時間配分でしょうから、なかな

か難しいことだと思いますし、一応、政治家が教育にあれやれ、これやれというよう

なさっきの話と同じで余り好ましいことはないと思いますけれども、平和をやはり平

和教育を進めるという立場では、今までやってきた中でもし今、取り組まれない部分

があるとすれば、何とか工夫をして進めていただきたいなというふうに思う次第なの

で、体験者のところに出掛けていってグループで話を聞くようなチャンスというのが

今後持たれるのかどうなのか、やっていればやっているでいいと思いますけれども、

その辺について伺いたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 中野教育長。 

○教育長（中野博文君） まず１点目の学校で総合的な学習の時間ばかりでなくて社

会科の郷土学習だとか、そういうような中で２５年度は、本町６校ありますから、１

校ですね教育課程の時間のコマ数の関係でできなかったのですが、５校についてはそ

れぞれ総合的な学習の時間等で資料館にもありましたように、これは生徒数でいけば

２６３人の子どもたちですが、例えば語り部、これは資料館友の会に語り部の方が数

人いますから、その方々のお話を、体験談を聞く、あるいはその当時の食べ物ですね、

でん粉がきだとか、そういった大変な時代の食料というのはどんなものを食べていた

のかとか、そういう体験をしているというような、いわゆる学校としても資料館の７

月１５日展等を最大限活用させていただいているということであります。 

 今のいわゆる政治的なお話ございましたが、私は政治的な話をコメントする立場で
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はございませんので、その辺は差し控えたいなというふうに思いますが、とにかく私

ども資料館でその取り組みをしているのは今、来年は戦後７０年なのですね、町民と

いいますか、日本人の８０パーセント近くは戦争を知らない世代になってきておりま

す。 

 そういう中で、昔の私なんかが子どものころは祖父母が、あるいは父親も戦争に行っ

ていましたから、そういうことで話をいろいろ聞かせてもらいました。話の内容はよ

くわかりませんが、その当時こうだったとかという話を聞いた中では戦争って本当に

ひどいものだなというようなことを聞いた覚えがありますが、だんだん高齢化してま

いりますと、そういった話を聞くことも難しくなってまいりましたし、核家族化とい

うようなこともございますから、なかなか話を聞く機会がなくなってきている。 

 私どもの町は空襲を受けた町でありますから、そういった意味ではそういうことを

伝えていくというのは、本町の使命ではないかなというふうに思っています。 

 この７月１５日展は、ただ単に戦争が悲惨であるとか、平和が尊いとか、そういっ

たこと、もちろんそういったことも伝えなければなりませんが、それに加えていわゆ

る本別町の先人がその悲しみとか、途方に暮れた中で、その焼土と化した町を復興さ

せたという、それも手をつないで取り合って、そういう力強く、そしてたくましく復

興をしたと、それは相当な並大抵の苦労ではないと思いますが、そういうことを歴史

があって本別町があるということをその子どもたちにぜひ伝えたいなと、学んでほし

いなということです。 

 いわゆる今、学校の教育はもちろん学力向上は大事なのですが、学校で求められて

いるのは豊かな心を育むということであります。そういったことの視点でも、この７

月１５日展は貴重なものであるなということだと思います。 

 それと、戦争をしてはいけないというようなことは、これはどこでも学べることで

ありますし、それは当然のことでありますが、阿保議員の先ほどの御質問の中にも御

指摘ありましたけれども、戦争をやらないということも大切ですが、戦争をやらない

ために、そうしたらどうしたらいいのかという、そういったことを学ぶということが

最も大切だというふうに思っています。 

 そのためには資料館のその展示を見ていただくというばかりではなく、あるいは語

り部の皆さんの貴重な体験の話をしていただきますが、それのみならず子どもたちが

どうしたら戦争がなくなるのかということを話し合ってもらうとか、そういった場を

設けることが大切でないかなというふうに思いますので、そういったことも学校現場

とも連携しながら進めてまいりたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○議長（方川一郎君） 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） 本当に歴史を受けとめない者は未来も受けとめられないと

いうふうによく言われているとおりだと思うので、そういう立場から今まで本町が取



 - 34 - 

り組んできた平和教育というものを非常に評価したいなと私自身は思っております。 

 それで、先ほど話の中で語り部が高齢化していますよね、当時１０歳だった方が８

０歳、２０歳の方はもう９０歳というようなことになると思うので、新たな語り部を

これからつくっていくということなのですが、これも計画的にというか、一定のめど

をつけながら進めなければならない部分なのかなというのと、あわせてそういう高齢

化する語り部の人の力も当然、借りることは大事なのですけれども、やはりそれにか

わる伝え方というのをそろそろあわせて考えていく時期なのかなというふうに思うの

ですけれども、一般的には印刷物だったり、映像だったりするかなというふうに思う

のですが、そろそろそういう時期なのかなと、どうしても年数はたっていくものです

から、そういう意味でも今後の平和教育の取り組みということにどのような考えを

持っているのかあわせて伺いたいというふうに思います。 

○議長（方川一郎君） 中野教育長。 

○教育長（中野博文君） 御指摘のとおり、今の資料館の友の会に入っていただいて

いる会員の方に語り部をしていただいて、高齢化、まだまだ元気ですが、いずれでき

ないような状況にもなるかもしれません。 

 そういう中では、その後継者といいますか育成する必要があります。その対策の一

つとして今、語っていただいている語り部の方の映像、あるいは音声を残す作業は今

現在やっておりますが、これからは実際、体験していない方でもそういう解説ボラン

ティアといいますか、説明ボランティアといいますか、できれば資料館友の会に入っ

ていただいて、そういうボランティアを育成するということが今現在も考えていると

ころでありまして、それは今後も積極的に進めていきたいというふうに考えていると

ころであります。 

○１０番（阿保静夫君） 終わります。 

○議長（方川一郎君） 本日の会議時間は議事の都合により、あらかじめ、これを延

長いたします。 

 暫時休憩いたします。 

午後 １時５０分  休憩 

午後 ６時００分  再開 

○議長（方川一郎君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 一般質問を続けます。 

 ９番高橋利勝君。 

○９番（高橋利勝君） 午前中に保留をいたしました１問、本別高校の間口の確保に

ついて質問させていただきます。 

 管内の公立高校の出願状況が発表されました。既に５日に一斉入試が行われ、１７

日の発表を待つばかりとなっています。 

 管内での公立高校の間口確保については、それぞれの町村が間口確保のための組織
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を結成しての支援、中高一貫教育の導入、特徴ある科の設置などに努力をしています。 

しかし、出願状況を見るとその成果はさまざまで取り組みの難しさをあらわしていま

す。その中でも今年度は上士幌高校が２間口以降で初めて定員を上回る出願となり、

その取り組みが新聞に紹介をされていました。 

 記事によりますと振興会の支援、町教育委員会の支援による学校給食を有償で提供

していること、さらに高校自体が生徒に対する教育を熱心にしてきた個々に応じたき

め細かい指導が実を結んだと評価しています。 

 同高では、挨拶や身だしなみなど、学校生活の基本を大事にし、人間性を育むほか、

キャリア教育にも力を入れているとしています。それぞれの高校を取り巻く環境が違

いますから、一概に比較はできませんが努力をすればできるという可能性を示してく

れたのではないかと思っています。 

 本町においても、本別高校の教育を考える会を中心に積極的に取り組んでおり、新

年度の当初予算では昨年度の倍の１ ,９００万円の当初予算が計上をされています。 

 教育行政執行方針によりますと、新年度から通学費を全額補助、また新たな支援と

して新入学生の制服の購入を助成することとし、本別高校への進学を促すべく近隣中

学校への支援策ＰＲなどを地域の高校としての存続活動を強化するとしています。 

 しかし、本年度の出願状況では６５名の出願であり、２間口の確保は確実とはいえ、

中学校の卒業生の数に左右される状況にまだあるのではないかと思っています。 

 改めて新年度に向けての本別高校の間口確保のお考え方、取り組みについてお伺い

をします。 

○議長（方川一郎君） 中野教育長。 

○教育長（中野博文君） 高橋議員の本別高校の間口確保についての御質問にお答え

をさせていただきます。 

 本別高校を存続、あるいは間口の維持のためには魅力ある高校づくりが重要との考

えから、平成２１年度から大幅な見直しをしておりますし、また昨年６月の議員協議

会におきましては十勝管内におけます中学校卒業者数の減少により、本年度初めて本

別高校の入学者が１間口となり、高校の存続に対する危機感が増す中、２間口確保へ

向けた平成２６年度からのさらなる支援策の拡充につきまして、御説明をさせていた

だき、議員の皆様の御助言をいただいたところであります。 

 まず、本別高校の現状についてでございますが、昨年９月に北海道教育委員会によ

り示されました平成２６年度からの３カ年の公立高等学校配置計画におきましては、

２５年度に一旦は１間口となりましたものの、２６年度におきまして２間口に戻った

ところであります。 

 つきましては、先の新聞報道によりますと平成２６年度公立高等学校入学者選抜再

出願後の出願状況、いわゆる最終の出願状況でありますが、２間口定員８０人に対し

まして、出願者数は６７名であります。これは、支援策の拡充と本別高校の魅力につ
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きまして、本別高校の教職員と本別高校の教育を考える会の皆様と連携し、町内と近

隣の中学校への生徒、保護者に対するＰＲ活動や１日体験入学時におきますスクール

バスの運行など、入学者確保への取り組みにおける大きな成果であると考えておりま

す。 

 今後の取り組みにおいてでございますが、まず中学校卒業者数の今後の状況は、北

海道はもとより十勝管内におきましても今年度の３ ,４２５人から総じて減少傾向に

ありまして、平成３２年には２ ,９５１人、５００人規模の減少となりますことから、

先の公立高等学校配置計画におきましては、平成２９年から３２年までの見通しでは

十勝学区におきまして４年間で４ないし５学級の調整が必要とされております。 

 本町の中学校卒業者数も今年度は７３名でございましたが、来年度は５１名という

状況になります。その後も若干の変動はございますけれども５０名から６０名の人数

で推移をすると推測しております。特に来年度は２間口確保へ向け、大変厳しい状況

であると認識をしております。 

 こうした状況を踏まえまして、平成２６年度より支援策の拡充といたしまして通学

費の全額補助、制服の購入費助成を行うとともに、遠距離地域からの入学者の確保対

策といたしまして、下宿先の確保に向けた取り組みとさらなる近隣町を含めました中

学校へのＰＲ活動を引き続き行いたいと、北海道、また北海道教育庁に出向きまして

本別高校の存続にかかわります要請行動を行ってまいりたいというふうに考えており

ます。 

 今後も本別高校や本別高校の教育を考える会、あるいは関係団体の御協力をいただ

きながら、本別高校の存続を図る活動を取り組んでまいりたいというふうに考えてお

りますので、御理解を賜りたいと思います。 

 以上、御答弁とさせていただきます。 

○議長（方川一郎君） 高橋利勝君。 

○９番（高橋利勝君） 再質問をさせていただきます。 

 今の答弁にもありましたように、来年度以降、地元の中学校の卒業生が大変、少な

くなるということでありますけれども、先ほども言いましたようにこの中学校の卒業

生が全体的に少ないということについて、それはそれで考慮をしなければなりません

が、しかし本別高校の２間口を確保し、今後の存続に向けていくという決意からいく

と、この卒業生の数を何としても克服をして、より定員に近づくような決意が必要で

はないかというふうに思っています。 

 それで、まずいわゆる生徒への支援ということで、新年度から通学費の全額助成、

さらには制服の購入費を助成をするということで今、答弁がありましたが、支援に当

たってはいろいろな方法があると思うのですが、今回、新たにその新年度に向けてこ

ういった取り組みを決定をした経過というのですか、その点についてまず１点、なぜ

この制度を選んだのか、この支援策を選んだかということをまずお伺いしたいと思い
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ます。 

 二つ目には、学校、この上士幌高校の記事を読んでみますと地域と学校の連携が大

変、うまくいったということで書かれています。今の御答弁にも本別町としても、教

育委員会としてもそういった努力をしているわけですが、先ほど前回の補正予算のと

きも小笠原議員から出ていましたけれども、学校給食の導入というのが、これは他の

高校含めて今、取り組まれておりまして、上士幌高校の定員が満たしたということに

ついても、その給食の評価というものが一定程度言われています。 

 そういう意味では、前回の答弁では実現に向けて努力をするということですが、そ

の件についてもぜひ引き続き、鋭意に取り組んでいくべきだと思います。 

 また、学校の関係でございますけれども、今、言われていますように上士幌高校も

同じくキャリア教育とか、いろいろ個別指導とか、そういったことが行われているわ

けですが、ただ、事の是非は別として学校長みずからが、いわゆる高校に入学をして

くれる実績のある中学校を訪問をしてＰＲをして、そのときにその学校の生徒の感触

からいくと多くの人が入学してくれるということを感じたというようなことがコメン

トとして載っています。 

 そういう意味では、その学校のほうでも一生懸命やっておられるということはわか

るのですが、問題は学校として、それらを受けとめて地域に、あるいは全体的に取り

組みの発信、決意の発信というのが、私はちょっと弱いのではないかというような思

いがあるわけですが、その点も含めてもう一度、答弁をお願いしたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 中野教育長。 

○教育長（中野博文君） ３点ほどあったかと思いますが、まず１点目の新年度から

遠距離通学の全額補助、これまではおおよそ半額を助成しておりましたが、これを全

額補助にいたしました。 

 それと、制服の助成を行うということとして、新年度予算に計上を提案をさせてい

ただきますが、まずこれまでも遠距離通学費は助成をしてございました。この制服の

助成をしたのは、遠距離通学費は町外の子どもたちに対しての助成が大きいところで

あります。町内の生徒が、助成が、支援策がないということで、町内の皆さん、そし

て町外の生徒がそういう直接支援をできる制服の助成を選択したということでありま

す。 

 通学援助費を全額にしたというのは、これは近隣の町村の策といったことも調査し

ながら、本町は陸別、浦幌町が通学区域となっておりますが、そういう児童生徒が保

護者、特に保護者の負担が若干大きくなるということでありますので、そういったこ

とで支援をして、本町のほうに、本別高校のほうに入学していただくよう、これはで

きないかということで、そういう支援をさせていただいたと。その二つの制度を本町

が実施することにしたということでございます。 

 ２点目の学校給食の件でありますが、先般お答えをさせていただいておりますが、
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３年ほど前からずっと高校と協議をしてきてございます。高校は、いろいろな今、課

題をクリアいたすべく大樹高校、今、学校給食を行っていますが、そういうところへ

先生方が行って視察をしてきて勉強もしてきております。 

 ほとんどの部分はクリアされてきておりますが、若干、私どもにしてみれば先生方

は余りちょっと慎重になり過ぎているかもしれないなと思っていますが、決してやり

たくないということではないのです。ただ、今まで高校は当然、学校給食していませ

んから、むしろ子どもたちは中学校でやっています、小学校でやっていますから慣れ

ているのですけれども、先生方は何か不安を持っているのです。 

 例えばその一つはアレルギー対策をどうするのというようなことも不安の一つに

なっています。それと、これは無償でありませんから、有料で提供するということで

ありますから、お金を集金しないとならないとか、いわゆる事務的なことを心配して

いる。それらは説明をして御理解をいただいているのですが、まだ何点かそういうこ

とをクリアしないとならない。 

 そういうことで、私の希望観測の中では以前、申し上げたとおり少なくても来年の

４月には実施できるのではないかと、私個人的には考えています。また、そうしたい

なということでありますから、前向きに今後も協議をしてまいりたいというふうに

思っております。 

 ３点目でありますが、いわゆる高校としての発信ということでございますが、昨年

は校長先生も、あるいは教頭先生も近隣の町村のほうに出向きましてＰＲ活動をして

まいりました。本当は行きづらい町の中学校にも行ってきました。今まではなかなか

行けなかったのですけれども、そういう効果を今回、出ているのです。高橋議員は、

もちろん８０名という定員というのは、これは私どももその定員を満たさなかったと

いうことについては真摯に受けとめたいと思いますが、これは地域の事情とか、これ

は御承知のとおりだと思いますが、地域の状況、あるいは卒業者の数、あるいは卒業

生が必ずしも多くても地元の進学率が低いと、これはなかなか入学者が少なくなって

いくということでありますから、その年年で違うのですよね。 

 それと、それぞれの町の高校となかなかこれは比較できない、それは背景が違う、

いわゆる卒業者数もそうなのですが、地理的な状況とか、条件とか、交通の便とか、

そういったことも違うわけですから、なかなかそういうことの中では比較は難しいと

思います。 

 発信、高校が発信していないのではないかという部分で、今、申し上げているのは

直接的なあれはないのですが、高校はとにかく頑張っていると思います。私どもがあ

くまでも後方支援でありますから、頑張っているのは高校なのです。そういう部分で

文書での配付も町内にも考える会はしていますが、記事等の内容のものが高校からい

ただいたものでありますし、そういったことでは先ほどもおっしゃいましたが町外に

対しては校長、教頭みずから行っていますし、町内の学校にも一般教員、あるいは教
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頭、校長が出向いてＰＲしております。 

 そういう意味では、まだ足りないと言えばそうかもしれませんから、今後も高校に

はそういった部分は申し入れをしたいというふうに思いますが、それはそれなりに頑

張っておりますので、ぜひそれは認めていただきたいなというふうに思います。 

 以上であります。 

○議長（方川一郎君） 高橋利勝君。 

○９番（高橋利勝君） まず、支援策ですが、それぞれの高校でも支援策をいろいろ

やっているわけですから、そういう意味では本別町も支援策を前向きに取り組んでい

くということについては評価できるわけですけれども、ただそのことが具体的に支援

策をしたことによって、どのような評価を受けたのかということが余り知らされてい

ないわけです。 

 例えば、全額とか、これから新年度やるわけですけれども、そのことによって進学

をされた生徒や今後の生徒は実はこういうふうでよかったとか、何かそういうような

ことをもう少し、その地域の人にもわかるようにしてもらうということが、この支援

策をさらに進めていく上での理解度になるのではないかと思っていますので、その点

についてお伺いします。 

 それと２点目の給食の問題ですけれども、今、答弁があったように大変、難しいと

いうのはよくわかりました。 

 ただ、ほかの高校では既に給食を導入しているところ、給食を導入するところとい

うのは最近、大変目立ってまいりました。問題は、ほかの高校ができて、なぜ本別高

校ができないのかなという、そういう疑問は残るわけです。 

 だからその辺について、やはりもし特にお伺いできることがあればお伺いをしたい

と思います。 

 それと学校の発信ですが、今、聞いていますと具体的に答弁がありました。それで、

発信という意味でいうと、たまたま例えば上士幌高校のことについても今回、定数を

満たしたということで新聞記事になって、それでその評価がそれぞれ出たというコメ

ントが出てわかったということですが、本別高校にしても今、言われているように２

間口確保ということは、それは最重要課題ですけれども、一定の数、その年その年の

生徒を募集して入学した数があるわけですから、それらに至った、こういうことを学

校として取り組んできて、考える会として取り組んできて、こういうことが今回の部

分で評価があったというようなことを前向きにそれを発信をしていただかないと、

我々としてもなかなかそれを目にすることができないわけでして、学校としても手前

味噌みたいにそういった評価でするということは、これは大変、難しいことですから、

やはりそういうコメントなんかも含めてどこかの形できちっとやっていることについ

ては、それこそ明らかにして地域と学校が一体となって取り組んでいくべきだという

ふうに思っています。 
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 それで新聞記事によりますと、足寄高校は２間口どころか１間口云々ということで、

非常に危機状況があって、既に振興会が緊急役員会を開いて取り組む方向について新

聞にも出ていました。そういう意味では、それぞれの学校がやはり状況、結果という

こともあるけれども、常に毎年毎年、きゅうきゅうとしているといいますか、そうい

う鋭意努力をするということになっていると思うので、その辺も本別町としてもやは

りそういったことも見ながら新年度、その年度、年度全力を上げていくべきだと思う

のですが、その点についてもお伺いします。 

○議長（方川一郎君） 中野教育長。 

○教育長（中野博文君） 何点かございましたが、まずちょっと関連していると思い

ますので、いわゆる支援していることについてどんな効果があったかということのお

知らせ、それと高校が取り組んでいることについての発信、この部分につきましては

いろいろな例えば夢実現というのを考える会で発信しています。それでは若干、足り

ない、高橋議員は見ていただいていると思いますが、それでは足りないということだ

と思います。 

 したがいまして、これから充実したもの、あるいは高校から発信するということに

ついては、これからも今後、高校とも話をしていきたいなと思いますが、高校ではずっ

と以前からそうですが進路については郡部では本当に一生懸命やっている学校の一つ

でありますから、そういった意味の成果とか、そういうものはお知らせをしてまいり

たいなというふうに思っております。 

 それと、学校給食でありますが、これは先ほどお答えしたとおりなのでありますが、

大樹町なんかは本当に進んでいまして、この前新聞に出ていましたが子どもたちが学

校給食のメニューを考えたりしているというようなことが新聞に出ていました。 

 確かにほかの学校ができていることなので、本別高校ができないわけがないのであ

ります。私たち何回か協議をしてございますが、やるからにはお互いに私どもの目的、

なぜやるかという目的は高校はよく御承知だと思います。 

 そういった中では本当に喜ばれる支援といいますか、そういうことが提供される子

どもたちにも喜んでやってもらわないと、何か無理くり押しつけるというようなわけ

にはいかないので、先ほどと同じ答弁になってしまうかもしれませんが、私どもも高

校と協議をしながら努力をしてまいりたいというふうに思っております。 

 それぞれの高校、足寄も新聞出ていました、上士幌も頑張っています、他の高校の、

よその町の高校のことを私ちょっとコメントするのは避けたいなと思いますが、それ

ぞれの先ほど申し上げたことにちょっとつながるかもしれませんが、それぞれの学校

の事情があります。一つは、例えば本別町が帯広から子どもを連れてくると、本別高

校に入学してもらうということは、これはなかなか難しいと思います。 

 そうしたら、帯広近郊といいますか、４０分圏内の、あるいは３０分圏内の通学す

る上において、その高校はそうしたらどうかというと、郡部から帯広を目指す子ども
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がふえると、帯広の子どもたちが玉突き現象で郡部の高校へ行くというのが今の状況

です。果たしてそれでいいのでしょうか、そういったこともこの今の高校のあり方と

か、学区の昔は小学区とか中学区とか大学区とかを繰り返して、今は大学区制という

ことなのですが、そういったこともどうなのかを考えていく必要があると思います。 

 どこの高校へ入学するかというのは子どもの自由なのです。それが今、取り合いに

なっているのが実態なのです。それはもう好ましい状況ではございませんから、そう

いったことも含めて今の高校の新しい高校づくりの指針というものは平成１７年に策

定したものであります。もう１０年近くになるのです。 

 そういう意味では、もう社会情勢も変わっていますし、子どもはもう９８％以上が

高校に進学するという状況ですから、そういったことも踏まえながら、我々も北海道

教育委員会に対して要望もしていかなければなりません、今の３間口以下は全部、統

廃合してしまうと、再編整備の対象だというふうに言っているわけですから、幾ら頑

張っても十勝、道内の郡部はもうみんな３間口以下ですから、もう既に対象になって

いるのです。そういったことをきちっとやはり道教委に対して要望していかないとな

らないというふうに思っております。 

 答弁になったかどうかわかりませんが、以上を申し上げて答弁とさせていただきま

す。 

○議長（方川一郎君） 高橋利勝君。 

○９番（高橋利勝君） 今の中学校の数から一定の高校の置かれている状況というの

は、今の答弁でよくわかるわけですが、基本的には手当たり次第、中学校へ行って懐

に手を突っ込んで生徒を募集してこいということでは、私はないと思うので、そうい

う意味では、それは非常に言いづらいところもあるのかもしれませんが、基本的には

本別高校を選択してもらうような条件をいかにつくるかということなわけでして、そ

ういう意味での努力を積み重ねていく以外にないと思っています。 

 それで、学校の問題ですが、確かに全くやっていないということではなくて、生徒

にしても、教職員にしても頑張っていることがよく新聞に出たり、掲載されたりして

います。そういう意味では、高校自体として頑張っているわけですが、残念ながら支

援策もそうですけれども、それだけではなかなか本来の目的にいかないと、中学校の

卒業生によって非常に２間口確保が、言えば数によって楽にできるというか、確保し

やすい状況としにくい状況とか、常に波のある中でやっていることですから、そうい

う意味では基本的にはやはりいつの時代にあっても選択をしてもらうような、そうい

う状況というものを先ほどから言っていますけれども、やはり常に考えていろいろな

ことを考えていくという、そういう支援策が必要だと思いますが、その辺についても

う一度、最後にお願いします。 

○議長（方川一郎君） 中野教育長。 

○教育長（中野博文君） 高橋議員の御指摘のとおりだと思います。 
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 いろいろな支援をしておりますが、子どもたちが本別高校を選んでもらえるような、

そういう支援というものをこれまでも私ども検討してきておりますが、その中で新年

度、二つの策を新たに設けました。 

 これで完璧だとは思っておりませんので、子どもたちが選択するのは、一つはやは

り本別高校そのものの魅力だと思います。それは一つは進路かもしれません、またク

ラブ活動かもしれません、クラブが強くなれば、あるいは行きたいクラブがあれば本

別高校に行くというような、例えば昨年も以前、本別高校に入学したけれども好きな

クラブが、やりたい部活動がないので私立高校に行きましたとか、そういったことも

あるのです。 

 ですから、そういったことも含めてまだまだそういう魅力づくりというものは残さ

れたものがあると思いますから、考える会、あるいは高校とも話をしながら子どもた

ちが魅力を感じる、そういった策を講じてまいりたいというふうに思っております。 

 以上でございます。 

○９番（高橋利勝君） 終わります。 

○議長（方川一郎君） 次、１０番阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） 午前中に保留しました１問について、一般質問を行います。 

 介護保険制度改定議論、その影響はということで伺います。 

 厚生労働省の介護保険制度の改定のため、検討作業が進んでいますが、その内容は

安心の介護保険を求める国民の願いに逆行するものと考えます。本町の現場実態と影

響等について見解を伺います。 

 ２０１３年厚労省は、社会保障審議会介護保険部会に制度の改悪とも言える改定案

を次々に示したことが報道されました。その柱は、①一定の所得のある高齢者の利用

料負担増、②要支援１、２の方の通所や訪問介護を保険給付から外し、町村事業に任

せる、③特別養護老人ホームの入所条件を要介護３以上にするなどで、平成２７年度

実施に向けて法案の具体化を急ピッチで進めているそうです。 

 本別の本町議会では、昨年１２月の第４回定例会で国の介護保険の見直し方向に対

して利用者本位の持続可能な介護保険制度の確立を求める意見書を全会一致で採択し、

国に送付しております。 

 本町の平成２４年度の決算資料から数字を見ますと、本町の介護保険の中で要支援、

要介護認定者は４７７人、被保険者に対して１７ .１パーセントという数字です。この

４７７人のうち、要支援１の方は７９人、要支援２の方は５１人で、合わせて２７ .

２５パーセントというふうになっております。 

 現在、要支援１、２の人は介護保険の介護予防サービスを受けられることになって

いるというふうに理解をしているところです。 

 本町が行っているこの受けられるサービスの主なものは、一つにはホームヘルパー

による身体介護や生活援助を月一、二回程度受けられる、あるいはデイサービス、デ
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イケア、ショートステイなども受けられる。有料老人ホームなどの入所者に日常生活

上の支援を行う。福祉用具の貸与や購入費を支給する、手すりやスロープなどの住宅

改修費の支給、地域密着型サービスで共同生活をする住居など、認知症の方へ支援も

していくということで要支援２の方のみということになっていますが、具体的にこれ

らのサービスを行っているというふうに理解をしているところです。 

 一方、特別養護老人ホームでは、これまでの平成２４年度の決算資料なのですが、

入所者が４９人中、要介護１の方が２人、２の方が２人で合計４人、８パーセントい

らっしゃるという状況ですし、特別養護老人ホームの行う介護予防支援は８０１件

やっているということで、これは２４年度の数字ですが、そういう現状だというふう

に理解しているところです。 

 そこで、改めて今、申し上げたのは２４年の数字なものですから、まず一つ目に本

町の介護現場における要支援１、２の方への介護サービスはどのような状況かという

のをまず伺いたいと思います。それから、特別養護老人ホームにおける入所者の介護

度の状況について、現在の数字について伺いたいと思います。 

 三つ目に、この①、②を踏まえて、本町の現状を踏まえて国の介護保険制度見直し

の方向についてどのような影響があるというふうに考えているのか、またその対応に

ついて検討しているものがあれば伺いたいというふうに思います。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 阿保議員の介護保険制度の改定議論、その影響についての御

質問の答弁をさせていただきますが、昨年末に開かれました厚生労働省の社会保険審

議会の介護保険部会におきまして、介護保険制度の見直しに関する意見が示されまし

た。 

 新聞報道にもありましたけれども、厚生労働省は地域における医療及び介護の総合

的な確保を推進するための関係法律の整備に関する法律案ということで、ことし２月

１２日に閣議を決定しました。そして、今国会に介護保険法の改正案を今、提出して

いるところであります。 

 今回の見直しにつきましては、サービス提供体制と費用負担の両面における改革を

行うものでありまして、改正の施行は一部を除き平成２７年、来年の４月からの、２

７年４月からの予定となっております。 

 御質問の１点目でありますけれども、本町の介護現場における要支援１、２の方へ

の介護サービスの状況についてでありますが、平成２６年１月末時点でのサービスの

受給者数であります。要支援１が４５名、要支援２が１９名で、合計６４名となって

おります。 

 今回、地域支援事業の対象となる訪問介護は２月分では１０名、通所介護では１９

名で合計２９名となっています。 

 ２点目の本別町の特別養護老人ホームにおける入所者の介護度の状況につきまして
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は、３月１日現在でありますが、入所者は４８名でありまして、男女別で申し上げま

すと男性が１２名、女性が３６名となっております。さらに要介護度別の人数では、

要介護１が２名、要介護２が３名、要介護３が６名、要介護４が１６名、要介護５が

２１名となっておりまして、全体の平均の要介護度は４ .０６となっています。 

 ３点目の部分につきましては、今の１点、２点目の質問を踏まえまして国の介護保

険制度見直しの方向についての影響ということでありますけれども、要支援１、２の

方が予防給付の訪問介護と通所介護、地域支援事業に移行することについてでありま

すけれども、介護事業所によります介護や生活援助から住民ボランティアなどによる

生活支援、これは話し相手、家事だとか買い物などの外出支援でありますけれども、

これらを合わせたサービスの提供が示されています。 

 これらの対応につきましては、国からの指針が示されることとなっておりまして、

今後、町内介護事業者サービス連絡会や町の健康長寿まちづくり会議の中で検討して

いきたいと思います。 

 また、特別養護老人ホームの入所基準の見直しに伴う要介護１、２の方の影響につ

いてですが、既に入所されている方の経過措置としては継続入所は可能となっており

ます。さらに、新規の場合につきましては、認知症高齢者で常時、見守りや介護が必

要な方など、特別な事情がある場合は市町村の適切な関与のもとで特例的に入所が認

められることになっております。 

 事業運営に伴います見直しの影響につきましては、地域支援事業に移行された際の

限度額など、まだ具体的な基準が示されていないこともありまして、今後、介護報酬

の改正も考えられますので、現段階での見解はまだできるような状況ではありません

が、いずれにいたしましても今後の国からの正式な通知をもとに事業者や利用者の皆

様方に不利益が生じることのないように慎重に検討をしてまいる所存であります。 

 以上を申し上げて答弁とさせていただきます。 

○議長（方川一郎君） 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） 要支援１、２の方が合わせて本年１月末現在で６４人いて、

地域支援事業に移行すると思われる方が２９名、地域支援事業というのは町の事業と

いうことですね、町の単独事業になるかと思います。ということで、数字としては約

半分近くの方になるのかなというふうに思うのですけれども、一番問題はやはりこの

人たちが今、受けているサービスと地域支援事業に、町の事業に移ったときに表現は

今の状況とちょっと違う状況に置かれるのかと、中には表現は違うと思いますけれど

も、サービスの低下につながらないのかということが一番心配されることです。 

 もちろん、今、町長おっしゃったように料金のことなどもこれからいろいろ示され

るということですから、今の段階で料金どうのこうのと言えないですけれども、介護

保険の１割負担ですよね、サービスを受けるということは１割負担ですから、願わく

ばというか、その範囲内で進めてほしいとは当然、思っているわけなのですけれども、
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その料金体系とサービスの中身が仮に移行した場合に保てるのかどうなのかというの

が、多分、一番の関心事だと思います。 

 それで、町長おっしゃるように現段階で、では具体的にどうかということはなかな

か言えないのかもしれません、言える状況ではないかと思いますけれども、ただ普通

に考えると２７年から始めるわけですから、かなり現場には具体的な情報として来て

いるのではないかなというふうに思いまして、そういうこともあわせて今、伺いたい

というふうに思って今回、この質問を取り上げましたし、聞くところによると今、老

人ホームの入所の方で継続的に入っていれると、１、２の方も入っていれるという話

もあったように、２年とか３年間の猶予期間というのでしょうか、そういうものもあ

わせて設けられるような話にもなっていると思うのですけれども、やはりいずれにし

ても現状で介護保険制度の中でいろいろなサービスを受けていると、本別でも先ほど

申し上げたように項目でいうと８項目ぐらいサービスやっていますよね、要支援１、

２の方に、それが現状から見て低下することのないということをやはり願っているわ

けで、その辺の現時点での担当課としての見解というか、どのような情報をもってそ

のことを判断しているのかというのが一番伺いたいことです。 

 それから、議会としては昨年の１２月の４回定例会でこの方向はだめだということ

で意見書を全会一致で上げたわけなのですけれども、行政という立場でいうと国が決

めたらこれに基本的には従わなければならないという立場だとは思っています。 

 ただ、今、私がいろいろ伺ったようなことをいろいろ現場で分析したときに、この

点はまずいねということがもしあれば、これはいろいろ限界はもちろんあると思って

いますけれども、町長自身の立場もいろいろ考えたら大いに上に向かって物を言って

ほしい場面を考えてほしいなというふうに思っているのですけれども、その辺の観点

も議場の中でこの点が悪いと言えるかどうかわからないのですけれども、矛盾を抱え

ているとか、困難性があるとかというものがあれば、ぜひ伺いたいと。 

 現状から後退することはないのかどうか、現場での矛盾は今、ないのかと、改善す

べき点があるのかどうか、それをもしここで伺えれば今後の議員活動の中にみんな聞

いている中でも生かしていける部分があるかなという、そういう観点もありまして、

今回、まだ法律にはなっていませんけれども、今、私が持っている情報の中で伺う次

第なので、その点をひとつまた再度お願いしたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 介護保険制度がスタートして、平成１２年ですから、それぞ

れ見直しを進めてきました。 

 それぞれ地域性があって、特に利用者１、２が思い切り膨らんでいったのは都市部

なのです。要支援１、２の利用者が圧倒的に多くなって、それで介護保険は実に個人

負担含めて使い勝手のいい保険制度でありますから、そこにいろいろなこのメニュー

が入り込んできたと、こういうことでありまして、この社会保障費が毎年１兆円を超
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える額が伸びていっているという現状もありながら、その中で介護保険制度をいかに

持続継続していくかということが大きな、やはり課題となっているのも事実でありま

す。 

 そういう意味では、やはり一番困っている人たちにしっかりと介護保険制度を継続、

持続させようということも含めて、しからばある程度、まだ軽度の部分の要支援１、

２を市町村の事業に移管をしようと、こういうことでありますが、ただ国の都合でそ

れをやられてしまっては、我々現場が混乱するばかりでありますし、どのような仕組

みでどうしていいのかというのは全く示されません。 

 もっと言えば、どのような財源が保障されるのかということも全然ないということ

でありますから、こういう制度は問題ですよということは私どもも昨年の１２月に厚

生労働省との勉強会をしてきましたので、しっかりと現場の意見を申し上げてきまし

た。 

 それぞれ担当した職員の思いだとか、またトップにいるその幹部の皆様方の思いと

いうのも種々聞かせていただきましたけれども、基本的には結果としてはやはり市町

村が事業を継続して担える体制をしっかりつくるために、この制度をそのマスコミ、

新聞発表されたような内容ではなくて、しっかりと持続、継続できる市町村が中心と

なった事業主とやれる、そういう制度にしっかりと見直していくと、こういうことで

ありまして、あくまでも市町村が担っていただくその応援団として、この国の機関も

あるべきだという話をさせていただきながら、その回答をいただいているところであ

りますが、やはり幾ら制度を見直しても、ただ問題なのは本別町に限っていうと要支

援１、２が例えば市町村事業になっても、これは受けられるかもしれないのです、本

別町は。やれる。でも、中にはやはりこれはとても無理だという、そういう市町村、

自治体もあるわけでして、その辺をどうするかということであります。 

 一番は、そうしたら財源がどうなのだと、先ほど言いました。財源がしっかりすれ

ばできますよね、間違いなく。でも、財源がないから、これは市町村事業ということ

になってしまうと、それツケばかり回されて介護保険料どんどん上がっていくわけで、

これだったら全くやっていけないわけですから、そういうことではなくて国の責任と

市町村の努力も含めて、しっかりとこの高齢化時代、さらにまた今はこれから団塊の

世代がこれからまた２０年、３０年ピークを迎える、そういう年齢構成でありますか

ら、この制度を利用するそのパーセントも非常も多くなるということは間違いないこ

とでありますから、それらも含めてしっかりと継続、持続した制度として、本当に大

事なときに十分に使える介護保険制度を継続、持続するためにしっかりとした市町村

の意見を含めて、これは対応すべきだということでお話をさせていただいています。 

 今、国会でこれから審議が始まるところでありますけれども、そのような方向性で

しっかりやっていきたいなと思っています。 

 そして、養護の特養の入所が３以上ということになっていますけれども、それはあ
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くまでもその自治体にそれぞれ、その施設を持っているところの判定委員会というの

がありますから、その中でその家族の状況だとか、個人のいろいろな生活環境の事情

だとか、特殊考慮すべきでありますから、これは継続してやらせていただくというこ

とで、私どもが求めているのは基本的には今のこのサービス体制を悪化することなく、

後退することなく、しっかりと継続させていきたいということの、そういう申し入れ

もさせていただきながら今に至っているところであります。 

 何と言っても現場、第一線が大事でありますから、そういう地域の中でずっと住み

続けていくための制度としては介護保険というのは欠かせない制度でありますし、こ

れをしっかりと今後のよりどころとして、我々は全力で継続していくと、このような

ことであります。 

 ただ、負担の部分についてはまだまだ出ておりませんので、これからどうなってい

くかということでありますし、ひょっとしたら所得でいろいろ入ってくるかなどなど

検討はしているようでありますが、それらも含めてこれから注視をしながら実態とし

てなかなかなり得ないものについては、しっかりとその制度の改正を求めながら、よ

り何度も言いますけれども持続できる、そして使い勝手のいい本当に介護保険にさら

になっていくように全力を尽くしてまいりたいと思っております。以上であります。 

○議長（方川一郎君） 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） 本別は多分、町村事業の中で受け皿になるのだろうなと私

も思っております。 

 ただ、ちょっとそれぞれの人数はわからないのですが、ホームヘルパーによる身体

介護等の支援から始まって、地域密着型のサービスで共同生活住居、例えば本別でい

うと清流８になると思うのですけれども、そういうことへの項目でいうと８項目、現

在の要支援１、２の方が受けられるということに、国が今、進める方向でそれは介護

の給付から外すよといったときに、同じようなことが継続できるのかということが、

やはり今は町長答弁の中では努力するということですから、多分、本別は努力すると

可能なのかなというふうに思う面もあります。 

 ただ、介護保険ということでいうと、そういう利用料も今まで収入としては入って

いるわけですよね。ですから、１割の利用料を使っている方は払うわけですから、一

定の金額になっているかというふうに思うわけです。 

 ですから、そういう面からいっても結論からいうと、この改正方向はやはり正しく

ないのではないかなと。正しくない、４０歳から介護保険料を支払ってきて、保険に

入っているうちは給付を受ける権利があるというふうに思うのです。 

 ですからもちろん、その程度に応じた適正な介護サービスを受けるということがも

ちろん前提ではありますけれども、受けられなくなるということ自体がやはりこれは

最大の問題だったなというふうに思うし、それを言葉は悪いですけれども、市町村に

丸投げというか、押しつけるようなやり方、これはやはり大きな問題だと思うので、
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それぞれの国会議員や政党の立場でいろいろな意見で多分、今やっていると思います

けれども、町村の実態からはするとやはりこの方向は余りいい方向ではないなという

ふうに私は思うのですけれども、その点について再度、伺いたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 御質問のとおりだというふうに私どもも認識していますし、

そのことをしっかりと意見として物申させていただいています。 

 特に、本町はこの厚生労働省含めて介護保険、また介護基盤などなど含めて政策が

本町がモデルにほとんどなっている町でありますから、そういう意味では私どもの意

見というのは非常に気にしていただいていますし、そういう意味では私どもも正しく

できる、できない含めてやはり実情にそぐうのか、そぐわないのか含めて、しっかり

とした立場で意見を言っていかなければならないというふうに思っておりますので、

そういう面ではしっかりと言っていただいています。 

 ただ、国全体の制度ですから、まさに沖縄から北海道まで同じ制度ですから、その

地域の実情に合わないことがあります。さらにまた大都市と、またこういう小規模町

村との実態も合わないとこも多分にありますから、それらも含めてこの制度の運用に

ついてはある程度、柔軟な方向で、柔軟な方向というのは先ほども申し上げましたけ

れども、そこの自治体で最大限努力してやはりやりやすい、やはり継続できる、持続

できる制度というのをしっかり求めていかなければ、この制度が崩れてしまうと、ま

さにこの介護保険が危うくなるし、それを結果としてはやはり多く利用を求めている

その人たちがサービスを受けられないということになると、これは大変なことになっ

てしまうということですから、あくまでもやはり自助努力の中でそれぞれの努力を

しっかりと積み重ねながら、常に安心して住み続ける、そしてそういうサービスが受

けられると、そういうまちづくりをしていくためにも、この制度というのはしっかり

と継続するために全力を尽くしていくと、これは私ども市町村どこでも、その思いだ

と思いますので、そのことは今後ともそういう明らかになってきた時点ではさらにま

た意見を申し述べさせていただきますし、この案が発表されたときも先ほど言いまし

たけれども、相当強くそのことを要請しました。あくまでも、結果はまだわかりませ

んが、その最終責任者の幹部の方の意見をいただいたとおり町村が困らないように、

町村の見方としてしっかり私どももこの改正の制度を審議させていただく立場で物を

つくっていきたいと、こういうこともお話させていただいていますので、それらも含

めて本当に事あるごとにしっかりとそのことを申し上げながら、より充実した制度に

なるように努力していくと、こういう立場でございます。 

 以上でございます。 

○１０番（阿保静夫君） 終わります。 

○議長（方川一郎君） 次、１１番林武君。 

○１１番（林武君）〔登壇〕 議長の許可を得ましたので、通告どおり１問について
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一般質問をさせていただきます。 

 平成２６年度町政執行方針についてでありますが、去る３月４日に開会されました

町議会、第１回定例会初日に髙橋町政５期目の最初の町政執行方針が示されました。

町政執行に当たりまして、基本的な考え方と施策の大綱について延べられております

が、以下、何点か具体的にお伺いをいたします。 

 １点目は、地域経済、商工業は依然として厳しい状況にあります。アベノミクスと

言われる成長戦略は都市部の大企業、それには効果が見えているようでありますが、

地方ではいまだその効果が見えず、特に商業は大変、苦慮しているところであります。 

 そのような中で、本別、いわゆる地域の資源、そしてまた特性を生かした新商品の

開発に取り組んでいますが、それらを担う人材をどのような施策で育成されているの

か、まずお伺いをいたします。 

 ２点目は愛町購買意識の向上と魅力ある商店街づくり、空き店舗も含めまして、そ

の対策についてお伺いをいたします。 

 ３点目は、義経の里本別公園、そして道の駅ステラほんべつなど、施設の整備は順

次、推進されておりますが、義経の里本別公園内にある静山研修センターの再利用の

可否について、あわせて道の駅の駐車場とその出入り口の利便性の向上について、こ

の３点についてお伺いをいたします。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君）〔登壇〕 林議員の平成２６年度の町政執行方針についての質

問の答弁をさせていただきます。 

 まず１点目の人材をどのように施策で育成されるのかという御質問でありますが、

御案内のとおり、我が町の本別町は農業王国と言われる十勝にあって、他に誇れる農

産物を生産しておりまして、これを貴重な地域資源といたしまして、これまでも特色

ある新商品開発に取り組んでおりまして、一定の評価をいただいているところであり

ます。 

 このことは、地域経済の活性化と雇用の拡大を図るという大きな目標の達成のため

に、今後も重点的、優先的な課題であると考えております。 

 参考までに最近における具体的な施策の一旦を紹介させていただきますが、ソフト

面では平成２３年度から３カ年にわたって本別町農産物ブランド化事業と銘を打ちま

して、加工業者や飲食店経営者、また大手百貨店の流通担当者、新商品開発担当者な

どを講師に招き、それぞれ本別町産の農畜産物や加工製品の実際の流通状況あるいは

参加者に対する加工実習、商品開発後の商品陳列の方法、さらにまた国内各級の商談

会への派遣などを通じて、本町の農畜産物が特に魅力が可能性について生産者を初め、

今後、起業家を目指す方々に直に触れていただく機会を設けて、きっかけづくりや気

づきになるような取り組みを進めてきているところであります。 

 また、こうした取り組みを通じて起業家の意志を持つに至った方々の支援策として、
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平成２４年４月からは施行の本別町起業家等支援要綱によります新規開業と新製品の

開発にかかる費用の助成について実施をしているところであります。 

 一方、ハードを含む支援策といたしましては、平成２４年４月から開設をいたしま

した専任職員を配置する本別町農産物物づくり館の活用を通じた支援策であります。

これらにつきましても、普及の目的のほか、意志を持つ方への講習会、また施策、研

究時の相談体制の充実によりまして、新商品開発の一助となることを期待をしている

ところであります。 

 いずれにいたしましても、今後も商工業者や商工会など、関係機関団体と図りなが

ら間接的、また補助的なスタンスでありますけれども、新商品の開発などを担う人材

育成のために諸施策の展開と情報提供などを適切に講じてまいりますので、これにつ

いてはまだ御支援、御協力いただきたいと思います。 

 ちなみに、あす３月１２日でありますが、午後５時から、またこの本別出身のこの

方を呼んで、今年度最後となります農産物のブランド化の事業の一環で、実際に本別

町の豆をレストランで提供されているオーナーシェフを招いてフランス料理に見る地

場産品、豆の使われ方と題して豆の町本別にふさわしい講演会を開催することにして

おりますので、もしお時間がございましたらぜひ参加をして、ＰＲをいただければと

思います。 

 ２点目の愛町購買意識の向上と魅力ある商店づくりでありますが、その対策につい

てということであります。私のほうから、ことさら言うまでもございませんが、近年

においては消費者の町外の流出もさることながら、インターネットを活用した、家に

いながらボタン一つで商品が翌日に届くような通販の普及からもおわかりのように生

活様式の多様化や商品アイテム数の増大により買い物の動向も複雑化してきているこ

とも事実であります。 

 まさに、中小の小売商業や商店街においては、その規模から対応が十分にできなく

なっているのが実態であるというふうに捉えておりますし、何よりも消費者としては

商店街のために買い物するではなく、原点にあるのはやはり消費者自身の必要性から

生じる買い物でありますので、単純に愛町購買運動を提唱するだけでは決してなし得

ない状況にあるというふうに考えています。 

 この愛町購買運動、もちろん林議員の質問にありますように、それぞれ立場も含め

て相当、長い間から愛町購買運動についてはかなり声を大きくしながら取り組みを進

めてきていますが、それだけではなかなか実態として定着していかないのかな、また、

今、申し上げたように生活様式も変わってきて、いろいろ便利な、利便性が高まる、

本当にいながらにして好きな物が届くというような、そのような生活様式も変わりま

した。 

 そういう意味では、そういう生活様式の中においてもなぜこの愛町購買運動、そし

て地元をみんなで支えるという、そういう意識を持たなければならないのか、そして



 - 51 - 

また商店の、また企業側もそれにまた応えるような、消費者ニーズに応えるような人

との関わりだとか、また商品づくりだとか、また陳列を含めてそういうこの生活様式

に合わせた商業展開もしなければならないなと、そのようなこともいろいろ含めて考

えさせられているところでありますが、その中でも何とか地元の意識を高めていただ

くために、プレミアム商品券の発行だとか、これも６年も実施をさせていただいてい

ますが、これをきっかけにまた地元の消費拡大を図っていただきたいと、都合４億円

ほどのこれも今までの地元消費の確保ということで図ってきました。 

 またさらに、先ほど言いましたけれども、起業家等支援要綱によります空き店舗の

活用、さらに新規の開業時の支援では通算でこの３件が店舗に張りつけをいただきま

したし、今のところこれらの政策が功を奏して、それぞれ事業展開をしていただいて

いるところであります。 

 また、この本別町圏域の経済振興、消費者購買額の確保のためにも商業者の方々も

商品の仕入れを伴いますので、小売店であれば地元産の農産物、特産品の積極的な仕

入れと販売、飲食店であっても同じように地元産の食材の仕入れによる飲食物の提供

など、安全・安心、信頼と信用といった差別化や付加価値化による取り組みを進める

ことで、購入の販売額の総額の一定割合は地元で手入れすることになると思われてお

りますし、このように今後も地域の経済は地域みずからが守るといった信念に基づき、

買い手側の消費者と売り手側である商工業者と連携をさらに深めながら、ともに利益

を享受できるような愛町購買運動の取り組みを進めることが大切であるというふうに

も考えております。 

 したがいまして、今後の愛町購買運動を推進するに当たりましては、魅力ある商店

街づくりと愛町購買運動は密接な関係を持っておりますので、消費者側に重点を置い

た直接、消費者側に出掛けていくという、そういうような取り組みを含めて、この商

工会を初めとする商工の経営者の皆様と十分に連携を図りながら、アイデアや意見を

反映する中で商工業の振興と魅力の多い商店街づくりのために施策を推進してまいり

たいというふうに思いますので、引き続き御支援をいただければと思っています。 

 次に、３点目の道の駅の駐車場と出入り口の利便性の向上についての御質問であり

ます。 

 町の駅整備につきましては、既に御承知のとおり、鉄道の銀河線の廃止後の駅舎の

再利用ということで、中心商店街の再生を目的としてまちづくり委員会の議論経過を

基本に整備を行ってきたものでございます。 

 御指摘のとおり、鉄道敷地の再利用ということでありますので、土地の形状や面積

といった一定の制限のもとでの再整備でありますことから、必ずしも使い勝手がよい

ものとは感じられないこともありますし、逆に不便に思われることもあるかというこ

とも事実であります。 

 一定、理解をしているところでありますが、ただこうした条件下におきましても道



 - 52 - 

の駅、これを設置する私ども本別町といたしましては、整備段階におきまして想定さ

れる自動車の動線や平均滞在時間から見た利用状況、また管理運営上の安全確保に対

する必要な状況を考慮しながら、現在の完成型に至ったということでありますので、

この辺についても御理解をいただきたいと思っています。 

 また３点目の静山研修センターの再利用の可否についてでありますけれども、この

施設は林議員も御承知のとおり、昭和５４年に供用開始をされて以来、２６年間使用

してまいりましたけれども、平成１７年度からは閉館とさせていただいています。 

 閉館以降も議会でも多くの議論をしていただきましたし、教育委員会や社会教育委

員会でも利活用についてそれぞれ協議をしていただきながら、どのような活用の仕方

があるか、そのアイデアなども広く募集をしてまいりましたけれども、教育委員会と

しては利活用の考えはなかなか実態として見つからないということを含めて、町内全

ての部局に呼びかけながら提案もまた募集しました。 

 関係各課が集まりまして、静山研修センターの利活用検討会議を立ち上げながら協

議を重ねてまいりました。検討の結果でありますが、費用をかけずに現状のまま当面、

文書庫や物置、そして特に災害の機材の保管などで使用していくこととしておりまし

て、将来的には更地にすることも視野に入れながらの有効利用を検討していきたいと

いうことでありますので、このような経過の中で現在に至っていることでありますの

で、以上を申し上げて答弁とさせていただきたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 林武君。 

○１１番（林武君） １については十分、理解をいたしましたけれども、３番目の道

の駅ステラほんべつ、この駐車場の出入りですね。答弁もありましたけれども、入り

口と出口が一緒ということで、非常に大型バスの出入りが非常に入りづらい、出づら

いという指摘があります。 

 ここは、町内外から多くの人々が来て、年間、町の把握では恐らく１８万人前後ぐ

らいの入り込み数だと思いますけれども、あそこに平成２３年９月から入り口全部５

カ所に御存じのようにカウンターをつけております。あのカウンターの数字でいきま

すと、２３年９月からですけれども、下半期で約１３万人、上半期入れますと夏もあ

りますので３０万人近くいくという、２４年度が約２８万人、それから２５年度、３

月まだ終わっていませんけれども、２５年３月終わって予定としては３０万人超える

だろうというくらいのカウントの数字が出ているのですけれども、これは来た方が買

い物をして帰るのではなくて、やはり買いに回ったり、トイレを利用したり、あそこ

に人が集まってというぐらいの、これも全てカウントされますので出入り口ですから、

だから今のバスで来たり、道の駅を目的で来た方の購買はあるのですけれども、そう

いう方々の購買というのは全員があるわけでもないのですね。 

 ただし、３０万人近い人が出入りしているわけです、町民含めて、やはりそれも考

えますと大きな本町の観光施設の中心であります。私たち考えていた以上に人が見え



 - 53 - 

られているという、あそこの販売も、物品の販売も非常に潤沢に買っていただいてい

るという、本当にありがたい結果がここ何年か続いているわけですけれども、いずれ

にしてもそのバスの出入り、大型バスというのは一番客単価が伸びますし、普通の乗

用と違いまして、数が多く下車していただけるので、そういう指摘があるということ

も踏まえて、その辺の出口と入り口とここを一つもう少し広めるとか、別に出口をつ

くる、入り口をつくるということがあのスペースの中で難しいのか、先ほど町長、答

弁にもありましたとおり、当初、道の駅ありきでつくった建物でありませんので、旧

駅舎を利用したということで、非常に手狭な、相当苦慮しながら道の駅が完成したと

いうことでありますので、それはいろいろあると思いますけれども、やはり検討する

ことも事項の一つとして必要かなと、今後やはり少しでもよくなっていくような方向

で、あそこの本町の施設ですから、民間施設でありませんので、その辺も含めて私は

やはりあの施設にもうちょっと目を向けていただいて、そしてしっかりと検討、見直

し、その事項の一つでないかと思うのですけれども、その辺についてお伺いしたいと

思います。 

 それから、町長も愛町購買については、町長は機会あるごとに都度都度、本町で買

うべきだというような意見が非常に私は十分、認識はしておりますし、本当に常に気

をつけていただいているなと、それは感じます。 

 生活様式も変わりながら、インターネットで本当にボタン一つで物が来るような時

代ですから、これはやはりそのままで今までどおりに人を来るのを待っているのでは、

なかなか、だからやはりもう少し、これは商工会もやはりしっかりとここは関与しな

がら、そして商工業者としっかりと話し合いながらやっていかなければいけないとい

うのは十分、承知しております。 

 しかし、これらの体制づくりは行政がやはり関与していただかないとならない部分

もありますので、そこら辺も踏まえながら今後ともそういう形でどのような方法で関

与していただけるか、見解を伺いたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 車の出入り口については、担当者もせっかく夜までいるので

答弁したいということでありますから、後で答弁させていただきますけれども、本当

に林議員の御質問のとおり、町の施設ですから、まだまだ利便性が高まるということ

については、私どもも構造上、いろいろ問題がなければそのことはぜひいい方法をと

りたいなと思っていますが、それらも含めて経過もよく知っていますので、担当のほ

うから答弁させていただきますけれども、私のほうから特に愛町購買の関係でありま

すけれども、先ほども答弁させていただきました。本当にやはり自分たちの町は自分

たちみんなでやはり生活がなりわいとして成り立っている町ですから、やはり商店一

つ、品物一つ、しっかり地元で意識して買い、またお互いに支え合っていくという、

そういうコミュニティーがしっかりなければ町が成り立たないと思うのです。 
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 特にやはり、生活様式があって、本当にインターネット、何でも届く、何でも買え

るという時代になりましたから、本当にあっと気がついたらこれでいいのだろうかと、

自分一人だけでは絶対生きていけないのですよね、当たり前なのですが。 

 だから、そういうときにはやはりいろいろな人たちがいて、いろいろな人たちに支

えられて、自分の暮らしもあるということになると、そしてそれが町をつくっていく

のですから、それはどの職種も含めて、また子どもたちも高齢者もみんな含めてそう

いう仕組みなど持ちながら、本当に隣近所の商店や必要な、やはりその飲食店など含

めても支えていくというようなことから、当然、必要だと思っています。 

 特に、私どもは毎月の会議で職員の皆さんにお願いしているのは、町民の皆さんに

雇用されて、そのまちづくりの先頭に立っている、我々や家族がそのことをしっかり

意識して、やはり皆さんに雇われて、この職にあるということも、その自覚を持ちな

がらやはり何としても地元を大事にしていくのだと、そういう気持ちを持っていただ

かなければ、これは本当に誰も困ったときに手を差し伸べてくれることもないよとい

うようなことも含めてお話をさせていただきます。それがあって初めて今の仕事がさ

せていただいているところであります。 

 もっとお話させていただいているのは、そういう意味で具体的にそれをどうするの

だということを含めてお話させていただいています。例えば、今の道の駅の話であり

ますけれども、先日も浦幌の名前出します、岡田さん来ていただいて、農業者なので

すけれども、道の駅の販売戦略のお話だとか、人材だとか、ただ意識の改革だとかお

話を直接、農業塾の中でさせていただきました。本当に感銘を受けて、本当にそのと

おりで共感もするのですけれども、浦幌の道の駅を一つとっても、やはり基本は地元

のものをしっかりと売って、８割強が地元だそうであります。 

 うちの道の駅もぜひ、今、御質問にありました約３０万人の人が出入りしてくれて

いるのです。そうなると、実際の単価はどうですかというと、１人単純に割ると３０

万人で割ると１人７０円の買い物であるということでは、とてもとても営業としては

成り立たないのではないだろうかと。それでは何に工夫するかというと、やはりこの

野菜でも何でも納入している業者、例えばこの野菜は、これは本当に無農薬で低農薬

のものをつくっていますよというような説明もできるような、そういう販売のスタッ

フの教育だとか、そして今流のお話で「おもてなし」ではありませんけれども、お客

さんが入ってきたら、入ってきたら全部、いらっしゃいませ、また、ありがとうござ

いましたの話ができるような、そういう店づくりだとか、そういうシステムをしっか

りつくっていくなどなど含めてあります。 

 もっといろいろな工夫ができると思いますが、とにかく冠婚葬祭、結婚式の方はほ

とんど帯広となりましたけれども、この地元でやれる行事は本当に意識して地元で使

うようにしなければなりません。そしてそれは、農協との懇談でもお話させていただ

きますし、商工会の役員の方にもその話をさせていただいています。しっかりと遠慮
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しないで、その部分は営業としてそれぞれ要請をさせて、営業活動しながら、本当に

地元をお互いに協力し合いながらしっかりと商業展開できるような、企業展開できる

ような、そういう関係にしましょう。 

 そのためには私ども御質問にありますように行政があれすれ、これすれということ

については一向に私どもは拒むものではありませんから、どんなことでも本当に可能

な限り、それは応援もさせていただきますし、お手伝いをさせていただきますので、

ただ具体的にいろいろ呼びかけても、本当に一人一人がその気持ちになっていただく、

このことがやはり一番でありますから、そのこともこれからも常に訴えさせていただ

きながら、具体的にその実行行動に移っていただくような方式も含めて、ぜひ対応し

ていきたいなと思っております。 

 特に、今、農村の高齢者の方々はそれこそ年齢がいくと免許も返します。そして、

出掛けることがなかなか自由に出掛けられない、唯一、最近、本当に声かけていただ

くのはへき地患者輸送バスだとか、スクールバスだとか、また循環バス利用して、週

に何回かこういう買い物に来たり、いろいろな用事とか本当に助かっていますという

話なのですけれども、帰る場合、いっぱい物買って帰れないのです、そのときに宅配

をしていただく、そのことがあればいいねと、ですから大手の宅配業者が本別町に来

ます、福祉を中心にしてこういう事業をやりたい、こういう事業やりたいと、要する

に宅配事業やりたいと、でもそれはありがたい話なのです。利用者含めて、でも町的

にいうと、それをそうですねという返事がなかなかできないと、それ以前にそのこと

を地元の業者含めて、我々も含めて何とかそれを実現できないか、それは商業振興は

もちろんですけれども、その地域に住み続けるための条件の一つとして、そういうサー

ビスもぜひやっていかなければならないと思います。 

 本当にこれ、また具体的になりませんが、農協の懇談会でも職員の中からその宅配

を含めたそういう注文を受けていく、昔あったような、そういう直接、お客さんのと

ころに出掛けていくというサービスも開始をしたいというふうなお話もちらちらお話

を聞いて本当に嬉しく思っていますから、ぜひそういうお話も我々と一緒にどこまで

どういうことができるかということも含めて考えさせていただいています。 

 農協の政策懇談会の中でも、例えばちょっとお話が長くなりますけれども、勇足、

仙美里、美里別地域農村部があります。残念ながら商店も食堂もそこにはほとんどな

くなってきて、仙美里も食堂１件あって、勇足もあれだけのお店がなくなりました。

買い物するところが子どもたちと懇談しても、買い物する店がほしいと、できればコ

ンビニでもいいし、本当に便利なところがほしいというようなことで、そうなれば今、

おかげさまで農協が頑張っていただいて、それぞれ三つの地域には店舗も構えていま

す。十二分に商品があるということではありませんが、それは本家本元のＡコープも

ありますから、それぞれ連携をすれば相当の品揃えもできますし、やはりそれを宅配

することも可能であります。 
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 それらも含めて、例えば本別の役場の支所だとか、農協の支所も合同して、そこで

店舗も併設して、そこで地域の皆さんのために要望に応えていくような、そういうシ

ステムができないか。それから郵便局の参入も含めて、いろいろその地域の中でスク

ラム組んだトータルとしたそういう商業だとか、そしてその町の住民の皆さんの、そ

の地域の皆さんのより住民サービスがもっと効果的にできる、そこでやはり商工業含

めて参入をいただく、そして商店街の中心市街地もそうであります。とにかく地元の

資本の皆さん方がまず立ち上がっていただいて、そしてより消費者の皆様方と日常の

コミュニケーションを含めてもっともっと近づきを持ちながらやっています。 

 そのためには本当に今、商工会で立ち上げた夜出かけナイトなんていうのもすばら

しい取り組みだというふうに思っていますので、直接、住民の皆さんと本当に消費者

の皆さんとあれだけ近づきになっていろいろなコミュニケーションとれていくわけで

すから、そういう面では物すごく絆ができていくわけで、そのつながりが商業振興に

また買い物する側はそのつながりでまたいろいろな利便性が高まってくると、こうい

うことでありますから、そういう総合的に、お互いに利便性だとか、またそういう利

益を享受できるような、そういう体制つくって町の中が本当にお互いに笑顔で行き交

いできるような、そんな商店街や、また商業づくり、また地域づくりをしていきたい

なというふうに思っていますので、それにあわせてまた御支援もいただければなとい

うふうに思っています。 

 先ほど言いましたように、このバス含めて車の出入り口については担当のほうから

答弁させていただきますので、よろしくお願いします。 

○議長（方川一郎君） 川本企画振興課長。 

○企画振興課長（川本秀二君） お答えをさせていただきます。 

 入り口が２カ所という御質問でございますけれども、整備に当たりましては鉄道跡

地の利活用ということで、一定の面積、形状含めて制限のもとでこの間、整備をして

きてございますけれども、道の駅整備計画段階におきまして検討をしてきたところで

ございまして、出入り口の利便性の向上につきましては現在、大型バス５台、普通車

４１台ということで、最大の駐車場確保できてございますけれども、数種類のシミュ

レーションをして入り口を２カ所にした場合どうなのか、いろいろ検討を重ねた中で

の最終結果として現在に至っているのが実態でございます。 

 仮に入り口を分離した場合でございますけれども、接続の道路との高低差、山手町

の上がっていく中で高低もありますので、そういう場合に擁壁の工事などが必要にな

りますし、また事業費の増加、それから円形で今、駐車場を一方通行のような形にし

てございます。 

 この部分については渋滞だとか、安全性も確保するという中での取り組みでござい

ますので、そういった部分もいろいろ整備段階で検討してきたところでございます。 

 そういうところを御理解をいただきたいというふうに思ってございますけれども、
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現在、道の駅利用者については先ほど申し上げましたとおり、今年度約２８万人を超

えるかなというところになってございます。計画当時よりかなりどんどんふえてきて

いるという部分では駐車場問題、出入り口の問題含めて今後の課題だろうというふう

に我々も受けとめているところでございます。 

 現在、委託事業で運営を行っていただいているＮＰＯ法人の銀河本別の御尽力によ

り、年々利用者もふえてきている状況にございます。利用者の利便性の確保、また利

用する人にとって、いろいろな御意見、満足度も向上させていきたいというふうに思っ

てございますので、今後とも関係の皆様から意見要望、また必要に応じては道の駅連

絡会等々、専門家を招聘して前回も研修会もやってございますので、そういう方々の

助言もいただきながら、今後、駐車場、入り口部分も含めて検討してまいりたいとい

うふうに考えているところでございます。 

 以上です。 

○１１番（林武君） 終わります。 

○議長（方川一郎君） これで、一般質問を終わります。 

 傍聴者の皆様に申し上げます。 

 今回で１５回目となりますナイター議会を開催させていただきました。長時間にわ

たりお疲れのところ、傍聴いただきましてまことにありがとうございます。 

 当議会の取り組みに対しましても、今後とも御指導と御協力、御理解をいただきま

すよう、心からお願いを申し上げ、傍聴いただきました皆様方に厚くお礼を申し上げ、

ナイター議会を終わらせていただきます。 

 大変、ありがとうございました。 

───────────────────────────────────── 

◎散会宣告 

○議長（方川一郎君） 以上で、本日の日程は全部終了しました。 

 本日は、これで散会します。 

 御苦労さまでした。 

散会宣告（午後 ７時３６分） 
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○議長（方川一郎君） 開会前に、黒山久男君、並びに戸田徹君から会議を欠席する

旨の届け出がありましたので報告しておきます。  

 次に、町広報取材のため写真撮影の申し出がありましたので、これを許可します。  

開会宣告（午前１０時００分）  

───────────────────────────────────────  

◎開会宣告  

○議長（方川一郎君） ただいまから、平成２６年第１回本別町議会定例会を開会い

たします。  

───────────────────────────────────────  

◎開議宣告  

○議長（方川一郎君） これから、本日の会議を開きます。  

───────────────────────────────────────  

◎日程第１ 会議録署名議員の指名  

○議長（方川一郎君） 日程第１ 会議録署名議員の指名を行います。  

 会議録署名議員は、会議規則第１２７条の規定によって、笠原求君、小笠原良美君、

及び山西二三夫君を指名します。  

───────────────────────────────────────  

日程第２ 議会運営委員長報告  

○議長（方川一郎君） 日程第２ 議会運営委員長から報告を行います。  

 議会運営委員長高橋利勝君、御登壇ください。  

○議会運営委員長（高橋利勝君）〔登壇〕 報告いたします。  

 平成２５年１２月１１日、第４回定例会において閉会中の調査付託を受けた議会の

会期、日程等の議会運営に関する事項について報告いたします。  

 議会の運営に関する事項。  

まず、会期について申し上げます。  

 本定例会の会期は、本日３月４日から３月２４日までの２１日間とするよう予定を

いたしました。  

 次に、一般質問の締め切りについて申し上げます。  

 一般質問の通告は、３月６日正午をもって締め切ることといたしました。  

 次に、陳情文書等の取り扱いについて申し上げます。  

 本日までに６件の提出がありました。  

 商工会に対する平成２６年度市町村補助金についての要望に関する陳情、要支援者

への介護予防給付の従来通りの継続、特別養護老人ホームへの入居を要介護３以上に

限定せず従来通りとすること、利用者負担増の中止を求める意見書採択を求める陳情、 

道路占用料改正に関する陳情、日本国憲法の尊重・擁護に関する陳情、これからの勤

労青年教育のあり方に関する陳情、住民の安全・安心を支える「国の出先機関」の拡
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充を求め、「公務の民営化・独立行政法人化・業務委託化」に反対する意見書提出を求

める陳情。  

 以上、６件については、議会運営基準１３９運用例５によることとし、後刻、議員

の回覧に供することといたします。  

 次に、提出議案の取り扱いについて申し上げます。  

 提出議案中、議案第２７号平成２６年度本別町一般会計予算について、ないし、議

案第３５号平成２６年度本別町国民健康保険病院事業会計予算について、以上９件の

議案については、議長を除く１０名の委員で構成する平成２６年度各会計予算審査特

別委員会を設置し、これに付託をして審査する取り運びを予定いたしました。  

 以上、報告いたします。  

○議長（方川一郎君） これで、報告済みといたします。  

───────────────────────────────────────  

◎日程第３ 会期決定の件  

○議長（方川一郎君） 日程第３ 会期決定の件を議題とします。  

 お諮りします。  

 本定例会の会期は、３月４日から３月２４日までの２１日間とすることにしたいと

思います。  

 御異議ありませんか。  

（「異議なし」と呼ぶ者あり）  

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。  

 したがって、会期は、本日３月４日から３月２４日までの２１日間とすることに決

定いたしました。  

───────────────────────────────────────  

◎休会の議決  

○議長（方川一郎君） お諮りします。  

 議事の都合により、３月５日から１０日、１４日から１９日、２１日から２３日の

計１５日間を休会にしたいと思います。  

 御異議ありませんか。  

（「異議なし」と呼ぶ者あり）  

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。  

 したがって、３月５日から１０日、１４日から１９日、２１日から２３日の計１５

日間は、休会とすることに決定いたしました。  

 暫時休憩いたします。  

午前１０時０６分  休憩  

午前１０時０７分  再開  

○議長（方川一郎君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。  
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───────────────────────────────────────  

◎日程第４ 諸般の報告  

○議長（方川一郎君） 日程第４ 諸般の報告を行います。  

 報告第３号専決処分報告、平成２５年度本別町一般会計補正予算（第１３回）につ

いて報告を求めます。  

 大和田総務課長。  

○総務課長（大和田収君） 報告第３号専決処分報告。平成２５年度本別町一般会計

補正予算（第１３回）について、地方自治法第１８０条第１項の規定により、専決処

分したので、同条第２項の規定により報告いたします。 

予算書の１ページをお開きください。  

歳入歳出予算補正。 

第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４０万円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ７７億８,２８０万５,０００円とする内容であります。 

 ３ページ、４ページをお開きください。 

 歳入でありますが、１７款１項１目寄付金１節総務費寄付金４０万円の増額補正は、

個性あるふるさとづくり基金として、千葉県船橋市にお住まいで、匿名で３０万円、

本別町仙美里３６５番地にお住まいの○○○○○様から１０万円の指定寄付金でござ

います。 

 次の歳出でありますが、寄付者の意向により基金への積み立てに充てるものでござ

います。 

以上、簡単ではありますが専決処分報告とさせていただきます。 

○議長（方川一郎君） これで、報告済みとします。  

 次に、監査委員から平成２６年１月分に関する例月出納検査結果報告書の提出があ

りました。  

 その写しをお手元に配付しておきましたので、御了承願います。  

これで、報告済みといたします。  

次に、平成２５年度学校林現況報告が町長から提出がありました。  

 その写しをお手元に配布しておきましたので、御了承願います。  

 これで、報告済みといたします。  

次に、所管事務調査結果報告書が、総務、産業厚生の各常任委員長から提出があり

ました。  

その写しをお手元に配布しておきましたので、御了承願います。  

これで、報告済みといたします。  

次に、池北三町行政事務組合議会の平成２５年第４回定例会以降における主な審議

内容について、お手元に配布のとおり報告いたしますので、御了承願います。  

これで、報告済みといたします。  
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次に、十勝圏複合事務組合議会の平成２５年第４回定例会以降における主な審議内

容について、お手元に配布のとおり報告いたしますので、御了承願います。  

これで、報告済みといたします。  

次に、十勝環境複合事務組合議会の平成２５年第４回定例会以降における主な審議

内容について、お手元に配布のとおり報告いたしますので、御了承願います。  

これで、報告済みといたします  

次に、議長の動静について。平成２５年第４回定例会以降における議長の主な動静

について、お手元に配布のとおり報告いたしますので、御了承願います。  

 これで、諸般の報告を終わります。  

─────────────────────────────────────  

◎日程第５ 行政報告  

○議長（方川一郎君） 日程第５ 行政報告を行います。  

 髙橋町長、御登壇ください。  

○町長（髙橋正夫君）〔登壇〕 平成２５年度各会計の予算執行状況について報告をさ

せていただきます。 

 １月末現在の一般会計の執行状況につきましては、歳入が予算額７８億３,４６４万

７,０００円に対し、収入済額５３億６,９０４万円で、６８.５パーセントの執行率と

なっております。 

 歳出は、支出済額４９億６８５万１,０００円で、６２.６パーセントの執行率とな

っております。 

 次に、地方交付税の状況でありますが、普通交付税は前年度比０.１パーセント、額

にいたしまして１,４０４万５,０００円増の３０億９２４万４,０００円になる見込

みであります。 

 交付税財源の不足分を地方が直接借り入れをしている臨時財政対策債は、前年度比

４.５パーセント、１,１３０万１,０００円増の２億６,０１６万６,０００円で、普通

交付税を加えました総額では、前年度を０.５パーセント上回る結果となっております。 

 特別交付税につきましては、現時点では未確定でありますが、現予算では３４.１パ

ーセント減の２億４,９４３万６,０００円を見込んでいるところであります。 

 次に、国民健康保険特別会計でありますが、歳入が予算額１３億６,０６０万３,０

００円に対しまして、収入済額１０億２,００６万９,０００円で、７５.０パーセント

の執行率で、国保税の収納率は現年度が９３.３パーセント、滞納繰越金分が１２.７

パーセントとなっております。 

 歳出は、支出済額８億９,２５１万６,０００円で、６５.６パーセントの執行率とな

っております。 

 歳出総額の６８.９パーセントを占めます保険給付費と後期高齢者支援金は、それぞ

れ６９.４パーセントと８１.５パーセントの執行率となっております。 
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 次に、後期高齢者医療特別会計でありますが、歳入が予算額１億１,５０８万３,０

００円に対しまして、収入済額９,３９５万７,０００円で、８１.６パーセントの執行

率となっております。 

 歳出は、支出済額９,３１７万６,０００円で、８１.０パーセントの執行率となって

おります。 

 次に、介護保険事業特別会計でありますが、歳入が予算額８億８,０２４万３,００

０円に対しまして、収入済額６億２,０４１万円で、７０.５パーセントの執行率とな

っております。 

 このうち、介護保険料につきましては、調定額１億３,３３５万８,０００円に対し、

収入済額が１億１,１９０万円で、８３.９パーセントの執行率となっております。 

 歳出は、支出済額６億６,２１２万２,０００円で、７５.２パーセントの執行率とな

っており、このうち、保険給付費につきましては６億６０８万１,０００円で、支出済

額の９１.５パーセントとなっております。 

 次に、介護サービス事業特別会計でありますが、歳入が予算額２億７,８１４万円に

対しまして、収入済額１億７,５９３万３,０００円で、６３.３パーセントの執行率で、

サービス収入の収納率は９９.９パーセントとなっております。 

 歳出は、支出済額２億１,８９２万７,０００円で、７８.７パーセントの執行率とな

っております。 

 次に、簡易水道特別会計でありますが、歳入が予算額１億６,０８２万９,０００円

に対しまして、収入済額５,１６８万４,０００円で、３２.１パーセントの執行率とな

っております。 

 歳出は、支出済額８,３８３万２,０００円で５２.１パーセントの執行率となってお

ります。 

 次に、公共下水道特別会計でありますが、歳入が予算額５億３,１３８万１,０００

円に対しまして、収入済額２億４,４８２万７,０００円で、４６.１パーセントの執行

率となっております。 

 歳出は、支出済額２億７,８８９万５,０００円で、５２.５パーセントの執行率とな

っております。 

 次に、水道事業会計の決算見込みについての報告をいたします。 

 収益的収入及び支出につきましては、収入見込額は１億４,１８１万７,０００円で、

支出見込額は１億４,１８１万７,０００円となる見込みであります。 

 また、資本的収入及び支出につきましては、収入見込額が３,６２４万円、支出見込

額は７,６６８万９,０００円で、不足額４,０４４万９,０００円は過年度分損益勘定

留保資金等で補填する予定にしております。 

 次に、病院事業会計決算見込みについて報告いたします。 

 まず、患者数の動向でありますが、平成２６年１月末現在の延べ患者数は、入院患
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者が１万５,５１２人、前年同期比２５２人、１.７パーセント増、外来患者が４万６,

５５５人で、前年同期比５,９２６人、１１.３パーセント減となっております。 

 次に、収益的収入及び支出につきましては、収入見込額は１２億２,８４０万７,０

００円、支出見込額は１３億４,３１９万３,０００円となる見込みで、収益から費用

を差し引いた１億１,４７８万６,０００円が純損失となる見込みであります。 

 また、資本的収入及び支出につきましては、収入見込額が１億１５３万５,０００円、

支出見込額が１億３,１０９万６,０００円で、不足額２,９５６万１,０００円は、過

年度分損益勘定留保資金等で補填する予定にしております。 

 以上、平成２５年度各会計の予算執行状況及び企業会計決算見込みの報告とさせて

いただきます。 

 次に、十勝圏における消防広域化に向けた検討経過及び状況について報告をさせて

いただきます。 

 消防の広域化につきましては、昨年１２月の第４回定例会の行政報告におきまして、

市町村長会議で確認をされました十勝圏広域消防運営計画素案について、各市町村議

会における御意見を踏まえ、１２月中に町民の皆様にお示しをし、あわせてパブリッ

クコメントを実施することについて御報告をしたところであります。 

 運営計画素案のパブリックコメントにつきましては、十勝圏複合事務組合が十勝全

域を対象に、平成２５年１２月２７日から本年１月２６日までの１カ月間実施し、十

勝管内８０カ所、本町においては役場各出張所、閲覧、配布資料を配置し、各報道機

関、ホームページ、町広報誌等で広く周知を行い、意見または提案をいただいたとこ

ろであります。 

 その結果といたしまして、十勝全体では３名の方から６件の御意見が寄せられたと

ころであります。意見の取り扱いですが、今後の参考とするものが２件、意見として

伺ったものが４件となりましたが、素案を原案どおりとして修正は行わず、運営計画

案として２月４日に開催されました副市町村長会議で確認をされたところであります。 

 今後は、各市町村議会における検討結果を踏まえ、本年３月末までに運営計画の成

案を目指す予定となっております。 

 なお、パブリックコメントの結果につきましては、十勝圏複合事務組合のホームペ

ージ、本町においては３月１５日から役場及び各出張所において公表するとともに、

本日の行政報告に資料として添付しておりますので、御参照していただきたいと存じ

ます。 

 次に、消防救急無線のデジタル化についてですが、前回、実施設計が終了し、本町

分の整備工事負担額が示されたことを御報告させていただいたところであります。 

 十勝圏消防救急デジタル無線の共同整備工事は、十勝管内を全７工区に分けた発注

となり、このたび事務委託協定先の帯広市において、２月２０日に一般競争入札が執

行され、契約金額は、十勝圏全体で１７億９,５９３万２,０００円、契約の相手方は、
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池北三町消防本部工区分として、横山・小田・今野特定建設工事共同企業体に落札さ

れ、仮契約は２月２５日に完了しております。 

 なお、３月３日に開会されました池北三町行政事務組合議会において、工事請負契

約の議決がされたところであります。 

 また、本別町の負担額は５,７９１万８,８０７円となっておりますが、昨年１２月

議会において、本予算を翌年度に繰り越しをする議決をいただいております。 

 以上、消防広域化に向けた取り組み状況でありますが、本町といたしましては、こ

れまでどおり防災体制の機能を低下させることなく、町民の安全・安心の確保をしっ

かりと見据えながら協議してまいりたいと考えておりますので、町民の皆様を始め議

員各位の御理解と御協力を賜りますようにお願いを申し上げまして、現段階での報告

とさせていただきます。 

 以上、本別町議会第１回定例会行政報告とさせていただきます。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これで、行政報告を終わります。  

───────────────────────────────────────  

◎日程第６ 議案第１７号  

○議長（方川一郎君） 日程第６ 議案第１７号平成２５年度本別町一般会計補正予

算（第１４回）についてを議題といたします。  

 提案理由の説明を求めます。  

 大和田総務課長。  

○総務課長（大和田収君） 議案第１７号平成２５年度本別町一般会計補正予算（第

１４回）について提案理由の説明を申し上げます。 

 今回の補正は、事業終了に伴う係数整理などが主な内容でありますが、その他の補

正の主なものといたしましては、歳入では、町税、国庫支出金、道支出金の減額、歳

出では、燃料費の増額、国民健康保険特別会計、介護保険、介護サービス事業特別会

計、水道、簡易水道への繰出金及び負担金、基金への積立金の増額などでございます。 

 それでは、予算書の１ページをお開きください。 

 歳入歳出予算補正。 

 第１条、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ３,４１６万３,０００円を減額

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ７７億４,８６４万２,０００円とする内

容であります。 

  それでは、歳出から御説明いたしますが、ただいま申し上げたとおり今回の補正は

大部分が執行残の係数整理でございます。 

 ２６、２７ページをお開きください。 

 １款１項１目議会費１８節備品購入費６万７,０００円の補正は、新たにデジタルカ

メラを購入するものであります。 
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 ２款総務費１項総務管理費１目一般管理費４節共済費臨時職員保険料３８０万２,

０００円の減額は、社会保険料で加入延べ人数及び標準報酬月額の減少によるもの。 

 次の７節賃金中、臨時雇賃金４８５万３,０００円の減額は、ワークシェアリングの

減及び退職者がふえたことによるものであります。 

 次の２９ページ。 

 １３節委託料中、メンタルヘルス研修委託料２０万円の減額は、健康管理センター

にて実施しました研修会を職員研修とあわせて実施したことによるものです。 

 ２段下の１８節備品購入費中、事務用備品キャビネット２６万４,０００円の補正は、

子ども未来課新設によるものです。 

 ４目会計管理費１８節備品購入費契印機３万８,０００円の補正は、老朽化により更

新するものであります。 

 次の３０ページ、３１ページ。 

 ８目企画費１３節委託料中、上から３行目の生活維持路線運行業務委託料４８万６,

０００円の増額は、利用者の増加に伴う運行回数の増によるもの。 

 ２段下の１９節負担金補助及び交付金中、一番下にあります住宅用太陽光発電シス

テム導入費補助金１４４万円の減額は、予定件数１０件に対し、４件程度の見込みに

なったことによるものです。 

 ３２、３３ページをお願いいたします。 

 １４目基金費２５節積立金２,６８０万１,０００円の増額の主なものは、今回補正

の収支差引額を財政調整基金に８,０２２万２,０００円、減債基金に１,０００万円、

次のページ、一番上にあります農業振興基金に１,０００万円を積み立て、公共施設等

整備基金７,３００万円の減額は、地域の元気臨時交付金の平成２５年度事業確定によ

り減額するものでございます。 

 なお、財政調整基金は、当初１億９,０００万円の取り崩しでありましたが、前回ま

での経常分と合わせ８,１４２万５,０００円を積み戻すこととなり、減債基金は、当

初１,０００万円の取り崩しに対し、今回１,００１万円を積み戻し、農業振興基金は

新規に積み立てるものであります。 

 この積み立てで、土地開発基金を除く全基金の２５年度末現在高は、前年度より９

６８万１,０００円増の３４億６,１９７万１,０００円程度になる見込みであります。 

 ３５ページ下段をお願いいたします。 

 ２項徴税費２目賦課徴収費１１節需用費６３万２,０００円の増額の主なものは、印

刷製本費で、町道民税の納付書等の印刷であります。 

 次の３６ページ。 

 下段、３款民生費１項社会福祉費１目社会福祉総務費、次の３９ページをお願いい

たします。 

 ２８節繰出金２,０９３万３,０００円の増額は、国民健康保険特別会計繰出金で、
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主な要因としましては、普通調整交付金の医療分が大幅な減額となる見込みから、財

政調整分２,８３０万円を繰り出すもので、その他は決算見込みによるものです。 

 下段の２項老人福祉費、次のページ、一番下段にあります３目介護保険費２８節繰

出金２,６０８万３,０００円の増額は、次のページをお願いいたします。一番上段に

あります介護保険事業特別会計繰出金の介護給付費１２７万９,０００円及び介護サ

ービス事業特別会計繰出金居宅介護支援事業２３６万９,０００円、次の介護老人福祉

施設事業２,２１４万３,０００円の増額が主なもので、いずれも事業の執行見込みに

よるものであります。 

 ４目高齢者福祉施設費１８節備品購入費中、椅子１０１万５,０００円の補正は、ふ

れあい交流館の椅子が不足するため、新たに９０脚を購入するものであります。 

 次の３項児童福祉費１目児童福祉総務費、次のページをお願いいたします。上から

３行目、２０節扶助費児童手当４８６万円の減額は、支給対象児童数と金額の確定に

よるもので、合わせて歳入の国、道負担金も減額補正を計上しております。 

 ２目児童福祉施設費１８節備品購入費３９万６,０００円の補正は、東児童館のカー

テンの破損がひどく更新するものであります。 

 次の３目常設保育所費１１節需用費中、消耗品費施設管理用３３万８,０００円の増

額は、中央及び南保育所の児童用机１２台、児童用椅子２４脚、電波時計の破損がひ

どく購入するものであります。 

 下の賄材料費６５万円の補正は、食材費の高騰及び児童数の増によるものです。 

 次の４６ページ、４７ページをお願いいたします。 

 ４目特別保育費１８節備品購入費５万２,０００円の補正は、デジタルカメラ１台、

ブラインド１式を勇足保育所で使用するもので、老朽化により更新するものでありま

す。 

 下段の４款１項保健衛生費１目保健衛生総務費１２節役務費中、看板書替 ７万円

の補正は、４月１日より循環バスの時刻表見直しに伴うものであります。 

 次の４９ページ。 

 １９節負担金補助及び交付金２２万５,０００円の補正は、不妊治療申請者の増加に

よるものであります。 

 次の５０ページ、５１ページをお願いいたします。 

 下段にあります２項清掃費２目塵芥処理費１２節役務費中、最終処分場地質汚染検

査３０万円の補正は、北海道からの追加検査によるものであります。 

 次の５２、５３ページ。  

 中段にあります３項上水道費１目水道公営企業費１９節負担金補助及び交付金２１

２万８,０００円の増額、及び２目簡易水道費２８節繰出金６８８万６,０００円の増

額は、決算見込みによる収支補填分であります。 

 次の４項病院費１目病院公営企業費１９節負担金補助及び交付金９９５万５,００
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０円の増額及び下段の２４節投資及び出資金６８０万円の減額は、繰入基準に基づく

調整、及び事業費の確定によるものであります。 

 次の５４、５５ページをお願いいたします。 

 下段にあります６款農林水産業費１項農業費３目農業振興費１９節負担金補助及び

交付金１,２９３万円の減額のうち、一番下にあります担い手への農地集積推進事業３

９０万円の減額は、事業対象農業者がいなかったことによるもの、その他は事業費の

確定による減額であります。 

 次の５６、５７ページ。 

 中ほどにあります５目農地費１５節工事請負費中、農業体質強化基盤整備促進事業

４４０万円の減額は、事業費の確定によるもの。 

 １９節負担金補助及び交付金５２９万１,０００円の減額は、道営畑地帯総合整備事

業の事業量及び事業費の確定によるもの。 

 次の５８、５９ページ。 

 ２項林業費２目林業振興費１９節負担金補助及び交付金中、民有林造林促進事業 

２１６万８,０００円の減額は、事業量確定によるもの。 

 次の７款１項商工費２目商工業振興費１３節委託料中、新製品開発に伴う調査・研

究事業９７６万５,０００円の減額は、委託事業者の事業中止に伴うものであります。 

 １９節負担金補助及び交付金中、中小企業融資に伴う保証料３４７万８,０００円及

び利子補給１００万円の増額は、設備投資等大口融資の増加によるもの。 

 下の企業誘致奨励事業３３万４,０００円の増額は、対象事業者の投資額確定による

ものであります。 

 次に、６２ページ、６３ページをお願いいたします。 

 ８款土木費２項道路橋りょう費１目道路橋りょう総務費１１節需用費中、消耗品費

タイヤ２５万５,０００円の補正は、公用車両の夏タイヤを更新するものです。 

 次に、６４ページ、６５ページをお開きください。 

 ４項都市計画費２目公園費７節賃金３００万円の減額は、臨時職員の退職によるも

のであります。 

 次の３目下水道費２８節繰出金４４６万５,０００円の減額は、公共下水道特別会計

繰出金で、公共下水道事業債の借入利率の確定によるものであります。 

 次の６６、６７ページの５項住宅費２目公営住宅建設費１５節工事請負費３９１万

２,０００円の減額は、栄町団地建替事業１５万８,０００円及び向陽町団地改善事業

３７５万４,０００円の減額で、いずれも執行額の確定によるものです。 

 次の６８、６９ページをお願いいたします。 

 １０款教育費１項教育総務費２目事務局費１８節備品購入費９万３,０００円の補

正は、聴力検査機器の老朽化により不都合が生じるため１台を更新するものでありま

す。 
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 下段の２項小学校費１目学校管理費１１節需用費中、消耗品費一般事務用６０万９,

０００円の増額は、各小学校の用紙購入、燃料費、Ａ重油１４０万８,０００円及び灯

油９８万３,０００円の増額は、数量の増及び単価アップによるものであります。 

 次の７１ページ。 

 １８節備品購入費中、本別中央小学校８万円の補正は、緊急時等に各家庭への連絡

方法として、連絡メールシステムの購入、勇足小学校３万３,０００円の補正は、デジ

タルカメラ１台の購入で、使用に耐えないため更新するものであります。 

 次の２目教育振興費１１節需用費２万５,０００円及び１８節備品購入費３９万６,

０００円の補正は、授業や行事などに使用する教育用消耗品及び特別支援学級が新た

に開設されるための備品購入であります。 

 ２０節扶助費３９万９,０００円の減額は、要保護及び準要保護児童就学援助費並び

に特別支援教育就学奨励費で、対象児童の減少によるものであります。 

 下の３項中学校費１目学校管理費、次のページをお願いいたします。一番上にあり

ます１１節需用費中、一般事務用３３万８,０００円の増額は、各中学校の用紙購入等

によるものであります。 

 ２目教育振興費２０節扶助費１０７万７,０００円の減額は、要保護及び準要保護生

徒就学援助費並びに特別支援教育就学奨励費で、対象生徒の減少によるものでありま

す。 

 ７４ページ、７５ページをお願いいたします。 

 ５項社会教育費２目公民館費１１節需用費９７万５,０００円の増額の主なものは、

Ａ重油６８万６,０００円及び灯油７万７,０００円の増額で、使用量及び単価アップ

によるもの、修繕料、備品８万円の増額は、展示用パネルクロス張替で老朽化による

ものであります。 

 一番下にあります１８節備品購入費中、次の７７ページ、一番上にあります掃除機

３万３,０００円の増額は、老朽化により更新するものであります。 

 同じページの下段にあります６項保健体育費、次の７９ページをお願いいたします。 

 ２目スポーツ振興費１８節備品購入費中、柔道用畳８４万円の補正は、４０枚の購

入で老朽化により更新するものであります。 

 次の８０ページ、８１ページ。 

 ４目学校給食費１５節工事請負費４４６万２,０００円の減額は、学校給食共同調理

場改築工事の事業費確定によるものです。 

 １８節備品購入費中、調理場備品２４万２,０００円の補正は、食育等の研修用とし

て、テレビ１台、ブルーレイディスクレコーダー１台を購入するものであり、その他

の減額は執行額の確定によるものであります。 

 ８２、８３ページをお願いいたします。 

 １２款１項公債費２目利子２３節償還金利子及び割引料１,１７９万８,０００円の
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減額は、平成２４年度起債の借入額及び利率の減少によるものです。 

 歳出を終わりまして、歳入に入ります。 

 ８ページ、９ページにお戻りください。 

 １款町税２項１目固定資産税１節現年課税分５０３万３,０００円の減額は、償却資

産で、知事配分及び大臣配分の課税標準額の減少が主なものです。 

 ４項１目町たばこ税１節現年課税分１４２万６,０００円の増額は、消費本数の増加

によるものであります。 

 １０款１項１目地方交付税７,４０９万９,０００円の増額は、普通交付税を計上す

るもので、決定額は３０億９２４万４,０００円、対前年０.１パーセントの増であり

ます。 

 次の１２款分担金及び負担金１項分担金１目農林水産業費分担金１節農業費分担金

６０４万７,０００円の減額は、道営畑地帯総合整備事業及び農業体質強化基盤整備促

進事業の受益者分担金で、事業費の確定によるものであります。 

 次の１０ページ、１１ページをお願いいたします。 

 ２項負担金１目民生費負担金１節老人福祉費負担金３０万７,０００円の増額は、算

定額の確定によるもので、次の４節児童福祉費負担金３０４万６,０００円の増額は、

入所児童数の増加によるものであります。 

 １３款使用料及び手数料１項使用料６目土木使用料３節住宅使用料中、公営住宅使

用料２７７万４,０００円の減額の主なものは、入居までの空き家期間の増加によるも

のであります。 

 次の１２ページ、１３ページをお願いいたします。 

 下段にあります１４款国庫支出金１項国庫負担金１目民生費国庫負担金３節児童手

当負担金３２９万６,０００円の減額は、歳出で説明しましたが、支給対象児童数と金

額の確定によるものであります。 

 次の１４ページ、１５ページをお願いします。 

 上から３段目、２項国庫補助金４目土木費国庫補助金１節道路橋りょう費補助金２

１０万１,０００円の減額及び次の２節都市計画費補助金１３７万円の減額は、いずれ

も事業費の確定によるものです。 

 次の３節住宅費補助金５３４万２,０００円の増額は、栄町団地建替事業が６,００

０円の増額、向陽町団地改善事業が５３３万６,０００円の増額で、いずれも事業費の

確定及び交付率の変更によるものであります。 

 次の５目教育費国庫補助金４節保健体育費補助金１億１８４万２,０００円の減額

は、学校給食共同調理場改築工事に伴う補助金で、事業費の確定によるものでありま

す。 

 次の１６ページ、１７ページ。 

 １５款道支出金２項道補助金４目労働費道補助金１節労働費補助金１,０９３万２,
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０００円の減額は、歳出で説明いたしましたが、緊急雇用創出推進事業の中止が主な

ものであります。 

 次の５目農林水産業費道補助金１節農業費補助金中、担い手への農地集積推進事業 

３９０万円の減額は、これも歳出で説明いたしましたが事業対象農業者がいなかった

ことによるもので、その他は事業の確定によるものであります。 

 次の２節林業費補助金１２５万４,０００円の増額は、補助金の額の確定によるもの

で、次の１８ページ、１９ページ中段にあります３項委託金１目総務費委託金４節選

挙費委託金１１４万７,０００円の減額は、昨年７月２１日執行の参議院議員通常選挙

委託金の額が確定したことによるものです。 

 次の２目農林水産業費委託金１節農業費委託金１２５万４,０００円の増額は、事業

の確定によるものであります。 

 次の１６款財産収入１項財産運用収入１目財産貸付収入１節土地建物貸付収入中、 

貸家料教員住宅１０１万１,０００円の減額は、入居者の減によるものであります。  

 次の２０ページ、２１ページをお願いいたします。 

 ２項財産売払収入１目不動産売払収入１節土地売払収入中、勇足定住促進団地売払

収入２５７万１,０００円の減額は、当初２区画分の売り払いを計上していましたが、

売り払いの見込みがないため減額するものであります。 

 次の２節その他不動産売払収入中、保育間伐生産材売払収入２０３万５,０００円の

減額は、出材量が減少したことによるもの。 

 次の立木売払収入６８５万２,０００円の増額は、仙美里中学校学校林売り払い等に

よるものであります。 

 次の２目１節物品売払収入９２万１,０００円の増額の内訳は、車両７６万２,００

０円は、路面清掃車廃車による売り払い、鉄くず１５万９,０００円は、公園の遊具更

新によるものであります。 

 次の２２、２３ページをお願いいたします。 

 ２０款諸収入５項１目 7 節雑入中、次のページをお願いします。２５ページの一番

上の段にあります南三陸町派遣職員人件費負担金７６万１,０００円の補正は、昨年の

９月、１０月の２カ月間、南三陸町へ選挙事務のため職員を派遣した経費に対する負

担金であります。 

 ２１款１項町債６目１節臨時財政対策債３,３１２万２,０００円の増額は、額の確

定によるもの。 

 ２目衛生債以下その他の町債は、事業費の確定などによるものであります。 

 以上で、歳入を終わらせていただき、５ページをお願いいたします。 

 第２表、繰越明許費でございます。 

 ６款農林水産業費１項農業費農業基盤整備促進事業４,１５３万７,０００円は、明

渠排水整備で、８款土木費２項道路橋りょう費橋梁長寿命化事業１億３,０００万円、
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８款土木費５項住宅費栄町団地公営住宅建替事業７,６１０万７,０００円及び向陽町

団地公営住宅改善事業５,８１５万６,０００円は、国の補正予算による前倒しで実施

によるものです。いずれも年度内では施工期間が確保できないため、翌年度に繰り越

すものであります。 

 下の第３表、債務負担行為補正。 

 １、廃止。 

 事項、農地流動化資金に対する利子補給、借り入れがなかったため廃止をするもの

であります。 

 次に、６ページの第４表、地方債補正でありますが、１、変更。これは、事業量、

事業費の変更及び確定に伴い限度額を変更する内容であります。 

 起債の目的。 

 過疎対策事業、限度額３億７,１２０万円を３億６,３９０万円に、公共事業等１億

１,７６０万円を１億３,７３０万円に、公営住宅建設事業８,４００万円を８,３６０

万円に、臨時財政対策債２億２,７０４万４,０００円を２億６,０１６万６,０００円

にそれぞれ変更するもので、起債の方法、利率、償還の方法は変更ございません。 

 ２、廃止。 

 起債の目的。 

 一般補助施設整備等事業債、限度額１,６６０万円、これは、公共事業等に事業区分

が変更となったため借り入れをやめるものであります。 

 以上、平成２５年度本別町一般会計補正予算（第１４回）の提案説明とさせていた

だきます。 

 よろしく御審議をお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） ここで、暫時休憩いたします。  

午前１０時５６分  休憩  

午前１１時１０分  再開  

○議長（方川一郎君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。  

これから、質疑を行います。  

まず、歳出からとして、一括とします。  

２６ページから８６ページまで、ありませんか。  

 阿保静夫君。  

○１０番（阿保静夫君） まず歳出の３１ページの企画費中１９節負担金補助及び交

付金の中の住宅用太陽光発電システム導入費の１４４万円の減で、説明では、１０件

予定している中で４件の見込だということの説明です。それで、それはそれぞれの申

込者の考え方でしょうから、そのことについてはどうこうはないのですけども、ただ、

私聞いている中で、１件の例なのですけども送電線の容量不足で、ちょっと大きなも

のを予定したかったのだけれども、できなかった、それは多分、太陽の丘界隈の関係
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だと思います。それで、私もそのことは、送電線の容量が関係するというのは聞いて

いたのですけども、一般住宅につけるソーラーというのが、そういうものが影響する

というところまでは思い至らなかったのですよね。それで、今回１０件の予定が４件

の見込みだということに、そういうことも、今の送電線容量で、計画したのだけど断

念せざるを得ないというような事例があったのかどうなのかを確認したいということ

が１点です。  

 それから、補正なので今後のことはということにはならないのですけども、何か対

応をしないと、せっかく町を上げて自然エネルギーを進めていくということに対して、

私も応援というか、いいと思っている立場なものですから、そういうことを解決して

いくというのはかなり難しい部分は入っていると思っていますけども、私が聞いたの

は一例なので、かなりでかい施設をつくる予定だった人なのですけども、そういうふ

うに言われたというふうにあったものですから、その１件も入っているのかどうなの

かちょっとわかりませんけれども、その辺について、伺いたいと思います。  

 それから、５９ページですが、商工業振興費１３節で、新製品開発に伴う調査・研

究事業が事業中止によって予算執行しない見込みだということなのですけれども、そ

ういう事情だというのは、いろいろ聞いているつもりですけれども、当初、予定して

いて、こういう中身のものですから非常に残念だというのが率直にあるのですけれど

も、こういうことになると、来年度以降、こういう事業ができなくなるのかどうなの

かということもちょっと心配になっておりますが、今回のこの減の内容、余り詳しく

言えない中身かと思うのですけども、それはそれとして、一定、経過等をわかる範囲

というか言える範囲で伺いたいというふうに思います。以上２点お願いします。 

○議長（方川一郎君） 答弁、川本企画振興課長。  

○企画振興課長（川本秀二君） お答えをさせていただきます。  

 まず１点目の太陽光発電の関係でございますけども、御質問の送電線等々の関係で

という理由ではないかというお話しもいただきましたけども、一般家庭の太陽光発電

の規模からいくと送電線を使うことはありえませんので、一般の北電の電線の中でと

いうことになりますので、そういう影響はないものというふうに考えております。  

 ただ、大型発電、今、太陽の丘だとか勇足だとか、本町も３カ所やっていますけど、

この部分でいけば大規模な部分でいけば送電線の活用も視野に入っているというふう

に考えられておりますけども、そういう一般住宅の部分については、その影響はない

というふうに、うちのほうでは捉えてございます。  

 それから２点目の緊急雇用の事業中止の関係でございますけども、先の議員協議会

の中でも御報告をさせていただいたとおりでございます。本事業につきましては、緊

急雇用創出推進事業、企業支援型を活用しまして、本年度、地場の農産物、あずきを

使った製餡の調査、市場の調査や販路拡大の調査を行う事業ということで進めさせて

いただいておりました。委託先につきましては、株式会社十勝まめ工房、鶴雅グルー
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プの部分ですけども、そういう中で春から事業を進めてきたところでございます。若

干経過を申し上げますと、５月２１日付で北海道に補助申請を行いまして、２３日付

で補助の決定をいただき、６月に入りまして本事業の委託契約、見積もり合わせを行

って、６月２０日に十勝まめ工房と委託契約を締結をしたところでございます。この

事業は主に、２分の１が雇用対策でございますので、その残りの部分でさまざまな調

査事業を行うという合わせ技の事業でございますけども、先にお話ししたとおり、岡

女堂、鶴雅グループから事業中止というような中で残念な結果ということになりまし

た。途中、９月、１０月段階で、雇用がなかなか進まない、ただ製餡の機械の調査も

実質やられておりましたけども、本体がそんな状況もありまして、本体の役員会の中

で、十勝まめ工房の継続部分がずっと夏場から協議されていた経過がございまして、

そういう中で最終的に１１月段階で、十勝まめ工房の事業を中止をするということに

なりましたので、この事業が最終的にできなくなったという状況でございます。  

 町もこの間、いろいろと鶴雅グループやまめ工房と協議を進めてまいりましたけど

も、実質、残念な結果になったということでございます。１２月段階で、十勝総合振

興局と協議をさせていただいて、北海道から本事業の中止の承認をいただいたという

ことでございます。１２月の第４回定例会には、ちょっと間に合わなかったというこ

ともありますので、今回の補正で減額ということになりました。町としては、この間

進めている農産物の付加価値を高める取り組みの一つでございますので、大きな期待

をしていたところでございますけども、残念な結果でありました。ただ、今後ともこ

の種の取り組みについては継続して取り組んでまいりたいというふうに考えていると

ころでございます。以上です。  

○議長（方川一郎君） 阿保静夫君。  

○１０番（阿保静夫君） ３１ページのソーラー関係ですが、酪農家だったのですよ

ね。それで、本人いわくは牛舎の屋根に牛舎で使う電力のかなりの部分をということ

で、以前は事業に対して、そういう事業に使う場合は、国のほうの補助、確かなかっ

たと思うのですけれども、今は、３万円相当ぐらいでしたか、国のほうも補助すると

いうというような形で、酪農家や何かもつける例がふえているというふうに聞いてい

るのですけども、だから多分、キロ数はちょっと私もわかりませんけれども、かなり

大きな施設で、多分、いわゆる太陽の丘路線の送電線にかかわるのかなというふうに

想像しています、専門家でないのでわからないので。だから、当初、太陽の丘のソー

ラーシステムについては非常にいいことだというふうに思っているわけですけども、

今後もそういうことがありうるとすると何か対策は考えるべきなのかと思いながら聞

いていたところです。それで、確認ですけど、一般家庭は、大規模ソーラーのあるま

わりについても一般家庭については今後とも設置は容量的に問題ないということで再

確認したいと思いますけど、それを再度伺いたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 答弁、川本企画振興課長。  
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○企画振興課長（川本秀二君） お答えをさせていただきます。  

 ただいまの質問でございますけども、先ほどもちょっと申し上げましたとおり、一

般家庭、本町もここ３年ほどで３５基ほど取り組んできております。そのうち２４件

ほどが農業者で、一般家庭、町の住宅でしたら４キロワットぐらいの設備という形に

なってございますけど、農業者は大きい方で９キロワットとか、かなり大きいのです

けども、これは電線、一般の北電の電線の中で対応できる状況でございます。本当の

大規模にならない限りは、送電線だとか、太陽の丘についても線がたまたま太かった

ので送電線は使わないで一般の北電の線を使って変電所まで電力入れていますので、

そういった意味では、酪農家であっても、ほとんど今の電線の中で対応できるものと

いうふうに考えてございますので、その御心配はないかというふうに、我々のほうと

しては理解をしております。以上です。  

○議長（方川一郎君） 小笠原良美君。  

○５番（小笠原良美君） ２点、お伺いしたいと思います。  

 ７１ページの上段の１８節備品購入費の中で、中央小学校に連絡メールシステムを

導入するということだったのですが、どんな方法でやられるのかをもう少し詳しくお

知らせをしていただきたいと思います。 

 それから、８１ページの学校給食費のところの工事請負費で４４６万２,０００円の

減額で工事が完了したということになるのだと思うのですが、しばらくの間ですね、

本別高校に対する給食の供用をどうするかということを随分議論してきたのだと思う

のですが、このことについては、どんなふうに収まると言いますか、なるのでしょう

か。そのことをお知らせいただきたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 答弁、竹田教育次長。  

○教育次長（竹田 稔君） お答えさせていただきます。  

 中央小学校の学校管理用備品のメールシステムという部分で先ほどちょっと説明さ

せていただきましたが、これは、現在はですね、各保護者に連絡する場合、担任の先

生方が個別に電話でいろいろ緊急の場合ですとかいろんな情報、あるいは伝えなけれ

ばならないことは電話で連絡をしていたわけですけれども、今回のこのシステムにつ

きましては携帯のメールを使って一斉に同じ内容を文章をつくって一斉に配信をする

ということで、時間の短縮で確実に保護者に通じるようにということで考えているシ

ステムです。事前に学校のこのシステムに、保護者の方からメールのアドレスの登録

ですとか、そういうことはきちんとしていただいて必要な部分があれば一斉配信をす

るということで今回考えているところでございます。  

○議長（方川一郎君） 答弁、中野教育長。  

○教育長（中野博文君） 御質問の本別高校の学校給食の件について、お答えをした

いと思います。  

 御承知のとおりですね、高校とは２年あるいは３年前から協議をしてございます。  
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 今の状況は、本年の４月からはまだ準備等も必要ということで、まだできない状況

にありますが、高校は、前向きに検討をしていただいております。私どもは、最低限

来年の４月までには実施したいなと、教育委員会としてはそう考えておりまして、そ

ういう考え方で協議をまたさらに進めてまいりたいというふうに考えてございます。  

○議長（方川一郎君） 小笠原良美君。  

○５番（小笠原良美君） 先のほうのメールの件で再度伺いたいのですが、今の時代

ですから携帯電話だとかスマートフォンというのですか、そういうものは持っていな

い方はいないのかなと思いますけれども、そういう心配はする必要はないのでしょう

か。例えば一斉送信するといっても何パーセントかの父兄の方が持っておられないと

いう、そういうことは考えなくてもいいのでしょうか。 

○議長（方川一郎君） 答弁、竹田教育次長。  

○教育次長（竹田 稔君） 今の御質問、私たちも基本的には今のこの時代ですので、

ほとんど持っているとは思いますけれども、持っていない方も場合によってはいるか

もしれません。その方については、従来どおり直接電話するとか、そういう方法は取

らざるを得ないのかというふうに考えています。 

○議長（方川一郎君） 高橋利勝君。  

○９番（高橋利勝君） ２点についてお聞きしたいと思います。 

 まず４３ページですが、３目介護保険の関係で、一番下の介護老人福祉施設事業を

２,２１４万３,０００円の増額補正となっていますけども、先ほどの説明では事業の

執行見込ということですが、この間もですね、要介護者の増等によって事業が大きく

拡大しているというようなお話も常々聞くわけですけども、この辺のもう少し詳しい

内容というのですか、この増額補正をしているということについて、詳しい内容につ

いて、どういう状況なのかということについて、まず１点お伺いをしたいと思います。 

 それから、次の４５ページの常設保育所の７節賃金で、代替賃金、保育士の賃金が

１００万円の減となっていますけども、当初予算でいくと５００万円ぐらいの予算で

すが、ただ単純に代替が必要なかったということなのか、それと、業務に支障がなか

ったのか、その点について、お伺いをします。 

○議長（方川一郎君） 答弁、井上老人ホーム所長。  

○老人ホーム所長（井上松子君） お答えをいたします。  

 今回の補正で２,２１４万３,０００円の増額につきましてですが、介護サービス事

業、特養の関係で施設介護サービス収入及び短期入所生活収入におきまして、当初予

算よりも減額になっておりますため、一般会計の繰り入れを増額した次第でございま

す。 

○議長（方川一郎君） 答弁、吉井保健福祉課長。  

○保健福祉課長（吉井勝彦君） 代替保育士の部分ですけども、職員、あるいは臨時

職員の方の夏季休暇あるいは年休、特別休暇、あるいは会議や出張等で勤務を離れる
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ときに対応するということで予算計上させていただいております。そのほかに障がい

まではいかないのだけれども手のかかる子、こういった子供たちのための対応をする

ということで今回少し多めに予算計上させていただいておりましたけども、臨時職員

あるいはパート職員で対応できたということで減額になったものであります。以上で

す。  

○議長（方川一郎君） 高橋利勝君。  

○９番（高橋利勝君） 介護老人福祉施設事業の関係で、ちょっと確認のために聞き

たいのですが、ということは事業が拡大をしたからということではなくて収入が少な

かったから繰り出しがふえたということで、そういうふうに受けとめてよろしいのか

確認をしたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 答弁、井上老人ホーム所長。  

○老人ホーム所長（井上松子君） はい、そのとおりでございます。  

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。  

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○議長（方川一郎君） これで、歳出を終わります。 

 次に、歳入に対する質疑を行います。 

 歳入は、一括とします。 

 ８ページから２５ページまで。 

 ありませんか。 

 阿保静夫君。  

○議長（方川一郎君） 阿保静夫君。  

○１０番（阿保静夫君） 歳入の１１ページ、土木使用料中の３節住宅使用料で、公

営住宅使用料で減額になっていますけども、説明では、空き家期間の増によるという

説明だったというふうに聞いております。それで、空家期間がふえるという現象はど

ういうことなのかなということがわからないので伺いたいと思います。例えば、第１

次募集で、その時点で申し込みがなく第２次募集をして対応していくとか、そういう

ことなのかどうなのか、その辺を伺いたいというふうに思います。  

○議長（方川一郎君） 答弁、能祖建設水道課長。  

○建設水道課長（能祖 豊君） お答えをさせていただきます。  

 ２５年度の公営住宅の入居状況でございますが、おっしゃるとおり待機をされて入

居をするまでの期間、その期間がかなり多くなってございます。２４年度と比較しま

すと、２４年度につきましては、退去の件数が１６件でございましたが、２５年度に

つきましては３８件というふうに増加をしてございます。空き家でございますが、退

去をされましてから当然、広報等に出しまして公募をかけて選考委員会で選考して入

居ということでございます。２５年度につきましては、公募をかけても来なかった部

分も多々ありまして、延べの月数で１１６カ月、全体で１１６カ月の空き家期間がご
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ざいました。２４年度につきましては３２カ月でございます。そういうことで使用料

が減少をしております。 

 もう一つ、収入超過者というのがございまして、例えば、錦町の公住で収入超過者

の使用料が月８万６,０００円という方がございまして、これは２４年度中はずっと入

ってございましたが２５年３月に退去をされまして、かわりに入居をした方の家賃が

２万３,５００円、これが１２カ月分でございますと、７６万円ほどの減少ということ

になっております。そういう部分で２７７万４,０００円の当初予算からの減額という

ふうになってございます。以上です。 

○議長（方川一郎君） 阿保静夫君。  

○１０番（阿保静夫君） 第１次募集という表現がよろしいのですか、最初の募集で、

応募がなかったということで期間があくということで、例えば今、収入超過者のお話

もあったのですけども、入居のいろいろ決められている基準に、第１回目というか最

初の募集で、ある程度人数がいてもその条件に合わないような例というのもあったの

でしょうか。例えば、主には、その収入の関係とか、あと家族構成なんかあるのでし

ょうか、そういういろんな条件があると思うのですけども、あくまでも第１回目の募

集期間でいろんな条件を持っている方なのだけども、とにかく応募がなかったと。そ

れで第２次募集という表現なのでしょうか。２回目の募集、次の募集で何とかそろっ

てきたという、そういう流れだということでよろしいのでしょうか。 

○議長（方川一郎君） 答弁、能祖建設水道課長。  

○建設水道課長（能祖 豊君） はい、そのとおりでございまして、第１次募集で応

募がなくて、また次の広報掲載、募集の掲載をしてということで期間が長くなったと

いうことがかなりございましたので、そういうことになってございます。  

○議長（方川一郎君） ほかに。  

 高橋利勝君。  

○９番（高橋利勝君） 同じく１１ページで、民生費負担金４節児童福祉負担金で、

中央保育所、南保育所含めて入所者数の増に伴って負担金がふえたということですが、

入所者数がふえるということは好ましいことですけども、ただ、その少子化のイメー

ジからいくとですね、入所者がふえるということの状況というのをどういうふうに理

解すればいいのかということもあるものですから、その増の経過というのが特にあれ

ばお伺いをしたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 答弁、吉井保健福祉課長。  

○保健福祉課長（吉井勝彦君） お答えをします。  

 中央保育所につきましては３人の増、南保育所につきましては２人の増ということ

で、それぞれ５人がふえているのですけども、２月の臨時会のときにもちょっと提案

させていただきましたけれども、最近、ゼロ、１歳児の入所する子供が多いというこ

ともあります。やはり働く親がそれだけふえているのかなというふうに考えておりま
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すけども、それに対応するべく施設の整備、あるいは備品等につきましても準備して

４月から取り組んでいきたいというふうに考えております。以上です。  

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。  

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。  

これで、歳入を終わります。 

 次に、繰越明許費、債務負担行為補正及び地方債補正に対する質疑を行います。 

 ５ページから７ページ。 

 ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。  

 これで、質疑を終わります。  

 これから、討論を行います。  

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。  

 これで、討論を終わります。  

 これから、議案第１７号平成２５年度本別町一般会計補正予算（第１４回）につい

てを採決します。  

 お諮りします。  

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。  

（「異議なし」と呼ぶ者あり）  

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。  

 したがって、議案第１７号平成２５年度本別町一般会計補正予算（第１４回）につ

いては、原案のとおり可決されました。  

───────────────────────────────────────  

◎日程第７ 議案第１８号  

○議長（方川一郎君） 日程第７ 議案第１８号平成２５年度本別町国民健康保険特

別会計補正予算（第５回）についてを議題といたします。  

 提案理由の説明を求めます。  

 千葉住民課長。  

○住民課長（千葉輝男君） 議案第１８号平成２５年度本別町国民健康保険特別会計

補正予算（第５回）について提案内容の説明を申し上げます。  

 今回の補正につきましては、事業終了に伴う計数整理などが主な内容でございます

が、歳出では保険給付費などの決算見込による減額、歳入につきましては、歳出に合

わせまして、国庫負担金、前期高齢者交付金等を最終調整するとともに、財政調整交

付金、医療費分の大幅な減額が見込まれることから、基金からの繰入金と一般会計繰
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入金の財政調整分を計上したところであります。  

 それでは、予算書の１ページをお開きください。  

 歳入歳出予算補正。  

 第１条、歳入歳出の予算の総額から歳入歳出それぞれ３ ,７２２万１ ,０００円を減

額し、歳入歳出の予算の総額を歳入歳出それぞれ１３億２ ,３８３万２ ,０００円とす

る内容でございます。  

 それでは、事項別明細書により説明をさせていただきます。  

 １２ページ、１３ページをお開きください。  

 ２、歳出。一番下の段の２款保険給付費１項療養諸費の計１ ,７７５万４ ,０００円

の減額は、医療費等の最終見込みによる減額でございます。  

 飛びまして１６ページ、１７ページをお開きください。  

 ７款１項共同事業拠出金１目高額医療費拠出金６１２万５ ,０００円及び２目保険

財政共同安定化事業拠出金５４４万９ ,０００円の減額は、いずれも国保連合会が全道

分を集計した結果、対象となる高額医療費等が減になったことにより調整するもので

ございます。  

 その下の８款保健事業費１項１目特定健康診査等事業費１８節備品購入費２６万６ ,

０００円の減額は、パソコンＸＰのサポートが終了することから、ウインドウズ７、

２台を購入いたしましたが、北海道国民健康保険連合会が市町村の希望を取り一括購

入したために単価が安くなったため減額するものでございます。  

 １８ページ、１９ページをお開きください。  

 １０款諸支出金２項繰出金１目病院事業会計繰出金９９万５ ,０００円の増額は、救

急患者受け入れ体制支援分と施設整備に係る経費について、特別調整交付金を充当し

て補正したものでございます。  

 その下の２目一般会計繰出金１５０万１ ,０００円の増額は、特別調整交付金対象経

費の臨時職員賃金分を一般会計に繰り出しするものでございます。  

 戻りまして、４ページ、５ページをお開きください。  

 １、歳入。１款１項国民健康保険税１目一般被保険者国民健康保険税２２万６ ,００

０円の増額は、一般被保険者の現年課税分の収納見込額は当初見積りよりも下がった

ものの、滞納繰越分の収納見込額が伸びたことにより増額するものでございます。  

 その下の２目退職被保険者国民健康保険税２１９万円の減額は、退職被保険者の現

年課税分及び滞納繰越分の収納額が当初見込みより減額したための補正であります。  

 ６ページ、７ページをお開きください。  

 ３款国庫支出金１項国庫負担金１目療養給付費等負担金１１３万５ ,０００円の減

額及び２目高額医療費共同事業負担金１５３万２ ,０００円の減額は、一般被保険者分

及び後期高齢者支援金分、介護納付金の最終調整によるものでございます。  

 その下の２項国庫補助金１目財政調整交付金２ ,９６０万円の減額は、普通調整交付
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金の医療費分が減額となる見込みにより減額するものでございます。  

 その下の３目高齢者医療制度円滑運営補助金８万４ ,０００円の増額は、平成２６年

４月２日から前期高齢者の方は現行の１割負担から２割負担となりますが、４月１日

以前に前期高齢者だった方は７５歳に達するまでは１割負担のままとなる特例措置が

取られ、その方達への医療受給者証印刷費用等に対する補助制度に採択されたことか

ら補正をするものでございます。  

 ４款１項１目療養給付費等交付金６０２万円の減額は、退職者療養給付費医療費分

など交付金の最終見込みによる補正となっております。  

 ８ページ、９ページをお開きください。  

 ８款１項共同事業交付金２目保険財政共同安定化事業交付金４ ,２９０万７ ,０００

円の減額は、最終見込みによる補正です。  

 １０ページ、１１ページをお開きください。  

 １０款繰入金１項他会計繰入金１目一般会計繰入金２ ,０９３万３ ,０００円の増額

は、歳出に伴いまして財政調整交付金等が減額となるため、一般会計からの繰入金、

財政調整分として２ ,８３０万円を増額しております。  

 １０款繰入金２項１目基金繰入金３ ,０４５万８ ,０００円の増額は、歳入歳出に合

わせ基金から繰り入れを行うものです。  

 これで、歳入歳出補正予算の事項別明細書の説明を終わらせていただきます。  

 また、２１ページに添付資料として給与費明細書がありますが、これにつきまして

も説明は省略をさせていただきます。  

 以上、議案第１８号平成２５年度本別町国民健康保険特別会計補正予算（第５回）

についての提案説明とさせていただきます。  

○議長（方川一郎君） これから、質疑を行います。  

質疑は、歳入歳出一括とします。  

（「なし」と呼ぶものあり）  

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。  

 これで、質疑を終わります。  

  これから、討論を行います。  

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。  

 これで、討論を終わります。  

 これから、議案第１８号平成２５年度本別町国民健康保険特別会計補正予算（第５

回）についてを採決します。  

 お諮りします。  

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。  

（「異議なし」と呼ぶ者あり）  
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○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。  

 したがって、議案第１８号平成２５年度本別町国民健康保険特別会計補正予算（第

５回）については、原案のとおり可決されました。  

───────────────────────────────────────  

◎日程第８ 議案第１９号  

○議長（方川一郎君） 日程第８ 議案第１９号平成２５年度本別町後期高齢者医療

特別会計補正予算（第３回）についてを議題といたします。  

 提案理由の説明を求めます。  

 千葉住民課長。  

○住民課長（千葉輝男君） 議案第１９号平成２５年度本別町後期高齢者医療特別会

計補正予算（第３回）について提案内容の説明を申し上げます。  

 今回の補正につきましては、事業終了に伴う計数整理、後期高齢者医療保険料及び

広域連合納付金の額の確定に伴う調整が主な内容でございます。  

 それでは、予算書の１ページをお開きください。  

 歳入歳出予算補正。  

 第１条、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１６６万６ ,０００円を減額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１億１ ,３４１万７ ,０００円とする内容でご

ざいます。  

 ５ページ、６ページをお開きください。  

 ２、歳出。一番下の段、２款１項１目後期高齢者医療広域連合納付金１３１万９ ,

０００円の減額は、保険料等に係る負担金の確定によるものでございます。  

 戻りまして、３ページ、４ページをお願いいたします。  

 歳入。上段、１款１項１目後期高齢者医療保険料９２万７ ,０００円の減額は、保険

料の決算見込によるものでございます。  

 その下の段の３款繰入金１項他会計繰入金１目一般会計繰入金７３万９ ,０００円

の減額は、決算見込による繰入金の確定によるものでございます。  

 以上、議案第１９号平成２５年度本別町後期高齢者医療特別会計補正予算（第３回）

についての提案説明とさせていただきます。  

○議長（方川一郎君） これから、質疑を行います。  

 質疑は、歳入歳出一括とします。  

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。  

 これで、質疑を終わります。  

 これから、討論を行います。  

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。  
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 これで、討論を終わります。  

 これから、議案第１９号平成２５年度本別町後期高齢者医療特別会計補正予算（第

３回）についてを採決します。  

 お諮りします。  

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。  

（「異議なし」と呼ぶ者あり）  

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。  

 したがって、議案第１９号平成２５年度本別町後期高齢者医療特別会計補正予算（第

３回）については、原案のとおり可決されました。  

─────────────────────────────────────  

◎日程第９ 議案第２０号  

○議長（方川一郎君） 日程第９ 議案第２０号平成２５年度本別町介護保険事業特

別会計補正予算（第５回）についてを議題といたします。  

 提案理由の説明を求めます。  

 吉井保健福祉課長。  

○保健福祉課長（吉井勝彦君） 議案第２０号平成２５年度本別町介護保険事業特別

会計補正予算（第５回）につきまして、提案理由の説明を申し上げます。 

 今回の補正の主な内容は、最終的な介護サービス給付費の見込みと事業執行見込み

による調整であります。 

 予算書の１ページをお開きください。 

 歳入歳出予算補正。 

 第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１,１３５万４,０００円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ８億９,１５９万７,０００円とするものであ

ります。 

 それでは、歳出から事項別明細書により説明いたします。 

  ８ページ、９ページをお開きください。 

 歳出ですが、１款総務費１項総務管理費１目一般管理費８２万６,０００円の増額、

その下、２項１目賦課徴収費３,０００円の減額及び下段、３項介護認定審査会費２目

認定調査等費２,０００円の減額につきましては、事業の執行見込みによる調整であり

ます。 

 ２款保険給付費１項介護サービス諸費１目介護サービス給付費４５３万５,０００

円の増額、一つ飛んで、３目高額介護サービス給付費３６９万８,０００円の増額。 

 １０ページ、１１ページですが４目特定入所者介護サービス費１９９万６,０００円

の増額は、それぞれ介護サービス給付費の見込みがふえるためで、介護サービスの利

用増による影響であります。 
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 ３款地域支援事業費１項１目介護予防事業費１２万４,０００円の減額、その下、２

項包括的支援事業・任意事業費は、それぞれ執行見込みによる減額であります。 

 ４款１項１目基金積立金４４万７,０００円は、介護サービス事業所の過年度分の過

誤調整により給付金の返納が発生しましたので、積み立てするものであります。 

 なお、基金積立金の状況ですが、今回の補正額を合わせて２,５０４万円となる見込

みであります。 

 ページを戻りまして、４ページ、５ページをお開きください。 

 歳入ですが、３款国庫支出金１項国庫負担金１目介護給付費国庫負担金３３２万５,

０００円の増額は、国の内示額によるもので、その下、２項国庫補助金１目調整交付

金３８０万６,０００円の減額は、交付見込みによるものであります。 

 ３目事業費補助金３８万５,０００円は、事業執行見込みによる増額、４款１項支払

基金交付金１目介護給付費交付金３３万４,０００円の増額は、支払い基金内示額によ

るものであります。 

 ５款道支出金１項道負担金１目介護給付費道負担金４９１万３,０００円の減額は、

道の内示額によるもの、２項財政安定化基金支出金２目貸付金１,７１２万 4,０００

円は、サービス利用増による給付費の見込みの増により財源不足が見込まれるため、

北海道財政安定化基金より借り入れを行うものであります。 

 次のページ、６ページ、７ページをお開きください。 

 ７款繰入金１項他会計繰入金１目一般会計繰入金１５４万６,０００円は、給付見込

みによる調整、その下、２項基金繰入金１目介護保険基金繰入金３１０万９,０００円

の減額は、今回の３月補正時においては給付見込み額が減額になることによる調整で

あります。 

 以上で、本別町介護保険事業特別会計補正予算（第５回）の提案説明とさせていた

だきます。 

 よろしく、御審議をお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから、質疑を行います。  

 質疑は、歳入歳出一括とします。  

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。  

 これで、質疑を終わります。  

 これから、討論を行います。  

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。  

 これで、討論を終わります。  

 これから、議案第２０号平成２５年度本別町介護保険事業特別会計補正予算（第５

回）についてを採決します。  
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 お諮りします。  

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。  

（「異議なし」と呼ぶ者あり）  

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。  

 したがって、議案第２０号平成２５年度本別町介護保険事業特別会計補正予算（第

５回）については、原案のとおり可決されました。  

─────────────────────────────────────  

◎日程第１０ 議案第２１号  

○議長（方川一郎君） 日程第１０ 議案第２１号平成２５年度本別町介護サービス

事業特別会計補正予算（第５回）についてを議題といたします。  

 提案理由の説明を求めます。  

 井上老人ホーム所長。  

○老人ホーム所長（井上松子君） 議案第２１号平成２５年度本別町介護サービス事

業特別会計補正予算（第５回）について、提案理由の説明を申し上げます。 

 今回の補正は、サービス収入の見込みによる調整、人件費、賃金の調整、執行残の

係数整理が主な内容であります。 

 それでは、予算書の１ページをお開きください。 

 歳入歳出予算補正。 

 第１条、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ４９万２,０００円を減額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２億７,７６４万８,０００円とするものであり

ます。 

 それでは、事項別明細書により補正の主なものについて、歳出から説明させていた

だきます。 

 ５ページ、６ページをお願いいたします。 

 １款 介護サービス事業費１項１目施設介護サービス事業費３節職員手当等１２万

３,０００円の減額は、執行見込みによる調整でございます。 

 ９ページ以降に給与費明細書を添付しておりますので、説明は省略させていただき

ます。 

 ７節賃金４９万４,０００円の減額は、執行見込みにより調整するものでございます。 

 ９節旅費１６万５,０００円の減額も執行見込みにより調整するものでございます。 

 １１節需用費６４万１,０００円の増額は、消耗品費、介護材料として５９万８,０

００円の増額と、燃料費と光熱水費は執行見込みにより調整であります。 

 １３節委託料３５万５,０００円の減額は、執行見込みにより調整でございます。 

 １８節備品購入費２４万５,０００円の増額は、自走式車椅子１台とリクライニング

式車椅子１台が老朽化のため更新と認知症対応のコールマット１枚を新規購入するも

のです。 
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 次に、７ページ、８ページをお願いいたします。 

 ２項居宅介護サービス事業費１目居宅介護支援事業費９節旅費１万５,０００円の

減額は、執行見込みにより調整するものです。 

 ２目介護予防支援事業費９万６,０００円の減額は、執行見込みにより調整するもの

です。 

 次に、３ページ、４ページをお願いします。 

 歳入ですが、１款 サービス収入１項１目介護給付費収入１節施設介護サービス費

収入１,２１１万８,０００円の減額と２目自己負担金収入１節施設介護利用者負担金

収入７９万５,０００円の減額は、入退所及び入院により空床期間が多くなったことと、

過誤調整により調整するものでございます。 

 １目介護給付費収入２節短期入所生活介護費収入７６５万１,０００円と２目自己

負担金収入２節短期入所生活介護利用者負担金収入１９８万５,０００円の減額は、利

用者の減により調整するものです。 

 次に、１目介護費給付費収入３節居宅介護サービス計画費収入２３８万４,０００円

の減額は、事業執行見込みにより調整するものです。 

 ４款 繰入金１項他会計繰入金１目１節一般会計繰入金２,４５１万２,０００円の

増額は、執行見込み調整に伴います補正でございます。 

 以上、平成２５年度介護サービス事業特別会計補正予算（第５回）の提案説明とさ

せていただきます。 

 よろしく御審議をお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから、質疑を行います。  

 質疑は、歳入歳出一括とします。  

 阿保静夫君。  

○１０番（阿保静夫君） 歳入の４ページですが、施設介護サービス費収入とか、そ

れから個人負担の分ですか、利用者負担分の説明で、空床期間が大きくなったという

ことで、先ほどの公営住宅の入居と同じような話なのかなというふうに思っているの

ですけども、空床期間、ベッドが空いてもなかなかすぐ入る人がいないという意味だ

というふうに受けとめました。それで、これまでいろんな議論とか、それから所管事

務調査も含めてきたところによりますと、大体、今すぐ入所が必要ではないかと思わ

れる方が確か所管事務調査のときに５、６人と言っていたと思うのです。それも含め

て大体１０人くらいが純粋なというのですか、何と言うのですか、いわゆる待機者と。

申し込み待機者はもうそれの１０倍も２０倍もいるということは十分承知しています

けども、そういう状況の中で空床期間が大きくなるということの意味がちょっとわか

らないので、どの程度まで実態を教えてもらえるかわかりませんけども、差し支えな

い範囲で教えていただきたいと思います。  

○議長（方川一郎君） 答弁、井上老人ホーム所長。  
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○老人ホーム所長（井上松子君） 空床期間のことなのですが、当初は、入院も含め

て４７ .５人でみておりますが、入院３カ月までは、うちの契約書の中で入院できるの

ですが、そのときはうちに利用料は一切入ってきません。その関係とすぐ退所されて、

あしたからどうぞということ、うちの調整も悪かったのではないかと思いますが、そ

この退所者が去年から比べると、いつもであれば１２人ですが、もう１月末ぐらいで

１５人といっている中で、５、６人の入退所の日にちが若干空いたのが多分、理由に

なっていると思います。  

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。  

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。  

 これで、質疑を終わります。  

 これから、討論を行います。  

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。  

 これで、討論を終わります。  

 これから、議案第２１号平成２５年度本別町介護サービス事業特別会計補正予算（第

５回）についてを採決します。  

 お諮りします。  

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。  

（「異議なし」と呼ぶ者あり）  

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。  

 したがって、議案第２１号平成２５年度本別町介護サービス事業特別会計補正予算

（第５回）については、原案のとおり可決されました。  

 暫時休憩します。  

休憩宣告（午後 ０時０３分）  

再開宣告（午後 １時３０分）  

○議長（方川一郎君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。  

─────────────────────────────────────  

◎日程第１１ 議案第２２号  

○議長（方川一郎君） 日程第１１ 議案第２２号平成２５年度本別町簡易水道特別

会計補正予算（第３回）についてを議題といたします。  

 提案理由の説明を求めます。  

 能祖建設水道課長。  

○建設水道課長（能祖 豊君） 議案第２２号平成２５年度本別町簡易水道特別会計

補正予算（第３回）について、提案内容を説明申し上げます。 

 今回の補正は、事業の完了及び決算見込みによる調整が主な内容であります。 
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 補正予算書の１ページをお開きください。 

 歳入歳出予算補正。 

 第１条、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２００万９,０００円を減額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１億５,８８２万円とする内容であります。 

 次に、事項別明細書により、主なものについて歳出から説明をいたします。 

 ６ページ、７ページをお願いいたします。 

 １款１項簡易水道費１目一般管理費１１節需用費２５万７,０００円の増額は、消耗

品の購入、在庫不足による納入通知書等の印刷製本費の増額によるものです。 

 ２目維持修繕費１１節需用費２５万１,０００円の増額は、劣化により機能がままな

らない勇足浄水場の浄水濁度計を修繕するものです。 

 ４ページ、５ページにお戻りください。 

 歳入でありますが、２款１項使用料及び手数料１目水道使用料２６０万円の減額は、

使用水量の減によるものです。 

 ４款１項繰入金１目一般会計繰入金６８８万６,０００円の増額は、収支の調整によ

るものです。 

 次に、３ページをお願いいたします。 

 第２表、地方債補正。 

 １、変更。起債の目的、簡易水道事業、限度額６,７４０万円を６,５５０万円に変

更するものです。 

 起債の方法、利率、償還の方法については変更ありません。 

 以上、平成２５年度本別町簡易水道特別会計補正予算（第３回）の提案説明とさせ

ていただきます。 

 どうぞ、よろしくお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから、質疑を行います。  

 質疑は、歳入歳出、地方債補正一括とします。  

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。  

 これで、質疑を終わります。  

 これから、討論を行います。  

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。  

 これで、討論を終わります。  

 これから、議案第２２号平成２５年度本別町簡易水道特別会計補正予算（第３回）

についてを採決します。  

 お諮りします。  

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。  
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（「異議なし」と呼ぶ者あり）  

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。  

 したがって、議案第２２号平成２５年度本別町簡易水道特別会計補正予算（第３回）

については、原案のとおり可決されました。  

─────────────────────────────────────  

◎日程第１２ 議案第２３号  

○議長（方川一郎君） 日程第１２ 議案第２３号平成２５年度本別町公共下水道特

別会計補正予算（第３回）についてを議題といたします。  

 提案理由の説明を求めます。  

 能祖建設水道課長。  

○建設水道課長（能祖 豊君） 議案第２３号平成２５年度本別町公共下水道特別会

計補正予算（第３回）について、提案内容を説明申し上げます。 

 今回の補正は、事業の完了及び決算見込みによる調整が主な内容であります。 

 補正予算書の１ページをお開きください。 

 歳入歳出予算補正。 

 第１条、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ７９２万５,０００円を減額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５億１,１２５万６,０００円とする内容であ

ります。 

 次に、事項別明細書により主なものについて、歳出から説明させていただきます。 

 ６ページ、７ページをお願いいたします。  

 １款総務費１項総務管理費１目一般管理費１１節需用費１９万７,０００円の増額

は、在庫が不足したことから検針お知らせ票、納入通知書を印刷するものです。  

 ２項施設管理費２目処理場管理費１１節需用費中消耗品費処理場用９６万６,００

０円の増額は、汚水処理薬品の在庫が不足したことによるものです。 

 １８節備品購入費１５万９,０００円の増額は、水質管理に使用する生物顕微鏡が故

障により修繕に耐えられないため更新をするものです。 

 ８ページ、９ページをお願いいたします。 

 ３款１項公債費２目利子２６８万１,０００円の減額は、借り入れ実行によるもので

す。 

 ４ページ、５ページにお戻りください。 

 歳入でありますが、中段の４款１項繰入金１目一般会計繰入金４４６万５,０００円

の減額は、収支の調整によるものであります。 

 ３ページをお願いいたします。 

 第２表、地方債補正。 

 １、変更。起債の目的、公共下水道整備事業、限度額４,２８０万円を４,０３０万

円に変更するものです。 
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 起債の方法、利率、償還の方法については変更ありません。 

 以上、平成２５年度本別町公共下水道特別会計補正予算（第３回）の提案説明とさ

せていただきます。 

 どうぞよろしくお願いいたします。  

○議長（方川一郎君） これから、質疑を行います。  

 質疑は、歳入歳出、地方債補正一括とします。  

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。  

 これで、質疑を終わります。  

 これから、討論を行います。  

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。  

 これで、討論を終わります。  

 これから、議案第２３号平成２５年度本別町公共下水道特別会計補正予算（第３回）

についてを採決します。  

 お諮りします。  

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。  

（「異議なし」と呼ぶ者あり）  

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。  

 したがって、議案第２３号平成２５年度本別町公共下水道特別会計補正予算（第３

回）については、原案のとおり可決されました。  

─────────────────────────────────────  

◎日程第１３ 議案第２４号  

○議長（方川一郎君） 日程第１３ 議案第２４号平成２５年度本別町水道事業会計

補正予算（第２回）についてを議題といたします。  

 提案理由の説明を求めます。  

 能祖建設水道課長。  

○建設水道課長（能祖 豊君） 議案第２４号平成２５年度本別町水道事業会計補正

予算（第２回）について、提案内容を説明申し上げます。 

 補正予算書の１ページをお願いいたします。 

 収益的収入及び支出。 

 第２条、平成２５年度本別町水道事業会計予算（以下「予算」という。） 

 第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する内容でありま

す。 

 収入の１款水道事業収益１項営業収益を４７９万５,０００円減額補正し、２項営業

外収益は２１３万１,０００円増額補正し、収入の総額を１億４,１８１万７,０００円
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とするものです。 

 支出の１款水道事業費１項営業費用は２３５万２,０００円減額補正し、２項営業外

費用は３１万２,０００円減額補正し、支出の総額を１億４,１８１万７,０００円とす

るものであります。 

 予算説明書により主なものについて説明させていただきます。 

 ３ページ、４ページをお開きください。 

 収入の１款水道事業収益１項営業収益１目給水収益の４５４万９,０００円の減額

は、使用水量の減によるものです。      

 ２項営業外収益２目他会計補助金２１２万８,０００円の増額は、収支の調整による

一般会計補助金であります。 

 支出の１款水道事業費１項営業費用１目原水及び浄水費、下段の薬品費９万５,００

０円の増額は、雨等の影響による薬品使用量の増によるものです。 

 ５ページ、６ページをお願いいたします。 

 ４目総係費印刷製本費４２万８,０００円の増額は、在庫不足となった検針お知らせ

票、納入通知書の印刷によるものです。 

 １ページにお戻りください。 

 資本的支出。 

 第３条、予算第４条本文括弧書中「４,１２６万６,０００円」を「４,０４４万９,

０００円」に、「３,９０９万８,０００円」を「３,８３２万円」に、「２１６万８,０

００円」を「２１２万９,０００円」にそれぞれ改め、資本的支出の予定額を次のとお

り補正するものであります。 

 支出の１款資本的支出１項建設改良費は８１万７,０００円減額補正し、支出の総額

を７,６６８万９,０００円とするものです。 

 補正内容は、量水器更新工事及び量水器購入費の確定によるものです。 

 予算説明書の説明は省略させていただきます。 

 第４条、議会の議決を経なければ流用することのできない経費でありますが、予算

第１０条に定めた職員給与費を人事異動により２０３万４,０００円減額補正し、３,

７０８万８,０００円に改めるものであります。 

 第５条、他会計からの補助金ですが、予算第１１条に定めた補助金の金額、高料金

対策を２１２万８,０００円増額補正し１,１２４万６,０００円に改めるものであり

ます。                                                          

 第６条、たな卸資産の購入限度額では、薬品購入費増により、予算第１３条中「５

３４万５,０００円」を「５４４万円」に改めるものであります。 

 以上、平成２５年度本別町水道事業会計補正予算(第２回)の提案説明とさせていた

だきます。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 
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○議長（方川一郎君） これから、質疑を行います。  

 質疑は、収益的収入及び支出、資本的支出等一括とします。  

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。  

 これで、質疑を終わります。  

 これから、討論を行います。  

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。  

 これで、討論を終わります。  

 これから、議案第２４号平成２５年度本別町水道事業会計補正予算（第２回）につ

いてを採決します。  

 お諮りします。  

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。  

（「異議なし」と呼ぶ者あり）  

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。  

 したがって、議案第２４号平成２５年度本別町水道事業会計補正予算（第２回）に

ついては、原案のとおり可決されました。  

─────────────────────────────────────  

◎日程第１４ 議案第２５号  

○議長（方川一郎君） 日程第１４ 議案第２５号平成２５年度本別町国民健康保険

病院事業会計補正予算（第４回）についてを議題といたします。  

 提案理由の説明を求めます。  

 毛利国保病院事務長。  

○国保病院事務長（毛利俊夫君） 議案第２５号平成２５年度本別町国民健康保険病

院事業会計補正予算（第４回）について、提案理由の御説明を申し上げます。 

 今回の補正につきましては、収益収支では、収益の決算見込み及び給与費、経費等

の最終的な調整を行い、資本収支では、事業費確定に伴う調整が主な内容となってお

ります。 

 補正予算書の１ページをお願いいたします。 

 第２条の収益的収入及び支出でありますが、予算第３条に定めた収益的収入及び支

出の予定額を次のとおり補正するもので、収入の第１款病院事業収益第１項医業収益

を１３３万９,０００円減額、第２項医業外収益を１４１万４,０００円減額し、収益

の合計を１２億２,８４０万７,０００円とするものであります。 

 支出では、第１款病院事業費用第１項医業費用を４８１万１,０００円減額し、費用

の合計を１３億４,３１９万３,０００円とするものであります。 

 今回の補正によって、収益から費用を差し引いた純損失は１億１,４７８万６,００
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０円となりますが、現金を伴わない減価償却費等が１億１,９８７万２,０００円あり

ますので、単年度不良債務は発生しない見込みであります。 

 第３条の資本的収入及び支出でありますが、予算第４条本文括弧書き中、「２,７８

６万３,０００円」を、「２,９５６万１,０００円」に、｢２,５５０万４,０００円｣を、

「２,８００万円」に、「２３５万９,０００円」を「１５６万１,０００円」にそれぞ

れ改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正するもので、収入の第１款資

本的収入を８６５万６,０００円減額し、１億１５３万５,０００円に、支出の第１款

資本的支出を６９５万８,０００円減額し、１億３,１０９万６,０００円とするもので

あります。 

 次の２ページになりますが、第４条、企業債については、予算第７条に定めた起債

の限度額を次のように改めるもので、起債の目的、医療機械器具整備事業、限度額２,

９２０万円を事業費の確定により１,６５０万円に変更するものであります。 

 起債の方法、利率、償還の方法については変更がございません。 

 第５条、議会の議決を経なければ流用することができない経費については、職員給

与費を８２２万６,０００円減額し、７億５,９７１万９,０００円とするものでござい

ます。 

 第６条、他会計からの補助金は、退職手当組合事前納付金を５０万円減額し、６２

５万８,０００円に、基礎年金拠出金公的負担経費を１５０万円減額し、１,５２６万

５,０００円にそれぞれ改めるものでございます。 

 第７条、たな卸資産の購入限度額ですが２億８０２万５,０００円を２億８４９万７,

０００円に改めるものでございます。 

 次に、５ページ、６ページをお願いいたします。 

 補正予算説明書でありますが、収益的収入及び支出の収入では、１款病院事業収益

１項医業収益１目入院収益４３０万３,０００円の減額、２目外来収益６４５万７,０

００円の減額につきましては、上期の実績を勘案した１２月補正後の予算と対比いた

しますと、入院は、１日平均患者数で０.４人減少の５０.９人、外来の１日平均患者

数は２.７人減少の２２７.６人と予算見込みを下回る状況から、今回減額補正するも

のであります。 

 補正後数値を、前年度決算と比較いたしますと、入院では６８４万５,０００円の減、

外来では８,１９０万４,０００円の減で、入院、外来収益を合わせた減収見込みは８,

８７４万９,０００円となり、決算見込み総額は８億３,９６３万８,０００円となる見

込みでございます。 

 これらの要因といたしましては、入院では、ペースメーカー手術件数の減少などに

よる収益の減、外来患者数の減は、医師退職による内科患者数の減少や、透析患者数

の減少などが影響しているものと考えております。 

 ３目その他医業収益３節一般会計負担金１,２００万円の増額及び２項医業外収益
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２目他会計補助金１節一般会計補助金２００万円の減額につきましては、入院、外来

収益の状況を踏まえ、一般会計から繰入基準に基づき、繰り入れを行うものでありま

す。 

 収益収支における繰入基準額は３億２,６１３万６,０００円でありますが、今回の

補正により実質繰入額は３億１,７００万円となり、前年度と比較いたしますと５,７

００万円増の繰入額となったところでございます。 

 １段戻りまして、３目その他医業収益２節公衆衛生活動収益２２１万９,０００円の

減は、インフルエンザワクチン接種者数の減が主なものでございます。  

 一番下の２項医業外収益６目繰入金５８万６,０００円の増額は、国保調整交付金の

追加交付分を国保会計から繰り入れるものでございます。 

 次に、７ページ、８ページをお願いいたします。 

 １款病院事業費用１項医業費用１目給与費８２２万６,０００円の減額は、臨時職員

賃金などの最終的な決算見込みの調整を図ったものでございます。 

 ３目経費８節燃料費中Ａ重油１０４万１,０００円の増額は、単価上昇によるもの、

１１節修繕費８３万５,０００円の増額は、空調機器制御・監視装置の修繕で経年劣化

により部品交換などを行うもの、１３節賃借料１２０万９,０００円の減額は、主に在

宅酸濃縮装置使用患者数の減によるものでございます。 

 １５節委託料中、一番下の人工透析液供給装置オーバーホール業務１２０万６,００

０円の増は、良好な透析液の製造に支障をきたすおそれがあるため、システム機器の

メンテナンスを行うものでございます。 

 ６目資産減耗費１節固定資除却費２７４万３,０００円の増額は、Ｘ線テレビ装置な

ど１７品目の機器更新や廃棄に伴う固定資産を除却するために残存価格を計上するも

の、２節たな卸資産減耗費２３７万３,０００円は、使用期限切れとなった薬品等を廃

棄するもので、うちタミフル６,２２５錠、１７８万９,０００円を含んでおりますが、

このタミフルは、平成２１年に発生した新型インフルエンザの大流行に備え、町民へ

の迅速な治療に対応するよう、また、全国的な治療薬の入手が困難な状況を踏まえ、

当時示されておりました基準をもとに人口の２５パーセント、２,０００人分を購入し

たものですが、２１年当時、秋を中心に大流行したもののその後には収束したことな

どもあり、最終的には約６２０人分が使用期限を迎えたことから会計処理を行うもの

でございます。 

 次に９ページ、１０ページをお願いいたします。 

 資本的収入及び支出でありますが、収入では、１款資本的収入１項企業債１,２７０

万円の減、２項出資金１目他会計出資金６８０万円の減、３項負担金１目他会計負担

金４万５,０００円の減、及び４項繰入金２目医療施設等整備基金繰入金２万円の減は、

いずれも事業費確定に伴い調整を行ったものでございます。 

 上の１目他会計繰入金４０万９,０００円の増は、医療機械器具購入に要する経費に
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対する国保調整交付金加算分を国保会計から繰り入れるものでございます。 

 ８項道補助金１目道補助金１,０５０万円の増額は、地域における保健医療サービス

の中核となる自治体病院等の医療機能を高め、地域における医療提供体制の強化を図

ることを目的として、北海道補助金交付金規則に基づき交付されるもので、本年度更

新をいたしましたＸ線テレビ装置が対象となったものでございます。 

 次に、１１ページ、１２ページをお願いいたします。 

 支出ですが、１款資本的支出１項建設改良費３目固定資産購入費６９５万８,０００

円の減額についても、事業費確定に伴い調整を行ったものでございます。 

 以上、平成２５年度本別町国民健康保険病院事業会計補正予算（第４回）の説明と

させていただきます。 

 よろしくお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから、質疑を行います。  

 質疑は、収益的収入及び支出、資本的収入及び支出等一括とします。  

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。  

 これで、質疑を終わります。  

 これから、討論を行います。  

（「なし」と呼ぶ者あり）  

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。  

 これで、討論を終わります。  

 これから、議案第２５号平成２５年度本別町国民健康保険病院事業会計補正予算（第

４回）についてを採決します。  

 お諮りします。  

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。  

（「異議なし」と呼ぶ者あり）  

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。  

 したがって、議案第２５号平成２５年度本別町国民健康保険病院事業会計補正予算

（第４回）については、原案のとおり可決されました。  

─────────────────────────────────────  

◎日程第１５ 平成２６年度町政執行方針・教育行政執行方針  

○議長（方川一郎君） 日程第１５ 平成２６年度町政執行方針及び教育行政執行方

針の説明を行います。  

まず、町政執行方針について、髙橋町長、御登壇ください。  

○町長（髙橋正夫君）〔登壇〕 平成２６年度町政執行方針を報告をさせていただきた

いと思います。 

 一番初めに、平成２６年、町議会第１回定例会の開催にあたりまして新年度の町政
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執行に臨む基本的な考え方と施策の大綱について申し上げさせていただきます。 

 平成９年に就任をさせていただいて以来、まちづくりは人づくりの町民参加による

協働のまちづくりを基本理念に、元気で明るく温かく、そして豊かなまちほんべつを

目指し、町民の皆様とのふれあいを大切に、町民生活に起点をおいたまちづくりを全

力で進めてまいりました。 

 この間、住民に最も身近な基礎自治体として行政サービスの維持、向上を図り、創

意と活力に満ちたまちづくりが推進できましたことに対し、改めて敬意を表し、深く

感謝を申し上げる次第であります。 

 また、昨年８月の町長選挙におきまして、まちづくりの重点目標として協働で安心

と活力と夢あふれるまちづくりを掲げ、町民の皆様の信任を賜り、引き続き町政を担

うことになりました。 

 さらなる本別町の発展を目指して、全力を傾注してまいりますので、町民の皆様を

始め議員各位の御支援、御協力をお願いする次第であります。 

 町政に臨む基本姿勢であります。 

 政府の経済見通しによりますと、平成２６年度の我が国の経済は、施策の推進など

により前年度に続き堅調な内需に支えられた都市部では景気回復が見込まれ、好循環

が徐々に実現されるとしていますが、地方においてはその実感が未だなく、依然とし

て景気の低迷が深刻化しております。今後の地方財政を取り巻く環境は、厳しい状況

が続くものと思われます。 

 また、昨年の閣議において、本年４月１日に消費税率及び地方消費税率を５パーセ

ントから８パーセントに引き上げることを決定いたしましたが、その駆け込み需要と

その反動減が予想されることや、自治体会計にも大きな負担となっております。 

 さらに、国の予算編成方針におきまして、社会保障を始めとする義務的経費などを

含め、経済成長に資する施策に重点化を図り、具体的施策として社会保障、社会資本

整備、地方財政の歳出を抑制すると掲げており、社会保障制度の見直し、ＴＰＰ問題

などが重なり、地域の産業や国民生活への影響が心配されるところであります。 

 地方財政対策では、本年度も通常収支分と東日本大震災分を区別して整理し、通常

収支分については、地方消費増税、景気回復及びデフレ脱却を前提として、地方の安

定的な財政運営に必要な財源を確保するとあります。 

 しかしながら、これを本町財政の視点で見ますと、地方交付税は、地方財政計画で

は前年度を下回り、町税収入の増加も見込めず、さらに国、道補助負担金の一般財源

化や削減など歳入の確保が難しく、他方では、地域経済の活性化や雇用機会の創出、

高齢、障がい、子育て支援を始めとする福祉、医療などの地方負担が増加し、行政需

要に対する財源不足が生じるなど厳しい状況にあります。 

 以上のことを踏まえ、平成２６年度の町政執行にあたっては、行財政改革の推進な

ど、財政運営の安定を図りながら、地域の活性化や諸課題を解決していくために、新
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年度の予算編成にあたっても、第６次本別町総合計画を基調に予算の重点化、効率化

を図る中で、本別町の個性と元気が発揮、発信できるよう、合わせて町民生活に密着

した事業の確保と町民が夢と希望の持てる施策の展開を図りつつ、一方でできる限り

有利な財源の確保など、将来に向けた財政基盤の確立にも配慮をしたところでありま

す。 

 平成２６年度主要な施策推進の基本的な考え方であります。 

 一つには、生涯を通じて学び夢と未来を育むまちづくりであります。 

 まちづくりの主役であります町民の皆さんが、行政や各関係機関、団体などとの協

働により、健康的で文化的な活力あふれる快適な生活を創造していくため、生涯学習

によるまちづくりを推進してまいります。 

 特に、子どもたちが将来の夢や希望をしっかり描き、未来に大きな目標をもって生

きていく心を育む環境づくりが求められていることから、家庭、学校、地域が融合し、

大人と子供が一緒になって日々学ぶほんべつ学びの日宣言の理念のもと、関係機関、

団体と連携を図りながら、四つの風事業の推進と教育環境の向上に努めてまいります。 

 さらに、第７次社会教育中期計画の三つの基本目標、学びのための環境づくり、学

びからの人づくり、学びを通じてのネットワークづくりを社会教育の実践活動と位置

づけ、次代を担う子供たちから豊かな知恵と経験を備えた高齢者まで全ての町民がい

きいきと活動できるよう、生涯各期における社会教育活動の充実に努めますとともに、

学びの成果を日々の生活や地域活動などに生かすため、町民一人一人が主体的に学び

続けることができる環境づくりに努めてまいります。 

 二つ目は、地域資源を生かした豊かなまちづくりであります。 

 本町の農業は、恵まれた自然と土地資源を活用した経営が展開をされ、地域を支え

る基幹産業として発展をするとともに、国土や環境の維持、保全など多面的な機能を

発揮し、本町の経済社会の基盤として大きな役割を果たしているところであります。 

 本町農業につきましては、道内経済並びに異常気象の影響を受けるなど依然として

厳しい状況におかれていますことから、今後も引き続き農業、農村の持続的発展に向

け、安全、安心で良質な農畜産物の安定供給と環境保全などの役割を推進するために

農業者、関係機関との連携を図り、担い手の育成・確保対策、鳥獣被害防止対策、土

づくり事業、てん菜の作付振興対策及び新規作物の導入に向けての調査研究など効率

的かつ安定的な施策を積極的に展開してまいります。 

 次に、畜産振興につきましては、良質で安全、安心な生乳の増産体制の確立のため

の搾乳牛の導入及び黒毛和牛の確保対策によりまして畜産経営の安定を図ってまいり

ます。 

 さらには、家畜自衛防疫体制の強化及び家畜排せつ物の管理適正化を推進してまい

ります。 

 農地の基盤整備につきましては、道営畑地帯総合整備事業等により基盤整備事業を
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推進しますとともに食料供給基盤強化対策事業に取り組み、受益者負担の軽減を図っ

てまいります。  

 また、多面的機能支払交付金による地域共同によります農地、農業用施設等の資源

の保全管理と、農村環境の保全向上の取り組みに対し支援をしてまいります。 

 次に、林業振興につきましては、伐採後、放置されております造林未済地が増加を

する傾向にありますことから、森林所有者の意向調査を行い、民有林の造林を推進し、

さらには担い手の育成、確保、町有林の整備など、健全な森づくりに向けた事業の推

進と循環型林業の構築を図ってまいります。 

 環太平洋経済連携協定、ＴＰＰにつきましては、依然と不透明な状況の中で協議が

進められていますが、これまでに引き続きＴＰＰ協定交渉の即時撤退を求めオール本

別で反対の姿勢を貫いてまいります。 

 次に、商工業につきましては、大変厳しい経済情勢にありますが、これまでに引き

続き、地域資源や地域の特性を生かし、付加価値をつけた取り組みとそれを担う人材

育成に努めてまいります。 

 さらに、愛町購買意識の向上と消費者にとって安心、安全で魅力ある商店街づくり

を目指してまいります。 

 また、本別町企業誘致条例及び起業家支援要綱による新規開業や新分野での事業活

動、工場等の新設、増設に対し、積極的な支援を行い、雇用の創出、安定化を図り、

商工業の振興に努めてまいります。 

 次に、観光の振興についてでありますが、北海道横断自動車道の開通によりまして、

道央圏を中心に十勝地域への交流人口が大幅に増加していますことから、緑豊かな自

然あふれる義経の里本別公園や道の駅などの観光施設の整備と合わせまして、農業や

地域の人々との交流、本別ならではの食など、魅力ある地域資源として整備を図り、

観光の振興に努めてまいりたいと思います。そのためには、パンフレット、広告、イ

ンターネット、ケーブルテレビなどのメディアを最大限活用し、町の情報発信に努め

てまいります。 

 さらには、活力ある地域づくりを推進していくために、地域の豊かな資源や優位性

などの魅力を積極的に発信し、交流人口の拡大や移住促進につなげていくことが必要

であります。関係機関との連携を図りながら移住、観光など地域情報の提供を始め、

各プロモーション活動などを通じて、圏域外からの移住、交流の促進に取り組んでま

いります。 

 三つ目に、ともに支え合い、安心、安全に暮らせるまちづくりであります。 

 本町の高齢化率は、平成２６年度には３６.５パーセントと推計をされております。

後期高齢者が今後も増加する超高齢社会を迎える中で、これまで参加、連帯、自立を

理念といたしました健康長寿のまちづくり条例を基本に、町民参加によります創造的

な福祉施策に取り組んでまいりました。 
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 ともに支え合い、いつまでも安心して暮らせるまちを願い、町民の総意により宣言

していただきました福祉でまちづくりを合言葉に、福祉サービス基盤整備、子育て支

援や生きがいづくり、地域の見守りや日常生活支援など、地域住民、福祉団体、事業

者、行政がそれぞれの役割を担い、重層した福祉サービスの提供とネットワークづく

りを進めてまいります。 

 地域福祉の充実につきましては、悲惨な孤立死を発生させない地域づくりを目指し

た在宅福祉ネットワーク活動への支援、制度の狭間にあります高齢者や障がいのある

方の日常生活支援を行います安心生活創造事業の充実に努めますとともに、災害時要

援護者避難支援計画につきましても、今年度新たに、避難行動要支援者実態調査の実

施をさせていたきながら個別計画の作成を自治会や民生児童委員など、町民の皆様の

御協力をいただきながら引き続き推進をしてまいります。 

 次に、児童福祉につきましては、子ども未来課の設置によりまして、幼児教育、保

育、地域の子供、子育て支援を総合的に推進しますとともに、平成２７年４月からス

タートします新たな支援制度への移行に向け、子ども・子育て支援事業計画、平成２

７年度から３１年度の策定を始め必要な準備を進めてまいります。 

 子育て支援の一環といたしまして第３子以降の保育料の無料化を図りますとともに、

誕生記念品の贈呈など若い世代にとって子育てしやすい、魅力あるまちづくりを進め

てまいります。 

 さらに、町内の保育所等が老朽化しつつありますことから、子育て環境の充実を図

るために、保育と子育て支援の総合的な拠点施設としての仮称、子ども未来センター

の整備構想の検討を行ってまいります。 

 また、安心して子育てができますように、課税世帯の小中学生に係る医療費を町単

独により全額補助の拡大を８月から実施をしてまいります。 

 仙美里及び勇足へき地保育所の給食につきましては、４月から導入をすることとし、

他の子供とのかかわりや楽しく食べる体験をとおして食への関心を育み、栄養士によ

ります食の大切さや望ましい食習慣のあり方、食べ物への感謝の気持ちを育てる食育

の指導に努めてまいります。 

 高齢者福祉及び介護保険事業につきましては、第５期銀河福祉タウン計画に基づき

まして、高齢者福祉施策の充実及び介護保険事業の安定した運営に努めますとともに、

本年度改定をします第６期銀河福祉タウン計画、平成２７年度から２９年度は、計画

策定のための高齢者実態調査を実施して高齢者や地域の課題をより具体的に把握し、

施策の充実を図ってまいります。 

 地域包括支援センターでは、介護予防マネジメント、高齢者虐待防止や介護相談員、

やすらぎ支援員の派遣事業など活動の充実に努めますとともに、町内の歯科医院と連

携し口腔機能向上事業を引き続き実施をさせていただきます。介護予防事業等の充実

と強化を図ってまいります。 
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 権利擁護事業につきましては、社会福祉協議会と連携しながら、町民からの各種相

談に応じますとともに、社会福祉協議会による法人後見業務の取り組みや担い手の育

成、町民からの各種相談の生活課題等に対応するあんしんサポートセンターの運営に

対する支援に努めてまいります。 

 次に、障がい者福祉につきましては、本別町障がい者福祉計画に基づきまして、住

み慣れた地域でいきいきとした生活が送れますように、各種障がい福祉サービスや相

談支援体制の充実に努めますとともに、生活弱者や障がいのある方、さらに高等養護

学校卒業後の就労支援、平成２７年度開設を目標に、居住の場の確保など生活の安心

の拡大に向けた基盤整備について検討を進め、町内ＮＰＯ法人や関係機関と協議を進

めてまいります。 

 さらに、チャレンジ雇用によります中間的就労から一般就労へとつながります社会

訓練の場への提供と支援を引き続き実施をしてまいります。 

 また、第５期障がい者保健福祉計画、平成２７年度から２９年度の策定に向けまし

て、関係団体との協議など策定に向けて取り組みを進めてまいります。  

 健康管理センター事業につきましては、乳幼児期から高齢期まで、全てのライフス

テージにおいて健やかに安心した生活が送れますように、家庭や地域、職場などにお

けます各種検診事業の普及啓発に努め受診率の向上を図りますとともに、特に生活習

慣病の予防など健康づくりに必要な健康相談や保健指導を推進してまいります。 

 母子保健につきましては、安心して子供を産み、育てられるよう、妊婦一般健康診

査の助成を継続しますとともに、乳幼児健診や母親への支援事業を推進をし、また、

入院治療を必要とします未熟児に対して指定養育医療機関における養育医療の給付事

業を引き続き行っていきます。 

 感染症対策につきましては、乳幼児予防接種の接種率の向上を図るため、保護者に

対して十分な周知に努めますとともに、町内の医療機関との連携を深め接種体制の充

実に取り組んでまいります。 

 成人保健につきましては、４０歳から７４歳の国保加入者を対象といたしました第

２期特定健康診査等実施計画における目標の達成に努めますとともに、子宮がん検診、

乳がん検診、大腸がん検診につきましては、新規受診者や未受診者に対する啓発に努

め、受診者数の拡大を図りますとともに町民の健康づくりに努めてまいります。 

 心の健康づくり事業につきましては、月１回の心理カウンセラーによります心のほ

っと相談を引き続き開設し、相談体制の充実に努めてまいります。 

 老人ホームの運営につきましては、利用者のニーズや状態に合ったサービスを提供

しますとともに、利用者の方々が持っている能力に応じ、可能な限り自立した日常生

活を営むことができるように支援を行ってまいります。 

 また、関連機関と連携を図り、サービスの質の向上を目指し、利用者、家族、地域

に信頼をされる施設の運営に努めてまいります。 
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 老人ホームの改築につきましては、整備手法等について本別町地域包括ケア基盤整

備検討委員会で検討を進め、関係団体の意見の集約や町民説明会を実施し、今年度基

本構想をまとめてまいります。 

 次に、国民健康保険特別会計につきましては、依然として厳しい財政運営でありま

すが、地域の経済状況、高齢者の負担増などを考慮いたしまして、本年度も税率の改

正は行わず、基金の繰り入れなどで対応をしてまいります。 

 後期高齢者医療特別会計につきましては、北海道後期高齢者医療広域連合から新保

険料率が示されたところでありますけども、今後とも高齢者等にかかる医療制度の情

報収集を続け、運営主体の広域連合と連携を図ってまいります。 

 次に、病院事業につきましては、中・長期計画を推進し、病床数６０床の維持や初

期救急など現在の医療水準の確保を図り、周辺地域の拠点病院としての役割を担って

まいります。 

 病院事業会計の運営につきましては、引き続き医師、看護スタッフなどの確保を進

め、外来患者及び病床稼働率の向上によります収益確保を図りながら、材料費、維持

管理費などの経費節減に努め経営体質の強化に努めてまいります。 

 診療体制は、内科、外科、基礎診療科を中心に、医療機器の更新や病診連携など診

療機能の充実を図り、１.５次医療として耳鼻咽喉科、眼科、泌尿器科など、町民の医

療ニーズに応えた専門診療科の充実に努めますとともに、町民の皆様に病院運営に参

画していただく活動を推進し、地域に開かれ、信頼される病院づくりに取り組んでま

いります。 

 防災対策につきましては、本別町食料・防災資機材備蓄計画によりまして、年次的

に食料、物資等の整備を行い、町民生活の安心、安全を確保しますとともに、自治会、

関係機関を対象といたしました防災研修会等を開催し、風水害や地震、土砂災害など

の各種災害に対し、防災意識の高揚を図ってまいります。 

 さらには、交通事故のない、犯罪のない明るく住みよいまちを目指し、関係機関の

御支援をいただきながら町民一人一人の防犯、交通安全意識の啓発に努めてまいりま

す。 

 ４番目には、快適でやさしさのあるまちづくりであります。 

 安全で快適な生活環境の基本となります生活道路の整備は重要でありまして、本年

度の町道整備につきましては、継続事業で６地区、新規事業では３地区の道路改良工

事等を実施してまいります。 

 また、交通手段を持たない町民の足を確保するために、ふるさと銀河線代替バス、

本別・浦幌生活維持路線バス、太陽の丘循環バスや町有バスなどの公共交通機関の安

定的な運行に努めてまいります。 

 次に、循環型地域社会につきましては、太陽光などの再生可能エネルギーの推進や

電力供給逼迫によります省エネルギー対策が推進されてきております。 
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 本町といたしましては、今後も身近な自然エネルギーの活用を図りながら、新エネ

ルギー・省エネルギー対策の普及活動を推進してまいります。 

 また、一般家庭への太陽光発電システムの導入助成、公共施設の先行導入など、環

境にやさしいまちづくりの一環として、ＣＯ２削減によります地球温暖化防止への寄

与と消費電力削減によります省エネルギー化を目指してまいります。 

 なお、現在、進めております太陽光発電設置、高齢者住宅改修支援、資金の貸し出

しへの助成などを総合的にまとめた、仮称の住宅リフォーム制度の設立に向けて検討

を進めてまいります。 

 次に、水道は、町民生活や経済活動を支える施設として重要な役割を担っておりま

す。このため施設の整備や維持管理を計画的に進め、安全で良好な水を安定的に供給

できる努力をしてまいります。 

 下水道につきましては、施設の整備と維持管理に努め、水洗化の促進を図り、公共

下水道区域外で実施しています浄化槽整備事業につきましても、引き続き事業の推進

を図ってまいります。 

 公営住宅の整備につきましてですが、住環境の向上を図るために本別町住宅政策推

進計画に基づきまして実施をしてまいります。 

 公園緑地の整備につきましては、全道各地から観光客が訪れます義経の里本別公園

を始め、その他の公園施設につきましても効率的な維持管理を行い、町民の憩いとふ

れあいの場として快適な環境づくりに努めてまいります。 

 本町の有効な土地利用を図るために、本別町都市計画マスタープランを基本として、

用途地域の見直しを行ってまいります。 

 ごみ処理事業の推進につきましては、地域、町民の皆様の御協力により、資源集団

回収事業を活発に取り組んでいただいています。ごみの減量化や資源化を進めており

まして、今後、より一層のリサイクル率の向上を目指してまいります。 

 また、近く埋立地が満了となります銀河クリーンセンターにかわる終末処理場の確

保や、生ゴミ、下水道汚泥等を再生可能エネルギーとして活用する方法について検討

を進めてまいります。 

 五つ目の町民力、地域力、行政力が発揮できるまちづくりであります。 

 地域コミュニティ意識が多様化する社会に対応するため、引き続き協働の視点で、

町民の皆様や企業、団体、学校などと連携し、これまでに培ってきた町民力、地域力、

行政力が発揮できるまちづくりを進め、あわせて行政の持つ情報を積極的に公開し、

町政の透明性、公平性に努めてまいります。 

 次に、行財政改革の推進につきましては、町民の皆さんと行政の協働による新しい

公共をテーマとした第４次行財政改革大綱及び推進計画に基づき、計画の着実な推進

を図り、あらゆる事態にも対応できる体力のあるまちづくりを目指してまいります。 

 また、自分たちの町のことを自分たちで考えて決めていくためのルールを町民、議
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会、行政が連携し町政運営の基本的な仕組みである自治基本条例の制定に向けた検討

を進めてまいります。 

 次に、広域行政の推進につきましては、十勝の市町村と連携し、効率的で質の高い

行政サービスの提供を図るため、定住自立圏構想の取り組みを積極的に推進しますと

ともに、高速自動車道路網を利活用した近隣市町村との多様な連携によります交流人

口の拡大と地域経済の活性化を目指してまいります。 

 さらに現在、十勝圏複合事務組合におきまして、住民の安全、安心、サービスの向

上を基本理念に消防広域化を進めております。本年度は、消防救急無線のデジタル化

整備工事を着工し、あわせて十勝圏広域消防運営計画に基づき、規約の作成等を行う

こととしております。 

 今後とも構成団体といたしまして、十勝圏域全体から信頼されます消防体制の構築

に向けた取り組みに参加してまいります。 

 本別町個性あるふるさとづくり寄付金は、個性と魅力あるふるさとづくりを全国に

ＰＲし、本年度から町外の寄付者に地元特産品を贈呈し、いただいた寄付金は、より

一層有意義な運用を図ってまいります。 

 国際交流、地域間交流活動の効果は広範多岐に及ぶもので、日常とは異なる環境に

おける体験活動をとおして豊かな感性を醸成するため、引き続き地域間交流活動を進

めてまいります。 

 むすびでありますが、以上、平成２６年度の町政に臨むにあたり所信を申し上げさ

せていただきました。 

 本町を取り巻く環境は一段と厳しさを増しておりますが、これまでと同様、町民の

皆様と築いてきたまちづくりの実績と信頼を大切に、まちを支える町民の皆様の頼も

しい力をいただきながら、ともに学び支え合い活力のあるまちづくりを目指しますと

ともに、地域資源を最大限活用した企業誘致、雇用の拡大に向けて全身全霊を傾けて

積極果敢に取り組んでまいる所存であります。 

 町民の皆様、町議会議員各位の一層の御理解と御支援を賜りますように申し上げま

して執行方針とさせていただきます。 

○議長（方川一郎君） 次に、教育行政執行方針について。  

水谷教育委員長、御登壇ください。  

○教育委員長（水谷令子君）〔登壇〕 平成２６年町議会第１回定例会の開会にあたり、

教育行政執行方針について申し上げます。  

 本町においては、激しく変化する社会情勢に加え、人口の減少と少子高齢化を反映

し教育環境も厳しい状況となっている中、確かな学力、豊かな心、健やかな体の育成

など、子供たち一人一人がたくましく生きぬいていく生きる力を育む教育のより一層

の推進と家庭、学校、地域が一体となって、子供たちの教育やまちづくりに主体的に

参画する人づくりに対する教育の果たす役割が益々重要になってきております。  
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 教育委員会といたしましては、教育が未来を担う人材を育成する基盤であるとの認

識のもと、町民一人一人が生涯にわたって生きがいをもち、いつでも、どこでも、誰

もが学ぶ、生涯学習社会による協働のまちづくりの観点からほんべつ学びの日の充実

に努め、関係機関、団体と連携を図りながら町民の皆様の信頼に応えるよう教育行政

を推進してまいります。  

 平成２６年度の教育行政を推進するにあたり、主な施策の基本的な考え方について

申し上げます。  

 町民一人一人が生涯学習の観点にたって、子供たちとともに学びへの関心を高め、

豊かな心を育むまちづくりを推進するため、ほんべつ学びの日事業、四つの風のさら

なる充実のため、学校が実施する事業や行事などをとおして普及啓発活動を行うとと

もに、家庭、学校、地域が連携しながら、大人と子供たちがともに日々学ぶ取り組み

を推進いたします。  

 始めに、学校教育の推進につきましては、全国学力、学習状況調査等では、これま

での取り組みによる一定の成果が見られましたが、その結果分析を踏まえ学校改善プ

ランなどを作成し、確かな学力の向上を図るための授業改善、工夫と望ましい生活習

慣や学習習慣の定着などを身につくように、それぞれの学校が特色ある教育課程の編

成に努めます。  

 また、家庭学習においては、みずから進んで学習に取り組めるように家庭学習の手

引きなどの活用方法を工夫し習慣化を図り学力向上に向けた取り組みを推進いたしま

す。  

 豊かな心と健やかな体を育成する教育の推進では、地域全体で心身の健やかな発達

を支えることが大切であり、道徳教育の充実により規範意識や命を大切にする心や思

いやりの心を身につけるため、本町の恵まれた自然と地域の皆様の知識と知恵を積極

的に活用し、さまざまな体験活動をとおして社会性豊かな人間性を育んでまいります。 

 特別支援教育につきましては、引き続き町内全校に特別支援教育支援員を配置し、

特別支援教育連携会議の機能充実を図り、一人一人の子供たちに応じた個別支援を充

実いたします。  

 いじめや不登校の根絶に向けた取り組みにつきましては、中学校へのスクールカウ

ンセラーの配置や教育アドバイザーの定期的な学校訪問などにより、未然防止や早期

対応に向けた学校内の指導体制の充実に努め、早期発見、早期解消に向けた児童生徒

へのきめ細かな指導の充実に努めます。  

 国際理解教育の推進につきましては、引き続き中学校に英語指導助手を配置し、生

徒の実践的コミュニケーション能力の育成に努め、小学校においても外国語活動に応

じた英語に慣れ親しむ活動の充実を図ります。  

 また、本年度は、姉妹都市オーストラリア・ミッチェルに中高生を派遣し、ホーム

ステイにより生活習慣やオーストラリアの文化、歴史、自然を体験し、学校訪問や市
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民との交流をとおして国際的な視野を広め、両町の交流と親善を深めるとともに、明

日を担う人材の育成と国際社会の将来を見据えた国際理解教育の推進を図ります。  

 勇足小学校の姉妹校である立江小学校との交流研修につきましては、本年度は、友

好都市、徳島県小松島市へ勇足小学校の児童を派遣することになっており、長年培っ

てきた絆を相互交流研修などをとおして、さらに深める事業を推進します。  

 教育環境の整備につきましては、子供たちが安全で安心して学べる環境づくりのた

め、各学校の施設、設備等について必要に応じた修繕や改修などにより整備充実に努

めます。  

 また、老朽化したスクールバス１台の更新を行うとともに、児童生徒が安心して通

学できるよう、スクールバスの安全、安心な運行に努めます。  

 本別高校への支援活動につきましては、少子化に伴い中学卒業者数も減少し益々厳

しい時代を迎えており、本別高校の存続、２間口の確保が緊急的課題にあります。本

別高校及び本別高校の教育を考える会と連携を図りながら、魅力ある学校づくりの各

種支援策を継続いたしますが、本年度から通学費支援では、通学費を全額補助し、ま

た、新たな支援として、新入学生の制服の購入費を助成することといたしました。  

 今後とも非常に厳しい状況ではありますが、本別高校への進学を促すべき近隣中学

校への支援策のＰＲなど、地域の高校としての存続活動を強化いたします。  

 食育の推進につきましては、食の大切さや望ましい食習慣のあり方、食物への感謝

の気持ちを育む学習など、学校における食育の指導の充実に取り組むとともに、生産

者との協力により良質な地場産の食材を活用して、美味しくて喜ばれる栄養バランス

のとれた学校給食の提供に努めます。  

 また、新しい学校給食共同調理場は、地元カラマツ材を利用した最新の調理施設と

して２月に完成し、新学期から業務を開始いたします。新しい施設はアレルギー食調

理室を備えており、食物アレルギー対応の給食を提供するとともに、２階研修室から

調理室等が見学できる施設となっていますので、児童生徒はもちろん保護者、町民の

皆様にも研修の場として活用していただき、望ましい食習慣等の理解を深めていただ

くなど、食育の推進に努めます。  

 さらに、本年度から勇足と仙美里のへき地保育所に給食を提供し、幼児期から食べ

る楽しさや食習慣の大切さを指導することといたしました。  

 なお、本年度は旧調理場等の解体、車庫、物置の設置及び太陽光発電パネル設置の

工事などを予定しております。  

 社会教育の推進につきましては、第７次本別町社会教育中期計画が３年目を迎えま

す。町民が心豊かに生涯にわたり自己実現が図れるよう各種学習機会の提供や明るい

地域社会の創造を目指します。  

 家庭教育支援事業につきましては、就学前の子育て中の保護者を対象に、関係部局、

地域サークルと連携を図りながら学習機会や情報の提供など、より充実した子育て支
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援や家庭教育に向けた総合的な取り組みを引き続き進めます。  

 学校支援地域本部事業では、学校、家庭、地域が一体となって、地域ぐるみで学校

運営を支援し、子供たちを健やかに育む体制を構築する中で、学校などの希望や要望

に応じて、より効果的な学校支援に努めます。  

 

 第３０年次を迎える本別・南三陸ふるさと交流研修会につきましては、今後も交流

をとおして、多くのリーダーを育て、両町の子供たちの絆をさらに深めることができ

るよう推進します。  

 新たに、ふるさと本別をよく知ることで本別町を理解し本別町を愛し、その中で芽

生えた本別にしかない魅力や地域の輝きを発見するためにほんべつ学講座を図書館、

資料館と連携し開設いたします。  

 公民館活動につきましては、趣味や教養などを中心に町民が主体的に取り組む講座

や子供たちにものづくりの楽しさを体験してもらう教室のほか、芸術文化活動の促進

を図るため、個人、サークル、文化団体と連携し、展示会や各種発表会など、自主的

な文化活動に対する支援と、我が国の長い歴史と伝統の中から生まれ守り伝えられて

きた伝統文化の茶道や舞踊等の継承活動の支援に努めます。  

 図書館につきましては、胎教からの読み聞かせの大切さを伝えるファーストブック

事業を継続し、絵本をとおして親子のふれあいが心の財産となるよう進めます。児童

生徒の想像力、表現力を高め国語の学力向上を図るため、ふるさとのよさを知る絵本

づくり講座を実施し、さらに、本のまち夢づくり事業としてふるさと、本のまちを発

信し、文学世界をテーマにした写真展と講演、出前授業を開催いたします。  

 資料館では、７月１５日本別空襲を伝える企画展を開催し、北海道で５番目となる

空襲被害を受けた本別と道内のほかのまちの空襲のかかわりを考えるとともに、新た

に得た本別空襲の情報を伝え、歴史学習や平和学習の場としての活用を図ります。  

 また、木材のまち、ほんべつを発信するため、図書館、資料館事業として、子供た

ちが木をとおしてふるさとの歴史や自然を学び、体験と交流を深め、学びの成果を表

現する力を養います。  

 社会体育活動につきましては、年齢や性別を問わず、それぞれの体力や年齢に応じ

てスポーツを楽しむことができるようあかげら少年団、健康づくり教室などを実施す

るほか、ノルディック・ウォーキングなど、軽スポーツの普及啓発に努めるとともに、

毎年５月最終水曜日に世界中で実施される町民総参加型のスポーツイベントチャレン

ジデーを本年度も開催し、町民の健康づくりやスポーツの振興、地域の活性化を図る

ため町民皆スポーツの推進に努めます。  

 また、体育の日の事業として本別公園を会場に義経の里スポーツフェスティバルを

開催し、町民マラソンや自然散策、ゲームラリーなど、子供から高齢者まで、スポー

ツに、健康づくりに親しめる内容にしてまいります。  
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 昨年度から整備を進めている太陽の丘野球場につきましては、外野及び外周芝、本

部席、トイレ等についての整備を進め平成２７年度からの供用開始を予定しておりま

す。  

 あわせて、太陽の丘環境整備として駐車場及び排水流末等の整備を行います。  

 以上、平成２６年度の教育行政の執行に関する主要な方針について申し上げました。 

 子供たちが恵まれた自然や深い歴史と素晴らしい風土の中で、心豊かにそして健や

かにたくましく生きていけるように、また、町民の皆様が芸術、文化やスポーツに親

しみ、明るく元気で喜びと希望に満ちた暮らしとなりますよう取り組んでまいります

ので、町民の皆様を始め町議会議員の皆様の深い御理解と御支援を賜りますようお願

い申し上げまして、平成２６年度教育行政執行方針といたします。  

─────────────────────────────────────  

◎散会宣言  

○議長（方川一郎君） 以上で、本日の日程は全部終了しました。  

 念のために申し上げます。  

 明日３月５日から１０日までの６日間は休会であり、３月１１日午前１０時、再開

であります。  

 これをもって、通知済みといたします。  

なお、一般質問の通告は３月６日正午をもって締め切ります。質問のある方は締め

切り時間厳守の上、提出願います。  

 本日は、これで散会します。  

 御苦労さまでした。  

散会宣言（午後 ２時４５分）  

 

 


